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   第１章 本部の機関運営 
 

 

  1. 諸会議 
 

(１) 第166回中央委員会 

① ５月27～28日、東京・自治労会館で、全面ウェブで開催した。一般経過報告および以下の議題につ

いて審議し、すべての議案について圧倒的多数で可決された。 

   議 案 

   第１号議案  当面の闘争方針（案） 

   第２号議案  2024年度一般会計・特別会計 補正予算（案） 

   第３号議案  自治労会館・大規模修繕工事の実施（案） 

   第４号議案  加盟登録規程の改正について（案） 

   闘争宣言（案） ＜別記１－１＞ 

② 中央委員会書記局 

   議   長  高 屋 ゆきこ  近 畿 地 連・大阪府本部 

          中 山 悦 己  中 国 地 連・広島県本部 

   書 記 長  小 林 郁 子  本 部 中 執 

   書   記  橋 本 勇 介  本 部 書 記 

          津 田 真 拓  本 部 書 記 

  議事運営・資格審査委員会 

   委 員 長  河原﨑 育 子  北海道地連・北海道本部 

   委   員  森   智 子  東 北 地 連・秋田県本部 

          高 山 朋 子  関東甲地連・東京都本部 

          入 江 純 子  北 信 地 連・富山県本部 

          橋 本 麻友美  東 海 地 連・三重県本部 

          杉 田 勝 哉  近 畿 地 連・奈良県本部 

          野 村 一 恵  中 国 地 連・島根県本部 

          上 井 継 子  四 国 地 連・香川県本部 

          白 谷 義 彦  九 州 地 連・福岡県本部 

   本   部  氷 室 佐由里  本 部 中 執 

          郷   孝 幸  本 部 中 執 

          外 山 律 子  本 部 中 執 

          平 山 春 樹  本 部 中 執 

  （事 務 局） 議事運営委員会  高 山 尚 子、松 村 公 彦 

          資格審査委員会  永 野 絵 里、ラム レベッカ 

＜別記１－１＞ 

 

闘  争  宣  言 

 

 能登半島地震から約５ヵ月となるが、いまだ約3,400人もの方々が避難所生活を強いられており、インフラ
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復旧も道半ばであることから、息の長い支援が必要となる。自治労は、被災地・被災した組合員に寄り添い、

一刻も早い復旧・復興にむけ、全力で取り組む。 

 また、2024春闘は、生活改善と物価高に立ちむかう民間労組の奮闘により33年ぶりに５％を超える賃上げが

実現した。この流れを止めることなく、すべての働く者の賃上げ実現のため、最低賃金の引き上げや労務費へ

の価格転嫁等を推し進めなければならない。 

 そうした情勢の下、自治労は第166回中央委員会を開催し、当面する課題に取り組むための方針を決定し

た。 

 第１に、人勧期・自治体賃金確定期にむけた取り組みである。春闘結果を公務労働者へ確実に波及させるた

め、公務労協・公務員連絡会に結集し、全世代への賃上げと処遇改善を強く求めていく。また、「社会と公務

の変化に応じた給与制度の整備」に対する取り組みを強化するとともに、国の制度変更に準ずることなく、地

方の実態と自主性を尊重させるため、全組合員署名を背景とした総務省対策、人事委員会対策に総力をあげ

る。 

 第２に、産別統一闘争と組織強化・拡大の取り組みである。この間の人員削減により、直近の能登半島地震

においても職場の人員不足が露呈した。地域公共サービスの質を守ることに加え、非常時に対応するために

も、平時から業務量に見合った人員確保を求めて、現業・公企統一闘争、人員確保闘争に取り組まなければな

らない。あわせて、新規採用者や未加入者の加入拡大、共済の加入促進に組織の総力をあげて取り組むととも

に、「第６次組織強化・拡大のための推進計画」の着実な実践による組織強化・拡大に取り組んでいく。 

 第３に、地方自治・地方財政確立の取り組みである。政府は大規模災害、感染症のまん延などの重大な事態

に、国が地方自治体に対し必要な「指示」を行うことができる特例を盛り込んだ「地方自治法改正案」を閣議

決定し、今国会での審議が進められている。しかし、この法案は、地方分権の流れを逆行させかねないもので

あり、原案反対の立場で引き続き対策を強化する。さらに、地方分権の確立にむけて、地方自治法第99条に基

づく意見書採択や地方財政の拡充の取り組みも強化していく。 

 第４に、憲法改悪阻止、平和を守るたたかいである。岸田首相は、自身の総裁任期中の憲法改正に強い意欲

を示し、南西諸島の軍事基地化や武器輸出を解禁するなど「平和国家」としての日本を大きく変え、「戦争で

きる国づくり」に突き進んでいる。自治労は、岸田政権の進める憲法改悪、軍事大国化に反対し、憲法と平和

を守る取り組みを強化する。あわせて、世界各国との協調・対話を重視し、人道危機が深刻化するウクライ

ナ、ガザでの即時停戦にむけ、日本政府として役割を果たすことを強く求めていく。 

 第５に、政治の流れを変えるたたかいである。長らく続く自民党一強による驕りが生み出した「政治とカ

ネ」の問題から政権自民党への不信が高まる中、４月の衆議院補選では立憲民主党候補者がすべての選挙区で

勝利した。こうした状況を背景に、私たちがめざす公共サービスの充実をはじめとした連帯による支え合う社

会を実現するため、衆議院総選挙を見据え、立憲民主党をはじめとする中道・リベラル勢力の総結集にむけた

取り組みを強化しなければならない。同時に、自治労組合員の声を国政に届けるためにも、第27回参議院議員

選挙にむけ、自治労組織内候補予定者「岸まきこ」の一層の組合員への周知・浸透・定着の取り組みをはかっ

ていく。 

 これらの取り組みを通じて自治労組合員の総結集と団結をはかり、本部・県本部・単組が一丸となってたた

かい抜く。 

 以上宣言する。 

   2024年５月28日 

全日本自治団体労働組合 

第166回中央委員会 
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(２) 中央執行委員会 

① 第17回中央執行委員会（５月８日・自治労第二会館理事会室） 

 ＜議 案＞ 

 ア 2024自治労春闘中間総括（案） 

 イ 当面の闘争方針（案） 

 ウ 大規模修繕工事実施案の修正について 

 エ 2024年度一般会計・特別会計補正予算（案）について 

 オ 2024年度一般会計予算 新規事業と項内流用について 

 カ 第166回中央委員会開催要綱 

 キ 第166回中央委員会 闘争宣言（案） 

 ク 2025年度政府予算要求第１次中央行動要請書（案）について（その３） 

 ケ 2024ジェンダー平等推進闘争 関係省庁および地方三団体要請について 

 コ 第45回ＩＴＦ世界大会への参加体制について 

 サ 離籍専従役員の登録等について 

 シ 2025年度機関会議等日程（素案）について 

 ＜報 告＞ 

 ア 2024年度第16回中央執行委員会議事録 

② 第18回中央執行委員会（５月20日・自治労第二会館理事会室） 

 ＜議 案＞ 

 ア 第166回中央委員会 闘争宣言（案） 

 イ 第166回中央委員会 議事運営について 

 ウ 2025年度政府予算要求第１次中央行動要請書（案）について（その４） 

 エ 能登半島地震にかかる災害対応の課題についての総務省要請 

 オ じちろうマイカー共済『団体割引実施に関する協定書』の締結について 

 カ 新規加盟組合等の承認について 

 キ 企画調整費の執行について（当初予算にない事業経費「2024年度書記新規採用経費」） 

 ク 当面の海外派遣について 

 ＜報 告＞ 

 ア 2024年度第17回中央執行委員会議事録 

 イ 救援審査結果承認の一部訂正について 

 ウ 2024年度第８回本部共済推進委員会議事要録 

 エ 2024年度「県本部オンラインネットワーク構築支援金」の支出について（案） 

 オ 県本部代表者会議参加者対象「ハラスメント研修会」の開催について 

 カ ＰＳＩ第25回運営委員会（ＳＣ－25）報告 

③ 第19回中央執行委員会（６月10日・自治労第二会館理事会室） 

 ＜議 案＞ 

 ア 第98回定期大会の提出議案・討議日程について 

 イ 2024年度第５回県本部代表者会議の運営について 

 ウ 2025年度政府予算要求第１次中央行動要請書（案）について（その５） 

 エ 公共民間評議会2024年度 総務省・厚生労働省要請について 

 オ 新規加盟組合等の承認について 

 カ 救援審査結果の承認について 
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 キ 離籍役員登録取り消しに伴う退任時補償金の支払いの承認について 

 ク 2024年度一般会計予算 新規事業の承認について 

 ケ 2025年度暫定予算執行について 

 ＜報 告＞ 

 ア 2024年度第18回中央執行委員会議事録 

 イ 給与制度のアップデート措置事項素案について 

 ウ 組織基本調査データ等の提供について 

④ 第20回中央執行委員会（６月24日・自治労第二会館理事会室） 

 ＜議 案＞ 

 ア 消防行政の充実強化に関する消防庁要請について 

 イ 機関紙「じちろう」の改革案について 

 ウ 新規加盟組合等の承認について 

 エ 第99回定期大会（2025年）の開催地について 

 オ 離籍専従役員の登録等の承認について 

 カ 本部役職員2024年夏季一時金について 

 ＜報 告＞ 

 ア 2024年度第19回中央執行委員会議事録 

 イ 2024人勧期７・24中央行動の実施について 

 ウ 第４回2024現業・公企統一闘争本部会議について 

 エ 2024年度第９回本部共済推進委員会 議事要録 

 オ ハラスメント対策委員会主催「2024年ハラスメント研修会」の開催について 

 カ 2024年度決算監査の実施について 

⑤ 第21回中央執行委員会（７月８日・自治労第二会館理事会室） 

 ＜議 案＞ 

 ア 第98回定期大会の運営について 

 イ 2024年度運動の総括（案） 

 ウ 当面の闘争方針（案） 

 エ 日本モーターボート競走会労働組合（本部）への統合の承認について 

 オ 新規加盟組合等の承認について 

 カ 2025年度一般会計予算案（第１次素案）について 

 ＜報 告＞ 

 ア 2024年度第20回中央執行委員会議事録 

 イ 連合「政策・制度 要求と提言」の確認および意見反映について 

 ウ 2025年度政府予算要求第１次中央行動要請書【普及評・農水省】について 

 エ 第112回国際労働機関（ＩＬＯ）総会報告 

 オ ＰＳＩ第165回世界執行委員会（ＥＢ－165）報告 

⑥ 第22回中央執行委員会（７月22日・自治労第二会館理事会室） 

 ＜議 案＞ 

 ア 2024年度運動の総括（案） 

 イ 当面の闘争方針（案） 

 ウ 連合新会費制度の概要と移行にむけた自治労の対応について 

 エ 2025年度一般会計・特別会計予算（案）について 
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 オ 自治労本部書記の定年延長にかかる規程等の改正について 

 カ 離籍専従役員の登録等の承認について 

 キ 争訟を年度を越えて継続する案件の承認について 

 ク 新規加盟組合等の承認について 

 ＜報 告＞ 

 ア 2024年度第21回中央執行委員会議事録 

 イ 会計年度任用職員に対する自治労連の行動について 

 ウ 2024年度共済推進県本部交付金について 

 エ 予定利率改定に伴う退職後共済・親子共済等の推進上の取り扱いについて 

 オ 統合10周年キャンペーン結果に基づく寄付について 

 カ 第10回じちろう全国共済集会の開催について 

 

(３) 県本部代表者会議 

① 第５回県本部代表者会議 

  ７月29日、東京・自治労会館にて対面で開催し、以下の課題について協議した。 

 ＜協議・報告事項＞ 

 ア 2024年度運動の総括（案） 

 イ 連合新会費制度の概要と移行にむけた自治労の対応について 

 ウ 規程の一部改正について（案） 

 エ 第98回定期大会の運営について 

 オ 機関紙「じちろう」リニューアルについて 

 カ 予定利率改定に伴う退職後共済・親子共済等の推進上の取り扱いについて 

 キ 住まいる共済「無保障者をなくすための取り組み」について 

 ク 統合10周年キャンペーン結果に基づく寄付について 

 ケ 第10回じちろう全国共済集会の開催について 

 

(４) 役員推薦委員会 

① 第３回役員推薦委員会 

  ５月28日、ウェブで開催し、以下の課題について協議した。 

 ＜議 案＞ 

 ア 「役員推薦基準の一部改正について」に関する地連意見について 

 イ その他 

 ウ 第24期第４回役員推薦委員会について 

② 第４回役員推薦委員会 

  ８月28日、ウェブで開催し、以下の課題について協議した。 

 ＜議 案＞ 

 ア 役員の推薦について 

 イ その他 

 

(５) 選挙委員会 

① 第１回選挙委員会 

  ６月27日、ウェブで開催し、以下の課題について協議した。 
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 ＜報告・協議事項＞ 

 ア 選挙委員長の選出について 

 イ その他 

 

 ＜選挙委員会体制＞ ※2024年７月時点 

  山 木 紀 彦 北海道地連・北海道本部 

  岡 本 雄 大 東 北 地 連・宮城県本部 

  飯 島 潤 治 関東甲地連・群馬県本部 

  田 中   実 北 信 地 連・富山県本部 

  鈴 木 秀 和 東 海 地 連・愛知県本部 

  佐 賀 春 樹 近 畿 地 連・滋賀県本部 

  小 迫 敏 宏 中 国 地 連・広島県本部 

  山 﨑 幹 生 四 国 地 連・高知県本部 

  髙 橋 康 治 九 州 地 連・大分県本部 

 

(６) 自治労全国書記会議 

① 第１回三役会議 

  ５月16日、大阪市・DELstyl大阪東天満で開催した。共済事務推進のあり方、８月全国幹事会の運

営、６月書記局さわやか月間の取り組みなどについて協議した。 

② 第４回常任幹事会 

  ６月18日、ウェブで開催した。２月の全国交流集会、県本部書記局の労務管理等に関する調査など

について報告するとともに、2025年度運動方針案、共済事務推進のあり方、書記局さわやか月間の運

営などについて協議した。 

③ ノーモア・ハラスメント2024「書記局さわやか月間」の取り組み 

  ６月１～30日をノーモア・ハラスメント「書記局さわやか月間」として、全国の書記局、組合事務

所の環境改善に取り組んだ。この取り組みの一環として、６月25日12時よりウェブにて単組組合員ま

でアクセスできる「自治労公開ウェブ講座～褒めるって素晴らしい～」を配信し、全国から250を超

えるアクセスがあった。 

④ 第１回共済事務検討ＰＴ 

  ７月17日、東京・自治労会館で開催した。2024年度意見項目を確定した上で、共済本部との意見交

換会を行った。引き続き、地連ごとの意見集約を実施することとし、その日程のあり方などについて

協議した。 

⑤ 第５回常任幹事会 

  ７月18日、東京・自治労会館で開催した。自治労共済本部との協議、互助年金評議員会、さわやか

月間「褒め方」研修、新人書記研修交流会の開催などについて報告するとともに、全国幹事会の運営、

2025年度運動方針、新年度役員体制などについて協議した。 

 

  2. 連合各種委員会等の活動 
 

(１) 中央委員会 

① 第92回中央委員会（５月31日）  
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(２) 中央執行委員会 

① 第８回中央執行委員会（５月16日） 

② 第９回中央執行委員会（６月20日） 

③ 第10回中央執行委員会（７月19日） 

④ 第11回中央執行委員会（８月22日） 

 

(３) 三役会 

① 第11回三役会（５月14日） 

② 第12回三役会（６月18日） 

③ 第13回三役会（７月17日） 

④ 第14回三役会（８月20日） 

 

  3. 役職員互助年金共済会 
 

 ７月18日、2024年度の評議員会を対面・ウェブ併用で開催し、①2024年度の加入・脱退の状況、②

2024年度決算、③2025年度予算案を提案、確認した。 

 共済会の役員、評議員は以下の通り。 

   会   長   榎 本 朋 子（自治労本部書記次長） 

   副 会 長   貞 賀 重 治（全国書記協議長・福岡県本部） 

   事 務 局 長   八 巻 由 美（自治労本部総合企画総務局長） 

  【組織強化委員会・財政部会】 

   北海道地連   立 藏 賢 司（北海道） 

   東 北 地 連   岡 本 雄 大（宮 城） 

   関東甲地連   中 野 雅 臣（神奈川） 

   北 信 地 連   田 邊 猛 人（福 井） 

   東 海 地 連   川 合 利 和（三 重） 

   近 畿 地 連   工 藤 博 司（滋 賀） 

   中 国 地 連   木 下 幹 也（島 根） 

   四 国 地 連   鈴 木 圭 吾（徳 島） 

   九 州 地 連   白 谷 義 彦（福 岡） 

   女   性   糸 崎 弥 央（石 川） 

  【全国書記協・常任幹事】 

   北海道地連   高 山 智 子（北海道） 

   東 北 地 連   吉 川 史 恵（秋 田） 

   関東甲地連   青 栁 宏 和（茨 城・茨城県職連合） 

   北 信 地 連   中 村 隼 人（富 山） 

   東 海 地 連   中 川 康 貴（静 岡・富士市職労） 

   近 畿 地 連   武 田   和（大 阪） 

   中 国 地 連   植 野 史津子（岡 山・岡山県職労） 

   四 国 地 連   荒 川   治（高 知） 

   九 州 地 連   吉 村 亜希子（熊 本・熊本県職労） 
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  4. 離籍専従役員の状況 
 

(１) 離籍専従登録役員の状況（145人） 

 第166回中央委員会までに機関承認を受けた離籍専従登録役員の数は145人となった。各県本部の基本

割当定数は、一律２人の割当に、2024年度の登録組合員数10,000人につき１人を加えて決定している。

また、特別配置として地方連合会に派遣する副事務局長以上の離籍専従役員１人、共済県支部事務局長

の任務にあたる離籍専従役員１人が認められている（なお、表の決定機関欄に「臨時県本部代表者会議」

とあるのは、本来、中央委員会で決定すべきところ、感染症対策による代替会議として開催したもの）。 

＜別表１－１＞ 

第166回中央委員会承認まで 

県本部 定 数 名  前 役  職  名 決 定 機 関 初回登録日 

北海道 ６ 佐 藤 環 樹 道本部委員長 第143回中央委員会 2011年９月１日

  蒲 池   仁 全道庁委員長 第146回中央委員会 2013年11月１日

  山 木 紀 彦 道本部書記長 第150回中央委員会 2015年10月１日

  立 藏 賢 司 道本部書記次長 第151回中央委員会 2015年12月１日

  瀨 上 英 克 全道庁書記長 第92回定期大会 2019年２月１日

  瀧 口 和 成 道本部副委員長 第166回中央委員会 2024年４月１日

 
特別配置 

和 田 英 浩 連合北海道事務局長 第89回定期大会 2016年４月１日

 諸 橋 克 幸 共済支部事務局長 第165回中央委員会 2023年10月１日

青 森 ２ 奥 田 博 英 県本部書記長 第147回中央委員会 2014年４月１日

  加 藤   篤 県本部副委員長 第162回中央委員会 2022年４月１日

岩 手 ２ 及 川 隆 浩 県本部委員長 第157回中央委員会 2019年４月１日

  佐 藤 秀 作 県本部書記長 第166回中央委員会 2024年４月１日

 特別配置 伊 藤 裕 一 連合岩手会長 第153回中央委員会 2017年４月１日

宮 城 ３ 北 舘 和 彦 県本部副委員長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日

  木 幡 誉 郎 県本部副委員長 第160回中央委員会 2021年４月１日

  岡 本 雄 大 県本部書記長 第97回定期大会 2023年３月１日

秋 田 ２ 小 川   純 県本部委員長 第147回中央委員会 2014年４月１日

  佐 藤   学 県本部書記長 第89回定期大会 2016年４月１日

  水 木   卓 県職労委員長 第92回定期大会 2019年４月１日

山 形 ３ 渡 部 貴 之 県本部委員長 第151回中央委員会 2016年４月１日

  齋 藤 富士雄 県本部書記長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日

  丹 野 雅 一 県本部副委員長 第96回定期大会 2022年４月１日

福 島 ３ 澤 村 英 行 県本部委員長 第155回中央委員会 2018年４月１日

  佐 藤 寛 喜 県本部副委員長 第164回中央委員会 2023年４月１日

 
特別配置 

澤 田 精 一 連合福島会長 第157回中央委員会 2019年４月１日

 齋 藤 浩 昭 共済県支部事務局長 第160回中央委員会 2021年４月１日

新 潟 ４ 登 坂 崇 規 県本部委員長 第157回中央委員会 2019年４月１日

  太 田 辰 雄 県本部副委員長 第162回中央委員会 2022年４月１日

  大 滝   徹 県職書記長 第162回中央委員会 2022年４月１日

  山 本 善 人 県本部副委員長 第164回中央委員会 2023年４月１日

 特別配置 町 屋 光 弘 共済県支部事務局長 第162回中央委員会 2022年４月１日

群 馬 ３ 青 木 雄 次 県本部委員長 第155回中央委員会 2018年４月１日

  飯 島 潤 治 県本部書記長 第164回中央委員会 2023年４月１日

 特別配置 高 橋   勝 共済県支部事務局長 第162回中央委員会 2022年４月１日

栃 木 ３ 石 塚 利 雄 県本部委員長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日

  澤 田 郁 夫 県本部副委員長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日
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県本部 定 数 名  前 役  職  名 決 定 機 関 初回登録日 

栃 木  増 山 秀 人 県本部副委員長 第166回中央委員会 2024年４月１日

 特別配置 沼 子 直 美 連合栃木副事務局長 第154回中央委員会 2017年10月31日

茨 城 ３     

 特別配置 生井澤 律 子 連合茨城副事務局長 第162回中央委員会 2022年４月１日

埼 玉 ２ 前 原 朝 子 県本部委員長 第97回定期大会 2023年９月１日

東 京 ７ 中 條 貴 仁 都本部副委員長 第141回中央委員会 2010年10月１日

  和 田 隆 宏 都本部特別中央執行委員 第150回中央委員会 2015年９月７日

  笹 川 勝 宏 都本部書記長 第162回中央委員会 2022年４月１日

  西 岡 芳 宏 都本部中央執行委員 第164回中央委員会 2023年４月１日

  多 田 修一郎 都本部中央執行委員 第97回定期大会 2023年７月１日

千 葉 ２ 伊 藤 成 司 県本部委員長 第165回中央委員会 2023年11月１日

 特別配置 田 嶋 邦 夫 連合千葉副事務局長 第162回中央委員会 2022年４月１日

神奈川 ５ 榎 田 利 彦 県本部副委員長 第148回中央委員会 2014年10月１日

  中 野 雅 臣 県本部書記長 第156回中央委員会 2018年12月１日

  蓼 沼 宏 幸 県本部委員長 第96回定期大会 2022年４月１日

  萩 原 周 子 県本部特別中央執行委員 第96回定期大会 2022年４月１日

 特別配置 阿 部 嘉 弘 連合神奈川副事務局長 第150回中央委員会 2015年11月１日

山 梨 ２ 松 木 友 幸 県本部副委員長 第145回中央委員会 2013年４月１日

長 野 ４ 湯 本 憲 正 県本部副委員長 第150回中央委員会 2015年12月１日

  小 林   誠 県本部書記次長 第160回中央委員会 2021年４月１日

  伊 藤 浩 二 県本部副委員長 第164回中央委員会 2023年４月１日

富 山 ３ 鴨 野 浩 一 県本部委員長 第149回中央委員会 2015年４月１日

  阿 閉   智 県本部執行委員 第157回中央委員会 2019年４月１日

  柴 田 俊 樹 県本部副委員長 第160回中央委員会 2021年１月１日

福 井 ２ 田 邊 猛 人 県本部書記長 第141回中央委員会 2010年10月１日

  土 田 利 幸 県本部副委員長 第166回中央委員会 2024年４月１日

 特別配置 橋 岡 克 典 連合福井事務局長 第151回中央委員会 2016年４月１日

静 岡 ３ 伊 藤 隆 弘 県職書記長 第158回中央委員会 2019年11月１日

  福 井   淳 県本部委員長 第162回中央委員会 2022年４月１日

愛 知 ３ 鈴 木 武 夫 県本部副委員長 第152回中央委員会 2017年１月１日

  松 岡 真 二 県本部副委員長 臨時県本部代表者会議 2020年３月18日

  足 立 潔 重 県本部委員長 第163回中央委員会 2023年４月１日

 特別配置 坂 田 有 紀 連合愛知副事務局長 第166回中央委員会 2024年４月１日

岐 阜 ３ 子 安 英 俊 県本部委員長 第160回中央委員会 2021年４月１日

三 重 ３ 原 田 貴 文 県本部委員長 第151回中央委員会 2016年４月１日

  鳥 羽 幸 也 県職委員長 第151回中央委員会 2016年４月１日

  宮 脇 拓 也 県本部副委員長 第162回中央委員会 2022年４月１日

 特別配置 藤 田 和 彦 連合三重事務局長 第157回中央委員会 2019年４月１日

滋 賀 ２ 工 藤 博 司 県本部書記長 第156回中央委員会 2018年10月１日

  佐 賀 春 樹 県本部委員長 第160回中央委員会 2021年４月１日

京 都 ２ 森 本 尚 秀 府本部副委員長 第166回中央委員会 2024年５月１日

 特別配置 下 村 幸 児 連合京都副事務局長 第163回中央委員会 2022年10月１日

奈 良 ２ 桐 木 正 明 県本部委員長 第139回中央委員会 2009年10月１日

  須 貝   縦 県本部書記次長 第166回中央委員会 2024年４月１日

和歌山 ２ 加 藤 康 夫 県本部委員長 第160回中央委員会 2021年４月１日

大 阪 ５ 國 眼 恵 三 府本部書記長 第155回中央委員会 2018年２月11日

  金 子 俊 雄 府本部副委員長 第165回中央委員会 2023年10月１日

  中 野 勝 利 府本部委員長 第159回中央委員会 2020年９月１日

  藤 本 初 雄 府本部副委員長 第162回中央委員会 2022年４月１日

  大 西 將 之 府本部副委員長 第163回中央委員会 2022年10月１日
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県本部 定 数 名  前 役  職  名 決 定 機 関 初回登録日 

大 阪 特別配置 田 中 伸 生 共済府本部事務局長 第157回中央委員会 2019年４月１日

兵 庫 ５ 森   哲 二 県本部副委員長 第134回中央委員会 2007年４月１日

  小 原 王 之 県本部副委員長 第92回定期大会 2019年７月１日

  尾 西 亮太郎 県本部書記長 第149回中央委員会 2014年11月１日

  戎     剛 県本部副委員長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日

  足 立 育 生 県本部副委員長 第162回中央委員会 2022年４月１日

岡 山 ２ 富 田 章 史 県本部委員長 第160回中央委員会 2021年４月１日

 特別配置 大 島 康 治 連合岡山副事務局長 第154回中央委員会 2019年４月１日

広 島 ３ 中 山 悦 己 県本部委員長 第160回中央委員会 2021年４月１日

  神 原 悦 朗 県本部副委員長 第160回中央委員会 2021年４月１日

  小 迫 敏 宏 県本部書記長 第162回中央委員会 2022年４月１日

 
特別配置 

藤 井 則 正 連合広島事務局長 第157回中央委員会 2019年４月１日

 地 村 高 明 共済県支部事務局長 第162回中央委員会 2022年４月１日

鳥 取 ２     

 特別配置 藤 縄 和 彦 連合鳥取副事務局長 第89回定期大会 2016年７月１日

島 根 ３ 須 田 晋 次 県本部委員長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日

  木 下 幹 也 県本部書記長 第160回中央委員会 2021年４月１日

  瓜 坂 秀 史 県本部副委員長 第96回定期大会 2022年４月１日

 特別配置 松 永   健 共済県支部事務局長 第164回中央委員会 2023年４月１日

山 口 ３ 森 本 正 宏 県本部委員長 第147回中央委員会 2014年４月１日

  田 中 克 典 県本部書記長 第163回中央委員会 2023年４月１日

 特別配置 豊 村 雄 二 連合山口副事務局長 第154回中央委員会 2017年11月１日

香 川 ３ 大 熊 正 樹 県本部委員長 第141回中央委員会 2010年10月１日

  小 野 賢 治 県本部副委員長 第157回中央委員会 2019年４月１日

  三 好 康 夫 県本部書記長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日

徳 島 ２ 鈴 木 圭 吾 県本部書記長 第157回中央委員会 2019年４月１日

  中 川 孝 文 県本部委員長 第162回中央委員会 2022年４月１日

愛 媛 ２ 中 塚 広 之 県本部委員長 第157回中央委員会 2019年４月１日

高 知 ２ 中 平 正 幸 県本部委員長 第143回中央委員会 2011年10月１日

  山 﨑 幹 生 県本部書記長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日

福 岡 ４ 野 田 和 之 県本部委員長 第145回中央委員会 2013年４月１日

  白 谷 義 彦 県本部書記長 第149回中央委員会 2015年４月１日

  筒 井   剛 県職労委員長 第151回中央委員会 2016年５月１日

  新 山   晃 県職労書記長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日

 
特別配置 

小 陳 武 志 連合福岡副事務局長 第147回中央委員会 2014年４月１日

 隈 本 伸 也 共済県支部事務局長 第160回中央委員会 2021年４月１日

佐 賀 ２     

 特別配置 永 石   亀 県本部副委員長 第160回中央委員会 2021年４月１日

長 崎 ３ 村 田 元 輝 県本部書記長 第162回中央委員会 2022年４月１日

  菊 永 昌 和 県本部委員長 第162回中央委員会 2022年４月１日

  山 﨑 誠 人 県本部副委員長 第164回中央委員会 2023年４月１日

 特別配置 宮 本   洋 共済県支部事務局長 第159回中央委員会 2020年10月１日

大 分 ３ 那 賀 久 資 県職書記長 第155回中央委員会 2018年４月１日

  溝 口 慎一郎 県本部委員長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日

  鹿 嶋 秀 和 県本部書記長 第160回中央委員会 2021年４月１日

 特別配置 江 藤 智 章 共済県支部事務局長 第162回中央委員会 2022年４月１日

宮 崎 ３ 中 原 広 幸 県本部委員長 第144回中央委員会 2012年４月１日

  大 村 謙 司 県本部副委員長 第89回定期大会 2016年４月１日

  重黒木 康 恵 県本部副委員長 第155回中央委員会 2018年４月１日
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県本部 定 数 名  前 役  職  名 決 定 機 関 初回登録日 

宮 崎 
特別配置 

吉 岡 英 明 連合宮崎事務局長 第89回定期大会 2016年４月１日

 梶 原   亨 共済県支部事務局長 第162回中央委員会 2022年４月１日

熊 本 ３ 木 村 光 伸 県本部委員長 第89回定期大会 2016年６月６日

 特別配置 德 冨 幸 平 連合熊本副事務局長 第153回中央委員会 2017年４月１日

鹿児島 ３ 片野坂 昭 彦 県本部副委員長 臨時県本部代表者会議 2020年４月１日

  満 永 正 幸 県本部委員長 第162回中央委員会 2022年４月１日

 
特別配置 

上 園 哲 也 連合鹿児島副事務局長 第163回中央委員会 2022年10月１日

 吉 村 清 隆 共済県支部事務局長 第153回中央委員会 2017年４月１日

沖 縄 ３ 宮 里   勝 県本部書記長 代表代議員会議 2020年４月１日

  比 嘉 盛 博 県職連合委員長 第164回中央委員会 2023年４月１日

  前 底 伸 幸 県本部委員長 第166回中央委員会 2024年４月１日

 
特別配置 

仲宗根   哲 連合沖縄会長 第90回定期大会 2017年４月１日

 大 嶺 克 志 共済県支部事務局長 第90回定期大会 2017年４月１日
 
 

(２) 離籍専従役員準登録（定数外）者の状況（20人） 

＜別表１－２＞ 

                      第166回中央委員会承認まで 

県本部 名  前 決定機関 初回登録日 

北海道 深 田 大 幸 第160回中央委員会 2021年４月１日

福 島 大 内 敦 夫 第162回中央委員会 2022年４月１日

富 山 高 � 真 実 第157回中央委員会 2019年４月１日

石 川 糸 崎 弥 央 第160回中央委員会 2021年４月１日

 松 原 直 司 第164回中央委員会 2023年４月１日

福 井 高 村 隆 一 第91回定期大会 2018年４月１日

三 重 溝 口 隆 行 第92回定期大会 2019年４月１日

奈 良 藤 本 恵 多 第153回中央委員会 2017年４月１日

 吉 村 聖 子 第155回中央委員会 2018年４月１日

大 阪 上 野 壽 治 第149回中央委員会 2014年12月27日

 川 口 篤 志 第161回中央委員会 2021年10月１日

 下 村 泰 正 第97回定期大会 2023年４月１日

広 島 宗 像   勇 第147回中央委員会 2014年４月１日

香 川 豊 田 雅 人 第162回中央委員会 2022年４月１日

高 知 新土居 正 志 第89回定期大会 2016年４月１日

 門 脇   忍 第164回中央委員会 2023年４月１日

福 岡 藤 田 桂 三 第151回中央委員会 2016年４月１日

 坂 田 邦 宏 第156回中央委員会 2018年10月１日

佐 賀 渡 邊   諭 第162回中央委員会 2022年４月１日

長 崎 廣 島 時 一 第164回中央委員会 2023年４月１日
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  5. 「再雇用交付金」の登録状況 

 
＜別表１－３＞ 

 

登録県本部 再雇用者名 業  務 契 約 期 間 

秋 田 仙 葉   久 共闘団体との連絡・調整 2023年９月１日～2024年２月29日 

神奈川 福 島 嘉 人 学習会講師 2023年９月１日～2024年２月29日 

三 重 藤 森 久 次 
組織強化拡大に関する助

言・指導 
2023年９月１日～2024年２月29日 

徳 島 徳 永 佳 紀 自治研推進、政治政策 2023年９月１日～2024年２月29日 

福 岡 下 田 祐 二 共済推進委員会組織運営 2023年９月１日～2024年２月29日 

＊契約期間は、年金受給開始年齢に応じて更新可能。 
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   第２章 賃金・労働条件改善の取り組み 
 

 

  1. 諸会議・集会 
 

(１) 第３回課題別ウェブ学習会 

 ５月30日、ウェブで開催し、約80人が参加した。前橋市職労（群馬県本部）、邑南町職（島根県本

部）、熊本県職労（熊本県本部）の３単組より勤務間インターバル・フレックスタイムに関する取り組

みについて報告をいただいた。その後、亀瀧労働条件局長より「フレックスタイム制と勤務間インター

バルへの対応について」と題して本部提起を行った。 

 

(２) 臨時県本部労働条件担当者会議 

 ６月12日、ウェブで開催し、46県本部１社保労連57人が参加した。会議では、①給与制度のアップ

デートについて、②当面の闘争方針の補足について協議を行った。 

 

(３) 「賃金闘争あり方研究会（賃金ＰＴ）」の開催について 

① 第６回「賃金闘争あり方研究会」 

  ６月17日、東京・自治労会館で開催した。会議では、給与制度アップデートに関する経過等を含め

情報の共有を行い、今後の総務省対策について議論を行った。また、賃金ＰＴ中間論点整理（案）に

ついて意見交換を行った。 

 

(４) 2024総務省署名提出・要請行動 

 給与制度のアップデートにあたり、改正内容を機械的に地方に下ろすことのないよう求めるとともに、

地方の実態と自主性を尊重した給与制度を可能とするよう求めることを目的として署名行動を４月～６

月上旬に実施した。最終的な集約数については、565,206筆。＜別表２－１＞の通り（総務省未提出分

も含む）。６月17日、集約した署名を総務省へ提出し、要請行動を行った。要請行動には、地方代表者

として北海道本部・山木書記長、兵庫県本部・戎副委員長が出席した。 

＜別表２－１＞ 

2024総務省署名行動集約結果（最終） 

 

県本部 枚 数 筆 数 

北 海 道 16,425 60,762

青  森 2,248 6,451

岩  手 2,300 8,899

宮  城 2,229 7,079

秋  田 1,527 5,367

山  形 4,659 15,904

福  島 5,248 16,801

新  潟 7,225 25,368

群  馬 3,941 12,335

栃  木 2,068 7,974

茨  城 2,068 5,416

県本部 枚 数 筆 数 

埼  玉 1,395 3,216

東  京 6,198 26,884

千  葉 1,305 3,112

神 奈 川 4,135 16,533

山  梨 2,461 7,778

長  野 5,093 18,561

富  山 6,059 13,422

石  川 339 1,298

福  井 1,862 5,918

静  岡 3,784 11,621

愛  知 3,743 15,510
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県本部 枚 数 筆 数 

岐  阜 2,826 7,857

三  重 6,240 17,408

滋  賀 799 2,827

京  都 1,418 5,341

奈  良 245 948

和 歌 山 3,193 8,501

大  阪 2,789 9,172

兵  庫 4,932 17,059

岡  山 366 1,380

広  島 6,456 24,964

鳥  取 2,710 9,094

島  根 4,171 11,473

山  口 2,004 6,408

※ 総務省未提出分も含む。 

県本部 枚 数 筆 数 

香  川 3,161 11,708

徳  島 3,218 11,612

愛  媛 405 1,271

高  知 1,131 4,196

福  岡 8,489 32,291

佐  賀 2,341 8,825

長  崎 2,657 10,785

大  分 6,338 28,165

宮  崎 1,810 6,760

熊  本 2,011 7,542

鹿 児 島 3,485 11,861

沖  縄 638 3,095

社保労連 3,949 8,454

計 164,094 565,206

 

 ※ 交渉の具体的な内容は自治労情報2024第0112号（６月18日）を参照のこと。 

 

(５) 地方三団体に対し要請行動 

 自治労は、５月31日に全国知事会、６月21日に全国市長会と全国町村会に対し、地方の実態と自主性

を尊重した給与制度を求め要請行動を実施した。要請の内容としては、①「社会と公務の変化に応じた

給与制度の整備」の具体化にあたり、制度変更に準じた扱いを自治体に求めないこと。②給与制度につ

いて地方の実態と自主性を尊重した柔軟な対応を可能とすること。③特別交付税の減額措置を撤廃する

ことの３点について国に働きかけるよう要請した。 

 ※ 交渉の具体的な内容は自治労情報2024第0125号（７月１日）を参照のこと。 

 

(６) 2024人勧期７・24中央行動 

 公務員連絡会は、７月24日、東京・日比谷野外大音楽堂で人勧期中央行動を実施した。全国から

2,000人の組合員が結集し、自治労からの参加者は47県本部１社保労連770人。 

 中央集会では、主催者を代表して武藤議長が「公務員連絡会は６月19日に川本人事院総裁に人勧期要

求書を提出して以降、職場学習会・職場決議等を地方段階から積み上げ、ブロック別申し入れ行動等を

背景に、各級段階の交渉を強化している。2024人勧期の最大のヤマ場である、本日の書記長クラス交渉

では、８月上旬の最終交渉にむけ、職員福祉局長および給与局長から前進回答を引き出すため、この猛

暑以上に熱い支援行動を、全国の仲間の皆さんとともに貫徹しよう」と訴えた。 

 続いて激励あいさつに駆け付けた連合の清水事務局長は、「連合が公表した2024春季生活闘争の最終

集計では、平均賃金方式の全体の賃上げ率が5.10％となり、33年ぶりの５％台を達成した。有期・短時

間・契約労働者の賃上げは、時給で5.74％、月給で4.98％となり、時給の引き上げ率は一般組合員を上

回った。これらの成果は各単組の真摯な交渉の結果だが、ここからが正念場である。この成果を最低賃

金の引き上げと人事院勧告に反映させ、すべての働く者の賃上げを実現することが求められる。公務の

皆さんには、人事院勧告に『労働基本権制約の代償措置』が適切に示されるよう、精力的な交渉を進め

ることを期待する」と激励と連帯のあいさつを行った。 

 基調提起として森永事務局長からは、正念場を迎える2024年の人事院勧告について、「公務員連絡会

としては、2024年の月例給の官民較差が最終的にどの程度になるかが見通せない中で、決して楽観でき
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ない状況にあるとの認識の下、全職員（全級・全号俸）の俸給月額の改善を行った上で、課題である初

任給の官民格差の解消を中心に若年層・中堅層の改善に取り組むべきだと考えており、今申し上げたス

タンスで今日の給与局長との交渉に臨む」と訴えた。 

 構成組織の決意表明には、国公連合・国税労組・鈴木悠一朗書記次長、全水道・塚本法章近畿東海地

方本部書記長、林野労組・前川康弘中央執行委員が登壇し、たたかう決意を力強く表明した。 

 集会を終えた参加者は、人事院前交渉支援行動と霞ヶ関一周のデモ行進を行い、「公務員の賃金を引

き上げろ」「長時間労働を是正しろ」「ワークライフバランスを確保しろ」「非常勤職員の待遇を改善

しろ」などと力強くシュプレヒコールを繰り返した。行動を終えた参加者は日比谷大音楽堂に再参集し、

総括集会で人事院局長交渉の報告を受けた。 

 森永事務局長は交渉の概要を報告した上で「勧告については、本日の交渉を踏まえ、公務員連絡会と

しては、８月５日の週に行われることを想定すれば、勧告まで約２週間という最終盤の正念場を迎える

ことになる。『2023年を上回る、全職員、全級・全号俸の引き上げ勧告』という結果を追求すること、

『社会と公務の変化に応じた給与制度の整備』については、多岐にわたる項目の中で、個々人にとって

の影響をトータルで見たときに、プラスになる人、マイナスになる人が結果として生ずることから、実

施にあたっては一定の経過措置等を設けさせることを出口に見据えて、限られた時間ではあるが、交渉

協議を継続していく。今回の勧告内容が、一人でも多くの方に理解いただける『結果』が得られるよう、

最後まで取り組む決意を申し上げ総括集会における報告とする」とし、今後の交渉にむけた基本姿勢を

明らかにした。 

 最後に、武藤議長の団結がんばろうで集会を締めくくった。 

 ※ 集会の具体的な内容は自治労情報2024第0141号（７月24日）を参照のこと。 

 

(７) 県職共闘・大都市共闘・町村評議会が総務省に対し要請行動 

 ７月24日、鳥羽県職共闘議長、村松大都市共闘議長、宮脇町村評議会議長が「社会と公務の変化に応

じた給与制度の整備」への対応にかかり総務省要請を行った。 

 ※ 交渉の具体的な内容は自治労情報2024第0143号（７月25日）を参照のこと。 

 

  2. 2024人勧期の取り組み 
 

(１) 公務労協・公務員連絡会の取り組み 

① 公務員連絡会 

 ア ４月12日 人事院と民調作業方針をめぐって交渉（公務員連絡会 賃金・労働条件専門委員会） 

  ※ 交渉の具体的な内容は自治労情報2024第0078号（４月15日）を参照のこと。 

 イ ６月19日 人事院に2024人勧期要求書提出（公務員連絡会・委員長クラス） 

   公務員連絡会委員長クラス交渉委員は、６月19日、人事院の川本総裁に対し、「2024年人事院勧

告に関わる要求書」（別記２－１）を提出した。これにより、2024人勧期の取り組みがスタートし

た。 

＜別記２－１＞ 

 
 

2024年６月19日 

 人事院総裁 

  川 本 裕 子 様 
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公務員労働組合連絡会    

議 長 武 藤 公 明 

 

2024年人事院勧告に関わる要求書 

 

 貴職におかれましては、公務員人事行政にご尽力されていることに敬意を表します。 

 さて、能登半島地震からの早期の復旧・復興など公務・公共サービスに従事する職員は高い使命感と責任感

を持って懸命の奮闘を続けています。 

 一方、円安と物価高騰により、実質賃金は２年以上に亘り減少をし続けています。 

 そのため、低迷する日本の勤労者の賃金を改善することは、現在の日本において最重要とも言える課題と

なっているところです。 

 そのような中、連合と各加盟組合は、2024春季生活闘争を粘り強く闘い、その結果、比較可能な2013闘争以

降で最も高い水準となる賃上げを実現しつつあります。日本経団連を始めとするその他の調査結果において

も、いずれも昨年の数字を大きく上回り、賃金の引上げ傾向が鮮明となっています。民間労働者同様、物価高

騰に悩まされる公務員についても、賃金の改善が強く求められるところです。 

 また、公務職場においては、多様化・複雑化する行政ニーズのもと増大する業務量に見合った要員が確保さ

れておらず、長時間労働が蔓延するなど厳しい環境は改善されていません。良質な公務・公共サービスを確実

に提供するためにも、職員が安心し安全に働くことのできる職場環境の整備や必要な要員の確保、賃金労働条

件の改善が極めて重要です。 

 公務員連絡会は、このような認識に基づき「2024年人事院勧告に関わる要求書」を提出します。貴職におか

れましては、下記事項の実現に向け、最大限努力されるよう要求します。 

記 

1. 賃金要求について 

 (１) 月例給与について 

    2024年の給与改定勧告にあたっては、全職員に対する月例給の引上げ勧告を行うこと。 

 (２) 一時金について 

    一時金については、精確な民間実態の把握と官民比較を行い、支給月数を引き上げるとともに、期

末・勤勉の適正な配分を行うこと。 

2. 「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」について 

 (１) 月例給・一時金・各種手当を取り扱う総合的な見直しであることを踏まえ、職員各層から理解を得ら

れ、その意欲を引き出すものとすること。 

 (２) 地方公務員、独立行政法人職員、政府関係法人職員等にも広く影響を与える課題であることから、検

討に当たっては、公務員連絡会に対して、適宜早い段階での情報提供を行うとともに、連絡会と十分な

協議を行うこと。 

 (３) 地方における職員の処遇改善と人材の確保に向けて、地域手当の改善と併せて、初任給近辺の俸給月

額引上げを確実に行うこと。 

 (４) 勤勉手当の「特に優秀」区分の成績率の上限引上げについては、それを実施すべき合理的な理由を明

らかにすること。また、引上げに当たっては、2022年10月から施行されている改定された評価制度の検

証を前提とすること。 

 (５) 新幹線通勤等に係る手当額見直しについては、精確な官民比較に基づき、確実に引き上げること。ま

た、現在の通勤手当の問題点を踏まえ、普通交通機関も含めた総合的な見直しを行うこと。 

 (６) 採用時からの新幹線通勤・単身赴任に対する手当支給については、採用全般を対象とするとともに、
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現在既に新幹線通勤や単身赴任をしている者を対象とすること。 

 (７) 地域手当について、地域間格差を縮小するとともに、「大くくりの調整方法」により生ずる課題への

具体的対策について、公務員連絡会と十分交渉・協議すること。 

 (８) 扶養手当の見直しについて、経過措置等を講ずるとともに、その具体的な内容について、公務員連絡

会と十分交渉・協議すること。 

 (９) 現在再任用職員に支給されていない手当について、定年前職員や定年延長職員との均衡などを踏まえ

つつ、各種手当の支給範囲を極力拡大すること。 

 (10) のちの60歳前後の給与カーブに関する課題の検討に向けて、60歳以上の職員の給与に関しても精確な

官民比較を行うことを基本に、中長期的な給与カーブ全体のあり方について、公務員連絡会と十分交

渉・協議すること。 

 (11) 寒冷地手当や特地勤務手当など、関連して見直しが実施される手当について、地域事情等を十分に踏

まえて検討すること。 

3. 長時間労働の是正と休暇・休業制度の拡充等について 

 (１) 長時間労働の是正 

   ① 人事院が３月26日に公表した調査結果において、2022年度（令和４年度）において、上限を超えて

超過勤務を命ぜられた職員の割合が、本府省・地方、他律部署・自律部署のいずれにおいても、前年

度を上回っていることから、各府省に対して、超過勤務の抑制や職員の心身の健康確保など指導を強

化すること。 

   ② 昨年４月21日に人事院が公表した調査において、業務の合理化等を行ってもなお長時間の超過勤務

により対応せざるを得ない理由について、多くの府省が「恒常的な人員不足」を挙げていること等を

踏まえ、引き続き、定員管理担当部局に対して、人員の確保に向けた対応を求めること。 

   ③ 「テレワーク等研究会」最終報告（2023年３月）でも示されている通り、他律部署の範囲について

業務の実態に即して課室よりも細かく指定することや、特例業務の範囲を必要最小限とすることにつ

いて、各府省への指導を強化すること。 

 (２) 「柔軟な働き方」について 

   ① 本年４月から導入された「在宅勤務等手当」について、その運用の状況を検証するとともに、適宜

情報提供すること。 

   ② 本年４月から導入された「勤務間インターバル」について、３月29日付職員福祉局長通知を踏ま

え、各府省が「11時間」を確保できるよう、関係部局とも連携し支援すること。 

   ③ 来年４月から施行するとされている「ゼロ割振り日」「勤務時間の勤務開始後の割振り変更」「期

間業務職員のフレックスタイム制」等について、適宜措置内容を明らかにすること。 

   ④ 本年度に実施される「国家公務員の勤務時間の実態に関する調査・研究」について、適宜調査結果

を明らかにすること。 

 (３) 休暇・休業制度の拡充 

   ① ライフステージに応じ、社会的要請に応える休暇・休業制度に向け、公務における各種制度の利用

実態や民間における普及状況を精査・検証し、制度の改善や環境整備に努めること。とくに、家族介

護を理由とした離職を防止するため、介護休業制度を整備すること。 

   ② 両立支援制度の更なる充実に向けて、昨年の勧告時報告で言及された「育児に係る両立支援制度の

対象となる子の年齢の引上げ」「介護に係る制度を利用できる期間等の拡大」「残業免除や子の看護

休暇の対象となるこどもの年齢の引上げ」「育児のための両立支援制度を利用できる期間の延長」等

について、民間の整備状況や政府の動向を踏まえつつ、遅れることなく整備すること。 

   ③ 妊娠・出産・育児に関わる休暇制度について、休暇を取得しやすい職場環境の整備を行うととも
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に、民間の動向等を踏まえ、更なる制度の改善を図ること。 

4. 労働諸条件の改善について 

 (１) 障害者雇用について 

    本年４月以降、法定雇用率が段階的に引き上げられること等を踏まえ、関係部局とも連携し、勤務時

間や勤務場所の柔軟化、勤務環境の改善など、障害を持つ職員がより働きやすい環境の整備に向けた各

府省の取組を支援すること。 

 (２) 女性参画の推進及び多様性の確保について 

   ① 女性職員の採用拡大や、積極的な登用等に向け、勤務時間制度の柔軟な対応や両立支援策の確保、

またハラスメント対策の強化など、各種制度の整備を進めるとともに、各府省の取組を支援するこ

と。 

   ② ＬＧＢＴ理解増進法等を踏まえ、職場における性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性

に関する理解の増進に取り組むこと。 

 (３) 福利厚生施策の充実について 

   ① 人事院が行った、健康管理体制の充実のための官民調査（Well-being調査）の結果、健康管理部門

と健康管理医との連携がある官署や、健康増進に関する研修・情報提供等の取組を実施している官署

が約半数にとどまっていたこと等を踏まえ、各職場における健康管理体制の充実や効果的な健康管理

施策の推進に向けた対策を具体化すること。 

   ② メンタルヘルスに関連した長期病休者の数が長期病休者全体の７割を超えていることから、予防、

相談、職場復帰支援策等を更に充実・具体化すること。 

   ③ 2022年度に人事院が受けた苦情相談のうち１/３強をハラスメント関係が占める一方で、各府省の

ハラスメント相談担当者の８割が相談を受けていない等の実態を踏まえ、外部の専門家との連携等人

事院における体制強化を図ること。また、幹部・管理職員に対する研修を充実させ、指導を強化する

こと。 

5. 定年の段階的引上げに伴う各種施策への対応について 

 (１) 高齢職員の増加に伴う中堅・若手職員の昇格の抑制の回避等に向け、各府省における2023年度の状況

を踏まえつつ、今年度以降についても、級別定数の柔軟な措置を図ること。 

 (２) 再任用を希望する職員について、2013年の閣議決定を踏まえ、フルタイムを基本にその希望に応じた

再任用を実現するよう、各府省に働きかけること。 

6. 非常勤職員等の制度及び待遇改善について 

 (１) 全ての非常勤職員等の給与を引き上げること。 

 (２) 改正「非常勤職員の給与に関する指針」等に基づき、非常勤職員に関する月例給・一時金の支給額や

改定時期について、常勤職員との権衡が図られるよう、各府省に対する必要な指導等を行うこと。 

 (３) 期間業務職員のみならず、非常勤職員全体の実態を把握すること。その上で、昨年の勧告時報告に基

づく「非常勤職員制度の運用等の在り方の検討」については、非常勤職員制度全体を射程に入れた抜本

的な改善を図ること。 

 (４) 非常勤職員の休暇制度等について、常勤職員との均等待遇をはかるため、無給休暇の有給化等の改善

を図ること。 

 (５) 非常勤職員制度の改善に関するこれまでの取組を踏まえ、公務員連絡会と十分交渉・協議し、作業を

進めること。 

以  上  

 
 

  ※ 交渉の具体的な内容は自治労情報2024第0114号（６月19日）を参照のこと。 
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 ウ ７月10日 人勧期要求をめぐり人事院交渉（公務員連絡会・幹事クラス） 

   公務員連絡会幹事クラス交渉委員は、2024年人勧期要求に関わり、木村人事院職員団体審議官と

の交渉を実施した。 

   交渉では、公務員連絡会が現時点での回答を求めた。これに対し木村審議官は、(ａ)勧告等、

(ｂ)社会と公務の変化に応じた給与制度の整備、(ｃ)長時間労働の是正と休暇・休業制度の拡充等、

(ｄ)労働条件の改善、(ｅ)定年の段階的引き上げに伴う各種施策、(ｆ)非常勤職員制度等について

回答し、公務員連絡会は回答に対する見解を求めた。 

  ※ 交渉の具体的な内容は自治労情報2024第0134号（７月11日）を参照のこと。 

 エ ７月11日 人事院に対し寒冷地手当に関する申し入れ（公務員連絡会・構成組織代表者） 

  ※ 交渉の具体的な内容は自治労情報2024第0136号（７月16日）を参照のこと。 

 オ ７月24日 人事院職員福祉局長、給与局長と交渉（公務員連絡会・書記長クラス） 

   公務員連絡会は、人勧期中央行動を背景に書記長クラス交渉を行い、職員福祉局長は、(ａ)勤務

間のインターバルを確保することにより、睡眠時間を含む生活時間を十分に確保することは、健康

の維持のために不可欠であるとともに、仕事と生活の調和がとれた働き方を追求するためにも重要

である。このため、人事院は、各省各庁の長の責務を法令上明確にすることとし、勤務間のイン

ターバル確保にかかる努力義務規定を導入した。各職場で勤務間のインターバル確保がはかられる

よう引き続き取り組む、(ｂ)超過勤務の縮減にむけた指導を徹底するため、調査・指導をさらに充

実させ、引き続き適切に各府省に対する指導を行う、(ｃ)仕事と生活の両立支援の拡充について、

５月に成立した「民間育児・介護休業法等の一部を改正する法律」の内容も踏まえ、国家公務員の

制度の見直しについても、検討を行う、(ｄ)ハラスメントが起こらず、仮に起きた場合には迅速に

解決できる職場づくりにむけ、すべての職員がハラスメント等に対する正しい認識を持てるよう取

り組む、(ｅ)心の健康の問題については、未然防止や早期発見・早期対処に加え、長期病休者の円

滑な職場復帰および再発防止も大切な取り組みであるため、職場復帰等への支援にむけてさらなる

検討を進める、(ｆ)非常勤職員の休暇制度等については、引き続き民間の状況等を注視し、必要に

応じて検討する、「非常勤職員制度の運用の在り方の検討」については、職員団体の意見も聴きな

がら、適切に対応するなどと回答した。 

   給与局長は、(ａ)2024年の勧告については、例年とおおむね同様の日程を念頭に置いて、鋭意作

業を進めている、(ｂ)官民較差については、個々の産業や企業によってまちまちであるが、官民較

差および一時金については、現在集計を行っているところ、(ｃ)「社会と公務の変化に応じた給与

制度の整備」については、「令和６年にむけて措置を検討する事項の骨格」に沿い、職員団体の皆

さんをはじめ関係者のご意見等をおうかがいしながらその具体化にむけ検討を進めてきているとこ

ろ。2024年の人事院勧告にむけて成案を得るべく、引き続き職員団体の皆さんのご意見等をおうか

がいしながら、さらに検討を進めてまいる。具体的には、人材確保が重要な課題であるため、改定

には初任給に重点を置く必要がある。また、若年層に続く30歳代の中堅層への処遇も必要など。寒

冷地手当については、民調で北海道における同種の手当の支給状況について調査を行っており、そ

の結果を踏まえて必要な対応を進めていく。支給地域の見直しについては現行基準に基づいて対応

していく。前回2014年の見直し時には、北海道について経過措置は設けず、本州については経過措

置を設けたと承知している。経過措置については、皆さんのご要望も踏まえながら検討していく。

特地勤務手当については国勢調査等の結果を踏まえ、必要な検討を行う、(ｄ)65歳定年の完成を視

野に入れた60歳前・60歳超の各職員層の給与水準（給与カーブ）のあり方については、今後とも定

年引き上げ完成を見据えてさらなる給与制度の整備をはかる中で、公務における人事管理のあり方

の変化や、民間における高齢期雇用や高齢層従業員の給与水準の状況を注視しつつ、職員団体の意



－ 24 － 

見も聴きながら、人事管理にかかる他の制度と一体で引き続き検討を行っていく、(ｅ)寒冷地手当

については、「メッシュ平年値2020」の内容等について分析を進めるとともに、2024年の職種別民

間給与実態調査において、民間における同種の手当の支給状況を調査しているところであり、これ

らの結果を踏まえ、2024年、見直しの勧告を行う予定、(ｆ)非常勤職員等の制度および待遇改善に

ついては、今後とも、各府省において非常勤職員の給与に関する指針の内容に沿った適切な処遇が

はかられるよう取り組む、などと回答した。 

   参加した委員からは、「2023年の給与改定については不満の声があり、とくに30代から60代の職

員の年齢別の給与配分に関する声があがっている。中堅や高齢層に焦点を当て、全職員のモチベー

ション向上をはかるため、引き上げ率や配分の対応を強く要請する」「2023年の高齢層への配分に

対する落胆の声が多く、定年引き上げ初年であるにもかかわらず多くの職員が辞めている。処遇へ

の不満が原因で、働き続ける意欲を失った方も多い。高齢層への配慮を強化し、検討を進めていた

だきたい」など思いを訴えた。 

   回答に対し、森永事務局長は「2024年の勧告に対する組合員の期待と不安に対し、人事院として

真正面から向き合うという姿勢が欠けていると指摘せざるを得ない。想定される勧告日等を踏まえ

れば、あまり時間がない中で、せめて『2023年を上回る、全級・全号俸の引き上げ勧告にむけて検

討を進めている』程度の前向きな回答を行うべきではないか。改めて、然るべき時期に給与局長と

の再度の交渉を求めるとともに、次回には、われわれが納得できる回答を行うことを強く求める。

なお、回答の内容如何によっては、最終の配分交渉を書記長クラスに格上げして行うことも考えて

いるので、最大限の誠意をもって対応されたい」と強く要請し、交渉を終えた。 

  ※ 交渉の具体的な内容は自治労発2024第0884号（７月25日）を参照のこと。 

② 2024人勧期団体署名・職場決議 

  公務員連絡会に結集し、人事院勧告にむけた要求実現をはかる団体署名・職場決議の取り組みを５

月下旬～７月上旬に実施した。公務員連絡会としての最終集約は団体署名4,259筆・職場決議8,519筆。

自治労としての集約数については＜別表２－２＞の通り（人事院未提出分も含む）。 

＜別表２－２＞ 

2024人勧期団体署名・職場決議集約結果（最終） 

 

県本部 団体署名 職場決議 

北 海 道 392 110

青  森 23 16

岩  手 18 230

宮  城 44 32

秋  田 13 8

山  形 51 51

福  島 40 0

新  潟 21 17

群  馬 1 1

栃  木 30 16

茨  城 44 0

埼  玉 10 13

東  京 84 43

千  葉 28 6

神 奈 川 39 30

県本部 団体署名 職場決議 

山  梨 20 13

長  野 341 0

富  山 87 56

石  川 45 0

福  井 29 0

静  岡 33 25

愛  知 15 0

岐  阜 54 73

三  重 55 1,373

滋  賀 21 0

京  都 31 0

奈  良 10 9

和 歌 山 27 27

大  阪 40 53

兵  庫 94 41
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県本部 団体署名 職場決議 

岡  山 15 3

広  島 132 0

鳥  取 18 11

島  根 26 21

山  口 39 15

香  川 99 0

徳  島 83 208

愛  媛 13 13

高  知 42 42

※ 人事院未提出分も含む。 

県本部 団体署名 職場決議 

福  岡 68 92

佐  賀 52 52

長  崎 80 33

大  分 27 37

宮  崎 85 137

熊  本 79 79

鹿 児 島 48 0

沖  縄 0 0

社保労連 433 0

計 3,079 2,986

 

  ※ 交渉の具体的な内容は自治労情報2024第0138号（７月24日）を参照のこと。 

③ 公務労協地方公務員部会 

 ア ４月11日 全人連に対し民間給与実態調査等に関わる要請書を提出 

  ※ 交渉の具体的な内容は自治労情報2024第0088号（４月26日）を参照のこと。 

 イ ６月21日 総務省に対し「社会の変革に対応した地方公務員制度のあり方に関する検討会給与分

科会」の最終報告にむけた要請書を提出 

  ※ 交渉の具体的な内容は自治労情報2024第0120号（６月24日）を参照のこと。 



－ 26 － 

 

   第３章 安定雇用の実現と公正なワークルールの確立 
 

 

  1. 公務員制度改革への対応 
 

(１) 第１回「消防職員の労働基本権確立にむけた対策委員会」 

 ３月13日、標記委員会を開催した。これは、2018年に開催されたＩＬＯ総会基準適用委員会における

議長集約（結論）を受け、日本政府が社会的パートナーと協議を行うと明言したことから始まった、

「ＩＬＯ議長集約にかかる定期協議」にむけた議論準備のために設置していた「消防職員の団結権に関

する検討委員会」を前身とするもので、対策をより強化するために委員会の形態を刷新したもの。 

 まず、消防職員の団結権に関するこれまでの経過と現状について、吉澤伸夫公務労協相談役から説明

を受け、2024年６月開催のＩＬＯ総会基準適用委員会の個別審査についての情報共有を行った。 

 その後、事務局より全消協と韓国・公労総消防労組との交流計画（2024年３月18～21日）について説

明し、共有をはかった。 

 

(２) 2024年度第１回県本部消防担当者会議 

 ６月12日、全消協の加盟単協がある県本部を対象に、2024年度第１回県本部消防担当者会議をウェブ

で開催した。この会議は、消防職場の課題の共有をはかるとともに、自治労と全消協が連携し、消防職

員の処遇改善の取り組みを進めるために新たに設置したもの。全消協四役は自治労本部から、29県本部

の消防担当者と全消協ブロック幹事や県消協・単協代表者等は各県本部から参加した。 

 冒頭、林総合労働局長、須藤洋典全消協会長のあいさつの後、藤木亜純全消協事務局次長より「消防

職場の課題と共有～全消協の取り組み～」と題する提起を行った。続いて、佐藤昭徳全消協副会長より

「消防職員委員会について～民主的な職場環境を構築し、質の高い消防サービスの実現にむけて～」を

提起した。 

 続いて、自治労から林総合労働局長が「消防職員の処遇改善にむけた取り組み」について提起した。

緊急消防援助隊における「災害派遣手当」の増額（最低目標：日額1,680円）や時間外勤務手当の支払

いなどの処遇改善を求めて、消防職員委員会に意見提出を行う全消協の取り組みを、自治労県本部・単

組が支援するよう求めた。 

 これらの提起を受けて、６人の県本部および県消協参加者より質疑を受けた。会議終了後は、県本部、

県消協・単協で、処遇改善の取り組みにむけた打ち合わせを行った。 

 

(３) 総務省消防庁に対し、消防行政の充実強化に関する要請を実施 

 ７月11日、自治労・全消協は、総務省消防庁に対して要請行動を実施した。自治労からは上野法対労

安局長、全消協からは須藤会長、佐藤副会長、長谷部副会長、川北事務局長、岡事務局次長が参加した。

消防庁側からは畑山消防・救急課長、箕打消防・救急課長補佐、鈴木広域応援室理事官をはじめ担当者

４人が出席した。 

 畑山消防・救急課長に要請書を手交後、重点項目として設定した５項目（消防行政の充実と労働安全

衛生体制の構築（①勤務時間のあり方と人員確保）、救急業務（②今後感染症が流行した場合の安全衛

生、危機管理の観点から必要な対応）、緊急消防援助活動等（③災害派遣手当等の支給等への助言、④

さまざまな季節・環境に対応可能な装備の充実、災害現場におけるトイレ等の設置）、働きやすい職場

環境の整備（⑤ハラスメント撲滅にむけた一層踏み込んだ施策）について、消防庁より回答を受け、そ
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れらに関する意見交換を行った。 

 

  2. 顧問弁護団 
 

(１) 法律相談所運営委員会 

① 第８回（５月30日） 

  特徴的な事件・事案、法律相談案件について報告された。 

② 第９回（６月26日） 

  特徴的な事件・事案、法律相談案件について報告された。 

③ 第10回（７月25日） 

  特徴的な事件・事案、法律相談案件について報告された。 

 

  3. 救援審査委員会 
 

(１) 第62回救援審査員会（５月30日） 

 事務局より新規救援事案として傷病救援１件、争訟救援１件について説明・提案し、協議を行った。

その結果、救援の適用とすることを確認した。 

 

  4. 中央救援委員会の裁決と承認について 
 

(１) 第272回中央救援委員会 

 ７月29日に開催し、13人が出席した。事務局長が、2024年度第19回中央執行委員会で救援適用と決定

された傷病救援１件、争訟救援１件について報告し、これらを承認した。 

 第166回中央委員会一般経過報告書掲載以降、新たに救援適用となった事案は＜別表３－１＞の通り。 

＜別表３－１＞ 

新たに救援適用となった事案 

 

救援

番号 

救援

項目 
救援種目 案 件 県本部 組 合 人数 発生日 裁 決 日 

5736 傷病 傷病見舞金

県本部こども部会

結成大会準備にお

ける傷病救援 

香 川
丸亀市職員

労働組合 
１人 2023.12.17 

2024年度第19回

中央執行委員会

5737 争訟 争訟支援金

たまも園労組に対

する「不当労働行

為」 

香 川
たまも園職

員労働組合
１人 2024.02.27 

2024年度第19回

中央執行委員会

 

 

  5. 争訟を年度を越えて継続する案件の承認について 
 

 以下の３県本部13件の「争訟を年度を越えて継続する案件」について2024年度第22回中央執行委員会

で承認した。 
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＜別表３－２＞ 

争訟救援継続状況 

（2024年７月22日現在） 

県本部 
件 最 高 裁 高   裁 地   裁 人 事 院 人 事 委 公 平 委 中 労 委 地 労 委

件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数

香 川 1 1        1 1

長 崎 1 1     1 1    

大 分 11 2,889     6 82    5 2,807

計 13 2,891 0 0 0 0 1 1 0 0 6 82 0 0 0 0 6 2,808

 

＜香 川＞ 

救援番号 組 合 名 事 件 の 内 容 係 属 機 関 の 状 況 担当弁護士名 

5737 
たまも園職員

労働組合 

不当労働行為に対する救済

申立 

地労委（１人）2024年２月27日申立 

             令和６年（不）第１号 

 2024年５月27日 第１回調査期日 

 2024年６月24日 第２回調査期日 

重   哲 郎

 

＜長 崎＞ 

救援番号 組 合 名 事 件 の 内 容 係 属 機 関 の 状 況 担当弁護士名 

5732 
佐世保市職員

連合労働組合 

不当労働行為救済命令の取

消請求 

長崎地裁（１人）2023年６月９日提訴 

            令和５年（行ウ）第４号 

 2023年８月21日 被告側答弁書提出 

 2023年８月29日 第１回口頭弁論 ※延期 

 2023年８月31日 原告側上申書提出 

 2023年10月31日 被告側答弁書提出 

 2023年11月７日 第１回口頭弁論 

 2024年１月22日 原告側「第１準備書面」提出 

 2024年１月31日 第２回口頭弁論 

 2024年４月18日 参加人準備書面(１)提出 

 2024年４月23日 第３回口頭弁論 

 2024年７月16日 第４回口頭弁論 

中 川   拓

 

＜大 分＞ 

救援番号 組 合 名 事 件 の 内 容 係 属 機 関 の 状 況 担当弁護士名 

1322 大分県職労 

73春闘処分 

（停職６人、減給１人、戒

告11人、訓告2,703人） 

＜処分 1974年２月９日＞

人事委（15人）1974年３月30日申立 

           昭和49年（不）第１～15号 

 ２回の公開口頭審理終了、以後中断 

 

地労委（452人）1974年４月10日申立 

             昭和49年（不）第４号 

 調査は終了したが、1978年２月13日以降中断 

岡 村 正 淳

1774 大分県職労 

74春闘処分 

（停職２人、減給２人、戒

告９人） 

＜処分 1975年８月30日＞

人事委（12人）1975年10月20日申立 

           昭和50年（不）第１～12号 

 1976年４月10日反論書提出、審理は開かれていな

い 

 

地労委（509人）1975年10月20日申立 

             昭和50年（不）第６号 

 1973、74、75年の事件すべて調査終了 

 1978年２月13日以降中断 

岡 村 正 淳

1955 大分県職労 

75春闘、確定、76春闘処分

（停職３人、減給２人、戒

告14人） 

＜処分 1976年７月19日＞

人事委（17人）1976年９月16日申立 

           昭和51年（不）第１～17号 

 1977年５月31日当局より答弁書、77年７月21日組

合側、反論書を提出、以後中断 

 

地労委（486人）1976年９月21日申立 

             昭和51年（不）第８号 

 1973、74、75年の事件すべて調査終了、78年２月

13日以降中断 

岡 村 正 淳
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救援番号 組 合 名 事 件 の 内 容 係 属 機 関 の 状 況 担当弁護士名 

2343 大分県職労 

77、78春闘処分 

（戒告５人） 

＜処分 1979年４月21日＞

人事委（５人）1979年６月18日申立 

           昭和54年（不）第１～５号 

 審理は開かれていない 

 1981年６月23日県当局より答弁書、以後中断 

 

2658 大分県職労 

79、80春闘処分 

（減給５人、戒告13人） 

＜処分 1980年12月14日＞

人事委（16人）1981年１月17日申立 

           昭和56年（不）第１～16号 

 1981年６月23日県当局より答弁書、以後中断 
 

地労委（680人）1981年12月21日申立 

             昭和56年（不）第５号 

 1982年１月７日県当局より答弁書提出、以後中断 

3299 大分県職労 

83確定闘争等処分 

（減給７人、戒告13人） 

＜処分 1984年２月17日＞

人事委（17人）1984年２月25日申立 

           昭和58年（不）第１～17号 

 1989年10月13日 第５回公開口頭審理、以後中断 

 

地労委（680人）1984年４月５日申立 

             昭和59年（不）第２号 

 1984年４月18日県当局が答弁書提出、以後中断 
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   第４章 時短・人員確保・安全衛生など働きやすい 
      職場づくり 
 

 

  1. 地方公務員共済組合制度に関わる取り組み 
 

(１) 2024年度第２回共済対策委員会 

 ５月９日、東京・自治労会館で開催し、冒頭、学習会を実施し、田中総務省自治行政局公務員部福利

課長より「地方公務員共済制度をめぐる課題」、岡地方公務員共済組合連合会資金運用部長より「地方

公務員共済組合連合会の資金運用と資金運用を取り巻く諸課題」について、説明を受けた。 

 その後、報告事項に移り、①短期組合員に対する傷病手当金の支給、②自治労全国市町村共済協議会

2023総務省要請行動報告、③令和６年度における地方公務員共済組合の事業運営、協議・確認事項とし

て、④地方公務員共済組合におけるオンライン資格確認の円滑な実施にむけた正確かつ迅速な資格情報

の登録、⑤特定健診・特定保健指導実施率向上のための取り組み、⑥第５回自治労地方公務員共済対策

会議の開催について協議した。 

 

  2. 労働安全衛生体制確立の取り組み 
 

(１) 2024年度安全衛生月間の取り組み 

 自治労は、毎年７月を「安全衛生月間」と位置付け、各県本部、単組における安全衛生委員会の活性

化や職場点検・職場改善にむけて取り組みを進めている。 

 2024年度における重点目標は、下記の通りとした。 

① 安全衛生委員会が未設置の事業所は、安全衛生委員会を設置する。 

② 安全衛生委員会の年間計画が未作成の事業所は、職場点検・巡視を盛り込んだ計画を作成する。 

③ 職場点検・巡視を本部作成の「職場点検活動のてびき」のチェックリスト等をもとに実施する。 

④ 安全衛生委員会において、時間外労働の実態を報告させる。とくに過労死基準となる月80時間を超

える場合や、時間外労働が常態化している職場については具体的な対応策を示させる。同時に、「他

律的業務の比重が高い職場」として設定された業務・部署や「特例業務」が行われた場合の要因の整

理、分析・検証を実施させる。 

⑤ 長時間労働を行った職員に対する医師による面接指導など健康確保措置の強化を求める。とくに１

月平均80時間超の時間外労働を行った職員については、申出の有無にかかわらず医師による面接指導

を実施させる。 

⑥ 自治労「カスタマーハラスメントのない良好な職場をめざして～予防・対応マニュアル～」を活用

して、カスタマーハラスメントの防止にむけた具体的措置を当局に求める。 

⑦ 自治労「パワー・ハラスメントのない良好な職場をめざして～予防・解決マニュアル～」や「パワ

ハラウェブサイト（自治労ＨＰ内）」を活用し、職場のあらゆるハラスメントについて雇用管理上講

ずるべき措置に関する規定の策定を求める。 

⑧ 「自治労メンタルヘルス対策指針」や総務省「総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会報告書

（2022年度、2023年度）」等を活用し、メンタルへルスの相談体制や職場復帰体制の改善策を実施す

る。 

⑨ 厚生労働省の導入マニュアル等も参考にしながら、全職場でストレスチェックの実施・評価を行う。
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結果を安全衛生委員会等で分析・協議・課題の洗い出しを行い、高ストレス職場の課題を解決する。 

⑩ 定年引き上げを踏まえた高年齢職員の公務災害の防止と厚労省の「エイジフレンドリーガイドライ

ン」等を参考にした高年齢職員の安全衛生対策を推進する。 

⑪ 男女がともに安全衛生活動を推進するため、安全衛生委員会の女性委員を拡充するとともに、非常

勤職員の参画を求める。 

⑫ 会計年度任用職員、臨時的任用職員をはじめ、同一事業所内の公共民間労働者など、すべての労働

者の安全衛生を確保する。 

 これらの活動を推進するため、自治労本部は「職場点検活動のてびき」、安全衛生月間ポテッカー

（２種類）を作成し、各県本部に配布した。なお、ポテッカーについては、全国に安全衛生月間にむけ

たスローガンを公募し、22県本部と１社保労連から安全分野で924点（2023年563点）、衛生分野で763

点（2023年504点）の応募があった。選考の結果、安全分野と衛生分野それぞれ１点ずつを入選、２点

ずつを佳作とし、入選作品である「ゼロ災害 小さな確認 積み重ね」（大阪交通労働組合 築田 貴

さん）、「カスハラから 職員守ろう 組織のちから」（自治労社会保険関係労働組合連合 日本年金

機構職員労働組合 新地 健一郎さん）をポテッカーに採用した。 

 

  3. 人員確保闘争の取り組み 
 

 人員確保闘争については、「重点闘争として通年的に取り組むこと」とし、2024年は６月７日から13

日を基本的交渉ゾーンに設定して取り組みを行った（別表４－１）。８月５日現在、44県本部（加盟単

組：2,046単組（公共民間単組も含む））から報告があった。 

 人員確保にむけては、春闘期に欠員や時間外勤務の把握などの職場点検活動を行った上で要求につな

げるよう方針化しているが、春闘期等から職場点検に取り組んだ単組は749単組36.6％であった。昨年

（2023年は25.6％）に比べ、多くの単組で事前の点検活動に取り組めたことは評価できるものの、半数

超の単組で取り組めていない。 

 また、自治体の実質配置人数と条例定数の関係をみると、回答単組のほぼすべてで条例定数との相当

な乖離がある。中には定数を半分程度しか満たしていない単組もみられ、公務職場全般での人員不足の

状況に加えて、少子化により人員確保が困難な状況も加味すると、すべての単組において、人員確保要

求を最重要課題として取り組まなければならない。 

 しかし、そのような状況において人員確保要求書を提出した単組は708単組34.6％（2023年は586単組

33.8％）と昨年並みであった。各要求項目に対する前進回答を得た率についても、例年同様、軒並み低

位にとどまっている。妥結（合意）に至った単組は、426単組20.8％であった。 

 なお、自治体単組のみで集計すると、要求書を提出した単組は43.3％、妥結した単組は25.4％だった。

前進回答の内容をみると、業務過多への対応のため実態に応じた適正な人員体制の見直しや定年引き上

げ期間中の計画的な採用、医療職や技術職など不足する職種の増員、人材確保のための採用試験日程の

前倒しの工夫等の回答があった（別表４－２）。 

 闘争スケジュールについては、各自治体の採用募集時期や取り組み状況等を考慮し、６月期に結集で

きない場合は、県本部が集中期間を設定し取り組むこととしている。そのため、県本部ごとにバラつき

があるのが現状となっているが、時期がずれたとしても、すべての単組で取り組まれていないことにつ

いて、本部・県本部は重く受け止めなければならない。公務職場全般での人員不足の状況に加えて、少

子化による労働力人口の減少により、すでに公務はもちろん民間とも人材の争奪戦が始まっている。安

定した地域公共サービスを持続的に提供するためには、人員確保は待ったなしの最優先課題であり、単

組が継続した取り組みを進めるよう、県本部におけるサポートの強化が必要である。 
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＜別表４－１＞ 

 

2024年「人員確保闘争」取り組み報告（全国計） 

（2024年８月５日現在 44県本部） 

※取り組んだ単組ではなく、全単組を対象としてい

ますので、単組数の合計が県本部加盟単組数とな

るようにお願いします。 

都 道

府 県

(単組数)

県 都

政令市

(単組数)

都 市

特別区

(単組数)

町 村

(単組数)

事務組合 

広域連合 

(単組数) 

公 共 

民間等 

(単組数) 

合 計 全単組比

県本部加盟の単組数（自治体の数ではありません） 62 79 657 568 136 544 2,046 

Ⅰ 職場点検の取り組み状況    

1. 春闘期等に職場点検活動（欠員把握、超過勤務

の実態把握など）に取り組んだ 
31 37 286 253 45 97 749 36.6％

 ① 職場単位の欠員や減員の状況を点検・把握し

た 
24 39 265 240 49 81 698 34.1％

 ② 年間の時間外労働の状況を点検・把握した 29 33 252 224 39 92 669 32.7％

 ③ 年休・代休の取得状況を把握・分析した 23 30 230 217 37 65 602 29.4％

2. 自治体の実質配置人数（正規職員数－長期休職

者）※2024年４月１日時点【自治体単組のみ回

答】 

   

3. 自治体条例定数 ※2024年４月１日時点【自治

体単組のみ回答】 
   

Ⅱ 要求の実施 

 ＊基本的交渉ゾーン（６/７－13）および2024年６月30日までの１年間に、人員確保闘争に取り組んだ単組数

を記入して下さい（県本部独自の人員確保闘争期などに取り組んだ場合も含めて下さい）。 

1. 2024人員確保要求書を提出した 31 37 314 227 41 58 708 34.6％

Ⅲ 各要求項目に関する交渉状況 

 ＊上段は、要求書を提出した単組のうち、要求項目に入れた単組数を記入して下さい。なお、要求項目は全く

同じ文言でなくても、同様の内容であれば可とします。 

 ＊中・下段は、前進回答のあった単組やすでに達成できている単組数を記入して下さい。 

1. 労使関係に関する要求をした 24 32 256 182 27 57 578 28.3％

前進回答があった 1 1 16 19 3 14 54 2.6％

別の時期に確認済 13 19 129 60 23 44 288 14.1％

2. 新規採用募集計画の時期・条件等について要求

した 
25 35 293 203 28 50 634 31.0％

前進回答があった 3 5 54 23 9 16 110 5.4％

3. 人員が不足している職場の増員を要求した 33 42 363 240 36 62 776 37.9％

前進回答があった 6 6 48 20 5 14 99 4.8％

4. 緊急時対応に必要な人員の確保を求めた 27 33 256 157 25 28 526 25.7％

前進回答があった 2 1 11 6 2 5 27 1.3％

5. 職員の長期的な人員体制について、当局に対し

て具体的なシミュレーションとデータの開示を求

めた（普通退職、定年引き上げによる継続の状況

等も含め） 

17 20 154 121 14 28 354 17.3％

前進回答があった 1 2 23 9 0 4 39 1.9％

すでにシミュレーションとデータが示された 0 3 17 2 1 8 31 1.5％

6. 障害者雇用について、法定雇用率の達成にむけ

て要求した 
17 16 180 117 17 14 361 17.6％

前進回答があった 0 0 27 9 2 1 39 1.9％

すでに法定雇用率を達成している 8 10 82 29 11 6 146 7.1％

Ⅳ 「上記Ⅲ 前進回答」の具体的内容＜別表４－２＞ 
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※取り組んだ単組ではなく、全単組を対象としてい

ますので、単組数の合計が県本部加盟単組数とな

るようにお願いします。 

都 道

府 県

(単組数)

県 都

政令市

(単組数)

都 市

特別区

(単組数)

町 村

(単組数)

事務組合 

広域連合 

(単組数) 

公 共 

民間等 

(単組数) 

合 計 全単組比

Ⅴ 妥結結果         

1. 妥結（合意）に至った（一部の要求項目のみ妥

結（合意）した場合も含む） 
16 26 169 144 26 45 426 20.8％

2. 妥結（合意）には至らなかった 1 0 19 17 2 2 41 2.0％

3. 交渉継続中 15 15 119 108 13 30 300 14.7％

Ⅵ 書面化の実施    

合意、妥結事項を書面、協定書で確認した 7 11 81 77 13 30 219 10.7％

Ⅶ 県本部統一行動日における取り組み状況    

1. 29分食い込み集会を実施した 0 1 1 0 1 1 4 0.2％

2. 時間外職場集会を実施した 2 4 40 38 11 13 108 5.3％
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2024年「人員確保闘争」取り組み報告 

 
  Ⅰ 職場点検の取り組み状況 （2024年８月５日現在 44県本部）

 

県本部加盟自治体等単組数 
1. 春闘期等に職場点検活動（欠員把握、超過勤

務の実態把握など）に取り組んだ 

① 職場単位の欠員や減員の状況を点検・把握し

た 

都道 

府県 

県都 

政令

市 

都市 

特別

区 

町村 

事務

組合

広域

連合

公共 

民間 

等 

計 
都道 

府県 

県都

政令

市

都市

特別

区

町村

事務

組合

広域

連合

公共

民間

等

計 ％
都道

府県

県都

政令

市

都市 

特別

区 

町村 

事務

組合

広域

連合 

公共 

民間 

等 

計 ％

全国計 62 79 657 568 136 544 2,046 31 37 286 253 45 97 749 37％ 24 39 265 240 49 81 698 34％

北海道 1 4 42 126 0 17 190 1 2 30 73 0 8 114 60％ 1 2 30 73 0 8 114 60％

青 森 1 2 11 26 4 6 50 0 1 2 5 0 1 9 18％ 0 1 2 4 0 1 8 16％

岩 手 2 0 7 6 1 9 25 0 0 6 1 0 1 8 32％ 1 0 4 1 0 2 8 32％

宮 城 1 4 13 7 5 0 30 0 4 8 3 2 0 17 57％ 0 4 8 3 2 0 17 57％

秋 田 2 1 15 7 1 19 45 1 0 3 1 0 2 7 16％ 1 0 1 1 0 3 6 13％

山 形 1 1 13 23 3 0 41 1 1 9 18 0 0 29 71％ 1 1 9 18 0 0 29 71％

福 島 1 1 10 40 9 13 74 1 1 10 35 6 8 61 82％ 1 1 10 35 6 8 61 82％

新 潟 1 1 19 7 3 18 49 0 0 3 1 0 0 4 8％ 0 0 4 1 0 0 5 10％

群 馬            

栃 木 2 1 11 9 0 24 47 2 1 11 6 0 7 27 57％ 2 1 10 5 0 6 24 51％

茨 城 1 1 25 8 4 3 42 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

埼 玉 1 2 16 11 1 21 52 0 0 5 1 0 0 6 12％ 0 0 4 1 0 0 5 10％

東 京 4 0 37 1 5 68 115 2 0 33 1 0 0 36 31％ 2 0 33 1 0 0 36 31％

千 葉 0 1 10 2 1 2 16 0 0 4 1 0 2 7 44％ 0 0 4 1 1 2 8 50％

神奈川 2 7 13 7 1 0 30 0 1 5 0 1 0 7 23％ 0 4 6 0 1 0 11 37％

山 梨 1 1 12 9 6 8 37 1 1 2 0 0 0 4 11％ 1 1 1 0 0 1 4 11％

長 野 0 0 13 21 3 7 44 0 0 8 10 1 3 22 50％ 0 0 8 11 3 4 26 59％

富 山 1 2 11 5 4 18 41 1 2 11 5 4 18 41 100％ 1 2 3 2 4 5 17 41％

石 川 3 2 17 3 2 17 44 1 0 1 0 0 2 4 9％ 0 0 2 0 1 3 6 14％

福 井 2 1 8 0 3 19 33 1 1 3 0 0 0 5 15％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

静 岡 2 3 13 4 1 6 29 1 0 3 1 1 2 8 28％ 1 0 3 1 0 2 7 24％

愛 知 0 1 14 1 1 21 38 0 0 5 0 1 6 12 32％ 0 0 3 1 1 8 13 34％

岐 阜 1 0 20 2 1 11 35 1 0 2 1 0 2 6 17％ 1 0 3 1 0 3 8 23％

三 重 5 1 15 13 4 11 49 3 0 10 6 2 5 26 53％ 2 0 6 2 1 1 12 24％

滋 賀 2 2 21 4 3 0 32 2 1 12 4 1 0 20 63％ 2 1 8 4 0 0 15 47％

京 都 0 3 3 0 1 1 8 0 2 0 0 1 1 4 50％ 0 2 1 0 1 1 5 63％

奈 良            

和歌山 1 1 8 9 2 6 27 1 1 4 4 0 1 11 41％ 0 0 2 3 0 1 6 22％

大 阪 2 5 34 9 6 0 56 0 1 7 0 3 0 11 20％ 0 1 7 0 3 0 11 20％

兵 庫 1 3 47 14 8 6 79 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 21 10 4 0 35 44％

岡 山 3 2 8 6 2 14 35 1 1 3 1 0 0 6 17％ 1 1 3 0 0 0 5 14％

広 島 1 1 13 7 3 14 39 1 0 2 2 1 2 8 21％ 1 0 1 2 2 1 7 18％

鳥 取 1 2 3 18 0 18 42 0 0 2 7 0 0 9 21％ 0 0 1 6 0 0 7 17％

島 根 1 1 7 11 4 0 24 1 1 7 11 4 0 24 100％ 1 1 5 7 4 0 18 75％

山 口 1 1 13 6 0 11 32 1 1 1 0 0 0 3 9％ 1 1 1 0 0 0 3 9％

香 川 1 1 7 9 3 22 43 1 1 7 9 0 0 18 42％ 1 1 2 0 0 0 4 9％

徳 島 3 3 10 16 4 15 51 0 3 4 2 2 2 13 25％ 0 3 4 4 2 1 14 27％

愛 媛 2 0 9 6 0 5 22 2 0 6 2 0 2 12 55％ 0 0 1 1 0 0 2 9％

高 知 1 1 6 7 3 17 35 1 1 2 4 2 2 12 34％ 1 1 2 4 2 3 13 37％

福 岡 1 6 27 27 6 0 67 0 3 13 6 1 0 23 34％ 0 3 16 7 1 0 27 40％

佐 賀 1 1 9 9 7 15 42 1 1 8 7 3 2 22 52％ 0 1 8 7 2 2 20 48％

長 崎 1 1 12 7 8 26 55 1 1 3 4 8 5 22 40％ 1 1 5 3 7 12 29 53％

大 分 1 2 15 3 0 10 31 1 2 15 3 0 10 31 100％ 0 2 13 3 0 0 18 58％

宮 崎 1 1 8 14 1 2 27 0 1 3 5 1 0 10 37％ 0 1 3 7 1 1 13 48％

熊 本 1 1 13 27 12 25 79 0 0 0 4 0 1 5 6％ 0 0 1 5 0 1 7 9％

鹿児島 1 4 19 21 0 19 64 0 1 13 9 0 2 25 39％ 0 2 6 5 0 1 14 22％

沖 縄            
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   Ⅱ 要求の実施 

 ② 年間の時間外労働の状況を点検・把握した ③ 年休・代休の取得状況を把握・分析した 1. 2024人員確保要求書を提出した 

 
都道 

府県 

県都 

政令

市 

都市 

特別

区 

町村 

事務

組合

広域

連合

公共 

民間 

等 

計 ％ 
都道

府県

県都

政令

市

都市

特別

区

町村

事務

組合

広域

連合

公共

民間

等

計 ％
都道

府県

県都

政令

市

都市 

特別

区 

町村 

事務

組合

広域

連合 

公共 

民間 

等 

計 ％

全国計 29 33 252 224 39 92 669 33％ 23 30 230 217 37 65 602 29％ 31 37 314 227 41 58 708 35％

北海道 1 2 30 73 0 8 114 60％ 1 2 30 73 0 8 114 60％ 1 2 18 51 0 6 78 41％

青 森 0 1 1 2 0 1 5 10％ 0 1 0 2 0 0 3 6％ 1 1 5 13 0 0 20 40％

岩 手 1 0 6 1 0 2 10 40％ 0 0 5 1 0 1 7 28％ 1 0 4 2 0 2 9 36％

宮 城 0 2 2 1 1 0 6 20％ 0 2 1 1 0 0 4 13％ 1 2 2 0 1 0 6 20％

秋 田 1 0 1 1 0 2 5 11％ 0 0 2 0 0 2 4 9％ 1 0 2 1 0 0 4 9％

山 形 1 1 9 18 0 0 29 71％ 1 1 9 18 0 0 29 71％ 0 1 12 19 2 0 34 83％

福 島 1 1 10 35 6 8 61 82％ 1 1 10 35 6 8 61 82％ 1 1 9 19 3 7 40 54％

新 潟 0 0 4 1 0 0 5 10％ 0 0 4 1 0 0 5 10％ 0 0 10 1 0 0 11 22％

群 馬            

栃 木 2 1 8 5 0 7 23 49％ 2 1 10 6 0 5 24 51％ 1 1 9 6 0 7 24 51％

茨 城 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

埼 玉 0 0 4 1 0 0 5 10％ 0 0 4 1 0 0 5 10％ 0 0 4 1 0 0 5 10％

東 京 2 0 33 1 0 0 36 31％ 2 0 33 1 0 0 36 31％ 2 0 33 1 0 0 36 31％

千 葉 0 0 6 0 0 2 8 50％ 0 0 5 0 1 2 8 50％ 0 0 7 1 0 2 10 63％

神奈川 0 3 6 0 1 0 10 33％ 0 1 4 0 1 0 6 20％ 0 2 5 0 1 0 8 27％

山 梨 1 1 1 2 0 1 6 16％ 1 1 1 0 0 1 4 11％ 1 1 3 1 0 1 7 19％

長 野 0 0 7 9 2 2 20 45％ 0 0 6 8 2 2 18 41％ 0 0 8 12 0 4 24 55％

富 山 1 2 11 5 4 18 41 100％ 1 1 1 1 0 1 5 12％ 1 2 5 2 1 0 11 27％

石 川 1 0 2 0 0 2 5 11％ 1 0 3 0 0 2 6 14％ 0 0 2 1 1 1 5 11％

福 井 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 1 1 7 0 0 0 9 27％

静 岡 1 0 2 0 1 2 6 21％ 0 0 0 1 1 2 4 14％ 0 0 6 0 1 0 7 24％

愛 知 0 0 5 1 1 6 13 34％ 0 0 3 1 1 5 10 26％ 0 0 5 0 0 3 8 21％

岐 阜 1 0 2 1 0 3 7 20％ 1 0 1 1 0 2 5 14％ 1 0 5 1 0 2 9 26％

三 重 3 0 10 5 2 5 25 51％ 1 0 10 5 2 5 23 47％ 2 1 9 6 1 2 21 43％

滋 賀 1 0 5 0 1 0 7 22％ 1 0 3 0 0 0 4 13％ 2 1 8 1 3 0 15 47％

京 都 0 2 0 0 0 0 2 25％ 0 2 0 0 0 1 3 38％ 0 2 1 0 1 1 5 63％

奈 良            

和歌山 0 1 2 0 0 1 4 15％ 0 1 4 0 0 1 6 22％ 1 1 2 4 0 1 9 33％

大 阪 0 1 5 0 3 0 9 16％ 0 1 6 0 3 0 10 18％ 0 1 13 1 3 0 18 32％

兵 庫 0 0 14 10 1 0 25 32％ 0 0 19 10 2 0 31 39％ 0 0 26 12 6 0 44 56％

岡 山 1 0 1 1 0 1 4 11％ 1 0 1 1 0 0 3 9％ 2 1 3 0 0 1 7 20％

広 島 1 0 0 2 2 3 8 21％ 1 1 0 2 1 1 6 15％ 0 1 6 4 1 0 12 31％

鳥 取 0 0 2 7 0 0 9 21％ 0 0 0 5 0 0 5 12％ 0 1 1 3 0 0 5 12％

島 根 1 1 7 8 2 0 19 79％ 1 1 3 8 3 0 16 67％ 1 1 7 11 4 0 24 100％

山 口 1 1 1 0 0 0 3 9％ 1 1 1 0 0 0 3 9％ 1 1 6 3 0 1 12 38％

香 川 1 1 7 9 0 0 18 42％ 1 1 7 9 0 0 18 42％ 1 1 1 0 0 0 3 7％

徳 島 0 2 3 2 1 2 10 20％ 0 2 4 2 2 3 13 25％ 0 3 7 6 2 2 20 39％

愛 媛 2 0 1 1 0 0 4 18％ 2 0 0 0 0 0 2 9％ 2 0 8 2 0 2 14 64％

高 知 1 0 1 2 2 2 8 23％ 0 0 1 3 2 2 8 23％ 1 1 5 4 2 3 16 46％

福 岡 0 3 12 4 0 0 19 28％ 0 3 10 5 0 0 18 27％ 0 3 10 4 1 0 18 27％

佐 賀 0 1 5 2 3 2 13 31％ 1 1 4 2 3 2 13 31％ 1 1 8 9 1 0 20 48％

長 崎 1 1 4 4 5 9 24 44％ 0 1 3 4 6 7 21 38％ 1 0 5 2 4 6 18 33％

大 分 0 2 13 3 0 0 18 58％ 0 2 14 3 0 0 19 61％ 1 2 15 3 0 0 21 68％

宮 崎 1 1 5 3 1 1 12 44％ 1 0 5 3 1 1 11 41％ 1 0 8 11 1 1 22 81％

熊 本 1 0 0 3 0 0 4 5％ 1 0 0 3 0 0 4 5％ 1 0 1 4 1 1 8 10％

鹿児島 0 2 4 1 0 2 9 14％ 0 2 3 1 0 1 7 11％ 0 1 3 5 0 2 11 17％

沖 縄            
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 Ⅴ 妥結結果   

 
1. 妥結（合意）に至った（一部の要求項目の

み妥結（合意）した場合も含む） 
2. 妥結（合意）には至らなかった 3. 交渉継続中 

 
都道 

府県 

県都 

政令

市 

都市 

特別

区 

町村 

事務

組合

広域

連合

公共 

民間 

等 

計 ％ 
都道

府県

県都

政令

市

都市

特別

区

町村

事務

組合

広域

連合

公共

民間

等

計 ％
都道

府県

県都

政令

市

都市 

特別

区 

町村 

事務

組合

広域

連合 

公共 

民間 

等 

計 ％

全国計 16 26 169 144 26 45 426 21％ 1 0 19 17 2 2 41 2％ 15 15 119 108 13 30 300 15％

北海道 1 2 30 42 0 4 79 42％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 1 2 30 42 0 4 79 42％

青 森 0 1 2 2 0 1 6 12％ 0 0 0 3 0 0 3 6％ 1 0 1 4 0 0 6 12％

岩 手 0 0 1 0 0 0 1 4％ 0 0 0 1 0 0 1 4％ 1 0 1 0 0 3 5 20％

宮 城 0 2 0 0 1 0 3 10％ 0 0 1 0 1 0 2 7％ 1 2 9 3 0 0 15 50％

秋 田 0 0 0 1 0 1 2 4％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 1 0 2 0 0 0 3 7％

山 形 0 0 4 6 0 0 10 24％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

福 島 1 1 6 15 0 4 27 36％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 4 12 2 2 20 27％

新 潟 0 0 4 1 0 1 6 12％ 0 0 1 0 0 1 2 4％ 0 0 1 1 0 0 2 4％

群 馬            

栃 木 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

茨 城 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

埼 玉 0 1 2 0 0 0 3 6％ 0 0 3 9 0 0 12 23％ 0 0 2 0 0 0 2 4％

東 京 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

千 葉 0 0 6 0 0 2 8 50％ 0 0 2 0 0 0 2 13％ 0 0 0 1 0 0 1 6％

神奈川 0 2 0 0 0 0 2 7％ 0 0 2 0 0 0 2 7％ 0 2 4 0 1 0 7 23％

山 梨 1 1 1 0 0 1 4 11％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 1 2 0 0 3 8％

長 野 0 0 4 8 0 2 14 32％ 0 0 1 1 0 0 2 5％ 0 0 5 7 1 1 14 32％

富 山 1 2 3 3 2 3 14 34％ 0 0 3 0 0 0 3 7％ 0 0 4 0 0 1 5 12％

石 川 1 0 1 1 0 2 5 11％ 0 0 1 0 0 0 1 2％ 0 0 1 0 0 0 1 2％

福 井 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

静 岡 0 0 1 0 0 1 2 7％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 4 1 1 1 7 24％

愛 知 0 1 4 0 0 7 12 32％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 4 0 0 2 6 16％

岐 阜 0 0 1 0 0 2 3 9％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 1 0 1 0 0 1 3 9％

三 重 3 1 3 2 0 0 9 18％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

滋 賀 1 1 10 4 2 0 18 56％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 1 0 0 0 1 0 2 6％

京 都 0 1 0 0 0 1 2 25％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 2 1 0 0 0 3 38％

奈 良            

和歌山 0 0 0 2 0 1 3 11％ 0 0 0 1 0 0 1 4％ 1 0 2 0 0 0 3 11％

大 阪 0 0 12 1 2 0 15 27％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 1 5 0 1 0 7 13％

兵 庫 0 0 18 10 6 0 34 43％ 0 0 1 0 0 0 1 1％ 0 0 0 1 0 0 1 1％

岡 山 0 0 1 0 0 2 3 9％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 2 0 1 0 0 1 4 11％

広 島 1 0 5 2 1 0 9 23％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 1 1 1 0 1 4 10％

鳥 取 0 1 2 7 0 0 10 24％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 3 0 0 3 7％

島 根 1 1 7 11 4 0 24 100％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

山 口 0 1 5 3 0 1 10 31％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 1 0 1 0 0 0 2 6％

香 川 0 1 1 0 0 0 2 5％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 1 0 0 0 0 0 1 2％

徳 島 0 1 2 1 1 0 5 10％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 1 3 5 1 2 12 24％

愛 媛 0 0 1 0 0 1 2 9％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 2 0 0 0 0 0 2 9％

高 知 1 1 3 3 1 1 10 29％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 2 1 0 3 6 17％

福 岡 0 1 7 4 1 0 13 19％ 0 0 0 1 0 0 1 1％ 0 1 6 2 0 0 9 13％

佐 賀 1 0 1 2 1 1 6 14％ 0 0 1 0 0 0 1 2％ 0 1 6 5 1 0 13 31％

長 崎 1 0 1 3 4 3 12 22％ 0 0 0 0 1 1 2 4％ 0 1 4 1 3 5 14 25％

大 分 1 2 15 3 0 0 21 68％ 0 0 0 0 0 0 0 0％ 0 0 0 0 0 0 0 0％

宮 崎 0 0 2 6 0 0 8 30％ 0 0 1 1 0 0 2 7％ 1 0 4 2 1 1 9 33％

熊 本 0 0 0 0 0 1 1 1％ 1 0 0 0 0 0 1 1％ 0 0 2 5 0 0 7 9％

鹿児島 1 1 3 1 0 2 8 13％ 0 0 2 0 0 0 2 3％ 0 1 7 9 0 2 19 30％

沖 縄            
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 Ⅵ 書面化の実施 

 合意、妥結事項を書面、協定書で確認した 

 
都道 

府県 

県都 

政令

市 

都市 

特別

区 

町村 

事務

組合

広域

連合

公共 

民間 

等 

計 ％ 

全国計 7 11 81 77 13 30 219 11％ 

北海道 0 0 15 21 0 3 39 21％ 

青 森 0 1 2 1 0 0 4 8％ 

岩 手 0 0 0 0 0 0 0 0％ 

宮 城 0 2 0 0 1 0 3 10％ 

秋 田 0 0 0 0 0 1 1 2％ 

山 形 0 0 0 0 0 0 0 0％ 

福 島 1 1 2 9 0 2 15 20％ 

新 潟 0 0 2 1 0 0 3 6％ 

群 馬        

栃 木 1 0 1 0 0 0 2 4％ 

茨 城 0 0 0 0 0 0 0 0％ 

埼 玉 0 0 0 0 0 0 0 0％ 

東 京 0 0 0 0 0 0 0 0％ 

千 葉 0 0 5 0 0 1 6 38％ 

神奈川 0 0 0 0 0 0 0 0％ 

山 梨 0 0 1 0 0 1 2 5％ 

長 野 0 0 4 10 0 3 17 39％ 

富 山 0 0 3 2 1 3 9 22％ 

石 川 1 0 1 1 0 0 3 7％ 

福 井 0 0 0 0 0 0 0 0％ 

静 岡 0 0 0 0 0 1 1 3％ 

愛 知 0 0 1 0 0 5 6 16％ 

岐 阜 0 0 1 0 0 1 2 6％ 

三 重 2 1 3 1 0 0 7 14％ 

滋 賀 0 0 0 0 0 0 0 0％ 

京 都 0 1 1 0 0 1 3 38％ 

奈 良        

和歌山 0 0 0 0 0 1 1 4％ 

大 阪 0 0 4 0 1 0 5 9％ 

兵 庫 0 0 0 0 1 0 1 1％ 

岡 山 1 0 1 0 0 1 3 9％ 

広 島 0 0 1 0 1 1 3 8％ 

鳥 取 0 1 2 9 0 0 12 29％ 

島 根 0 0 7 11 4 0 22 92％ 

山 口 0 0 0 0 0 0 0 0％ 

香 川 0 0 0 0 0 0 0 0％ 

徳 島 0 1 1 0 1 0 3 6％ 

愛 媛 0 0 1 0 0 1 2 9％ 

高 知 0 0 0 2 0 0 2 6％ 

福 岡 0 1 6 5 1 0 13 19％ 

佐 賀 0 0 0 0 0 1 1 2％ 

長 崎 0 0 0 0 2 2 4 7％ 

大 分 1 2 15 3 0 0 21 68％ 

宮 崎 0 0 0 1 0 0 1 4％ 

熊 本 0 0 0 0 0 1 1 1％ 

鹿児島 0 0 1 0 0 0 1 2％ 

沖 縄        
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＜別表４－２＞ 

2024年「人員確保闘争」取り組み報告 

（2024年８月５日現在） 

県本部 Ⅳ 「Ⅲ 各要求項目に関する交渉状況の前進回答」の具体的内容（抜粋） 

青 森 

【自治労東北町職員組合】町全体での人員不足に関して要求し、必要人員の確保に努める旨の回答を得

た。 

【青森交通労働組合】2030年までの経営改善への体質強化にむけ、取り組んでいる時期であり、新規採

用募集は計画しておらず、会計年度任用職員での募集を行っているが、十分な人材が取れていない。

岩 手 

【宮古市職員労働組合】 

 ・業務改善により業務量を縮減していく取り組みを進める一方で、業務改善の効果が表れるまでは人

員増によりカバーしていく必要があるとの当局の認識を確認した。 

 ・2025年度職員募集の内訳について確認した。年度末の退職予定者数を上回る募集人数となった。 

 ・現業職員（正規、運転技師）１人の募集実施を確認した。 

【北上市職員労働組合】 

 ・カスハラ対策強化（名札のフルネーム表記廃止）について、2024年度中にある程度の方針を当局で

も固めたい。任期付職員の昇給上限について当局で検討を進めてきたが、2024年度中に当局方針を

組合へ伝えたいとの回答を得た。 

宮 城 

【石巻地区広域行政事務組合職員労働組合】2024年度に業務量が増加する職場に１人を配置。 

 障害者雇用は2023年10月から欠員が続いていたため、６月より会計年度任用職員として採用が決定 

【気仙沼市職員労働組合】春闘統一要求書を提出し、その中で人員増について要求済み。 

秋 田 
【秋田市勤労者福祉振興協会労働組合】定年退職等で欠員した場合は、臨時職員ではなく、正規職員の

採用で対応することを確認した。 

山 形 

【上山市職労】定員適正化計画の増員を確認 

【河北町職労】新規採用職種と人数を確認 

【鶴岡市職労】前期新規採用職種と人数を確認 

【遊佐町職労】技師をほぼ通年募集 

【村山市職労】定年延長時における新規採用実施 

【東根市職労】年度中途退職者の募集確認 

【大石田町職労】【舟形町職労】新規採用職種と人数を確認 

【最上町職労】新規採用職種と人数を確認・追加募集の実施 

【戸沢村職労】一般行政の採用は退職者（定年・再任用を含む）以上 

福 島 【福島県市町村職員共済労働組合】業務多忙部署において、１人の人員増を獲得 

新 潟 

【柏崎市職労】 

 ・職員採用日程の早期化を確認した。 

 ・高卒採用（技術職）を確約した。 

 ・採用活動に使用するパンフレットの新規作成を確認した。 

埼 玉 
【秩父市職】10月採用の実施、退職者再採用制度導入 

【寄居町職】増員検討の回答を引き出した。 

千 葉 

【茂原市役所職員組合】 

 ・役職定年後の職員や暫定再任用職員の活用、早期退職者の動向を踏まえた上で、正規職員数の確保

に努めるとの回答を得た。 

 ・人事ヒアリング等の内容をもとに、適切な人員配置に努めるとの回答を得た。 

 ・所属長の意見も聞きながら、会計年度任用職員の採用などを検討するとの回答を得た。 

 ・改定後の定員管理計画の開示 

【自治労銚子市役所職員労働組合】 

 2024年10月採用（一般行政職10人程度）を行い、不足する部署に補充する。10月採用者を加えて、

2025年４月までに42人の職員採用を行うと回答を得た。 

【自治労松戸市職員組合】公園緑地課21世紀森とみどり公園の人員増と人員配置を刷新した。図書館の

人員配置に市役所経験者を配置した。 

【市川市職員組合】職員数の増員要求について、2023年度よりも倍増し採用する計画を立てたと当局よ

り報告があった。 

【千葉県国民健康保険団体連合会職員労働組合】 

 ・新規採用職員の採用人数が明らかにされた。 

 ・年度途中の退職者や産休等の理由で職員の人数に不足が生じた部署については補充された。 

神奈川 

【川崎市立病院労働組合】人員が不足している看護師、リハビリテーション科の定数増について確認し

た。また、採用試験および採用の時期について確認した。 

【川崎市下水道労働組合】時間外労働が常態化している部署に１人の増員（技術職）を確認した。 

 当該部署に限らず、時間外労働の状況を労使で把握し、必要に応じて協議し対応をはかる。 

【川崎交通労働組合】不足人員を大きく上回る採用人数が提示された。 
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県本部 Ⅳ 「Ⅲ 各要求項目に関する交渉状況の前進回答」の具体的内容（抜粋） 

神奈川 

【横須賀市職員労働組合】「前進回答」を得てのものではないが、横須賀市職労の状況として、当局か

ら時間外勤務について月々報告を受けている。特例業務による時間外勤務時間が著しく多い部課につ

いて、個別に労使で協議をして、時間外勤務時間を是正するために何をしていくかを確認している。

山 梨 【ＮＯＳＡＩ山梨労組】2023年度の退職者に対する人員補充 

長 野 

【下諏訪町職員組合】36協定を保育園、保健センター等外部施設と締結した。 

【小海町職員労働組合】宿直業務明けの職務免除時間を増やせた（午前中職務免除）。 

【小諸市職員労働組合】中途採用者の採用 

【松本市職員労働組合】 

 ・新規採用募集計画の時期と人数、職種が明らかにされたと同時に、年間の採用計画（２次募集等）

を確認した。 

 ・採用試験時に応募者の意向を確認し、了承が得られれば、年度中途での採用についても検討をする

回答を引き出した。 

【市立大町総合病院職員労働組合】人員要求に関し、当局より看護部での養成学校への打診、人材バン

クでの調整、医療系合同説明会の参加を実施していると確認している。医師においても研修医の勤

務、専攻医の勤務を積極的に取り入れ、着実に人数は維持できている。離職防止が今後の課題となっ

ている。 

【辰野町職員労働組合】 

 ・時間外労働が常態化している部署への増員について検討するとの回答をいただいたが、療休、産・

育休等の休職者が増えていて、人員配置には反映されなかった。 

【中川村職員労働組合】人員が不足している職場へ正規職員の配置を要求したところ、要求すべてに対

してではないが「職員を募集する」との回答があり、正規職員の募集が開始された。 

【長野県国民健康保険団体連合会職員労働組合】人材確保策として、外部採用サイトの活用、企業合同

説明会等への参加を通じて、人材確保に努めることを確認した。 

【長野県上伊那広域水道用水企業団職員労働組合】2023年度に正規職員２人の募集をしたが、採用者は

１人であった。2024年度も引き続き採用試験を実施することを確認した。 

【富士見町職員労働組合】2024年労使関係ルールに関する協定書により書面協定を締結。 

【木祖村職員労働組合】特別休暇の見直し、新規採用試験の前倒し試験の実施。 

富 山 

【県職労】 

 ・総合土木職で「先行実施枠（６月実施の上級試験との併願可）」を実施。募集人数７人に対し、36

人申込、19人合格。 

 ・産育休代替職員の上乗せ採用の職種拡大。 

 ・獣医師、７年連続で公募割れ。これまでは年に４回程度試験を実施してきたが、2024年度から４月

に試験を行い、不足分を通年で募集することとし、応募があり次第、試験を実施する。 

【富山市職労】 

 ・退職者数に上乗せした公募数を引き出した。行政職＋45、土木＋12、保健師＋５、保育士＋15など

 ・産育休代替え職員を会計年度任用職員から任期付き職員へ変更。数字の提示30人 

【富山市病職】 

 ・退職者数に上乗せした公募数を引き出した。看護師＋25、臨検＋２、理学療法士＋１、臨工＋１な

ど 

 ・看護部 産休および育児休業職員の代替看護職員として任期付き会計年度任用職員数人採用予定 

【高岡市職労】新規採用者募集計画の公表時期、採用人数、職種を明らかにさせた。一般事務について

は、途中退職者見込みを含む公募数とした。 

【射水市職労】恒常的な超勤がある職場の改善について努力する旨の確認。看護師の欠員分について通

年募集の確認。 

【氷見市職労】能登半島地震による業務量増について、対口支援の要請と会計年度任用職員の採用増を

確認。 

【砺波総病職】コメディカルの増員について、具体的な数字が示された。 

【富山広域圏労組】応募増にむけて、職場見学会を実施。教養試験廃止。※ただし現時点で応募なし 

【高岡市社協労】欠員分の補充を確認。早ければ10月採用を確認。 

静 岡 

【掛川市職】技術職職員確保のため、通年採用を実施することとなった。 

【伊東競輪労組】配置人員増となった。業務終了の連絡方法が改善された。 

【浜松市公労】人員不足を認め、募集方法を変えて年齢制限の幅を広げた。 

愛 知 

【岡崎市職員組合】定年引き上げに伴う財源確保や定数管理を理由とした新規採用職員の採用控えを行

うことなく計画的な新規採用者を確保するよう求めた。当局から新規採用職員の採用抑制は行わない

ことが明言された。 

【常滑市職員連合労働組合】長期間の育児休業取得者数を正規職員として採用することとした、等 

【豊田市学校給食労働組合】必要があれば増員するとの回答を得た。 

滋 賀 【自治労滋賀県職労】早期の追加募集等を確認 

京 都 【八幡市職員労働組合】 
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京 都 
 ・初任給の４号給引き上げを確認 

 ・定数を超える確認を行っていくことを確認 

和歌山 

【広川町職員組合】若年層の離職がここ数年続いていることを背景に、退職者がいなくても毎年採用試

験を実施するよう要求した。また、定年延長になっても、年代にばらつきが生じないよう必要最低限

の採用は行っていきたいとの回答を得た。 

【すさみ町職員組合】技術職員の補充を要求。試験時期を調整して実施する旨の回答を得た。 

大 阪 

【豊中市職】先行して大卒者を対象とする採用試験を実施していることから、短大卒・高卒者の採用試

験の実施を要求し、実施予定である旨の回答が示された。あわせて、技能職の採用試験の実施を求め

たところ、同じく実施予定との回答が示された。 

【枚方市職】2025年度の採用予定数は、2024年（約80人）を上回る約90人とされた。障害者採用は３人

程度とされた。 

【松原市職】新規採用募集計画の内容および公表時期・採用人数・職種が明らかにされ、また社会人経

験枠を増やす、育休補充を正規職員で行う方針を検討するなどの回答があった（交渉前のため折衝段

階の確認情報）。 

兵 庫 

【尼崎市職労】前倒し採用の確認および採用要件拡大等（高卒＋社会人経験枠の創設）など 

【尼崎水労】民歴等ある社会人のうち、成績優秀者は技術職３級採用 

【南あわじ市職労】６月下旬に行政職10人程度、保育士２～３人 

【八鹿病院職組】継続的な介護職員の人材確保が必要と確認した。 

【香美町職労】人員確保、新規採用にむけたプロジェクトチームを立ち上げ、組合員も参加して協議を

行っている。 

岡 山 

【鏡野町社会福祉協議会職員組合】給与改定について、他の組合員の声を収集し、執行委員で意見をま

とめた。当局との意見のすり合わせのため、意思確認集会を実施し、直接説明をしてもらった。ま

た、組合員一人ひとりの給与がどのように変わるのかシミュレーションを出してほしいといったこと

や、資格手当の根拠など投げかけた。組合員からの要望も一部反映されている。 

広 島 

【自治労広島県職員連合労働組合】退職見込み約212人に対して、公募数220人が示された。 

 （ワークライフバランス枠の拡充の観点が増要素に加味された公募数を確認） 

【府中町職員労働組合】 

 ・町長が代わったことに伴い、労使関係について確認したが、緊密に連絡・共有すると言及。 

 ・新規採用募集計画については、2024年度は１ヵ月程度、2025年度採用者の募集時期を早めるととも

に、2025年度採用者に対して、2024年10月以降に採用することもある旨を募集要項に付記している

との回答。 

 ・緊急時対応に必要な人員の確保について、毎年度かつ適宜、改善をはかっていくと言及。 

【自治労はつかいちユニオン】時間外労働が常態化している部署で２人の増員を確認した。 

鳥 取 

【倉吉市職労】 

 ・採用試験や募集方法の見直し（遠隔地受験、ホームページ改善） 

 ・内定者へのフォローアップ 

【境港市職労】長時間労働の実態や早期退職の状況を監視、中期職員採用計画を最低限とした適正な人

員確保を確認した。 

【日南町職労】 

 ・新規採用職員の募集計画が明らかとなった。 

 ・組合員より要望の多かった、新年度人事異動内示の早期化について前むきな回答を得られた。 

島 根 

【出雲市職員連合労働組合】育休職員分の人員を確保し、長時間労働が常態化している職場に配置して

いくことを確認。定年の段階的引き上げ期間中において、計画的に採用を行うことを確認。 

【大田市職員連合労働組合】定年引き上げの制度完成までの期間の採用も踏まえた定員適正化計画の見

直しに着手する見解を引き出した。障害者の法定雇用率達成にむけて、引き続き採用に努める見解を

確認。 

【江津市職員労働組合】辞退者を減らすため採用試験日程を、他の自治体と同日程とすることとした。

【飯南町職員組合】定年の段階的引き上げ期間中において、計画的に採用を行うことを確認。 

【雲南市立病院労働組合】専門職を中心に人員を確保するよう対策を検討・実施することを確認。 

【川本町職員組合】不足する保健師について募集を行う、応募がない状況であれば再度募集する回答。

【美郷町職員組合】2023年度末の退職者を踏まえ、正規職員での補充にむけて採用を行う旨確認。障害

者の法定雇用率を達成するため、採用にむけて努力するとの回答。 

【邑南町職員連合労働組合】応募者増加のため労使で委員会を立ち上げ、１次試験免除の適用などにつ

いて協議を行う旨確認した。 

【津和野町職員組合】欠員のある職場について補充を確認。障害者雇用について、積極的な募集を行う

旨の言質あり。 

【吉賀町職員労働組合】 

 ○労使関係について、以下の通り確認した。 

  ・職場の存廃や業務の委託など、組織・機構の見直しをしようとする場合は、労使協議を行うこ

と。 
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島 根 

  ・すでに取り交わしている確認書については、尊重、遵守すること。また、変更しようとする場合

は、事前に協議し、団体交渉により決定すること。 

 ○一般職、保健師の募集を行うことについて確認書を交わした。 

 ○業務量増加等により不足している人員については、機構改革を含め、組織機構人事管理運営評価委

員会で検討し、不足の際は人員適正化計画によらず、柔軟な対応を行うことを口頭確認した。 

 ○事務事業の増減や災害等の有事等に伴う職員採用については、労使協議を行い柔軟に対応すること

について確認書を交わした。 

 ○法定雇用率の達成のための人員の確保について、今後取り組んでいくということは口頭確認できた

が、今回の闘争においては交渉継続事項となった。 

徳 島 

【徳島市民病院労組】育休・病休者の代替職員確保が困難なため、今後、５年間で10人の看護師を増員

（正規）させることを確認した。 

【石井町職労】 

 ・定年延長者に該当する者を旧制度の対象者としてみなし、退職者としてカウントさせ、人員要求を

行ったところ、みなし退職者の採用人員は勝ち取った。現在採用募集中。 

 ・障害者雇用については、法定雇用率を達成しておらず、採用募集をしても来ない状態。障害者活躍

推進計画の策定に際し、労働組合を何らかの会議に参加させるように要求した。当局より、是非参

加をお願いしたいとのことだったが、まだ具体的な内容は示されていない。 

【美馬市職労連】2025年４月の職員採用において、2024年４月の職員採用計画に対して不足する職員数

を確保することを確認した。その他、職員の長期的な人員体制を定めた次期職員計画（案）を、2024

年度中に労組に提示することを確認した。 

【三好市職労連】新規採用の人数、職種が明らかにされた。 

【うらら荘職労】５/１看護師１人の人員確保を要求し、５/20に回答。６月より１人補充となった。 

高 知 

【県職連合】欠員職場、時間外労働が常態化している部署で増員を要求し、前倒し採用を活用した欠員

補充、増員の方向性を確認。 

【高知市職労】４月の採用交渉において、欠員の生じる職種についての募集に加え、採用方法の柔軟な

考え方について示された。 

【土佐清水市職労】「必要に応じて、退職予定者数、職員採用について職員組合と事前協議を実施す

る」との回答を得た。保健師、包括支援センター専門職についてはすでに採用募集を実施中。それ以

外の職種については明言しなかったが、「必要と感じており、採用試験は実施する」との回答あり。

 各所属長との人事ヒアリングの結果や早期退職希望者の状況等を踏まえ、継続協議中。 

【須崎市職労】新規採用募集について、すでに社会人枠の募集をしており、新卒対象の試験は夏頃行う

予定。 

【馬路村職労】新規採用者について、民間と比べ賃金が低く魅力ある仕事として映らないように感じて

いる。人勧を尊重し賃金を上げていき、採用試験を継続して実施していく。 

【医療センター労組】臨床検査技師正職員１人増員、理学療法士正職員１人増員、作業療法士正職員１

人増員、事務職員正規職員３人増員、医療ソーシャルワーカー正規職員２人増員 

福 岡 

【行橋市職労】2024新規採用募集計画の公表時期と採用人数、職種が明らかにされた。 

【川崎町職労】 

 ・2024年４月、採用辞退および長期の休暇により欠員が生じた職場については、会計年度任用職員で

対応中。採用試験の実施による正規職員の補充を確認した。 

 ・事業課（技術職１人）、健康づくり課（保健師２人）、こども園（保育士２人、管理栄養士１人）

 ・2025年度の新規採用者数については、定年延長対象者および再任用職員対象者への意向調査を実施

の上、労使協議により決定する。 

【久留米市労連】専門職確保のために、採用試験の手法変更が提案された（専門試験がない、ＳＰＩの

みの採用枠の新設）。 

【八女市職労】春闘時において、７月に先行して大卒程度５人程度、障害者枠１人を確認している。そ

の他、高卒区分や専門職については、９月の統一日程で実施する考えは引き出しているものの、具体

的な人数等は人員確保闘争で解決をはかる。 

佐 賀 

【佐賀市職労】新規採用募集計画の公表時期（７月１日）と職種（12）が明らかにされた。 

【嬉野市職労】 

 ・2024年７月１日の新規採用が４人あった（ただし、うち３人は任期付職員）。 

 ・職員の応募人数が減少していることから、今後、遠隔地受験を実施する等の工夫も検討するとの回

答を得られた。 

【大町町職】一般職、保健師、保育士それぞれ２人程度 

【上峰町職労】不足分について、10月採用を予定 

【天山衛生労組】勤務時間中の緊急時に人員が不足している場合には所属係に関係なく対応する。 

 休日および夜間に異常が発生した場合には、施設警報対応作業当番表に基づき対応にあたる。 

【伊万里有田共立病院】時間外および有給取得の病棟格差を軽減してほしいことを要求。交渉中である

が、前向きな返答あり。 

【全国一般労組】年間休日が２日増えた。時間休取得が３日から５日に増加した。 
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宮 崎 

【小林市職労】 

 ・新規採用募集計画の公表時期と採用人数、職種が明らかにされ、計画より事務職を＋２人増員して

もらうことで合意に至った。 

 ・災害マニュアルをもとに、関係部局と連携し体制整備に努める。 

【えびの市職労】 

 ・社会人枠の新設。申し込み、該当者がいない場合でも大卒・高卒でまかなう。 

 ・採用０人とはならないように計画採用していく。 

【五ヶ瀬町職労】専門職（土木技師、保健師、介護支援専門員）の採用については喫緊の課題であると

共有できており、すでに４月末に募集がかけられており、今後も引き続き採用にむけ動くとのこと。

【日之影町職労】 

 ・夏季休暇取得期間の延長（７－９月→６－10月） 

 ・７－９月で採用できなければ再募集を実施、退職者数を上回る採用を行う。 

【門川町職労】技術職（土木）の募集に対して２人の応募者がいた。10月採用にむけてこれから面接を

行う予定。 

【都農町職労】人員不足が生じている職場への職員補充を想定した採用予定があることを確認できた。

【川南町職労】 

 ・育休取得者の賃金の復元について、復職後最初の昇給時に措置するよう確認した。 

 ・障害者雇用について、2024年７月から１人雇用するよう募集をかけている。 

【木城町職労】職員採用の公告を４月（７月１次試験分）に実施する予定だったので、前倒しで春闘期

に人員確保の独自要求および交渉を行った。不足している人員の確認と採用を要求し、前進回答が

あった。 

【三股町職労】職員数の適正化に関する検討委員会およびそれに関連する専門部会の開催が実現。 

熊 本 【熊本県市町村職員共済組合労働組合】2024年７月１日付で正規職員を３人採用予定 

鹿児島 

【鹿児島市職員労働組合】「恒常的に業務が多く、月平均30時間以上の時間外勤務の解消をはかる必要

がある部署」を対象に、『働き方改革に伴う体制強化』のための人員として12課に14人配置された。

【伊佐市職員労働組合】とくに技師の募集に対しての応募が少ないため、夏場の早いうちでの募集を行

うよう要求し、2023年度同様そのように募集する予定であることの回答を得た。 

【鹿屋市職員労働組合】新規採用職員の募集計画（ＳＰＩ３の新規導入）と採用人数、職種が明らかに

された。 

【喜界町職員組合】 

 ・新規採用募集計画の公表時期と採用人数、職種が明らかにされた（８月中旬募集・一般事務２～３

人程度・保健師・埋蔵文化財・消防若干名）。 

 ・定員管理適正化計画の中間見直しの時期（11月以降）とデータ等について開示することを確認し

た。 

【市町村職員共済組合職員組合】新規採用募集計画の時期と採用人数が明らかにされた（要求書の提出

はしていないが、交渉は行った）。 
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   第５章 自治体財政の確立と自治・分権の推進 
 

 

  1. 地方財政確立の取り組み 
 

(１) 改正地方自治法の成立にあたっての談話 

 改正地方自治法の成立に対し、＜別記５－１＞の通り、書記長談話を公表した。 

＜別記５－１＞ 

 
 

改正地方自治法の成立にあたって 

 

1. ６月19日、参議院において地方自治法改正案の採決が行われ、立憲民主党などが反対したものの、与党お

よび一部野党の賛成により、政府原案のまま可決成立した。法案は公金収納事務のデジタル化、地域での生

活サービス提供にかかる多様な主体との連携強化、大規模災害や感染症まん延時などにおいて、国の地方に

対する「補充的な指示」を可能とすること、以上３点の改正からなる。しかし、いずれも地方自治また市民

自治の観点から極めて問題ある内容であり、自治労として法案化前より総務省また与野党を問わず、その懸

念を指摘してきたが、国会における有効な修正もなく、ほぼ当初案通りに成立したことは極めて遺憾であ

る。 

2. とりわけ、今改正において最大の焦点となった、国への「補充的指示権」の付与は、広範な社会的批判に

もさらされている。原因は自治体に対する国の関与を必要最小限度にとどめるという従来の「一般ルール」

を超え、国に自治体への指示権を与えるとしたにもかかわらず、その指示権がどのような状況で行使される

のか、全く説明されていないことにある。どのような事態か想定できないが、国に強い権限を与え、何らか

の事態に幅広く備えようというのは机上の空論に近く、国の権限強化が必要だという法律の根拠である社会

的事実、すなわち立法事実はどこにあるのか、政府はその説明責任をまったく果たしていない。 

3. また、指示権を規定する議論において、与党側は国の無謬性を信じているかのように見える。災害等の

際、事態の把握や緊急の判断を求められるのは当該の自治体であるが、被災地から離れた国の判断に誤りは

ないものとし、自治体が指示に従うよう義務付けることは合理的と言えるのか。国の判断が優先されること

により、当該自治体の主体性や自発性を損ないかねず、むしろ指示待ちの時間や実態にそぐわない指示が住

民の命をも脅かしかねない。自治労としては各政党に対し、少なくとも自治体との事前協議について明文化

するよう強く求めてきたが、与野党間の修正協議において、その案が採用されることはなかった。 

4. どのような事態において行使されるのか明確でない補充的指示権が将来、実際に行使されるのかは推測の

域を出ない。しかし、与党が強硬に法案を成立させようとする以上、指示権が現実には行使し得ないよう、

高い制限を課すことが重要であり、自治労としてもこの間、そのための対応を行ってきた。当初は「平時・

非平時」との表現で当該の事態が論じられていたが、最終的には「大規模な災害、感染症のまん延その他そ

の及ぼす被害の程度においてこれらに類する国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」と、より限定的な表現

に変更されたことは取り組みの一定の成果と言える。 

  また、国会においては岸まきこ参議院議員により、「指示の対象が自治事務である場合、代執行はできな

い」こと、また「実情を踏まえ対応が可能となるよう自治体の声を伺いながら各府省取り組む」旨の政府答

弁が引き出された。加えて、衆議院では11項目、参議院では15項目となった附帯決議において、①当該事態

に該当するかの判断にあたっては、自治体への速やかな周知と円滑な情報共有・意思疎通をはかること、②

生命等の保護の措置に関する指示を行うにあたっては、自治体との十分に必要な事前調整、指示内容を必要
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最小限のものとすること、③指示を行った場合、その旨速やかに国会に報告すること、④同様の指示が再度

行われることのないよう十分に事後検証し、迅速に個別法を整備すること、⑤経費、人材面について自治体

を支援すること、⑥日常からの自治体における多様な職種の職員の充実を図ること、⑦応援の要求・指示や

職員派遣の要請は個別法による措置を基本とすること、⑧その際は各大臣の独断とならないよう総務大臣も

関与することなど、本来は条文上で位置付けるべき事項であるが、一定の歯止めとして附帯決議において明

文化することができたのは関係者の協力による成果として受け止める。 

5. また、国の補充的指示権が注目される中、自治労としては、公金収納事務のデジタル化についても問題点

を指摘してきた。自治体情報システムの標準化などにより、すでに自治体には大きな負担が強いられている

が、今改正は新たな負担を招きかねない。必要な財源については確実に国が措置すること、また過度な負担

を強いることがないよう、その旨も附帯決議では明記された。 

6. 加えて今改正により、地域の生活サービス提供に資する活動を行う団体について、市町村長の指定によ

り、行政財産の貸与や随意契約での事務委託が可能となった。これについては、地方議会の関与もなく、首

長判断で指定が可能となっているため、現行の指定管理者制度より恣意的な運用を招きかねない。また、指

定団体の優遇措置により、非指定団体との上下関係も招きかねず、市民自治の観点からも不適切である。指

定に係る事前・事後のチェックなど地方議会の関与についても附帯決議では明記されたが、十分な審議とな

り得なかったことに大きな不満が残る。 

7. 今回、国の補充的指示権をめぐっては、国と地方の関係を地方分権改革以前の状態に巻き戻すものである

という危機意識が、多くの自治体関係者や有識者からあげられた。実際、法案には基本的に賛成を表明して

いる全国知事会でさえ、地方自治の本旨や国と地方の対等な関係を損なう恐れを指摘している。しかし、数

の論理により法案が成立した以上、現実に地方自治・地方分権の後退が起こらないよう、今後は我々の日頃

の活動が問われることとなる。地方自治法改正議論で指摘された課題や危機意識を一過性のものとしないよ

う、引き続き、地方自治の確立にむけて取り組みを進める。 

   2024年６月19日 

全日本自治団体労働組合   

書記長 伊 藤   功 

 
 

 

(２) 「経済財政運営と改革の基本方針2024」閣議決定に対する談話 

 「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2024」に対し、＜別記５－２＞の通り、書記長談話

を公表した。 

＜別記５－２＞ 

 
 

「経済財政運営と改革の基本方針2024」閣議決定に対する談話 

 

1. 政府は６月21日、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）2024」を閣議決定した。岸田政権として

掲げる「成長と分配の好循環」にむけて道半ばという見方に立てば、前年を踏襲する内容とならざるを得な

いであろうが、全体として新味に欠けるように見える。また個別の課題において、自治労として容認しがた

い点も多々あるが、賃上げの定着にこだわり、プライマリーバランスの黒字化や偏在性の少ない地方税体系

の確立などについて意欲を見せたこと自体は否定されるものではない。むしろ、その点においては、掲げた

目標を実現する能力が現政権にあるのか大いに疑わしい。 

2. 地方行財政基盤の強化として、2025年度の地方一般財源総額を2024年度地方財政計画の水準を下回らない

ように確保するとされたことは評価する。この間、同水準ルールについては行政需要の高まり、とくに物価
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高、賃上げ基調時にあっては、逆に地方一般財源総額の上限となりかねない懸念があった。しかし、今回は

地域における賃金と物価の好循環の実現を支えるため、行財政基盤を強化するとの視点が盛り込まれてい

る。2025年度政府予算編成以降も、地方における持続可能な行政サービスを支えるための予算措置が継続的

に行われるものとして一定期待したい。 

3. 賃上げの定着という点については、労働組合の立場からも歓迎される。とくに医療・福祉分野におけるき

め細かい賃上げ支援、非正規労働者の正社員転換の促進などはまさに改善すべき喫緊の課題である。官公需

における価格転嫁の徹底も盛り込まれており、実際の予算編成において、どの程度の財源が配分されるの

か、明確な措置を期待する。自治体においても公契約条例制定運動に改めて取り組むなど、社会的な賃上げ

の気運を積極的に後押しすることが求められる。ただし、雇用の確保において、雇用の維持より雇用の流動

性を高めることにより対応しようとしている点には警戒が必要となる。雇用環境の改善にむけては、安心し

て働き続けることができる雇用の確保を阻害しないよう、極めて慎重な取り組みこそが求められる。 

4. プライマリーバランスの黒字化については、国・地方を合わせて2025年度での達成をめざすと３年ぶりに

明記された。持続可能な財政とする見地からは、一定評価されるべきだが、社会保障費の負担増はもちろ

ん、財源確保にかかる増税時期について明言が避けられた防衛費の大幅な増額も見込まれる中、今後も地方

財政に負担を付け回さない予算編成ができるのか。地域における必要な公共サービス水準の確保と規律ある

財政運営の確立にむけて、より明確な工程を示すことが求められる。 

5. ＧＸ・エネルギー安全保障において、2050年カーボンニュートラルの実現といった目標を踏まえ、2024年

度中を目途に「エネルギー基本計画」等を改定することが明記された。一方原発について、①地元の理解を

得た再稼働、②次世代革新炉の開発・建設、③廃炉を決定した原発敷地内での建て替えの具体化などが示さ

れており、エネルギー基本計画の改定にむけて、原子力の活用が強く打ち出されることは確実である。しか

し、安全性や放射性廃棄物などの課題を解決しないままの原発再稼働は、地球環境また将来世代に対し、あ

まりに無責任である。原子力に依存しないエネルギー政策への転換こそが求められている。 

6. 地域医療構想について、2024年度末までに都道府県の責務や権限、市町村の役割、財政支援のあり方につ

いて結論を得るとされており、引き続き、これらの議論に積極的に関わらなくてはならない。また、医療Ｄ

Ｘに関連するシステム開発、運用主体として、社会保険診療報酬支払基金を抜本的に改組することが明記さ

れている。このことは国民健康保険を取り扱う国民健康保険団体連合会のあり方や自治体にも影響を及ぼす

ことが想定される。自治体の意向を十分に尊重し、かつ、保険者事務の運営に支障が生じることのないよう

検討するべきである。 

7. ライドシェアについては、モニタリングや検証を行いつつとしながらも、全国で広く利用可能とする旨の

記載となっている。タクシー事業者以外の者が行う事業についても議論を進めるとされているが、ＩＴ事業

者などプラットフォーマーによる直接運営はドライバーの雇用確保や人件費の面からも重大な懸念があり、

結果的には安全性および地域公共交通における正規雇用に重大な支障を与えかねないものであることから、

その導入には反対の立場で今後も臨まなければならない。 

   2024年６月26日 

全日本自治団体労働組合   

書記長 伊 藤   功 

 
 

 

(３) 2025年度政府予算編成に対する取り組み 

 2025年度政府予算における地方一般財源・社会保障費の拡充にむけて、総務省、財務省、政党、地方

三団体に要請を行った。要請書は＜別記５－３＞の通り。 
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① 総務省 

  ６月６日、15時から要請を実施した。自治労からは、山﨑副委員長、森下総合政治政策局長、氷室

政策局長、平山衛生医療局長、門﨑社会福祉局長、青山都市交通局長らが出席し、総務省は大沢自治

財政局長が対応した。 

  冒頭、山﨑副委員長よりあいさつを行い、続いて氷室政策局長より2025年度政府予算に対する要請

重点項目として、(ア)増大する地域の財政需要を的確に把握し、地方一般財源総額の維持にとどまら

ず、より積極的な確保を行うこと。地方創生推進費を恒久化すること、(イ)保健所および地方衛生研

究所など公衆衛生部門の機能強化に資する財源を確保すること、(ウ)必要な人員を配置できるよう地

方公務員の総人件費を十分に確保すること、(エ)技能労務職員の必要性の再評価に応じ、基準財政需

要額の算定にあたっては委託料より給与費を充実すること、(オ)会計年度任用職員の処遇改善に必要

な財源を確保すること、(カ)地域医療提供体制の確保にむけ、公立病院経営強化プランの実施におい

ては地域の意向を尊重し、採算性を優先せず、不採算医療、政策医療の提供を重視すること、(キ)大

規模災害で被災した公立医療機関の機能を回復・存続させるため財政的支援を行うこと、(ク)資源循

環型社会の実現、災害時対応など、環境・廃棄物行政の体制強化にむけ必要な予算措置を確保するこ

と、(ケ)普通交付税の個別算定項目に地域交通政策に関する項目を位置付けること、以上の重点項目

について主旨説明を行った。 

  これに対し大沢自治財政局長より「公務部門全般にもいえるが、とくに専門職の人材確保が極めて

難しくなっている。実際には民間との人材の取り合いという側面もある。この対応として、職種に応

じた処遇のあり方についても検討する必要があると認識している。また地域手当についても国とは違

い、自治体ではどの範囲でくくるのかも含め、制度を変更すれば、必ず不都合も生じると思われる。

皆さんとも議論しながら進めなければいけない問題だと認識している」との回答を受けた。また行政

のデジタル化に関連して、「システム共通化が取り沙汰されつつあるが、標準化にも間に合わない自

治体があるという現実を踏まえれば、共通化まで一気に推し進めるのは難しいのではないか」との指

摘を行った。これについて大沢自治財政局長は「共通化については、標準化のように国で方針を決め

て実施するというやり方とは違い、より緩やかな対応にはなるのではないか」との考えを示した。 

  最後に、診療報酬による医療労働者の賃上げを、自治体病院においてどのように反映させるのか現

場で課題になっている実態を指摘し、引き続きの総務省としての支援を訴え、この日の要請を終えた。 

② 財務省 

  ６月11日、11時10分から要請を実施した。自治労からは、山﨑副委員長、森下総合政治政策局長、

氷室政策局長が参加するとともに、立憲民主党から大串博志衆議院議員が同席した。財務省は新川主

計局長が対応した。 

  冒頭、山﨑副委員長よりあいさつを行い、続いて氷室政策局長より重点項目の説明を行った。これ

に対し新川主計局長は「要請項目の多くは地方財政対策での対応となるが、近年の動きとしてコロナ

禍における保健所の問題、頻発化する自然災害への対応、また人口減少による財政上の課題も出てき

ている。自治体への負荷も高まり、職員の確保や賃上げ対応も10年前の状況とは大きく異なっている

が、国の財政状況は依然として厳しいのが現状。とはいえ、地方財政の重要性は認識しており、引き

続き骨太方針の策定などにおいても、その旨、留意したい」との回答を受けた。大串議員からは「定

額減税の給付措置で自治体は非常に厳しい対応が求められている。性急な政策展開により人員配置自

体も大きな課題となっている。その点での配慮も求めたい」と重ねての指摘を行い、この日の要請行

動を終えた。 

③ 立憲民主党 

  ６月20日、18時10分から要請を実施した。自治労からは、山﨑副委員長、森下総合政治政策局長、
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佐藤政治局長、氷室政策局長、平山衛生医療局長、門﨑社会福祉局長、青山都市交通局長が出席し、

立憲民主党からは、逢坂誠二代表代行、野田国義ネクスト総務大臣、岸真紀子参議院議員、鬼木誠参

議院議員、近藤昭一衆議院議員、後藤祐一衆議院議員、金子恵美衆議院議員、福田昭夫衆議院議員、

吉川元衆議院議員らが出席した。 

  冒頭、山﨑副委員長が要請書を手交した後、「この通常国会では、私たちのさまざまな要望を受け

ていただいたことに感謝申し上げる。国会は閉会するが、すぐ次年度の予算編成ということで、これ

から私たちの要望する事項について皆様にご説明させていただくので、ご尽力いただき新年度予算に

反映いただくよう要請したい」とあいさつした。 

  次に、逢坂代表代行から「今通常国会で改めて自民党は『金権政治そのもの』であるということを

感じた。自治体の政策に興味はなく、自治体は自分たちの言いなりに動く存在であればいいと思って

いる。時代錯誤も甚だしい。われわれは『自治体が元気になっている』『自主性・自律性が確保され

ていることが、国全体を良くすること』と思っており、その考えに基づいて、これからも自治労の皆

さんに寄り沿う政策を展開していきたい」とあいさつを受けた。 

  この後、氷室政策局長から重点項目について説明を行い、野田ネクスト総務大臣から「地方創生と

いう政策を始めて10年経過したということで、先日、総務部門会議で内閣府からヒアリングを行った。

結局、東京一極集中も、全国的な人口減少も対策が打たれていない。そのような状況下で、すべてが

逆戻りで、地方分権から中央集権に戻って、国会議員や各省庁のコントロール下に自治体を置ければ、

自分たちも利権をもらえるというような構図が、自公政権に戻って以降、進んできている。また、マ

イナンバーカードの業務をはじめ、自治体が日々忙しくなっており、地方分権・地域主権ということ

が、重視されなくなってきていると改めて感じた。財源移譲を含めて実現できていない実情をどう思

うか」との質問を受け、「東京一極集中、人口減少については、最近『消滅自治体』という調査も出

されて、若年女性の人口がどのくらい減るかという基準だけで消滅するといった危機感や、自治体間

競争を煽るような政策が進められるということについては、問題だと考えている。人口減少について

は、各自治体で、子育て支援などさまざまな政策が進められているが、本来であれば、競争ではなく、

国が責任を持って対策すべき政策が、この問題に関しては多いのではないか。マイナンバーカードを

はじめ、デジタル化に関しても中央集権的な傾向が表れていると捉えており、そのことで自治体の通

常業務が繁忙化し、本来は地域の住民に向き合って、それぞれの地域のことを考えながらやっていく

べき政策が妨げられている状況があるのであれば、問題だと考えている。自治体の財政需要も増加し

ており、地域が本当に自律的にやっていけるような税制も含めて財源確保を進めていかなければいけ

ないところは、自治労としても税制の要望としてさせていただいた」と氷室政策局長が回答した。 

  続いて、吉川衆議より「『ふるさと納税』は要請に記載の通りの考えだが、他方で１兆円というボ

リュームになってきた中で、返礼品の地場産業への影響もあるし、地元の市を見ると、学校給食の無

償化の財源にするという話も出ている。『ふるさと納税』抜きにして住民サービスが廃止となった場

合に、地場への影響とこれを原資にした住民サービス、とくに子育て関係の予算についてどう考えれ

ばいいのか」との質問を受け、「寄附を多く集めている自治体は子育て支援を含めてさまざまな進ん

だ政策をされているというところも承知している。ただ根本的にこの制度のあり方として、本来税と

して入ってくるところが、ポータルサイトの運営会社の手数料になってしまっている状況もあると思

うので、自治労として廃止を掲げさせてもらっている」と氷室政策局長が回答した。 

  そのほかに、災害時の職員のメンタルヘルス対策、会計年度任用職員の処遇改善などについて質疑

を行い、最後に、逢坂代表代行より「今日いただいた要望をしっかり実現できるように、これからも

頑張ってまいります」と決意が述べられ、この日の要請を終えた。 
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④ 国民民主党 

  ６月20日、17時30分から要請を実施した。自治労からは、山﨑副委員長、森下総合政治政策局長、

佐藤政治局長、氷室政策局長、平山衛生医療局長、門﨑社会福祉局長、青山都市交通局長が出席し、

国民民主党からは玉木雄一郎代表、浜口誠政調会長、浅野哲衆議院議員、西岡秀子衆議院議員、長友

慎治衆議院議員、竹詰仁参議院議員、芳賀道也参議院議員が出席した。 

  冒頭、山﨑副委員長が要請書を手交した後、玉木代表から「明日、事実上通常国会が閉会する。今

回の『政治とカネ』の問題については、全く不十分なザル法と言わざるを得ない。自民党には自浄作

用がないということが明らかになり、来たる選挙などを通じて、政治のあり方を変えていかなければ

ならない。今日は予算編成の要請ということだが、自治労の皆さんからいただいた要望をしっかりと

政府に届けられるように頑張ってまいります」とあいさつを受けた。 

  次に、山﨑副委員長から「この通常国会では、私たちのさまざまな要望を受けていただいたことに

感謝申し上げる。国会は閉会するが、すぐ次年度の予算編成ということで、新年度予算への自治労の

考え方を説明させていただくので、反映いただくよう要請したい」と述べた。 

  この後、氷室政策局長より重点項目について説明を行い、芳賀参議から「ガバメントクラウドにつ

いて、国が定めた移行期間の期限を柔軟にしてもらった方がいいのか教えていただきたい。また、新

たなシステムを組むごとに（サイバー）攻撃が進化するので、セキュリティの経費が増えていくと考

えられる。国にその費用を持ってもらうのか」との質問の受け、「自治体のデジタル人材が不足して

いる状況にあるが、とくに地方ではベンダーの人材も不足している現状があり、一斉に国が標準化を

進めていることによって、どこの地方でも一度にこの作業をしなければならないので、人材の取り合

いになる。国の調査の状況に加えて、さらにこれから『やはり間に合わない』ということが発生して

くるという懸念を持っており、引き続き現場の実態等を把握しながら、必要に応じて、議員の皆様に

も協力いただきながら、あわせて省庁対策を実施していく。セキュリティの課題に関しても、重要な

課題なので、経費がかかる分に対して国に責任があるということで、要求していきたい」と氷室政策

局長が回答した。 

  続いて浜口政調会長より「保健所の人員が慢性的に不足しているということだが、コロナ禍を経て、

保健所に対する位置付けなど大きな変化があったのか教えてほしい」との質問の受け、「保健所は、

コロナ禍では仕事がオーバーフローしていた。だからといって保健所数が増えたということはない。

人員については、コロナ禍で予算措置がされて、保健師を中心に人数が増えている。その他、事務職

や専門職にも予算が付けられたが、実際現場の感覚として保健所自体の人数は増えていない。今、コ

ロナの対応自体はないが、今後の感染症対策にむけて予防計画を策定し、その実施のために訓練を行

うなど、業務が一部増えているが人員は十分ではない」と平山衛生医療局長が回答した。 

  そのほかに、カスハラをはじめとするハラスメント対策、就職氷河期世代の採用、技能労務職員の

重要性などについて質疑を行い、要請を終えた。 

⑤ 社会民主党 

  ７月３日、16時から要請を実施した。自治労からは佐藤政治局長、氷室政策局長、平山衛生医療局

長、門﨑社会福祉局長らが出席し、社会民主党は福島みずほ党首、大椿ゆうこ副党首らが対応した。 

  冒頭、氷室政策局長より主旨説明を行い、その後、意見交換を行った。福島党首より「公共サービ

スを支えている地方の声として、これらの指摘を真摯に受け止めたい。また、近年では地方における

公共交通が非常に厳しい状況にあると認識している。新たな財源の確保にむけた取り組みについても

後押ししたい」との回答を受けた。その後、人員確保、防災対策、会計年度任用職員制度の改善、公

立・公的病院の再編統合等による賃金労働条件への悪影響、大阪における保健所や地方衛生研究所の

課題、図書館司書の確保、ふるさと納税のあり方、学校におけるいじめ対策としての第三者機関の設
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置、公契約条例の必要性、地方自治法改正における課題など広範な意見交換を行い、この日の要請を

終えた。 

⑥ 公明党 

  ６月11日、10時から要請を実施した。自治労からは、山﨑副委員長、森下総合政治政策局長、佐藤

政治局長、氷室政策局長、平山衛生医療局長、門﨑社会福祉局長、青山都市交通局長らが出席し、公

明党からは稲津久政務調査会長代理、佐藤英道労働局長、中川康洋総務部会長、輿水恵一労働局次長、

福重隆浩労働局次長らが対応した。 

  冒頭、山﨑副委員長が要請書を手交した後、氷室政策局長より重点項目について主旨説明を行った。

これに対し稲津政務調査会長代理より「ご提起いただいた政策提言、予算要請についてしっかり受け

止めたい。まず地方創生は極めて重要な課題であり、地方一般財源の総額確保また地方創生推進費１

兆円の恒久化についても取り組みたい。保健所の体制、地方公務員の人件費、技能労務職員また農業

関連職員の確保、会計年度任用職員制度の改善など、行政は人で成り立つサービスであり、それに資

する財源の確保が基本だ。公立病院について、民間は黒字が目的だが、救急をはじめ公的な責任を問

われる場合はそもそも黒字にはなり得ない。そうした観点からの対応が必要と考える。地域交通につ

いてもしっかりと維持にむけて取り組みたい」との回答を受けた。 

  その後、意見交換に移り、能登半島地震における職員派遣や病院職場における課題の共有化が求め

られた。自治労からは「能登半島地震においては、自身も被災しながら対応している職員への支援を

引き続きお願いしたい。とくに病院については離職を検討している組合員が多くおり、被災前の機能

回復が難しくなっている。その意味での財政支援をお願いしたい」と述べた。また派遣された職員の

労働条件も極めて厳しい状況にあることを報告し、公明党からは、今後も課題の集約を行った場合は、

引き続き共有化するよう求められた。 

  また、地方一般財源の総額確保について「公明党としても訴えている。とくに会計年度任用職員の

処遇改善は引き続きの課題だ。指定管理、委託先労働者についても昨今の賃上げ基調から取り残され

ないよう対応が必要だ」との意見があった。 

  さらに災害に備えた職員の育成法について、専門職員を固定配属するのか、ローテーションにより

多くの職員にノウハウを蓄積するのか、両方の手法を組み合わせるべきかなど議論を行い、政令市な

ど規模による人材育成のあり方、昨今ではボランティアの受け入れに対する専門知識も必要となって

いるなどの実態が語られた。 

  最後に、デジタル活用について、デジタル化により効率化できた部分を企画立案や対人サービスな

ど、人が行わなければならない分野の強化に振り分けることが重要だとの意見交換を行い、この日の

要請を終えた。 

⑦ 全国知事会 

  ５月31日、13時30分より申し入れを行った。自治労からは森下総合政治政策局長、氷室政策局長、

亀瀧労働条件局長らが出席し、知事会からは鈴木調査第一部長、藤田副部長、上垣参事が対応した。  

  冒頭、氷室政策局長より重点項目について、また亀瀧労働条件局長より地方の実態と自主性を尊重

した給与制度に関する要請内容について主旨説明を行い、その後、意見交換を行った。 

  知事会からは「地方財政審議会における議論や骨太方針策定の流れも見つつ、基本的には2025年度

の行政需要をしっかり見積もった上で、足らざる部分は地方交付税において補填がされるものと受け

止めている。その考えの中で、地方一般財源の総額を確保しようという点は知事会としても一致する。

人員体制の強化についても同様。今後、財務省での議論が進められることになるが、この要請内容に

ついて根本的な部分は同じ思いとして受け止めており、知事会としても後押しするような格好で動き

たい。また給与制度に関する要請についても理解するところ。地方の実態と自主性は一定尊重すべき。
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一方で、制度は財源の裏打ちがあって初めて自由度も増す。いずれにせよ、重要な問題との認識であ

る」との意見が述べられた。 

  自治労から改めて「人件費や物価高騰もあり、一般財源総額実質同水準ルールは逆に事実上の上限

設定のような形で機能していた側面があったのではないか。2025年度にむけては確保というより拡充

という観点が必要と考える」との指摘を行った。 

  これについて知事会から「財務省への要請もまさに求められる。地方六団体においても同水準であ

れば良いということではなく、あくまで予見可能性をいう点で総額確保を受け止めている。自治体を

安定的に運営する一応の目安としてのルールだと考える。給与制度への指摘についても受け止めたい」

との回答を得て、この日の要請行動を終えた。 

⑧ 全国町村会 

  ６月21日、10時30分より申し入れを行った。自治労からは森下総合政治政策局長、氷室政策局長、

亀瀧労働条件局長らが出席し、全国町村会は坂井財政部副部長、西嶋行政部副部長が対応した。自治

労から重点項目および地方の実態と自主性を尊重した給与制度に関する要請内容について主旨説明を

行い、その後、意見交換を行った。 

  全国町村会からは、「地方一般財源の総額確保については、地方六団体としても一番大きな関心事

である。骨太方針の原案においても、その方向にはあると認識している。また、地方公務員の総人件

費の確保、後段の地方の実態と自主性を尊重した給与制度についても、自治労の要求と一致する」と

の考えが示された。その後、地域交通の活性化や地方自治法の改正について意見交換を行い、この日

の要請を終えた。 

⑨ 全国市長会 

  ６月21日、14時30分より申し入れを行った。自治労からは森下総合政治政策局長、氷室政策局長、

亀瀧労働条件局長らが出席し、全国市長会は伊藤財政部長、向山行政部長、藤沼財政副部長らが対応

した。 

  冒頭、氷室政策局長より重点項目について、亀瀧労働条件局長より地方の実態と自主性を尊重した

給与制度に関する要請の主旨説明を行い、市長会から「政府予算に関する要請については、2024年度

水準の確保が一定見込まれているところ。また人件費については、やはり地方財政の大きな要素であ

り、民間準拠の中で、しっかりとした財源の確保が必要。公立病院についても現状を把握しながら、

しっかり対応していきたい」との回答を受けた。給与制度関係については地域手当の大ぐくり化にお

ける地方での課題、賃上げ局面における処遇のマイナスリスク、財源確保のあり方などについて意見

交換を行った。その後、地方自治法改正による各市長段階での反応や今後の課題、デジタル化による

自治体への財政的な影響、マイナンバーカードと健康保険証の一体化による課題、公共サービスにお

ける価格転嫁のあり方などについても情報交換を行い、この日の要請を終えた。 

＜別記５－３＞ 

 
 

2024年６月６日 

 総 務 大 臣 

  松 本 剛 明 様 

全 日本自 治団体 労働組合    

中央執行委員長 石 上 千 博 

 

2025年度政府予算編成に関する要請書 

 



－ 51 － 

 日頃より市民生活の向上にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。 

 この間、地方自治体は厳しい人員体制や財政状況に置かれながらも、高齢化に対応し得る社会保障の構築、

少子化における子育て支援策の充実、人口減少下における地域活性化、脱炭素化など環境政策の充実、地域公

共交通の確保など、複雑化また増大する行政需要に対応してきました。加えて、大規模な地震災害、各地で頻

発している風水害、新興感染症対策、そして行政のデジタル化や物価高騰などへの対応も同時に求められてい

ます。 

 こうした中、地方一般財源総額についてはこの間、前年度の水準を下回らないことをおおよその目途に確保

されてきましたが、多角化の一途をたどる行政需要に対し、従来通りの総額水準で対応し得るのか、大きな不

安となっています。 

 つきましては、市民生活の維持・向上と地域社会の再生に資する2025年度予算編成となるよう、以下の通り

要請します。 

（◎が重点課題） 

記 

1. 地方の意見の十分な聴取と反映 

 (１) 地方税財政に関する法改正や地方財政計画の策定、地方交付税のあり方など、地方自治体における財

政需要や地方税制に対する要望について、広範な地方の意見を十分に聴取し、財源保障に反映させるこ

と。 

 (２) 現行の「国と地方の協議の場」については、国と地方のパートナーシップを強化する立場から、地方

の声がより反映されるよう、地方団体と適宜協議を行い、政策策定機能を強化すること。 

2. 地方財政の充実 

 (１) 社会保障分野における人材確保と処遇改善、少子・高齢化対策、脱炭素化、地域活性化、行政のデジ

タル化、地域交通の確保など、増大する地域の財政需要を的確に地方財政計画に反映させるため、地方

一般財源総額の維持にとどまらず、より積極的な確保を行うこと。また、「地方創生推進費」として確

保されている１兆円については、地方自治体の財政運営に不可欠な財源となっていることから、国によ

る政策誘導的な手法として用いることなく、一般行政経費として恒久化をはかること。（◎） 

 (２) とりわけ、子ども・子育て支援、地域医療の確保、地域包括ケアシステムの構築、地域共生社会の実

現など、急増する社会保障ニーズへの対応と、その担い手確保のため、関連する予算の確保と地方財政

措置を的確に行うこと。とくに、これら急増する社会保障ニーズが自治体の一般行政経費を圧迫してい

ることから、引き続き、地方単独事業分も含め、十分な財源措置を行うこと。 

 (３) 保健所および地方衛生研究所など公衆衛生部門の機能強化に資する財源を確保すること。とりわけ保

健所については慢性的な人員不足に陥っていることから、引き続き保健所全体の体制強化にむけた財政

措置を継続的に行うこと。（◎） 

 (４) 健康危機管理および地域保健施策の推進のために、すべての市区町村に統括保健師を配置すること。

また、そのための財政措置を行うこと。 

 (５) 地方交付税については、財源保障機能と財政調整機能を適切に発揮するとともに、その原資の確保に

ついては臨時財政対策債に過度に依存しないものとし、交付税率の引き上げなど抜本的な対応を行うこ

と。 

 (６) 人口減少に直面する小規模自治体を支援するため、段階補正を拡充するなど、地方交付税の財源保障

機能・財政調整機能の強化をはかること。 

 (７) 地域ＤＸの推進については、この間、中央主導的に進められてきた傾向が強いことから、国と地方の

協議の場なども通じながら、地方公共団体の実情を踏まえた施策とするとともに、その実現にむけた十

分な財政支援を行うこと。とくに自治体情報システムの標準化に際して、運営費も含め、かかり増し費



－ 52 － 

用が発生する場合は国費における負担とすること。 

 (８) 戸籍等の記載事項への「氏名の振り仮名」の追加においては、自治体において大きな業務負荷のみで

なく、一定の経費も見込まれることから、国として十分な支援を行うこと。 

 (９) マイナンバーカードの交付率を地方交付税の算定方法から外すこと。 

 (10) 自治体庁舎や病院をはじめとする公共施設は、住民の生命・財産を守る拠点となることから、耐震化

を含めたメンテナンスや緊急防災・減災事業について、引き続き十分な財源措置を継続すること。 

3. 地方分権に対応した税財政制度の抜本改革 

 (１) 税制改革については、所得税の累進性の強化、相続税の基礎控除引き下げ、金融所得課税の総合課税

化など、所得再分配機能の強化にむけて改革すること。また、給付付き税額控除を検討するなど、消費

税における逆進性について対策を講じること。 

 (２) より自律的な地方財政の確立にむけて、所得税および偏在性の小さい消費税について国税から地方税

への税源移譲を行うなど、抜本的な解決策の協議を進めること。 

 (３) 各種税制の廃止・減税、新税を検討する際には、自治体財政に与える影響を十分検証した上で、代替

財源の確保をはじめ、財政運営に支障が生じることがないよう対応をはかること。 

 (４) 「ふるさと納税」については、①「居住地課税」という課税原則（居住地・所在地における受益と負

担）にそぐわないものであること、②地域の特産物の適正価格破壊と地場産業の自治体依存という歪み

を生み出すこと、③一過性の予算増加・減少など税収の不安定さが住民サービスの低下をもたらす危険

性があることなど、問題が多いことから、廃止すること。 

 (５) 森林環境譲与税の譲与基準については、森林面積の割合を５％引き上げ、人口割合を５％引き下げた

ことによる効果の検証を行いながら、今後もより林業需要を見込める自治体への譲与額を増大させるよ

う、引き続き譲与基準の見直しを検討すること。 

 (６) 国の総合経済対策として地方財源を活用した減税政策は行わないこと。 

4. 地方公務員の総人件費の確保 

 (１) 対人サービスとしての社会保障、新興感染症の流行や自然災害など有事の際の対応など、増大する地

方自治体の財政需要を踏まえ、必要な人員を配置できるよう地方公務員の総人件費を十分に確保するこ

と。あわせて、定年延長に伴う一時的な職員数の増加に対応した財源を確保すること。（◎） 

 (２) この間、自治体における技能労務職員の削減を助長しかねない政策がとられてきたものの、自然災害

やコロナ禍等への対応を経て、技能労務職員の必要性が再評価されていることから、基準財政需要額の

算定にあたっては委託料より給与費を充実するよう改めること。（◎） 

 (３) 会計年度任用職員の処遇改善について、遡及改定も含め常勤職員に準じた給与改定を行うために必要

な財源を確保すること。あわせて、勤勉手当の支給も含め、会計年度任用職員のさらなる処遇改善にむ

けた財源を確保すること。（◎） 

 (４) 技能労務職員と企業職員の給与について、憲法・法律で保障された労使交渉で決定する権利を尊重

し、国として不当な関与を行わないこと。また、民間給与との単純比較に基づく給与抑制にむけた助言

を行わないこと。 

 (５) 地方自治体における障害者雇用について、法定雇用率の達成はもとより、さらなる雇用促進と合理的

配慮のための財源を確保すること。 

5. 東日本大震災等大規模災害からの復旧・復興と対策の拡充 

 (１) 被災地が安心して復興に集中できる環境をつくるため、引き続き震災復興特別交付税を確保し、被災

自治体の財政負担は可能な限り縮小すること。とくに被災から一定の年月が経過したことを踏まえ、復

興住宅、防潮堤、県道などの維持管理にかかる費用についても財政的な支援を検討すること。あわせ

て、補助金適正化法の改正も視野に入れながら、復興事業により整備された公共施設の用途制限を緩和
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すること。 

 (２) 東京電力福島第一原発事故による避難指示区域が解除された自治体においても、雇用を取り巻く環境

や生活インフラの改善が十分に進んでいないこと、「ＡＬＰＳ処理水」の海洋放出も含め、放射線への

不安が解消されていないこと、このため農業のみならず漁業の復興にも大きな影響が出ているなど、依

然多くの課題が山積していることから、医療費や介護保険料の減免措置も含め、改めて当該自治体およ

び住民の実情に即した各種支援を講ずること。とくに住民のメンタル面でのサポートに留意すること。

 (３) 中長期にわたる復興を支える観点から、被災自治体が安心して正規職員を採用できるよう、財政措置

を講じること。なお、被災自治体への人的支援も引き続き必要なことから、被災自治体からの要請人員

数を充足させること。また、支援を行った自治体に対する十分な財政支援を行うこと。 

 (４) 職員の健康サポート体制は引き続き重要であることから、メンタルヘルス対策の充実をはじめとした

事業について十分な財政措置を行うこと。 

6. 社会保障政策の拡充 

 (１) 高齢者福祉、児童福祉、障害者福祉、公的扶助、地域保健、地域医療などの社会保障の充実にむけ、

関係予算にかかる財源を確保すること。また、地方自治体の果たす役割・機能の強化、給付の改善や職

員の配置・処遇改善にむけた予算の確保を行うこと。 

 (２) 「こども・子育て支援加速化プラン」に必要な予算の確保、とりわけ保育士の配置基準の改正・放課

後児童支援員の処遇改善を踏まえた財源の確保を行うこと。 

 (３) 介護予防・日常生活支援総合事業について、サービス水準の低下や市区町村格差を招かないよう財政

措置を講じること。 

 (４) 生活保護・生活困窮者自立支援制度を充実させ、児童虐待防止と自立支援を強化するため、児童相談

所を含めた自治体等の実施体制や相談体制などの充実・機能強化が必要なことから、地方交付税の充実

をはかること。 

 (５) 医療法改正に伴う「新たな病床再編支援」が、病床削減や病院統合への不必要な誘導とならないよう

にすること。また、2024年４月からの医師の働き方改革にあわせて、医療行為のタスク・シフト/シェ

アを円滑に進めるための人員確保と必要な研修体制を整備するための財源を確保すること。 

 (６) 医療・介護ＤＸの推進と医療・介護現場における質の向上、業務効率化のため、ＩＣＴ関連機器やシ

ステム導入に関する補助の財源を確保すること。 

 (７) 持続可能な地域医療提供体制を確保するため、策定された公立病院経営強化プランの実施にあたって

は、自治体、地域住民の意向を尊重し、地域の医療を維持できるものとすること。また、機能分化・連

携強化、経営形態見直し等においては、採算性を優先せず、新興感染症対策や災害対応など不採算医

療、政策医療の安定的な提供を重視すること。（◎） 

 (８) 地域医療構想を踏まえた継続的な医療の拡充のため、病院事業にかかる地方交付税の充実をはかるこ

と。同時に、公立・公的病院が主導的に担っている、不採算・高度専門・救急・小児周産期・精神科救

急等の医療と、それを担う医師・看護師をはじめとする医療労働者の確保や処遇改善等における所要額

の確保、充実をはかること。 

 (９) 地域医療の確保のため、さらなる建築単価の見直しや特別交付税基準額引き上げの継続など、医療過

疎地や不採算地区病院等経営が厳しい病院に対する財政支援の充実をはかること。その趣旨において関

係する省庁とも連携をはかること。 

 (10) 大規模災害で被災した公立医療機関において、高度専門医療および不採算医療など、被災前に担って

いた病院機能を回復・存続させるため、財政的支援を行うこと。（◎） 

 (11) 自治体において、精神科病院退院後支援に重要な役割を担うＰＳＷ（精神保健福祉士）等の確保と支

援体制が十分に整備できるよう、その財源について地方交付税措置を充実すること。 
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 (12) 地方の自治体病院では薬剤師の確保が困難な状況にある。自治体病院の薬剤師の確保と定着のため

に、医師と同様の６年制課程修了薬剤師の専門性を適正に評価し、処遇改善（薬剤師俸給表の新設・初

任給調整手当など）にむけた対策を講じること。 

 (13) また、獣医師の確保にむけても、同様に特段の配慮を行うこと。 

7. 環境政策の推進 

 (１) 脱炭素社会の実現と将来の雇用創出をはかるため、地域の環境条件を活かした太陽光や風力、バイオ

マスなどの新エネルギーや燃料電池など再生可能エネルギーの普及にかかる財政支援措置を拡充するこ

と。また、自治体の環境行政の推進と公共施設等の脱炭素化のための予算措置の確保を行うこと。 

 (２) 「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の施行を踏まえ、とりわけ小規模自治体にお

いて法の趣旨に基づく運用がされるよう、より積極的な財政措置を講ずること。 

 (３) 少子・超高齢化社会の進行に伴い、安否確認等とあわせた高齢者のごみ出しの支援、条例の制定によ

るごみ屋敷等への対応などの需要が増えてきていることから、各自治体がこうした事業を円滑に行える

よう財源を拡充すること。 

 (４) 廃棄物処理法改正によるごみの不法投棄対策と罰則規定強化の実効性を確保するため、自治体におけ

る不法投棄監視要員の確保などの財源を拡充すること。 

 (５) 資源循環型社会の実現にむけ、これまで以上に自治体における業務が増大すると同時に、災害時には

被災地域における災害ごみの対応や被災地への派遣対応など、自治体の果たす役割が一層求められてい

る現状を踏まえ、環境・廃棄物行政の体制強化にむけて関係する省庁と連携するとともに、必要な予算

措置を確保すること。（◎） 

8. 公共交通の改善および拡充にむけて 

 (１) 「新型コロナ感染症に係る公営企業の特別減収対策企業債」制度については、生活様式の変化による

乗客減少からいまだに回復せず厳しい経営状況にある。今年度から償還は始まっているが、償還利子へ

の一般会計繰出額の増とそれに対する特別交付税の増額、償還年限のさらなる延長など、制度の拡充を

はかること。 

 (２) 地域により異なる公共交通の「クロスセクター効果」を十分に勘案し、既存のバスや鉄道などを活用

しながら、地域公共交通が確保されるよう、現行の財政措置水準の維持・改善をはかること。このため

国土交通省と連携し、地方自治体への財政支援を含む所要の措置を講じること。 

 (３) 地域共生社会に資するまちづくりと公共交通の確立を一体的に推進するため、交通政策専任者の配置

および育成などのための財源を措置すること。 

 (４) 普通交付税の個別算定項目に地域交通政策に関する項目を位置付けること。（◎） 

 (５) 都市モノレールは建設後の経年により、機器の更新等を迎えており多額の経費が経営に負担となって

いるが、モノレールについては補助対象外となっているので、対象とするなど拡充をはかること。 

9. 指定管理職場・委託職場の改善にむけて 

 (１) 自治体の指定管理職場・委託職場においても、同一労働同一賃金が実現されるよう、ガイドラインの

作成や助言等を行うこと。また、非正規職員の処遇改善に伴う財源措置を行うこと。 

 (２) 自治体において「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を踏まえた対応が十分に果た

されるよう、必要な財政支援を行うこと。 

以  上  
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  2. カーボンニュートラル実現にむけた学習会 
 

 2050年までに温室効果ガス排出量をゼロとするカーボンニュートラルの実現が世界的に求められてい

る。日本においてもカーボンニュートラルを含む環境問題の解決と地域経済の発展という両面から、自

治体が主体性をもって取り組むことが喫緊の課題となっている。 

 このため、地域経済や産業構造の変化による地場中小事業者への雇用の影響にも注視しながら、「公

正な移行」の実現にむけた学習会を他の産別とも連携して行うこととした。 

 まず、気候変動や環境問題に関する学習会として、７月５日、東京・自治労会館において、高村かお

り教授（東京大学未来ビジョンセンター）を招き、「2050年カーボンニュートラルにむかう世界～変化

の中の地域～」と題した講演を受けた。引き続き、７月11日にはＪＡＭ、７月16日には電力総連、８月

21日には自動車総連、８月26日には電機連合を招き、各産別の課題や考え方について学習した。 

 

  3. 地方財政の充実・強化を求める意見書採択の実施 
 

 地方自治法第99条に基づく意見書採択の取り組みについて、2024年７月時点では＜別表５－１＞の通

り。 

＜別表５－１＞ 

地方財政の充実・強化を求める意見書採択の取り組み（中間集計） 
2024年７月 

県本部 

2024年６月議会 2024年９月議会 
採択議会

合 計 数取り組み 

単  組 

採 択 

議会数 
採択議会名 

取り組み

単  組

採 択

議会数
採択議会名 

三 重 2 2 松阪市、三重県 － －  2

和歌山 1 1 和歌山県 － －  1

香 川 1 1 香川県 － －  1
 
 

  4. 自治研活動の推進 
 

(１) 自治研中央推進委員会 

① 第40年次第６回自治研中央推進委員会 

  ５月30日、東京・自治労会館で開催し、39県本部43人が参加した。経過報告のほか、「月刊自治研」

の販売促進について、第40回地方自治研究全国集会（しまね自治研）の企画・運営について協議した。

その後、中央推進委員は担当する分科会ごとに分かれ議論を深めた。 

② 第40年次第７回自治研中央推進委員会 

  ８月23日、東京・自治労会館で開催した。経過報告の後、第40回地方自治研究全国集会（しまね自

治研）の企画・運営について最終の協議を行った。 

 

(２) セミナー・集会 

① しまね自治研・カウントダウンセミナー「分科会の見どころ紹介」 

  ６月25日、ウェブ配信で開催し、しまね自治研２日目に開催する９つの分科会について、企画に携

わる自治研中央推進委員から見どころが紹介された。 
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(３) その他 

① しまね自治研関連企画 

  しまね自治研における関連企画として、島根大学・地域人材育成コースプロジェクト（コープロ

2024）との協働により、次世代に公務の仕事の魅力を伝えるイベントを実施していく。６月27日、本

イベントの企画会議に参画した自治研関係者によるチームビルディングが行われ、続いて、島根大学

の学生３人が加わり、７月12日、８月５日、８月23日に島根大学および東京・自治労会館で企画・運

営についての打ち合わせが行われた。本イベントはしまね自治研１日目の全体会において、しまね自

治研参加者や現地の学生を交えて参加型のイベントを行う。 

② 「月刊自治研」販促チラシのリニューアル 

  「月刊自治研」は2024年５月号より「fujisan.co.jp」において電子書籍での販売を開始したことから、

「月刊自治研」販促チラシのリニューアルを行い、各県本部へ配布した。 
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   第６章 安心と信頼の社会保障制度改革の推進 
 

 

  1. 連合・社会保障関連の取り組み 
 

(１) 第４回社会保障政策担当者会議 

 ５月14日、ウェブで開催された。「働き方に中立的な社会保険制度等のあり方について」と題し、日

本総合研究所の西沢和彦理事より講演を受けた後、「働き方に中立的な社会保険制度等のあり方に関す

る連合としての検討の方向性（素案）」を踏まえた社会保障構想「年金・所得保障」の点検・見直しに

関する協議を行った。 

 

(２) 医療・介護フェス2024～安心と信頼の医療と介護中央集会～ 

 ５月18日、「医療・介護フェス2024～安心と信頼の医療と介護中央集会～」を東京・日本教育会館に

て連合が主催した。全体では約400人、自治労からは34県本部、約120人が参加した。冒頭、芳野連合会

長より、コロナ禍や能登半島地震など被災地における対応への敬意が表されるとともに、医療・介護

サービス労働者の強固な連帯による処遇改善をはじめとした医療・介護現場の課題解決にむけた決意が

述べられた。 

 集会第一部では、労働政策研究・研修機構の前浦穂高副主任研究員から「医療・介護の労働組合に何

ができるのか～処遇改善と人材確保に着目して～」と題した講演を受け、第二部では「医療と介護の現

場にさらなる処遇改善を！」をテーマにトークセッションを行った。セッションには自治労から天本敬

久さん（名古屋市労働組合）、原尾健作さん（長崎県職員連合労働組合）が参加した。また、５月21日

には、採択された集会アピールを厚生労働省の鹿沼政策統括官（総合政策担当）に手交し、「物価や賃

金上昇の局面を踏まえ、賃上げに重点を置いた診療報酬・介護報酬改定を行ったが、今後の状況を見な

がら対応していきたい。訪問介護の基本報酬の引き下げへの懸念についても、状況を見ながら対応を検

討していく。働き方に関しては人材が限られているので、関係する労働者を大切にしつつ、その能力を

発揮できるよう、職場環境改善にむけて対応したい」との回答を得た。 

 

(３) 第５回社会保障政策担当者会議 

 ６月３日、東京・連合会館にて対面・ウェブ併用で開催され、「公的年金制度の見直しに対する連合

の対応について（素案）」および「働き方に中立的な社会保険制度等のあり方に関する連合としての検

討の方向性（素案）」を踏まえた社会保障構想「年金・所得保障」の点検・見直しについて協議を行っ

た。 

 

(４) 第６回社会保障政策担当者会議 

 ６月21日、東京・連合会館にて対面・ウェブ併用で開催され、社会保障構想「医療保障」「介護・高

齢者福祉」「障がい者政策」の点検・見直しについて協議した。 

 

(５) 第７回社会保障政策担当者会議 

 ７月22日、ウェブで開催され、社会保障構想「社会的セーフティネット政策」「障がい児・者政策」

の点検・見直し、働き方などに中立的な社会保険制度に対する連合の考え方と組織討議について（素

案）、企業年金・個人年金制度の見直しに対する連合の対応について（素案）を協議した。 
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(６) 医療・福祉部門連絡会事務局会議 

 ６月25日、東京・ＵＡゼンセン会館で開催し、第３回医療・福祉部門連絡会の運営・進行および厚生

労働省に対する医療・介護サービスの質の向上と人材確保の推進を求める要請書（案）について協議を

行った。 
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   第７章 環境・平和・人権を確立する取り組み 
 

 

  1. 平和をつくる取り組み 
 

(１) 2024憲法大集会 

 ５月３日、東京・東京臨海広域防災公園（有明防災公園）で、平和といのちと人権を！ ５・３憲法

集会実行委員会主催により開催され、32,000人が参加した。憲法を骨抜きにするような悪政が続き、際

限のない軍事費拡張という現実に憲法をあわせるかのような、本末転倒の暴論を許さず、基本的人権の

尊重、戦争放棄の平和主義、国民主権といった憲法の理念を守るために結集した。 

 集会では、冒頭のスピーチで伊藤真弁護士が憲法９条の重要性を、続いて新外交イニシアティブ（Ｎ

Ｄ）の猿田佐世さんが外交で緊張を緩和することの必要性を訴えた。核兵器廃絶運動に取り組む広島市

立大学２年の大内由紀子さんは「一人ひとりの力はわずかだけど無力ではない。少しのアクションでも

取り組んでほしい」と、若い世代にも意識をむけてほしいと呼びかけた。このほか、地震と原発、外国

人の人権問題、沖縄課題、パレスチナ問題に関するリレートークなども行われた。 

 

(２) 第47回５・15沖縄平和行進 ５月17日全国結団式／18日平和行進・県民大会 

 「第47回沖縄５・15平和行進」は５月17日全国結団式、18日平和行進および県民大会の日程で実行委

員会主催により開催され、2,190人が参加した。参加者は、宜野湾市役所を出発して南北二手に分かれ、

米軍普天間基地の周囲を「基地撤去」を訴えながら行進し、同市立グラウンドをめざした。行進後は

「平和とくらしを守る県民大会」が開かれ、玉城デニー知事や沖縄選出の国会議員らが登壇。玉城知事

は「沖縄戦の教訓を正しく次世代に伝え、平和を希求する沖縄の心『ちむぐくる』を世界に発信してい

きたい」と述べ、参加者は基地のない沖縄、戦争のない世界の実現に力を尽くすことを誓った。 

 

(３) ５・19国会議員会館前行動 

 ５月19日、東京・国会議員会館前で、戦争させない・９条壊すな！ 総がかり行動実行委員会主催に

より実施され、1,000人が参加した。 

 

(４) 県本部連帯活動担当者会議の開催 

 ６月19日、東京・自治労会館で開催し、36県本部37人が出席した。会議では、本部あいさつ後、新外

交イニシアティブ上席研究員・弁護士の猿田佐世さんが、「沖縄の米軍基地問題」をテーマに講演を

行った。続いて、本部の連帯活動の取り組み提起の後、各県本部の取り組みが報告された。 

 

(５) ６・19国会議事堂前行動 

 ６月19日、東京・国会議事堂前で、戦争させない・９条壊すな！ 総がかり行動実行委員会主催によ

り実施され、1,000人が参加した。自治労からは、県本部連帯活動担当者会議に引き続き、約40人が参

加した。 

 

(６) 連合2024平和行動in沖縄「平和オキナワ集会」と「ピースフィールドワーク」 

 連合は、６月23日沖縄慰霊の日にあわせて、６月23～24日に「平和行動in沖縄」を開催した。この行

動では、「語り継ぐ戦争の実相と運動の継続で恒久平和を実現しよう」をスローガンに、初日に那覇市
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文化芸術劇場「なはーと」で開催した平和オキナワ集会では、沖縄戦で亡くなられた多くの方々のご冥

福を祈り、参加者全員で不戦の誓いを込め黙とうを捧げた。 

 集会では、「再考・日米地位協定～〝標的の島〟からの警告：米軍、軍拡、憲法、自衛隊～」と題し、

沖縄国際大学大学院の前泊博盛教授による講演が行われ、「日米地位協定」の問題を解決するためには、

国民やメディアによる「無視・無関心の壁」、実態を知らない「無知の壁」などを乗り越えなくてはな

らないと訴えた。翌６月24日には、約500人の参加者によるピースフィールドワークが行われ、「基地

コース」と「戦跡コース」に分かれ平和学習を行った。 

 

(７) ７・19国会議員会館前行動 

 ７月19日、国会議員会館前で、総がかり行動実行委／９条改憲ＮＯ！ 全国市民アクションの主催に

より実施され、約750人が参加した。 

 

  2. 核兵器廃絶・脱原発社会実現の取り組み 
 

(１) 被爆者問題議員懇談会 院内集会 

 ５月29日、原水禁主催で、国の指定地域外で長崎原爆に遭った「被爆体験者」や被爆２世らの救済を

めざすための院内集会が衆議院第２議員会館で開催され、被爆者問題議員懇談会の議員を中心に支援者

ら約80人が参加した。自治労からも、本部の小林連帯活動局長、広島県本部、長崎県本部、神奈川県本

部からそれぞれ１人が参加した。冒頭、全国被爆体験者協議会相談役の平野伸人氏が「われわれの力だ

けでは限りがある」などとあいさつ。体験者が県や長崎市に被爆者健康手帳の交付などを求めた訴訟

（９月９日判決）で勝訴した場合、県市が控訴しないよう支援を求めた。山内武多長被爆体験者協議会

長は「仲間もどんどん亡くなっている」と述べ、「総理に会うだけ」ではなく「早期に解決してほしい」

と強調。崎山昇全国被爆二世団体連絡協議会長（自治労長崎県本部副委員長）は、被爆２世への援護法

適用や２世の実態調査などを訴えた。 

 

  3. 人権を守り共生社会を実現する取り組み 
 

(１) 人権フィールドワーク 

 連合は、４月11日、埼玉県狭山市内で、狭山事件の現地調査・学習会を部落解放中央共闘会議と共催

で開催し、自治労からは15人が参加した。人権問題が背景にある狭山事件の真相について、現地に出向

き学習を深め、新証拠・鑑定の事実調べを強く求めるとともに、再審実現にむけての支援活動を強化し

ていく意思統一をした。 

 

(２) 2024年度部落解放・人権政策確立要求第１次中央集会 

 ５月22日、部落解放・人権政策確立要求実行委員会は、東京・日本教育会館で2024年度部落解放・人

権政策確立要求第１次中央集会を開催した。中央実行委員会の西島藤彦さん（部落解放同盟中央執行委

員長）が開会あいさつを行い、各政党の代表あいさつに続き、基調提案、特別報告があり、インター

ネット上などまん延する部落差別上の削除の取り組みや「部落探訪」削除裁判での大阪地裁の仮処分決

定、各地での「条例」制定・改正などこの間の成果と課題、たたかいの方向性を確認し、国内人権救済

機関と包括的差別禁止法の実現にむけた奮闘を誓い合った。 
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(３) 狭山事件の再審を求める市民集会 

 ５月23日、狭山事件の再審を求める市民集会実行委員会による集会が、東京・日比谷野外音楽堂で開

催された。集会では西島委員長の開会あいさつに続き、石川一雄さんが石川早智子さんと登壇し、５月

22日に行われた「袴田事件」の再審を受け、「袴田さんの再審無罪をかちとり、私の再審につなげてい

きたい」と訴えた。石川さんが窃盗容疑などで最初に逮捕されてからこの日で61年。参加者は、集会ア

ピールを行い、霞が関周辺をデモ行進し石川さんの無実と鑑定人尋問・事実調べ、再審開始を訴えた。 
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   第８章 政策実現にむけた政治活動の推進 
 

 

  1. 自治体議員連合 
 

(１) 2024年度自治労自治体議員連合第３回幹事会 

 ５月21日、東京・自治労会館で開催し、①2024年度第２回全国学習会の企画、②今後の日程について

確認した。 

 

(２) 2024年度第２回自治体議員連合全国学習会 

 ５月21日、東京・自治労会館で開催し、25県本部より48人が参加した。冒頭、稲村自治体議員連合会

長、山﨑副委員長のあいさつの後、自治労の課題提起（その１）として、川北全消協事務局長および林

総合労働局長から「大規模災害対応をはじめとする昨今の消防職場の課題と処遇改善の取り組み」、氷

室政策局長から「地方自治法改正案に対する自治労の考え方」について、説明と質疑応答を行った。続

いて、岸まきこ参議院議員から「自治労協力国会議員国政報告」を受けた後、自治労の課題提起（その

２）として、吉村現業局長から「現業評議会の現状について」、平山衛生医療局長から「医療現場の診

療報酬による賃上げについて」、門﨑社会福祉局長から「公立保育所における配置基準の課題につい

て」、青山都市交通局長から「公営・地域公共交通の現状と当面の課題について」説明と質疑応答を

行った。最後に、森下総合政治政策局長によるまとめを行い、閉会した。 
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   第９章 公共サービス労働者の総結集と組織強化 
 

 

  1. 組織強化委員会 
 

(１) 第３回組織強化委員会 

 ５月14日、対面・ウェブ併用で以下の通り開催した。 

① 2024年度組織強化委員の交代の確認 

② 報告・協議事項 

 ア 各県本部における「底上げシート」の活用状況について 

 イ 第６次組強計画に基づく取り組み状況確認票について 

 ウ 今後の議論にむけたフリーディスカッション 

 エ 今後の議論スケジュールについて 

 

(２) 第４回組織強化委員会 

 ７月31日、対面・ウェブ併用で以下の通り開催した。 

① 報告事項 

 ア 2024年度新規採用職員の加入状況調査概況について 

② 協議事項 

 ア 「運動と組合費水準をどのように見直すべきか」について 

  ・中央執行委員会における検討経過 

  ・組強委員会での討議 

 イ 今後の議論スケジュールについて 

 

  2. ジェンダー平等推進の取り組み 
 

(１) 自治労ジェンダー平等推進委員会の開催 

① 第８回委員会 

  ５月24日に開催し、ＳＯＧＩ（性的指向・性自認）に関する対応指針（案）について議論するとと

もに、2024政府等要請行動について確認した。 

② 第９回委員会 

  ７月２日に開催し、(ア)2024年度運動の総括について、(イ)当面の闘争方針について、(ウ)女性活

躍推進法およびハラスメントへの施策への連合の考え方についてなどについて議論した。 

 

(２) 関係府省・地方三団体申し入れ 

 本部はジェンダー平等推進月間の取り組みとして、次の通り関係府省・地方三団体に要請行動を行っ

た。関係府省要請は、内閣府、総務省、厚生労働省（自治労情報2024第139号・７月24日）、全国知事

会、全国市長会、全国町村会への要請は自治労情報2024第140号（７月24日）を参照。 
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要請先 日  時 担     当 

内閣府 ６月17日 

（内閣府）男女共同参画局推進課 後藤課長補佐、政策統括官付

生部参事官補佐ほか、（法務省）民事局 水谷担当 

（自治労）木村副委員長、外山強化拡大局長 

総務省 ６月28日 

（総務省）公務員部公務員課 酒井課長補佐、女性活躍・人材活

用推進室 渡部室長ほか 

（自治労）山﨑副委員長、外山強化拡大局長、亀瀧労働条件局長

厚労省 ６月17日 

（厚労省）雇用環境・均等局職業生活両立課 石田課長補佐、雇

用環境・均等局雇用機会均等課 大津分析専門官 

（自治労）木村副委員長、外山強化拡大局長 

知事会 ６月20日 

（全国知事会）調査第二部 島田副部長、山元主事 

（自治労）外山強化拡大局長、上野法対労安局長、川辺女性部

長、兒玉青年部長 

市長会 ６月21日 
（全国市長会）行政部 向山部長、髙村主事 

（自治労）外山強化拡大局長、川辺女性部長、兒玉青年部長 

町村会 ６月20日 

（全国町村会）行政部 河野部長、田中副部長、辻主事 

（自治労）外山強化拡大局長、小林連帯活動局長、上野法対労安

局長、川辺女性部長、兒玉青年部長 

 

 

(３) 連合「男女平等講座」 

 連合の「男女平等講座」は６月17日、東京・全電通労働会館で開催され、自治労から３県本部３人が

参加した。構成組織、単組、地方連合会の組合役職員を対象として、ジェンダー平等・多様性推進と女

性参画の重要性への理解を促進し、取り組みの実効性を高めることを目的に開催された。 

 主な講義内容は次の通り。 

 ・講演①「ジェンダー平等推進の取り組みの重要性」 講師：芳野 友子連合会長 

 ・講演②「女性が活躍できる職場環境構築のために」 講師：権丈 英子亜細亜大学経済学部教授 

 ・講演③「差別のない職場づくりに向けて」     講師：認定ＮＰＯ法人ＲｅＢｉｔ 

 

  3. 新規加盟組合等の承認 
 

＜別表９－１＞ 

＜新規加盟組合＞５単組 123人 

県本部 単   組   名 
団 体 
区 分 

所   在   地 代表者名
組織
人員

組合結成
年 月 日

加盟決定
年 月 日

加盟決定 
機 関 名 

県本部加盟 
承認年月日 

本 部 加 盟
承認年月日

東 京 のぞみの郷ユニオン 
民 間
事業所 

荒川区西尾久5-4-9 百瀬方 百瀬ふじ乃 50 2024. 5. 9 2024. 5.23 臨時大会 2024. 6.11 2024. 7. 8

京 都 ＬＡＤＧＷ労働組合 
民 間
事業所 

京都市南区久世髙田町35-3
ライフアンドデザイン・グ
ループ西日本株式会社内 

西野 康博 28 2024. 6. 1 2024. 6. 1 大  会 2024. 6.14 2024. 6.24

大 阪 
藤井寺市柏原市学校給食組
合労働組合 

事務・
広 域 

藤井寺市船橋町9-1 山下 修治 18 1973.10.27 2024. 5. 1 臨時大会 2024. 6. 5 2024. 6.24

香 川 
自治労香川県広域水道企業
団労働組合 

事務・
広 域 

高松市福岡町四丁目10-8 
自治労香川県本部内 

栗原 敏旨 21 2024. 3.19 2024. 3.19 中央委員会 2024. 6.22 2024. 7. 8

沖 縄 
沖縄産業振興センター職員
労働組合 

民 間
事業所 

那覇市小禄1831番地１ 
沖縄産業支援センター内 

金城 龍也 6 2024. 4.19 2024. 4.20 大  会 2024. 4.25 2024. 7.22
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＜名称変更＞ 

県本部 新  単  組  名 旧  単  組  名 
県本部承認 

年 月 日 

本部承認 

年 月 日 

東 京 市立青梅総合医療センター労働組合 青梅市立総合病院労働組合 2024. 4.23 2024. 5.20

 

＜組織統合＞ 

県本部 単 組 名 統合する単組 統 合 理 由 
県本部承認 

年 月 日 

本部承認

年 月 日

神奈川 秦野市職員労働組合 

秦野市職員労働組合 

秦野市伊勢原市環境衛

生組合職員労働組合 

環境衛生労組の組合員減少で

役員等体制が維持できなくな

り、2024年３月末日で解散、

市職労と統合 

2023.12.21 2024. 7.22

 
＜組織統合（日本モーターボート競走会労働組合（本部）への統合）＞ 

県本部 単 組 名 統合する単組（支部） 統 合 理 由 
県本部承認 

年 月 日 

本部承認

年 月 日

大 阪 

日本モーターボート

競走会労働組合（本

部） 

日本モーターボート競

走会労働組合 埼玉県

支部 

統合することで支部がない事

業場に異動した場合でも組合

加入を継続できるなど日本

モーターボート競走会労組の

組織強化のため、６月１日付

で統合 

2024. 2. 3 

2024. 7. 8

日本モーターボート競

走会労働組合 東京都

支部 

2024. 4.23 

日本モーターボート競

走会労働組合 静岡県

支部 

2024. 6.25 

日本モーターボート競

走会労働組合 愛知県

支部 

2024. 3.14 

日本モーターボート競

走会労働組合 三重県

支部 

2024. 4.10 

日本モーターボート競

走会労働組合 大阪 
－ 

日本モーターボート競

走会労働組合 兵庫県

支部 

2024. 8. 6 

自治労日本モーター

ボート競走会労働組合

山口県下関支部 

2024. 2.21 

自治労日本モーター

ボート競走会労働組合

福岡県支部 

2024. 3.12 

日本モーターボート競

走会労働組合 長崎県

支部 

2024. 1.31 

 
＜組織形態の変更(Ｂ)＞ 

県本部 単  組  名 分 割 先 単 組 
組織

人員
分 割 理 由 

変更決定

年 月 日

変更決定 

機 関 名 

県本部承認 

年 月 日 

本部承認

年 月 日

北海道 美唄市職員労働組合 
自治労市立美唄病院労働

組合 

33

2024年４月、市立美唄

病院の経営形態の変更

（地方公営企業法全部

適用）に伴う労働組合

の立ち上げ 

2024. 3.25 大  会 2024. 6. 7 2024. 7. 8

大 阪 
自治労けあらーずユニオ
ン大阪 

けあらーずユニオン茨木
 
けあらーずユニオン上新

庄 

31

15

事業単位の単組となる

ことで、活動実態に即

した効率的な運営がで

きるため 

2024. 6.20 大  会 2024. 7. 3 2024. 7.22
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＜脱  退＞ 

県本部 単  組  名 脱 退 理 由 
県本部脱退承認 
年  月  日 

本部脱退承認
年  月  日

北海道 自治労音威子府診療所労働組合 

指定管理業務終了に伴う診療所閉

鎖による組合員の退職で０人とな

り解散となった 

2024. 6. 7 2024. 7. 8 

千 葉 全国一般千葉地方労働組合 

会社の不当な行為により組合役員

をはじめ多くの組合員が退職とな

り、組合活動ができなくなったた

め 

2024. 6.22 2024. 7. 8 

長 野 
社会福祉法人信濃友愛会職員労

働組合 

結成時の組合員は３人だったが２

人となり、2023年４月に退職によ

り組合員が１人（委員長のみ）と

なり、解散を決定した 

2024. 4. 4 2024. 7. 8 

静 岡 富士市振興公社労働組合 

公社解散に伴い、組合員11人のう

ち委員長含め７人が富士市に就

職。残る職員で協議の上、解散と

なった 

2024. 4. 9 2024. 6.10 

静 岡 南伊豆町職員組合 

組合費負担が大きいとの組合員の

声や執行部にとって組合業務の負

担の大きさから、脱退を決定した

2024. 6.25 2024. 7.22 

滋 賀 
自治労大津市社会福祉事業団職

員労働組合 

組合員の退職が続き、結成時のメ

ンバーだった委員長が定年退職を

迎え、協議の結果、解散を決定し

た 

2024. 5.10 2024. 6.10 

和歌山 
田辺市シルバー人材センター職

員労働組合 

組合員２人のうち委員長が管理職

となり（１人は書記長）、非正規

職員の組織化等による組合存続を

模索したが解散を決めた 

2024. 5.28 2024. 6.10 

奈 良 五條市社会福祉協議会労働組合 

すでに賃金水準を含め労働条件は

整備されているとして解散を決

定、県本部が繰り返し説得を行う

も解散となった 

2024. 4.22 2024. 6.24 

大 阪 羽曳野市職員連合組合 

特定の労組関係者からのハラスメ

ントによる青年組合員の脱退や管

理職への昇格等で組合員が２人と

なり、解散を決定した 

2024. 6. 5 2024. 6.24 

兵 庫 市立川西病院労働組合 

賃金・労働条件の維持、向上のた

め組合を継続してきたが、多くの

組合役員が転職し組合運営が困

難、解散となった 

2023. 9.10 2024. 7.22 

兵 庫 ひょうご共済ユニオン 

２人の組合員が退職することとな

り、組合継続のため県本部として

オルグするが結果、退職し組合を

解散することとなった 

2023.10.31 2024. 7.22 

広 島 全国一般広島地方労働組合 

職場において厳しい経営が続く

中、組合の解散が相次ぎ、構成単

組が消滅したことにより解散を決

定した 

2023.10.10 2024. 6.24 

 以上の結果、47県本部１直属支部１社保労連 2,553単組712,712人となった。 
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＜別表９－２＞ 

2024年度新規加盟組合一覧 

                                        2023年８月～2024年７月 

県本部 単   組   名 
団 体 
区 分 

所   在   地 代表者名
組織
人員

組合結成
年 月 日

加盟決定
年 月 日

加盟決定 
機 関 名 

県本部加盟 
承認年月日 

本 部 加 盟
承認年月日

東 京 ふくし保育園ユニオン 
民 間
事業所 

台東区西浅草3-23-10 荒川 恵子 29 2022. 6.18 2024. 2.12 臨時大会 2024. 2.13 2024. 3.11

東 京 のぞみの郷ユニオン 
民 間
事業所 

荒川区西尾久5-4-9 百瀬方 百瀬ふじ乃 50 2024. 5. 9 2024. 5.23 臨時大会 2024. 6.11 2024. 7. 8

愛 知 自治労名北会ユニオン 
民 間 
事業所 

名古屋市西区貴生町374番地 祖父江 輝 11 2023. 7.31 2023. 7.31 大  会 2023. 8.22 2023. 9.20

岐 阜 大垣競輪労働組合 
臨時・
非常勤 

大垣市緑園64 寺田さとみ 72 1962. 9. 1 2023. 8. 1 臨時大会 2023. 8.17 2023. 8.23

京 都 ＬＡＤＧＷ労働組合 
民 間
事業所 

京都市南区久世髙田町35-3
ライフアンドデザイン・グ
ループ西日本株式会社内 

西野 康博 28 2024. 6. 1 2024. 6. 1 大  会 2024. 6.14 2024. 6.24

大 阪 東大阪アクア労働組合 
民 間 
事業所 

東大阪市若江西新町1-6-6 松本恵美子 86 2023. 7.19 2023. 7.19 大  会 2023. 8. 2 2023. 8.23

大 阪 
クリアウォーターＯＳＡＫ
Ａ労働組合 

民 間 
事業所 

大阪市中央区北久宝寺町1-
9-6-701 

浦田 尋章 692 2023. 3.29 2023. 3.29 臨時大会 2023.12.21 2024. 1.22

大 阪 
藤井寺市柏原市学校給食組
合労働組合 

事務・
広 域 

藤井寺市船橋町9-1 山下 修治 18 1973.10.27 2024. 5. 1 臨時大会 2024. 6. 5 2024. 6.24

岡 山 
岡山済生会総合病院従業員
組合 

民 間
事業所 

岡山市北区国体町2-25 岡山
済生会総合病院内 

安積 昌吾 1,050 1960.12.28 2024. 1.23 臨時大会 2024. 1.24 2024. 2. 9

香 川 
自治労香川県広域水道企業
団労働組合 

事務・
広 域 

高松市福岡町四丁目10-8 栗原 敏旨 21 2024. 3.19 2024. 3.19 中央委員会 2024. 6.22 2024. 7. 8

沖 縄 
沖縄産業振興センター職員
労働組合 

民 間
事業所 

那覇市小禄1831番地１ 
沖縄産業支援センター内 

金城 龍也 6 2024. 4.19 2024. 4.20 大  会 2024. 4.25 2024. 7.22

 以上の通り、2024年度は８県本部11単組2,063人が新しく加盟した。 

＜別表９－３＞ 

2024年度単組内に新たに結成された評議会・協議会・支部等 

                                  2023年８月１日～2024年７月31日 

県本部 加入単組、評議会・協議会・支部等 加入人数 

岡  山 全国一般岡山地方労働組合 日本チャンキー労働組合 30人

徳  島 勝浦町職員組合 会計年度任用職員部会 ２人

大  分 全国一般大分地方労働組合 玖珠町社会福祉協議会労働組合 36人

鹿 児 島 大和村職員労働組合 会計年度任用職員協議会 62人

鹿 児 島 全国一般鹿児島地方労働組合 宮上病院分会 12人

計 ４県本部、５評議会・協議会・支部等 142人

 

 

  4. 情報および教育活動の拡充 

 
(１) 定期刊行物の発行 

① 機関紙「じちろう」の発行＝月２回発行（１と15の日発行） 

  １号あたり34万6,000部（町村職・公共民間などは全組合員、県職・市職は５人に１部） 

② 機関誌「自治労通信（デジタル版）」の発行（隔月・10日発行） 

  「じちろうネット」「じちろうモバイル」を通じてデジタルデータ配信。（７月10日） 

 ＜2024年７月10日配信の記事一覧＞ 
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  ◆災害と自治体職員 支援者の疲弊とそのケアを考える 

   （福島県立医科大学 医学部 災害こころの医学講座 主任教授 前田 正治さん） 

  ◆「自治労ジェンダー平等推進計画」の具体化にむけて（第３回）ＳＯＧＩ理解増進法を自治体で

活用するために 

   （ＬＧＢＴ法連合会 理事・事務局長 神谷 悠一さん） 

  ◆地方財政入門（第４回）財政力格差を是正する ― 地方交付税制度の役割 ―  

   （地方自治総合研究所 副所長 飛田 博史） 

  ◆機関紙教室 伝えることは作ること（第５回）ビラの壷（後編）ツボを押さえりゃ簡単ビラづく

り 

   （自治労まんが集団 事務局長 ヨッシー・イリエ） 

  ◆憲法をどう使うか？（第32回）犯給法の遺族給付金と同性カップルの保護 

   （東京都立大学 法学部 教授 木村 草太さん） 

 

(２) 2024年度情報宣伝セミナー（経験者対象・対面）の開催 

 ６月21～22日、単組・県本部の情報宣伝活動の担当者で一定程度の経験を有する者を対象に開催し、

25県本部45人が参加した。プログラムは以下の通り。実技講習を中心に、機関紙とビラの作成について

学んだ。また、グループ作業を通して参加者相互の交流を深めた。 

① 全体会① 

  講演 「生成ＡＩが変える情報発信の未来」 講師：今村悟志さん（上級ウェブ解析士） 

② 分科会 

 ア 新聞づくり 講師：水谷一生さん（有限会社エディット代表） 

 イ ビラづくり 講師：入江義寛さん（自治労愛知県本部特別執行委員） 

③ 全体会② 

  グループ討論 情宣活動の課題・悩みの解決方法を考える 

 

(３) 教育研修の取り組み 

① 研修会・セミナー 

 ア 第55期中央労働学校 

   ７月17～20日、東京・自治労会館で開催し、22県本部40人が参加した。 

＜別表９－４＞ 

中央労働学校カリキュラム 

【１日目】 

日 テーマ 時 間 帯 講 座 内 容 技 法 講   師 

７/17 

（水） 

開 校 式 11：00－11：45 ガイダンス 

開校あいさつ 

集合写真撮影 

 自治労本部総合組織局 

石上 千博 

自治労本部委員長 

課題設定 12：30－14：30 ＜ワークショップ＞ 

県本部、単組役（職）員が解決

すべき課題とは？ 

～仲間・地域・世代・社会・政

治をつなぐミッション：コミュ

ニケーションを担う立場として

～ 

ワ ー ク

ショップ

（ＷＳ）

花﨑 晶 

ワークショップ・ファシリ

テーター 

憲  法 14：45－16：45 日本国憲法への認識を深めよう

～私たちが主権者であるために

～ 

講  義 伊藤 真 

弁護士、伊藤・呉法律事務所

所長、法学館憲法研究所所長
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日 テーマ 時 間 帯 講 座 内 容 技 法 講   師 

７/17 

（水） 

 17：00－17：30 １日目の振り返り ＷＳ 自治労本部総合組織局 

全体交流 18：00－19：30 ウェルカムパーティ 

 「東京グリーンパレス」 

  

 

【２日目】 

日 テーマ 時 間 帯 講 座 内 容 技 法 講   師 

７/18 

（木） 

労働条件 ９：00－12：00 地方公務員の賃金について 講  義 亀瀧 真人 

自治労本部労働条件局長 

人  権 13：00－14：30 ＬＧＢＴＱ＋/ＳＯＧＩを知る 講  義 神谷 悠一 

ＬＧＢＴ法連合会事務局長 

社会保障 14：45－16：45 日本の社会保障と改革課題 講  義 宮本 太郎 

中央大学法学部教授 

 17：00－17：30 ２日目の振り返り ＷＳ 自治労本部総合組織局 

 

【３日目】 

日 テーマ 時 間 帯 講 座 内 容 技 法 講   師 

７/19 

（金） 

共  済 ９：00－10：30 自治労共済の推進と自治労運動 講  義 安東 啓介  

自治労共済推進本部事務局長

労働安全

衛生 

10：45－12：30 カスタマーハラスメントのない

職場をめざして 

～カスハラの実態と対策～ 

講  義 古谷 杉郎 

全国労働安全衛生センター 

連絡会議事務局長 

 13：15－13：45 国会へ移動   

政  治 14：00－17：00 ＜講座＞ 

「労働組合」と「政治」 

～組織内議員との対話を通じて

考える～ 

＜フィールドワーク＞ 

国会見学 

講義視察 岸 まきこ 

参議院議員 

 

鬼木まこと 

参議院議員 

 

【４日目】 

日 テーマ 時 間 帯 講 座 内 容 技 法 講   師 

７/20 

（土） 

歴  史 ９：00－10：30 自治労運動の歴史に学ぶ 

 

講  義 川本 淳 

こくみん共済 coop＜全労

済＞職域生協統括本部統括本

部長 

自治労本部 前委員長 

人材育成 10：45－15：30 

昼食休憩を含む 

自治労が解決すべき課題への具

体的な行動計画を立案・議論

（模擬討論）する 

ＷＳ 花﨑 晶 

ワークショップ・ファシリ

テーター 

 15：30－16：00 閉校式 

  受講者による決意表明 

  本部あいさつ 

 木村 ひとみ 

自治労本部副委員長 

 

  5. 県本部財政担当役職員会議 
 

(１) 2024年度県本部財政担当役職員会議の開催 

 ５月16日、ウェブで開催し、45県本部84人（男性51人、女性33人）が参加した。冒頭、榎本書記次長

が本部あいさつを行い、続いて、「2024年度県本部財政等に関する調査」結果を報告した。その後、比

田井強化拡大局長が「『第16回組織基本調査』の概況について」、榎本書記次長が「連合新会費制度の

概要と課題について」を提起し、最後に一括して質疑応答を行った。 
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   第10章 各部門・横断組織の取り組み 
 
 
  1. 現業評議会の取り組み 
 

(１) 諸会議 

① 2024年度全国幹事会 

 ア 第３回全国幹事会 

   ５月11日、ウェブで開催し、以下の事項について協議・確認した。 

  ＜議 題＞ 

  ａ 当面の闘争方針（案）現業労働者の取り組みについて 

  ｂ 「現業職場から労働災害を一掃するための職場集会」のあり方について 

  ｃ その他・当面の日程について 

② 2024年度三役・常任幹事会 

 ア 第７回三役・常任幹事会 

   ７月19日、大阪市・大阪市中央公会堂で開催し、以下の事項について協議・確認した。 

  ＜議 題＞ 

  ａ 2024現業・公企統一闘争中間総括（案）について 

  ｂ 2024現業・公企統一闘争（第２次闘争）の推進（案）について 

  ｃ 当面の闘争方針（案）現業労働者の取り組みについて 

  ｄ 「災害時に現業職員が力を発揮するための５つの提言（改訂版）」について 

  ｅ 「現業職場におけるジェンダー平等の推進にむけ」について 

  ｆ 会計年度任用職員の組織化にむけた取り組みについて 

  ｇ 2025年度担い手育成連続講座について 

  ｈ その他・当面の日程について 

③ 部会幹事会 

 ア 第４回部会幹事会 

   各部会を以下の日程でウェブ開催し、以下の事項について協議・確認した。 

  ＜日 程＞ 

  ａ 第４回学校用務員部会幹事会 ６月22日 

  ｂ 第４回清掃部会幹事会    ６月23日 

  ｃ 第４回一般現業部会幹事会  ６月29日 

  ｄ 第４回学校給食部会幹事会  ６月30日 

  ｅ 第４回県職現業部会幹事会  ７月７日 

  ＜議 題＞ 

  ａ 各地連報告について 

  ｂ 2025年度第１次政府予算要請行動について 

  ｃ 「災害時に現業職員が力を発揮するための５つの提言」（改訂版）について     

  ｄ 各部会運動方針について  

  ｅ 通信環境の整備について 

  ｆ 2025年度部会体制について 
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  ｇ その他・当面の日程について   

④ 第９回現業組織集会運営委員会 

 ア 第２回運営委員会 

   ５月30日、ウェブで開催し、以下の事項について協議・確認した。 

  ＜議 題＞ 

  ａ 集会のスケジュールと参加人数 

  ｂ 運営委員の任務等 

  ｃ 組織集会分科会の内容について 

  ｄ その他について 

 イ 第３回運営委員会 

   ７月20日、大阪市・大阪市中央公会堂で開催し、以下の事項について協議・確認した。 

  ＜議 題＞ 

  ａ 第９回現業組織集会の運営について 

 

(２) 2024現業・公企統一闘争 

① 2024現業・公企統一闘争本部会議 

 ア 第４回2024現業・公企統一闘争本部会議 

   ６月20日、東京・自治労会館にて対面・ウェブ併用で開催し、以下の事項について協議・確認し

た。 

  ＜議 題＞ 

  ａ 2024現業・公企統一闘争の取り組み状況 

  ｂ ヤマ場の対応 

 イ 第５回2024現業・公企統一闘争本部会議 

   ７月26日、東京・自治労会館にて対面・ウェブ併用で開催し、以下の事項について協議・確認し

た。 

  ＜議 題＞ 

  ａ 2024現業・公企統一闘争中間総括（案）について 

  ｂ 2024現業・公企統一闘争（第２次闘争）の推進 

② 自治体現場力による質の高い公共サービスを実現する集会 

  ７月６日、東京・自治労会館にて対面・ウェブ併用で開催し、299人が参加した。 

  2024現業・公企統一闘争の闘争方針では、民間委託導入後において、課題が生じている際は「再公

営化」にむけた取り組みを提起していることから、集会では、東京都杉並区長である岸本聡子さんを

講師に招き、「民営化から再公営化にむけて」と題した講演を行った。その後の単組報告では現業評

議会から福岡県田川市職の民間委託から直営に戻った事例や公営企業評議会から能登半島地震の取り

組みについて報告がされ、集会を終了した。最後に、現業評議会議長、公営企業評議会議長より2024

現業・公企統一闘争への全単組の結集にむけた決意表明を行い、団結がんばろうで集会を締めくくっ

た。 

 

(３) 諸集会・セミナー 

① 第９回現業組織集会 

  ７月20～21日、大阪市・大阪市中央公会堂などで開催し、737人が参加した。初日は全体会、２日

目は各職種に分かれての分科会が行われた。 
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  集会初日の全体会では、作家・演出家の鴻上尚史さんを招いて「コミュニケーションのヒント」と

題して講演が行われた。鴻上さんは、コミュニケーションが得意というのは、「誰とでも仲良くでき

ること」ではなく、「物事が揉めたときに何とかできる能力があること」と話し、sympathy（シンパ

シー）とempathy（エンパシー）の言葉の違いを紹介した。その上でsympathyは「思いやり、同情心」

という意味合いがある言葉なのに対し、empathyは、「共感力」と訳されることが多く、コミュニ

ケーションを円滑に運ぶには、「相手の立場に立てる能力」が大切と呼びかけた。 

  また、「会計年度任用職員の処遇改善の取り組み」や「能登半島地震を経験して」の単組取り組み

報告の後、講演②では「日本一のチーム（職場）をめざすには」として大阪桐蔭高校野球部初代部長

の森岡正晃さんを講師に招き、リーダーの役割や組織強化のためには、それぞれの個性を伸ばしてい

くことが重要であることについて講演が行われた。 

  ２日目は各部会に分かれて、それぞれのテーマや課題について講演やパネルディスカッション、グ

ループワーク等を行い協議・共有した。 

② 2024年度第２回担い手育成連続講座 

  ６月１～２日、東京・自治労会館で開催し、18県本部33人が参加した。１日目は、岸まきこ参議院

議員を講師に講座が開かれ、その後のグループワークには鬼木まこと参議院議員も参加した。２日目

は労働安全衛生や会計年度任用職員の処遇改善などの講座が行われた。 

 ＜内 容＞ 

 ア 講座④「現業評議会の課題と国会での取り組み」 

 イ グループワーク「現場課題の解決にむけ、議員に伝えたいこと」 

 ウ グループ発表と各組織内議員との意見交換 

 エ 講座⑤「会計年度任用職員を取り巻く状況と課題」 

 オ 講座⑥「現場実態に応じた安全衛生体制の確立にむけて」 

 カ グループワーク「労働災害を未然に防ぐために」 

 キ 模擬労働安全衛生委員会 

 ク 講座⑦「ビキニ事件と第五福竜丸」 

 ケ 講座⑧「2023年度担い手育成連続講座に参加して」 

③ 職種別ウェブ学習会 

  現業職場は職種によって課題が異なることから、下記の職種についてウェブ学習会を実施した。 

 ＜職種別ウェブ学習会＞ 

 ア 病院職場       ５月17日 

 イ 保育調理職場     ５月23日 

 ウ 清掃（施設関係）職場 ５月28日 

 エ 介護職場       ６月12日 

 オ 道路維持職場     ７月３日 

 カ 試験研究職場     ７月31日 

 

(４) 省庁交渉 

① 文部科学省要請行動 

  2025年度政府予算にかかる取り組みとして、６月25日に文部科学省へ要請行動を実施した。 

② 国土交通省要請行動 

  2025年度政府予算にかかる取り組みとして、６月26日に国土交通省へ要請行動を実施した。 
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③ こども家庭庁要請行動 

  2025年度政府予算にかかる取り組みとして、７月１日にこども家庭庁へ要請行動を実施した。 

④ 厚生労働省要請行動 

  2025年度政府予算にかかる取り組みとして、７月４日に厚生労働省へ要請行動を実施した。 

⑤ 環境省要請行動 

  2025年度政府予算にかかる取り組みとして、７月11日に環境省へ要請行動を実施した。 

  ※ ①～⑤の要請行動の具体的な内容は自治労情報2024第0145号（７月30日）を参照のこと。 

 

(５) 審議会 

① 中央環境審議会循環型社会部会 

  木村副委員長が委員として第55回（６月10日）に出席し、意見反映を行った。 

 

  2. 公営企業評議会の取り組み 
 

(１) 諸会議 

① 2024年度第５回常任幹事会および岸議員との意見交換会 

  ５月19日、ウェブで開催し、(ア)意見交換会の内容確認、(イ)第40回自治労水週間ポスターについ

て協議・確認した。その後、岸まきこ参議院議員と公営企業評議会にかかる課題について意見交換を

行った。 

② 2024年度全国公営ガス労組三単産政策会議 

  ６月７～８日、宮城県・ガスサロンで、全水道、全国ガスとともに開催し、三単産から32人、うち

自治労からは11人が参加した。はじめに、「東京ガスネットワークにおけるスマートメーターの導入

について」と題して、東京ガスネットワーク（株）スマートメーター推進部青木正博さん、沖純平さ

んから基調講演を受けた。スマートメーターは電力業界ではすでにほぼ導入が完了し、都市ガスは導

入を開始、水道は導入等が検討をされている。都市ガス業界では自然災害対策や人口減少に伴う担い

手不足への対策として導入が進められており、スマートメーターの活用により業務効率化や保安・レ

ジリエンスの強化、新たな価値創造が期待されていると述べた。続いて、各単組報告とグループ討議

を行い１日目を終了した。２日目は、東日本大震災遺構「荒浜小学校」の視察を行い、ライフライン

を担う労働者として保安や災害対策、命を守る行動の重要性を再確認する貴重な機会となった。 

③ 2024年度第５回水道・下水道部会幹事会 

  ６月16日、東京・自治労会館で開催し、(ア)2025年度第１次要請行動、(イ)公営企業集会について

協議・確認した。 

④ 各部会合同幹事会 

  ７月12日、長野・長野ホテル犀北館で開催し、(ア)2024年度公営企業集会の打ち合わせ、(イ)当面

の日程を協議・確認した。 

 

(２) 諸集会 

① 自治体現場力と公共サービスを実現する集会 

  ７月６日、東京・自治労会館にて対面・ウェブ併用で開催し、全国から299人が参加した。はじめ

に、「民営化から再公営化にむけて」と題して、岸本聡子東京都杉並区長より講演を受けた。公共

サービスの民営化が進む中、再公営化の必要性を強調し、地域住民が自分たちの税金の使い道や公共

財の活用方法を民主的に決定することが重要であると述べた。続いて、単組報告では、現業評議会か
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ら福岡県本部田川市職労の再公営化の事例、公営企業評議会から能登半島地震における応急給水活動

の報告を受けた。最後に、現業評議会議長・公営企業評議会議長より2024現業・公企統一闘争へむけ

た決意表明を行った。 

② 2024年度公営企業集会 

  ７月12～13日、長野・長野ホテル犀北館で開催し、32県本部112人が参加した。はじめに、単組報

告を行い、(ア)長野県本部小諸市職労大井さんより応援給水活動報告、(イ)大阪府本部大阪市職竹下

下水道副部会長より下水道事業復旧活動報告、(ウ)福井県本部福井県公企労武藤さんよりさきがけ公

企塾の参加報告を受けた。次に、東京大学沼田准教授を講師に招き、「災害対応の全体像」と題して、

基調講演を行った。2016年熊本地震から2024年能登半島地震に至るまで、災害対応における取り組み

は大きく変化し、標準化とシステム化が進んでいる。しかし、依然として行政の人材不足や民間企業、

地域住民との連携不足が課題とされている。また、災害対応の効率化をはかるためのＩＣＴ技術の導

入や専門人材の育成が進められているものの、実際の現場では状況共有や意思決定の遅れが問題と

なっており、今後も多様な関係者が連携し、総合的な災害対策を強化する必要があると述べた。２日

目は、神奈川県本部谷藤副委員長による危機管理のクロスロードや、グループワーク等を行い協議・

共有した。 

 

(３) 第40回自治労水週間の取り組み 

 ８月１～７日にかけて、「水の奏で 忘れがちな宝物」をスローガンに取り組んだ。本部は、全国に

約10,000枚のポスターを配布するとともに、ビラ作成用の版下データおよびＨＰ掲載用バナーを自治労

ＨＰに掲載し、活用を促した。さらに、参加型の取り組みとしてぬり絵コンクールを実施した。ぬり絵

コンクールの入賞作品審査は、2024年９月開催予定の第１回常任幹事会で行い、各県本部の取り組み結

果とともに、2024年12月に開催する2025年度第２回全国幹事会および2025年１月開催の中央委員会にて

報告する。 

 

(４) 2025年度政府予算編成に関する第１次要請行動 

① 水道部会 

  日 時：2024年６月17日９時00分～10時30分 

  場 所：国土交通省局会議室 

  参加者：国土交通省：＜水管理・国土保全局 上下水道企画課・水道事業課＞ 

            堂薗上下水道事業調整官、草川企画専門官 

      自 治 労：岩本議長、森田副議長、福永事務局長、上杉部会長 

            森副部会長、藤原副部会長、大内幹事、島垣幹事 

② 下水道部会 

  日 時：2024年６月17日10時45分～11時45分 

  場 所：国土交通省局会議室 

  参加者：国土交通省：＜水管理・国土保全局 上下水道企画課＞ 

            堂薗上下水道事業調整官、斉木総務係長 

      自 治 労：岩本議長、森田副議長、福永事務局長、坂下部会長 

            竹下副部会長、上田幹事、林田幹事 

            平山大都市共闘下水道部会長 

  ※ ①～②の要請行動の具体的な内容は自治労情報2024第0146号（７月31日）を参照のこと。
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  3. 衛生医療評議会の取り組み 
 

(１) 四役会議・常任幹事会 

① 第４回四役会議 

  ７月５日、ウェブで開催し、衛生医療評議会を取り巻く情勢と課題、今後の活動と当面の課題など

について協議・確認した。 

② 第４回常任幹事会 

  ７月５日、ウェブで開催し、衛生医療評議会を取り巻く情勢と課題、診療報酬改定による賃上げの

取り組み状況、各種セミナー・アンケート調査について、および今後の活動などについて協議・確認

した。 

③ 第５回常任幹事会 

  ８月10日、東京・自治労会館で開催し、衛生医療評議会を取り巻く情勢と課題、当面の闘争方針案

などについて協議・確認した。 

 

(２) 全国幹事会 

① 第１回全国幹事会 

  ８月10日、東京・自治労会館にて対面・ウェブ併用で開催し、衛生医療評議会を取り巻く情勢と課

題、当面の闘争方針案、各委員会における次年度の活動方針などについて協議・確認した。 

 

(３) 各種委員会 

① 第４回看護問題対策委員会 

  ４月18日、ウェブで開催し、タスク・シフト/シェアについて、レベルアップ講座について、今後

の取り組みなどについて協議・確認した。 

② 第３回保健部会 

  ５月31日、東京・自治労会館で開催し、地域保健・精神保健セミナーについて、今後の部会の取り

組みなどについて協議・確認した。 

③ 第３回医療政策部会 

  ６月18日、ウェブで開催し、次年度の各種セミナー・講座の企画運営について、今後の取り組みな

どについて協議・確認した。 

④ 第３回コ・メディカル委員会 

  ６月22日、東京・自治労会館で開催し、次年度の各種セミナー・講座の企画運営について、今後の

取り組みなどについて協議・確認した。 

⑤ 第５回看護問題対策委員会 

  ６月29日、東京・自治労会館で開催し、翌30日開催の第４回レベルアップ講座の運営について、今

後の取り組みなどについて協議・確認した。 

⑥ 第４回保健部会 

  ７月25日、ウェブで開催し、地域保健・精神保健セミナーについて、今後の取り組みについて協

議・確認した。 
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(４) セミナー等 

① 第４回レベルアップ講座 

  ６月30日、「医療現場の労働環境の課題を考える」をテーマにウェブで開催し、医療職場の組合員

を中心に約140人が参加した。冒頭、平山事務局長が情勢と課題について提起し、診療報酬改定によ

る賃上げの取り組み状況と、賃上げ実施例を報告した。看護問題対策委員会リーダーの松浦敬介さん

は組合員アンケートから見る医療現場の課題について提起、これを受け、後半はパネルディスカッ

ション形式で参加者も討論に参加しながら情報共有と意見交換をはかった。 

 

(５) その他 

 ４月から医師の時間外労働の上限規制が実施されたことを受け、医療現場のタスク・シフト/シェア

が推進されることを踏まえ、看護問題対策委員会を中心に「タスク・シフト/シェアに関するモデル要

求書」を作成し、自治労情報にて各県・単組むけに発信した。 

 ※ 詳細は、自治労情報2024第0144号（７月25日）を参照のこと。 

 

  4. 社会福祉評議会の取り組み 

 
(１) 2024年度社会福祉評議会第２回常任幹事会 

 ７月20日、ウェブで開催し、佐藤議長のあいさつ、経過報告、部会報告、地連報告に続き、①社会福

祉評議会を取り巻く情勢と当面の取り組み（案）、②2025年度社会福祉評議会運動の強化について

（案）、③2025年度社会福祉評議会の主な集会・会議日程予定（案）、④2025年度社会福祉評議会役員

体制（案）について提起し、承認された。 

 

(２) 部会幹事会等 

① 第３回介護部会、社協ネット、社事労協幹事会 

  ５月18～19日、東京・自治労会館で開催し、(ア)情勢報告および今後の取り組み、(イ)省庁要請、

(ウ)全国介護・地域福祉集会等について協議・確認した。また、18日開催の連合「医療・介護フェス

2024～安心と信頼の医療と介護中央集会～」に各幹事が参加した。 

② 全国介護・地域福祉集会第２回企画会議 

  ５月19日、東京・自治労会館で開催し、2025年度全国介護・地域福祉集会の企画・運営について、

各部会のそれぞれの企画案をもとに、企画の全体像を協議・確認した。 

③ 第３回保育部会幹事会 

  ６月２日、東京・自治労会館で開催し、(ア)第44回保育集会の企画・運営等について、(イ)「自治

労の保育運動50号（2024年７月発行）」について、(ウ)こども家庭庁要請などについて協議・確認し

た。 

④ 第３回児童相談養育部会幹事会 

  ６月29日、東京・自治労会館で開催し、2024年度くらしとこどもの福祉を考える全国集会の振り返

りを行うとともに、2025年度くらしとこどもの福祉を考える全国集会の日程・企画等を協議・確認し

た。また、社会福祉評議会における組織化の取り組み、こども家庭庁要請の要請項目について協議・

確認した。 

⑤ 第３回セーフティネット部会幹事会 

  ６月29日、東京・自治労会館で開催し、2024年度くらしとこどもの福祉を考える全国集会の総括を

行うとともに、2025年度くらしとこどもの福祉を考える全国集会の日程・企画等について協議・確認
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した。また、社会福祉評議会における組織化の取り組み、厚生労働省要請の要請項目について協議・

確認した。 

 

(３) 教宣物 

① 障労連「れんらくかいニュース」第68号 

  障労連は、６月24日、「れんらくかいニュース」第68号をデータ配信した。 

 

  5. 県職共闘の取り組み 
 

(１) 三役会議・幹事会 

① 2024年度第３回幹事会 

  ５月30日、ウェブで開催した。 

 ＜協議事項＞ 

 ア 2024年度第２回都道府県職労代表者会議について 

 イ 省庁要請について 

 ウ 調査結果について 

 エ 地共済の委員選出について 

② 2024年度第４回三役会議 

  ７月３日、ウェブで開催した。 

 ＜協議事項＞ 

 ア 2024年度第２回都道府県職労代表者会議について 

 イ 省庁要請について 

 ウ 2024年度第３回青年層役員における新採対策意見交換会について 

 エ 選挙対策について 

 

(２) 2024年度第２回青年層役員における新採対策意見交換会 

 ５月18日、東京・自治労会館で開催し、25県本部30人が参加した。 

 最初に、グループごとに今年度の新規採用者加入活動について、自身がどのように関わったか、加入

状況の確認、振り返りを報告した。次に、北川啓子オルグが「新採未加入者の具体的対策」と題して、

未加入者への加入活動、４月までの取り組みと加入状況の確認・分析、既存の組合活動との連携、職場

での加入活動について講義を行った。最後に、グループワークで今年度の未加入者と次年度の新規採用

者への対策について話し合った。 

 

(３) 各職能組織の取り組み 

① 全国研究職連絡会 

  ７月10日   臨時四役会議 

  ７月24～25日 第２回幹事会および2025年度政府予算編成に関する第１次要請行動 

② 都道府県立病院連絡会 

  ６月14日   第78回幹事会および2024年度第１回都道府県立病院代表者会議 

③ 全国労政・労委連絡会 

  ６月14～15日 2024年度第１回幹事会 

  ８月２日   2024年度第２回幹事会・厚生労働省交渉  
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④ 全国職業訓練協議会 

  ５月17日   2024年度第２回幹事会 

  ８月１日   2024年度第３回幹事会および厚生労働省交渉 

⑤ 農業改良普及評議会 

  ７月５日   2025年度第１回政府予算要求行動および三役会議・幹事会 

 

  6. 大都市共闘の取り組み 
 

(１) 三役会議・幹事会 

① 緊急三役会議 

  ６月11日、対面・ウェブ併用で開催し、(ア)自治労本部の新年度にむけた大都市共闘の取り組み、

(イ)年間スケジュール、(ウ)第１回幹事会への提出議案、などについて協議した。 

② 第１回幹事会 

  ６月19日、ウェブで開催し、(ア)2025年度の予算編成の考え方、(イ)新規採用者組合加入対策、

(ウ)ニューリーダーセミナーの開催（案）、(エ)年間スケジュール、などについて協議した。 

③ 第１回三役会議 

  第１回幹事会に引き続き開催し、幹事会で出された意見を踏まえ、(ア)ニューリーダーセミナーの

規模・参加対象者、カリキュラム、(イ)セミナー終了後の新規採用者対策の具体化、(ウ)新採対策会

議（仮称）の設置、(エ)当面の日程、などについて協議した。 

 

(２) ニューリーダーセミナー 

 ７月27日、東京・自治労会館で開催し、16単組から27人（男性22人、女性５人）が参加した。村松議

長の主催者あいさつに続き、郷事務局長（本部強化拡大局長）より、①自治労の組織状況、②組合加入

の経済的メリットであるじちろう共済の概要、などを中心とした本部提起がされた。 

 その後、①自身が組合に加入した決め手、②若手職員が組合に加入しない理由、③組合に加入しても

らうための改善点、などについて、グループワークを通じ活発な意見交換を行った。 

 

(３) 「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」にかかる総務省要請 

 ７月24日、県職共闘・大都市共闘・町村評議会の代表が「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」

にかかる総務省要請を行った。村松大都市共闘議長が参加した。 

 ※ 交渉の具体的な内容は、自治労情報2024第143号（７月25日）を参照のこと。 

 
  7. 町村評議会の取り組み 
 

(１) 幹事会 

① 第５回幹事会 

  ５月22日、東京・自治労会館で開催し、(ア)要請行動および総決起集会の最終確認、(イ)県本部代

表者会議、などについて協議した。 

② 第６回幹事会 

  ７月23日、ウェブで開催し、(ア)県本部代表者会議の議案審議および運営について、(イ)賃金闘

争・組織拡大交流集会、(ウ)今後の日程、などについて協議した。 
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(２) 第44回全国町村職総決起集会 

 ５月24日、東京・日比谷野外音楽堂で第44回全国町村職総決起集会を開催した。46県本部から約600

人が参加した。本集会は、これまで春闘勝利の決起集会として２月に開催してきたが、2024年度からは

位置付けを「６月人員確保闘争の推進」に変更し、５月末の開催とした。 

 集会では、石上委員長と宮脇拓也議長（三重・明和町職労）のあいさつ、伊藤書記長の「人員確保闘

争の方針」の提起、前日の総務省要請行動の報告に続き、単組からの決意表明を受けた。比嘉匠さん

（沖縄・恩名村職労）からは平和を守る取り組み、矢野智雄さん（福岡・岡垣町職労）は2023年４月の

統一自治体選挙に組織内推薦候補として擁立した、同町職労出身で元福岡県本部副委員長、元自治労中

央執行委員（町村評事務局長）の豊福るみ子福岡県議会議員とともに政治闘争の取り組みについて報告

した。また、前全国町村評幹事の蓑島真吾さん（石川・能登町職労）は、能登半島地震への自治労支援

に対する謝辞と復興への決意を述べた。 

 集会後は、日比谷公園から国会方面にデモ行進し国会請願を実施した。町村職低賃金の改善と人員確

保、地方財政確立など、町村職組合員の要求を衆・参両院の協力国会議員らに強く訴えた。 

 

(３) 総務省・全国町村会への要請行動 

 ５月23日、町村職総決起集会の前段に総務省公務員部（11時30分～）、全国町村会（10時～）に対す

る要請行動を行った。 

 ※ 交渉の具体的な内容は、自治労情報2024第109号（６月11日）を参照のこと。 

 

(４) 「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」にかかる総務省要請 

 ７月24日、県職共闘・大都市共闘・町村評議会の代表が「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」

にかかる総務省要請を行った。宮脇町村評議会議長が参加した。 

 ※ 交渉の具体的な内容は、自治労情報2024第143号（７月25日）を参照のこと。 

 

  8. 政府関係労働組合評議会の取り組み 
 

(１) 諸会議 

① ねんきん部会 

  ７月20～21日、東京・主婦会館プラザエフで開催し、６月に閣議決定された「経済財政運営と改革

の基本方針2024（骨太の方針）」や７月３日に公表された公的年金の財政検証を踏まえた制度改革議

論の動向、10月から施行される被用者保険の適用拡大による業務への影響と円滑な実施にむけた議論

を行った。また、第27回参議院議員選挙にむけた取り組みの意思統一を行った。 

② けんぽ部会 

  ７月20～21日、東京・自治労会館で開催し、12月に実施される健康保険証廃止とマイナンバーカー

ドとの一体化にかかる実務面での課題や問題点を中心に議論を行った。また、第27回参議院議員選挙

にむけた取り組みの意思統一を行った。 

 

(２) 組織強化・拡大の取り組み 

① 組織拡大強化月間の取り組み 

  構成単組と連携し、４～６月を「組織拡大強化月間」と位置付け、４月新規採用者の100％組織加

入と臨時・非常勤等職員（契約職員）の加入拡大を重点目標に、２月18日の第２回県代表者会議にお

ける意思統一を踏まえ、集中的な取り組みを進めることとした。また、新規採用者に対しては、じち
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ろう共済・団体生命共済への同時加入も追求してきた。 

  分会役員体制の弱さなどから、十分に取り組めなかった実態があり、６月初旬の段階では正規職員

の新規採用者の加入率は２割程度にとどまっていることから、引き続き職場段階での取り組みが重要

となっている。 

 

(３) 制度政策の取り組み 

① 年金・医療保険制度、雇用・労働政策に関する議論の把握と情報提供 

  年金・医療保険・雇用・労働といった社会保障制度の運営に関わる現場として、各審議会等におけ

る議論の動向を注視するとともに、適宜、関係単組に情報提供をはかりながら意見交換を行ってきた。 

② 政策担当者会議の開催 

  構成各単組における制度政策課題と取り組みの交流や、今後の評議会における制度政策活動の強化

にむけた議論を深めるため、４月20日、東京・主婦会館プラザエフで開催し、「年金・医療保険政策

集」を活用した学習活動と関係方面への意見反映について議論するとともに、単組の取り組みについ

て意見交換を行ってきた。 

③ 「年金・医療保険政策集」を活用した学習活動 

  被保険者や受給者、事業主等の声も踏まえた現場労働組合としての考え方を明らかにし、連合、協

力国会議員などへの政策提言や意見反映に活用することを通じて、公的年金・医療保険制度の改善・

充実をはかっていくために作成した「年金・医療保険政策集」を活用した各地連・県支部・分会にお

ける学習活動を提起し、取り組みを進めてきた。 

④ 日本年金機構運営評議会・全国健康保険協会運営委員会にかかる連合担当局との意見交換 

  日本年金機構運営評議会および全国健康保険協会運営委員会に連合から委員として参画しているこ

とを受け、政労評として当該単組とも連携して、都度の討論課題に関して現場労働組合の立場から連

合生活福祉局との間で意見交換を行ってきた。 

 

(４) ハローワーク委員会の取り組み 

① ハローワーク委員会第４回連絡協議会 

  ７月９日、東京・自治労会館で開催し、雇用労働政策に関する課題と業務運営体制の確立をはじめ

として、職場状況等を踏まえた課題や取り組み等について検討・議論するとともに、厚生労働省職業

安定局への要請行動と「2025年度予算編成にあたり雇用労働施策・職業安定行政の充実強化を求める

要請書」の内容について検討・議論を行った。 

② 厚生労働省職業安定局「要請書」提出交渉 

  ７月９日、４単組12人が出席し、厚生労働省職業安定局公共職業安定所運営企画室長に対し「2025

年度予算編成にあたり雇用労働施策・職業安定行政の充実強化を求める要請書」を提出するとともに、

失業認定のオンライン化や雇用保険の適用拡大を踏まえた業務執行体制確立にむけた課題や民間委託

などの諸課題について交渉を行った。 

 

  9. 公共サービス民間労組評議会の取り組み 
 

(１) 幹事会等 

① 2024年度第４回幹事会 

  ６月25～26日、東京・自治労会館で開催し、(ア)総務省、厚生労働省に要請行動を実施するととも

に、(イ)第34回総会の開催、(ウ)2024年度の取り組み総括、2024年度公民評運動方針（案）等につい
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て協議した。 

② 組織内議員との意見交換 

  ６月３日、東京・参議院議員会館で橋本議長、比田井事務局長、平間事務局次長と氷室政策局長が

鬼木まこと組織内議員に公共サービス民間職場における喫緊の課題として「労務費の適切な転嫁のた

めの価格交渉に関する指針」を踏まえた地方公共団体の取り組みが進んでいない現状を訴えるととも

に、今後必要とされる対応について意見交換した。 

 

(２) 「2023秋闘」および「2024春闘」の取り組み調査結果 

① 調査対象は、47県本部761単組で、その内386単組（50.7％）から回答があった（７月22日現在）。 

② 761単組の内、秋闘期（10月から翌年１月頃）を交渉時期としている単組は101単組（13.3％）、春

闘期（４月から６月頃）を交渉時期としているのは64単組（8.4％）。また、123単組（16.2％）が春

秋両方の時期に交渉を実施したと答えている。さらに63単組（8.3％）がその他（決まっていない。

随時など）と答えている。 

③ 要求書の提出については、293単組38.5％（2022秋闘2023春闘調査315単組36.2％）が提出した。93

単組12.2％（同147単組16.9％）が提出していないと回答した。 

④ 交渉を実施したのは278単組36.5％（2022秋闘2023春闘調査288単組33.1％）、していないのは108

単組14.2％（同174単組20％）。 

⑤ 妥結したのは、237単組31.1％（2022秋闘2023春闘調査251単組28.9％）、妥結していないのは110

単組14.5％（同157単組18.1％）、39単組5.1％（同54単組6.2％）が交渉中と回答した。 

⑥ 書面締結の有無については、178単組23.4％（2022秋闘2023春闘調査187単組21.5％）が締結した、

171単組22.5％（同272単組31.3％）が締結していないと回答した。 

⑦ 基本給の改定については、275単組36.1％（2022秋闘2023春闘調査257単組29.6％）がプラス改定、

110単組14.5％（同203単組23.4％）が改定なしと回答した。 

⑧ 一時金の改定については、235単組30.9％（2022秋闘2023春闘調査233単組26.8％）がプラス改定、

144単組18.9％（同216単組24.9％）が改定なしと回答した。 

 

(３) 総務省、厚生労働省への要請行動 

 ６月25日、自治体業務の委託先労働者の雇用安定・労働条件改善にむけて、総務省と厚生労働省に要

請行動を行った。 

 ※ 要請の具体的な内容は、自治労情報2024第0149号（８月６日）を参照のこと。 

 

(４) 諸会議・集会等 

① 関東甲地連・交渉力アップセミナー 

  ４月20～21日、高崎市で開催し、７県本部45人が参加した。セミナーでは労働運動の基礎を座学形

式で学んだほか、職場課題と解決策を出し合うためのグループ討議を経て模擬団体交渉を行った。ア

ンケートで参加者からは「労働運動の大切さがわかりやすく簡潔に説明され、理解しやすかった」

「各単組では似た課題で悩んでいることがわかり、参加者の方々の考え方、さまざまな意見、捉え方

が勉強になった。労使双方の体験ができ良かった」などの感想が寄せられた。 

② 近畿地連・交渉力アップセミナー 

  ４月20日、大津市で開催し、５県本部30人が参加した。セミナーでは主催者として自治労公共サー

ビス民間労働組合評議会の茅原副議長が「健全な労使協議を行うためには日頃から健全な労使関係を

築くことが大事。そうしたことを実感し、実行に移すきっかけになるセミナーにしたい」とあいさつ。
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尼崎市社会福祉協議会労働組合と大阪スポーツみどり財団労働組合からの現場報告や労使協議に焦点

をあてた講義などを受け、模擬形式の労使協議を体験した。参加者アンケートでは「組合だけでなく

会社のお互いが尊重され、助け合えれば良い」「公共サービス民間労組同士で交流し、団結を深めて

いきたい」などの感想があった。 

③ 東海地連・交渉力アップセミナー 

  ５月25～26日、名古屋市で開催し、４県本部32人が参加した。セミナーでは労働組合活動の基本、

要求書の作成、交渉、妥結のプロセスをはじめ、その活動の成果を組合員に発信・共有するための読

まれる機関紙づくりのツボを学んだ。参加者からは「労働組合の発足から改めて学ぶことができ、職

場の改善点を率直に要求していこうと思えるようになった」「組合員の声を要求書にすることで組合

員が集まる。組合は皆のために存在しなければならない」「機関紙作成にチャレンジしたい」などの

感想が寄せられた。 

④ 九州地連・交渉力アップセミナー 

  ５月25～26日、佐賀市で開催し、８県本部56人が参加した。セミナーでは「労働組合法を活用した

組合活動」と題した講義をはじめ、模擬団体交渉を実施。セミナーでは参加者が交渉内容や組合活動、

交渉をする中で困っていることへのアンケートを行い、講師が回答する時間を設けた。終了後の参加

者アンケートからは「交渉にむけて自信が付いた」「良い労使関係をつくるためには正しい知識を身

に付けていくことが大切に感じた」などの回答があった。 

 

  10. 国保労組協議会の取り組み 
 

(１) 四役会議・幹事会 

① 第５回幹事会 

  ６月６～７日、東京・自治労会館で開催し、(ア)第34回全国国保連職場課題別学習会の運営、(イ)

その他について協議した。 

② 第３回四役会議 

  ７月４～６日、京都・自治労京都府本部で開催し、(ア)2025年度全国総会の運営および議案等、

(イ)その他について協議した。 

 

(２) 中央行動 

 ７月19日、協議会三役により、国保中央会の原理事長との意見交換を行った。 

 

(３) 第34回全国国保連職場課題別学習会 

 ６月７～８日、東京・自治労会館で開催し、43県本部79人が参加した。 

 全体集会では、「交渉力を強化」するためのプロセスを学び、グループ討議では、①統一要求書の整

理、②事務折衝、③団体交渉などを通し、交渉の流れを実践し、次世代の活動家育成と全国の仲間との

交流をはかった。 

 

  11. 公営競技評議会の取り組み 
 

(１) 常任幹事会等 

① 第５回常任幹事会 

  ６月18日、東京・自治労会館で開催し、公営競技政策議員懇談会総会での公営競技評議会としての
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発言内容について確認した。 

 

(２) 公営競技政策議員懇談会総会への参加 

 ６月18日、公営競技政策議員懇談会総会が参議院議員会館で開かれ、公営競技評議会から常任幹事が

出席し、公営競技場の現場実態を報告した。総会には岸まきこ参議院議員をはじめとする立憲民主党、

国民民主党、社民党、無所属の会、沖縄の風から50人（衆議院議員29人、参議院議員21人）が参加。役

員改選では鬼木まこと参議院議員が事務局長に新任された。総会では勉強会が行われ、北海学園大学の

古林英一教授が「地域における公営競技場の可能性と未来」を演題に講演。その後、西澤常任幹事が災

害時にペットを同伴しての避難所としての役割を担った大村競艇場の事例について、山崎副議長が民間

ポータルサイトの手数料の課題を報告した。とくに民間ポータルサイトの手数料については、神谷裕議

員（立憲民主党）から「施行者である自治体側からも手数料の引き下げは必要と考えている。我々、国

会議員も声をあげていきたい」と力強い発言があった。会長の大串博志議員からは「地域資源として公

営競技場を活用することで、従事員の雇用を守るとともに、処遇改善を進めていかなければならない」

と発言があり、１年８ヵ月ぶりの議員懇は、公営競技の課題が広く共有され、終了した。 

 

(３) 2024春闘の取り組み 

 ６月29日時点で、43の職場・単組のうち20の職場・単組で妥結した。賃金要求に対して前進的な内容

で妥結した職場・単組は16にのぼり、具体的には日額賃金のアップ、給料改定率の引き上げをはじめ、

諸手当4,500円の増加と夏季一時金にプラス10万円、夏季休暇の付与などとなっている。これ以外に前

進した課題では、①再雇用者の賃金が定年時の賃金のままの雇用、②ナイター勤務時の昼間勤務確保の

柔軟な対応、③期末手当および勤勉手当あわせて4.5ヵ月分、希望者の継続雇用などがあった。自治体

単組における勤勉手当については、26の職場・単組で支給ありと確認した。36協定締結と締結時におけ

る人員配置や超過勤務時間などの扱いに関して26の職場・単組で書面化した。県本部および施行自治体

単組と連携した2024年度予算の確保の取り組みは、７の職場・単組で行った。 

 

  12. 全国一般評議会の取り組み 
 

(１) 幹事会等 

① 四役・幹事合同会議 

  ５月14日、東京・自治労会館で開催し、同日午後から開催される(ア)地方労組委員長・書記長会議

の任務分担、(イ)2024春闘の中間点検、(ウ)2024夏季闘争等について協議した。 

② 第６回幹事会 

  ７月24日、東京・自治労会館で開催した。同日に開催される(ア)第43回地方労組代表者会議の任務

分担・タイムスケジュール、(イ)2024春闘中間総括（案）、(ウ)2025年度運動方針（草案）、(エ)役

員選考委員会の設置などについて協議し、地方労組代表者会議に提案することを確認した。 

 

(２) 地方労組委員長・書記長会議、地方労組代表者会議 

① 地方労組委員長・書記長会議 

  ５月14～15日、東京・自治労会館で開催し、43人（男性40人、女性３人）が参加した。(ア)2024春

闘の中間総括（案）、(イ)各地方労組の組織課題報告、(ウ)政策実現の取り組みなどについて確認し

た。なお、会議では「自治労全国一般・合同労組運動の継承・発展について」をテーマに前特別幹事

の髙原壯夫さんから講演を受けた。  
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② 第43回地方労組代表者会議 

  ７月24日、東京・自治労会館で開催し、41人（男性38人、女性３人）が参加した。(ア)一般経過報

告、(イ)2024春闘総括（案）、(ウ)2025年度運動方針（素案）、(エ)役員選考委員会の設置などを提

案し、報告事項については承認された。運動方針草案については、一部を補強し８月の第20回定期総

会に提案することを確認した。 

 

(３) 第20回青年女性交流会 

 ５月25～26日、新潟市で開催し、８地方労組から41人（男性35人、女性６人）が参加した。①クイズ

形式によるワークルール学習、②全国一般運動の歴史と課題について、③フィールドワークとしてミナ

マタ資料館訪問などを通して学習と参加者間の交流を深めた。 

 

  13. 都市公共交通評議会の取り組み 
 

(１) 諸会議 

① 三役会議 

 ア 2024年度第８回三役会議 

   ４月24日、東京・自治労会館で開催した。協議・報告事項は以下の通り。 

  ＜議 案＞ 

  ａ 第２回幹事会の議案と進め方について 

  ｂ 第６回組織集会の議案について 

  ｃ 2025政府予算概算要求要請事項について 

  ｄ ＩＴＦ世界大会（モロッコ）について 

  ｅ 当面の日程 

  ＜報 告＞ 

  ａ 【議事録】2024年度第７回三役会議 

 イ 2024年度第９回三役会議 

   ５月14～15日、福岡市で開催した。協議・報告事項は以下の通り。 

  ＜議 案＞ 

  ａ 第６回組織集会について 

  ｂ 2025年度第１次政府予算概算要求要請（国土交通省宛）について 

  ｃ 当面の日程 

  ＜報 告＞ 

  ａ 【議事録】2024年度第８回三役会議 

 ウ 2024年度第10回三役会議 

   ６月26日、東京・田町交通ビルで開催した。協議・報告事項は以下の通り。 

  ＜議 案＞ 

  ａ 2025年度第１次政府予算概算要求要請（国土交通省宛）について 

  ｂ 第98回定期大会の都市交評運動方針案について 

  ｃ 改善基準告示後の勤務状況等に関わるアンケートの実施について 

  ｄ 当面の日程 

  ＜報 告＞ 

  ａ 【議事録】2024年度第９回三役会議  



－ 85 － 

② 幹事会 

 ア 第２回幹事会 

   ４月24日、ウェブで開催した。協議・報告事項は以下の通り。 

  ＜議 案＞ 

  ａ 2024年春闘中間総括（案） 

  ｂ 第166回中央委員会 当面の闘争方針（案） 

  ＜報 告＞ 

  ａ この間の活動経過報告 

  ｂ 第６回組織集会開催要綱 

③ 各部会 

 ア 2024年度第２回バス部会 

   ６月12～13日、青森市交通部で開催した。部会では、４月施行の「自動車運転者の労働時間等の

改善のための基準（改善基準告示）」の影響によるバス運転者や路線等の状況や課題を共有化し、

それらを踏まえた2025年度の国土交通省予算に関わる要請内容の協議等を目的に開催。あわせて、

同交通部が独自に低予算で開発、運用したスマートフォンなどでバスの位置や遅れなどの運行情報、

路線検索等をリアルタイムで把握できるバスロケーションシステム（バスロケ）の概要等を調査、

視察した。初日は、東部営業所でバスロケやバス車両の整備体制等を調査。バスロケについては、

システムの導入を大手の業者に発注すると多額の費用がかかるため、地方のソフト会社や市民・利

用者等の協力を得ることで費用を１/10程度に抑え、導入できたと、経緯が報告された。引き続き、

定期整備等整備体制、整備職員の業務量等について説明を受けながら、バスの車庫を視察した。 

   ２日目は第２回部会を開催。冒頭、開催県本部の佐藤委員長より来賓あいさつ、続いて奥田書記

長より「くらしをささえる地域公共交通確立キャンペーン」の取り組み報告を受けた。会議では、

各単組よりバス事業の現状や課題、サービス向上の取り組みなどについて報告を受け、大幅な処遇

改善、魅力ある職場への抜本的な環境改善にむけて単組間の連携をはかり運動の強化をはかってい

くことを確認し、終了した。 

 

(２) 第６回組織集会 

 ５月14～15日、福岡市・福岡自治労会館で都市公共交通評議会第６回組織集会を開催した。本集会は、

単組の組織状況、課題の把握とその対策等の議論を深めるとともに、都市交評が当面する課題（政治課

題、政策課題）の共有化、それを解決するための政治政策闘争強化の取り組みの議論、意思統一をはか

ることを目的に開催。17県本部、27単組より108人が参加した。初日の冒頭、福田智議長の主催者代表

あいさつ、坂田邦弘福岡県本部副委員長より連帯のあいさつを受けた後、山﨑副委員長より本部あいさ

つと「自治労の課題と政治闘争」をテーマに講演を受けた。山﨑副委員長は、「自治労運動の前進にむ

けて政治活動は極めて重要」と強調。岸まきこ組織内議員への支援と次期参議院選挙の取り組み強化、

解散・総選挙への準備など、さらなる政治活動推進の要請があった。続いて、青山事務局長が都市交評

組織の現状と組織強化・拡大の取り組みについて基調提起。このあと、交運労協（全日本交通運輸産業

労働組合協議会）の住野敏彦議長が「交通労組の現状と今後の課題」について講演。コロナの影響で利

用者が戻り切らない公共交通の現状、「2024年問題」によるバス運転者等の担い手不足、ライドシェア

の導入とその影響など山積する課題の中で、交通関係労働組合がこれらにどう向き合い、乗り越えてい

くか。具体的事例や国土交通省の施策等も踏まえて提起があった。 

 ２日目は開催地の拝崎雅弘福岡交通労組委員長より連帯あいさつを受けた後、其田茂樹地方自治総合

研究所研究員が「地域公共交通の課題と取り組み」をテーマに講演。鉄軌道事業関係費を地方交付税の
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個別算定経費に盛り込むことの必要性などを強調し、自治体が重点施策に公共交通を位置付けるなど

「公共交通を政策の俎上に」載せることが重要、と結んだ。この後、札幌、横浜、大阪、佐賀の４単組

から組織強化、拡大等の取り組みについて報告を受け、２日間の成果を職場・単組に持ち帰り、さらな

る組織強化・拡大の取り組みにつなげていくことを意思統一し、終了した。 

 

  14. 青年・女性部の取り組み 
 

(１) 青年・女性労働者の取り組み 

① 第24回自治労青年女性中央大交流集会 

  ６月14～16日、山梨・山中湖村で開催し、40県本部１社保労連および１消防協から、387単組1,052

人（うち女性322人）が参加した。１日目は副実行委員長あいさつ、現地県本部あいさつ、基調提起、

実行委員長あいさつを受け、その後、基調講演「現在の社会の実像（リアル）＆こう変えよう」と題

して、埼玉大学の伊藤修名誉教授より講演を受けた。そして、たたかいの報告「自衛隊北富士演習場

についての考察（世界文化遺産）」と題して、山梨県地方自治研究センターの手塚仁所長より報告を

受けた。その後、来賓あいさつ、分散会提起を行い、文化交流を行った。文化交流では、構成詩を東

北地連、四国地連、九州地連から発表後、仲間の歌で募集をしたグッバイオーバーワークの歌詞の披

露をした。２日目は、職種別反合理化分散会を実施し、143の分散会に分かれ討論を行った。また、

各県で気づきや学びを深めるための県内交流を行った。３日目は、雨天のためサテライト会場をウェ

ブで接続し、閉会集会を行った。同集会では、記念講演「『戦争ができる国づくり』と自治体労働者」

と題して、関東労働大学の菅原修一講師より講演を受けた。その後、岸まきこ参議院議員のあいさつ、

分散会報告、決意表明、全体集約、インターナショナル合唱の後、青年部長と女性部長の団結がんば

ろうで全日程を終了した。 

② 第24回自治労青年女性中央大交流集会 総括会議 

  ７月７日、東京・自治労会館にて対面・ウェブ併用で開催し、37県本部65人（うちウェブ31人）が

参加した。川辺副実行委員長のあいさつ後、兒玉事務局長より経過報告・課題の整理等を提起した。

その後、運動面と運営面に分け、総括にむけて提起を行った。続いて全体討論を行い、運動面や運営

面について、13県本部13人から発言が出された。次回中央交の開催にむけ、課題を整理した。最後に

兒玉事務局長と川辺副実行委員長の団結がんばろうで全日程を終了した。 

 

(２) 青年労働者の取り組み 

① 2024年度青年部執行体制 

    青年部長         兒 玉 聖 史（長 野・千曲市職労） 

    副 部 長         松 長 拓 朗（宮 城・仙台市働く連） 

    常任委員  北海道地連  長 山 翔 汰（北海道・京極町職労） 

          東 北 地 連  岩 脇 優 太（青 森・八戸市職労） 

          関東甲地連  小 松 俊 亮（茨 城・日立市職労） 

          北 信 地 連  畑 中 湧 斗（富 山・氷見市職労） 

          東 海 地 連  村 松 沙優花（静 岡・袋 井 市 職） 

          近 畿 地 連  木 内 拓 也（奈 良・宇陀市職労） 

          中 国 地 連  成 相 伸 哉（鳥 取・米子市職労） 

          四 国 地 連  笠 井 健 弘（徳 島・三好市職労連） 

          九 州 地 連  久 野   孝（鹿児島・鹿児島市職労） 
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② 第６回青年部常任委員会 

  ４月12～13日、宮城・宮城自治労会館で開催し、(ア)ハラスメント防止について、(イ)政治闘争強

化について、(ウ)青年労働学校（実践編）について、(エ)新規採用職員組織化の取り組みについて、

(オ)第24回自治労青年女性中央大交流集会について、(カ)春闘期の取り組み総括について、(キ)青年

部総会について協議・確認した。 

③ 青年労働学校（実践編） 

  ４月28～30日、ウェブで開催し、14県本部27人が出席した。１日目は開校にあたり、主催者あいさ

つを行い、本部提起を行った。その後、講演Ⅰ「青年よ団結しよう、そして学び、行動を」と題し、

自治労前中央執行委員長の川本淳さんより講演を受けた後、グループに分かれ、ディスカッションを

行った。２日目は講演Ⅱ「職場でのたたかいの積み上げと独自交渉」と題し、自治労香川県本部の久

保武士さんより講演を受けた後に、グループに分かれ、模擬団体交渉にむけた要求項目を作成した。

３日目は林総合労働局長を仮想当局として、前日に作成した要求書をもとに模擬団体交渉を行った。

その後、全体講評、青年部長の団結がんばろうで全日程を終了した。 

④ 第７回青年部常任委員会 

  ７月５～６日、東京・自治労会館で開催し、(ア)第24回自治労青年女性中央大交流集会の総括につ

いて、(イ)青年部長会議について、(ウ)青年部定期総会について協議・確認した。 

⑤ 第２回青年部長会議 

  ７月７日、東京・自治労会館にて対面・ウェブ併用で開催し、40県本部47人が出席した。兒玉青年

部長あいさつと経過報告、本部提起を行った。その後、全体討論では５県本部５人から発言が出され

た。午後からは全体討論の内容について、全体でディスカッションを行い、終了した。 

 

(３) 女性労働者の取り組み 

① 2024年度女性部執行体制 

    女性部長         川 辺 由 利（富 山・富 山 県 職 労） 

    副 部 長         内 田 尚 子（佐 賀・佐 賀 市 職 労） 

    常任委員  北海道地連  河原﨑 育 子（北海道・全 道 庁 労 連） 

      〃    東 北 地 連  中 川 理 恵（岩 手・岩 手 県 職 労） 

      〃    関東甲地連  生井澤 律 子（茨 城・鹿 嶋 市 職） 

      〃    東 海 地 連  矢 入   彩（愛 知・津 島 市 職） 

      〃    近 畿 地 連  高 屋 ゆき子（大 阪・大 阪 学 給 労） 

      〃    中 国 地 連  坂 本 知 世（岡 山・岡山市現業労組） 

      〃    四 国 地 連  藤 川 真 紀（徳 島・吉野川市職労） 

      〃    九 州 地 連  松 山 美 穂（大 分・佐 伯 市 職 労） 

② 2024年度女性労働学校（後期） 

  ５月25～26日、東京・自治労会館で開催し、18県本部23人が参加した。あいさつ、提起の後、講座

(ア)として東麻布法律相談事務所の北川鑑一弁護士から「働く者の権利と労働組合」と題して、講座

(イ)として、青木クリニックの青木正美院長から「労働と健康～長く健康で働き続けるために～」と

題して講演を受けその後、分散会を行った。２日目は、分散会の続きを行い、職場課題から要求書の

作成を行い、各分散会から要求内容について発表した。午後から、りべるて・えがりて法律事務所の

中野麻美弁護士から「憲法/平和と人権/ジェンダー」と題して講演を受け、女性部長のまとめと団結

がんばろうで終了した。 
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③ 第４回常任委員会 

  ６月28日、ウェブで開催し、経過報告の後、(ア)第69回女性部定期総会について、(イ)定期総会議

案について協議し、当面の取り組みについて確認した。 

④ 第５回常任委員会 

  ７月６日、東京・自治労会館にて対面・ウェブ併用で開催し、(ア)第24回自治労青年女性中央大交

流集会について、(イ)第69回女性部定期総会について協議し、当面の取り組みについて確認した。 

⑤ 第２回女性部長会議 

  ７月７日、東京・自治労会館にて対面・ウェブ併用で開催し、36県本部39人（うちウェブ27人）が

参加した。女性部長が経過報告と議案提案を行い、10県本部10人から、女性の働く権利確立運動強化

月間、女性集会、人事評価制度、平和運動などの取り組みについて発言があり、育児休業法改正につ

いて情報共有を行い、終了した。 

 
  15. 臨時・非常勤等職員全国協議会の取り組み 
 

(１) 幹事会 

① 第７回幹事会 

  ７月11日、ウェブで開催し、(ア)臨職協全国幹事会、(イ)地連における活動報告、(ウ)2025年度ス

キルアップ集会、などについて報告・協議を行った。 

 

  16. 学校事務協議会の取り組み 
 

 報告事項なし 

 

  17. 退職者会の取り組み 
 

(１) 組 織（５月１日～７月30日） 

① 新規加盟 

  なし 

② 脱退・解散 

  なし 

③ 組織統合 

 

県本部・単会 変更年月日 統合後の代表者名 

＜熊本県本部＞ 

「松橋町職員退職者会」が「宇城市職員退職者会」に統

合 会員数に変更なし 

2024年４月１日 村 上 雅 宣 

 
 以上の結果、自治退の組織規模は、第１回役員会時の536単会、237,895人から１単会減で535単会、

237,895人となる。 

 

(２) 「ジェンダー平等アクションプラン」に基づく女性理事の選任 

 2023年11月の第48回自治退定期総会決定の「ジェンダー平等アクションプラン」に基づき、「女性枠

の理事」を各地連から各１人選出（全体で９人）することとなっていた。これに基づき各地連から合計

９人の登録があり、第２回役員会（５月24日開催）をもって役員会の構成員として確認した。 
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(３) 2024年度地域学習会 

 2024年度の地域学習会は、第１回役員会で通常年の形と規模を確認して実施した。今年度は、「社会

保障の充実・公正な税制をめざそう、世界平和・人権尊重・ジェンダー平等社会を実現しよう」をス

ローガンに、３月７日の九州地域（佐賀市内）から６月17日の北海道地域まで７地域で開催した。 

① 学習会の基本テーマ 

 ア 当面する情勢と自治退の課題 

 イ 介護保険制度改革の現状と課題 

 ウ 自治退共済事業の取り組み 

② 開催日程と開催場所、実施状況 

 

地  域 開催時期と２日目企画 場  所 

九  州 

参加者113人 

うち女性28人 

３月７～８日 

＊２日目は「平和運動の各県報告・交流」

「ホテルグランデはがくれ」 

 佐賀市天神２－１－36 

中国・四国 

参加者121人 

うち女性28人 

５月14～15日 

＊２日目は「平賀源内伝」講演 

「パールガーデンホテル」 

 高松市福岡町２－２－１ 

近   畿 

参加者65人 

うち女性22人 

４月23～24日 

＊２日目は「奈良県の世界遺産」講演 

「奈良ロイヤルホテル」 

 奈良市法華寺町254－１ 

北信・東海 

参加者58人 

うち女性７人 

４月25～26日 

＊２日目は「徳川美術館」見学 

「ワークライフプラザ れあろ」 

 名古屋市熱田区金山町１－14－18 

関 東 甲 

参加者73人 

うち女性21人 

５月22～23日 

＊２日目は「弘道館見学」 

「茨城県水戸合同庁舎会議室」 

 水戸市棚町１－３－１ 

東   北 

参加者114人 

うち女性24人 

６月12～13日 

＊２日目は「ジェンダー平等」「組織拡

大」の２テーマ討議 

「ホテルメトロポリタン秋田」 

 秋田市中通７丁目２－１ 

北 海 道 

参加者114人 

うち女性22人 

６月17～18日 

＊２日目は講演「社会保障から見るジェン

ダー平等」 

「札幌サンプラザホテル」 

 札幌市北区北24条西５丁目 

 参加者合計 658人（うち女性の参加者は、152人、23.1％） 
 

 

(４) 2024年度組織実態調査 

 自治退の組織強化を目的に、全国・全単会を対象にして５月31日を基準日に組織実態調査を実施した。 

 ＊ジェンダー平等に関しては、実調とは別にアンケートを実施する方向 

 

(５) 退職者連合第28回定期総会 

① 日時・場所 ７月17日９：30～15：00 於：東京・連合会館２階 

② 自治退選出代議員は７人 

③ 役員 ・今次総会は役員改選のない年にあたり、一部の補充のみ 

     ・自治退からの派遣者は次の通り 

      会長：人見一夫（自治退会長）、事務局長：野田那智子（自治退理事）、 

      幹事：川端邦彦（自治退事務局長） 
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(６) 2024年度「県連絡会議」 

① 日時・場所 ７月25日13：00～17：00 於：東京・アルカディア市ヶ谷 

② 議題 自治退当面の活動方針（2025年度）討議案」の組織討議 

   ＊各県本部から提出された意見について、９月３日の第４回役員会で協議し、意見の採否を決め

て11月の県代議案とする 

 

(７) 地公退第54回定期総会 

① 日時・場所 ７月26日13：00～ 於：東京・アルカディア市ヶ谷 

② 議題 「2025年度活動方針」の審議、決定 役員改選 
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   第11章 国際連帯活動の推進 
 

 

  1. ＰＳＩ（国際公務労連）の活動 
 

(１) ＰＳＩ本部 

① 第25回運営委員会（ＳＣ－25） 

  ５月７日、ウェブで開催され、自治労から石上委員長（ＰＳＩ副会長・世界執行委員）、事務局が

参加した。 

  主な議題は、議題１：開会項目、議題２：書記長からの報告、議題３：大会関連事項、議題４：財

務、議題５：ＵＮＩとの関係、議題６：書記長契約、議題７：その他の案件、議題８：今後の規約上

の会議の日程。 

  次の点が主な議論となった。 

 ア ＰＳＩ本部のスタッフについて 

   アフリカ地域、北米地域の書記、財務部長が空席である。ＰＳＩ本部の賃金水準の低さが採用に

あたってのネックとなっている。また、人事部長についても家族の介護によって退職することにな

り、新しい人事部長を探す必要がある。しかし、フランスやスイスにおける募集条件では誰も採用

できない。ＰＳＩを退職した職員は30～50％高い給与でフランスやスイス内で転職をしておりＰＳ

Ｉ本部職員の給与水準を再検討することは緊急性の高い課題である。 

 イ 世界大会の予算、2023年の決算について 

   暫定的な数字として、予算通りの赤字額（2023年の予算は41万9,000ユーロ（7,123万円 ※１

ユーロ170円で計算。以下同じ）の赤字予算）で決算となる見通し。ただし、これらは本来予定し

ていた人事部長等の重要なポストについて採用できなかったこと等により抑えられた額であり、こ

れらが採用されていれば赤字額は70万ユーロ（１億1,900万円）程度となる。 

 ウ 他の産別（ＧＵＦｓ）の加盟費について 

   ＧＵＦｓの中で最も高い加盟費は3.5ユーロ（595円）であり、最も低い加盟費は1.3ユーロ（221

円）である。ＰＳＩと同じセクターを有するＵＮＩについては２ユーロ（340円）である。ＰＳＩ

の加盟費（0.985ユーロ、約167円）は最も低い加盟費からは25％も低い水準であり、数年に亘って

その状況が続いている。2017年から現在までのインフレ率は26％に達する一方で、加盟費は３％の

上昇にとどまっており、差分の23％の資金が実質的に低減している。仮に、ＧＵＦｓ内の最も低い

加盟費水準まで加盟費を引き上げる、またはインフレ率に即した形で加盟費を引き上げていたなら

ば、赤字を解消することができる規模の加盟費を得ることができた。また、ＰＳＩのスタッフに対

しても公平な水準の給与を支払うことができた。スタッフの実質賃金は下がっている。これらに対

して、予防的な措置として、１月からすべての活動の20％を停止した。６月の執行委員会（ＥＢ）

には2024年の赤字をどのように削減するかを提示する。ＰＳＩが低加盟費、低サービス、低賃金の

スタッフによる活動を継続するのか、加盟費を見直すのかといった選択を迫られている。６月のＥ

Ｂには財務作業部会（ＦＷＧ）から報告があり、年末のＥＢでも議論は継続される見込みだが、厳

しい意思決定を行うことを回避することはできないということを認識いただきたい。 

 エ ドナー（援助組織）資金について 

   ドイツや北欧の政府に支えられたドナーについて、さまざまな条件がある中で、透明性が確保で

きる形で我々として合意ができるのであれば、将来にむけて引き続き資金を受け取るべきと考える。
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ドナーが我々の価値観と合致をしているかどうか、という点については難しい議論である。我々の

価値観や歴史と必ずしも合致しないドナーを用いて、他のＧＵＦｓが我々の領域に踏み込んできて

いるが、我々としてもこのような取り組みに関与しないという選択肢は無いと考える。６月のＥＢ

で議論を深めたい。 

② 第165回世界執行委員会（ＥＢ－165） 

  ６月26～27日、スイス・ジュネーブで開催され、自治労からは石上委員長（ＰＳＩ副会長・世界執

行委員）、木村副委員長（ＰＳＩ世界執行委員）、国際担当が参加した。 

  主な議題は、議題１：開会事項、議題２：報告および最新情報、議題３：ドナー方針と組合開発、

議題４：ＰＳＩ組織化活動、議題５：ストライキ権、議題６：ＰＳＩ保健およびケア活動、議題７：

財務、議題８：書記長の契約、議題９：ＰＳＩ－ＥＰＳＵ協力協定－最新情報、議題10：運営および

スタッフ、議題11：メンバーシップ、議題12：その他。 

  次の点が主な議論となった。 

 ア ＵＮＩとの関係について 

   ＵＮＩについて、グローバルにおいて敵対的な行動をとっており、我々の加盟組織を奪っている。

とくに、外部の資金を得てケアの部分に入り込んできており、ＰＳＩと重なる領域について線引き

を行うべく協議を続けていたが、合意に至ることができなかった。ＬＲＧ（地方自治体）分野にお

いても入り込んできている。ＵＮＩに資金提供を行っているドナーと対話を行う必要がある。また、

ＵＮＩの加盟組織から意見をあげてもらえるよう働きかけをしてほしい。 

 イ 組合開発（ドナー）について 

   すでに関係が構築されている既存の団体とは引き続き協力できる。ガイドラインを策定し次の執

行委員会で示す。ドナーとなる団体の資金源についても把握する必要がある。 

 ウ 2023年度財務報告について 

   昨年の赤字は約140万ユーロ（２億3,800万円）であり、年初の約40万ユーロ（6,800万円）の赤

字予算から比べ、約100万ユーロ（１億7,000万円）超過した。準備金について、使用可能なキャッ

シュとして180万ユーロ（３億600万円）くらいあったが、2023年度の赤字が140万ユーロだったた

め、建物等の資産を売却することが必要となるタイミングが近づいている。 

   監査報告書が前日の夜に提出されるのは遅すぎる。また、地域の監査報告書が出そろっていない。

執行委員会として判断をすべきでなく、2023年度の会計監査については、次回の執行委員会で承認

する。 

 エ 2024年度修正予算について 

   「今回の決定を前例としない」「執行委員会が交渉プロセスに介入してはならない」と議事録に

残した上で、10万5,000ユーロ（1,785万円）を、スタッフの給与におけるＣＯＬＡ（物価調整費）

として予算に盛り込むことが採決された。また次回の執行委員会を対面で行う。これらを反映して

2024年度修正予算について、50万4,000ユーロ（8,568万円）の赤字予算となることを承認した。 

 オ ＰＳＩの財政持続性に関する計画について 

   ＰＳＩの単年の財政をみると、人件費で260万ユーロ（４億4,200万円）が不足しており、すべて

加盟費収入だけで賄おうとするならば加盟費を35％引き上げる必要がある。外部資金を入れた場合

でも23％の加盟費の引き上げが必要。その上で、次の３つの選択肢が示された。 

  ａ 世界大会で採択された通りのコア活動に対して、引き続き資金を拠出して取り組む。この場合

は３年間で25％の加盟費の引き上げとなる（2025年10％増、2026年８％増、2027年７％増）。 

  ｂ ３年間で11％の加盟費の引き上げを行う（2025年５％増、2026年３％増、2027年３％増）。こ

の場合、スタッフの賃金も低く加盟費も低いままで、今後４～５年で準備金を使い果たし、財政
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破綻する可能性がある。 

  ｃ ｂと同様に３年間で11％の加盟費を引き上げる。その上でＰＳＩの取り組みを抜本的に改革し

て持続可能性を獲得する。具体的には、規約で規定されている活動を一部削減する。例えば平等

に関する取り組みはすべて削減となる。また、小地域を解体する。国連、ＷＨＯ、ＩＬＯへの取

り組みも削減する等。 

   加盟費の引き上げ、または大きな削減をするのであれば年末までに決定しなければならない。次

の執行委員会までに決定ができなければ来年にツケが回ることになる。2024年に決定し、2025年か

ら実行すれば2026年から収支均衡がとれる。 

 

(２) ＰＳＩ－ＪＣの取り組み 

① 第２回ＰＳＩ－ＪＣ女性・ユースネットワーク合同会議 

  ５月９日、東京・自治労会館で開催し、(ア)３・８「国際女性デー」取り組み総括（案）、

(イ)2024年度ジェンダー平等セミナーについて、(ウ)男女平等ハンドブックの改訂について、(エ)当

面のスケジュールと次回会議の日程について協議し、提案の通り確認した。 

② 第２回ＰＳＩ－ＪＣユースネットワーク会議 

  ５月９日、東京・自治労会館で開催し、８月９日に開催するユースネットワークセミナーのプログ

ラムについて協議を行った。 

③ 第３回ＰＳＩ－ＪＣ女性・ユースネットワーク合同会議 

  ７月18日、東京・自治労会館で開催し、(ア)2024年度ジェンダー平等セミナーについて、(イ)男女

平等ハンドブックの改訂について、(ウ)当面のスケジュールと次回会議の日程について協議し、提案

の通り確認した。 

④ 第３回ＰＳＩ－ＪＣユースネットワーク会議 

  ７月18日、東京・自治労会館で開催し、８月９日に開催するユースネットワークセミナーのプログ

ラムについて協議を行った。 

 

  2. ＩＬＯ関係 
 

(１) 第112回ＩＬＯ総会 

 ６月３～14日、スイス・ジュネーブの国連欧州本部、ＩＬＯ本部において開催され、ＩＬＯ加盟国

187ヵ国中172ヵ国から1,496人（政府704人、労働者481人、使用者311人）が参加した。自治労からは、

石上委員長が連合代表団の一員として参加、杉﨑国際担当書記が同行し、公務労協の森永事務局長と吉

澤相談役とともに行動した。総会の基準適用委員会（ＣＡＳ）において、21番目の個別審査案件として

日本の公務員の労働基本権問題が、2018年以来６年ぶり９度目の審査がされた。 

 ６月11日15時50分から日本案件の個別審査が行われた。冒頭、日本政府代表として細田総務省公務員

課長は、消防職員の団結権について、「消防職員が（労働基本権が制約される）警察と同視される」と

いう見解はＩＬＯ結社の自由委員会も認めており、そのことを踏まえて第87号条約を批准した経緯があ

ると述べた。その上で、日本は災害大国であり、消防職員は災害時に警察や自衛隊と一体となって職務

を遂行する必要があること、および消防職員委員会が団結権の代償措置として機能していること等を主

張した。 

 労働者側代表のレーマン（ベルギー）、使用者側代表のモヤネ（南アフリカ）、当事国使用者側の坂

下経団連労働法制本部統括主幹に続き、当事国労働者側を代表して発言した石上委員長は、冒頭日本政

府が2018年の個別審査における議長集約に向き合っていないことを指摘した。その上で、議長集約が指
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摘した５つの課題の現状として、①「社会的パートナーとの協議による自律的労使関係制度の検討」に

ついては、職員団体からの求めに対し、「慎重に検討」する旨を繰り返し続けていること、②「継続的

な労使間協議を通じた消防職員委員会の機能を改善する計画の策定」については、集団的労使関係とは

明らかに異なる制度であり、限界を露呈していること、③「消防職員が警察と同視されるという政府の

見解、およびその見解が、条約適用の現状とどう符合するのかに関する国レベルでの社会的パートナー

との協議」については、具体的な協議が行われているものの、政府の主張が変わらないため、互いの主

張の整理に止まっていること、④「刑事施設職員のうち、警察の一部と考えられ団結権が除外されるカ

テゴリー、警察の一部と考えられず団結権を有するカテゴリー、に関する社会的パートナーとの協議・

検討」については、全く進展がないこと、⑤「人事院の手続が、中立かつ迅速な調停・仲裁を有してい

るか、に関する社会的パートナーとの協議・検討」については、人事院の手続に関する協議・検討に一

切応じない姿勢を貫いていると主張した。最後に、日本における公務員の労働基本権の根本的かつ抜本

的な解決にむけた討議と結論を要請した。 

 当事国以外の労働者側から、ニュージーランドＮＺＣＴＵ、韓国ＦＫＴＵ、米国ＡＦＬ－ＣＩＯ、イ

タリアＵＩＬ、ＥＩ（教育インターナショナル）、ＰＳＩ（国際公務労連）の代表６人が、それぞれ、

石上委員長の発言を補強する内容で発言を行った。 

 また、使用者側からは、ブラジル労使関係協議会、韓国経営者協会が、日本政府の説明を支持する内

容で発言を行った。 

 これらの発言を受け、日本政府代表は、消防職員および刑事施設職員の団結権、自律的労使関係制度

に関する従前の主張を繰り返した。また、消防職員委員会制度については、各消防本部における消防職

員委員会の運営状況を適切に把握しつつ、社会的パートナーを含む関係者とも協力しながらさらなる運

用改善に取り組んでいく、引き続き社会的パートナーとの定期協議を行い一層の意思疎通に努めていき

たい、と述べた。続いて、使用者側スポークスパーソンが日本政府の主張を改めて支持した。 

 これに対し、労働者側スポークスパーソンは、ストライキ権の解釈についてのＩＣＪ付託を基準適用

委員会の審議に影響させるべきではないことを指摘した上で、今回の主題はスト権ではなく団結権であ

ると述べた。その上で、再度日本政府の見解に反論し、日本政府に対し、社会的パートナーとの協議を

通じ、2026年までにこの問題を解決するためのロードマップと行動計画を早急に策定し、2024年９月ま

でに専門家委員会に提出すること、さらには本件の深刻な状況を喚起するため、委員会報告書の「スペ

シャル・パラグラフ」に記載することを求めた。 

 「結論」（議長集約）は次の通り。 

 委員会は、日本政府代表から提供された口頭および書面による情報とそれに続く議論について留意し

た。 

 委員会は、本事案が長期にわたるものであること、および直近では2018年に委員会で議論されたこと

について留意した。 

 議論を考慮して、委員会は日本政府に対し、条約に沿って、労使団体と協議の上、以下を検討するよ

う要請した。 

① 消防職員の地位と労働条件のさらなる改善 

② どのカテゴリーの刑事施設職員が警察の一部とみなされ、団結権の適用除外となっているのか。ま

た、どのカテゴリーの刑事施設職員が警察の一部とみなされず、団結権が認められているのか 

③ 公務員について 

 ア 人事院の手続が効果的で公平かつ迅速な調停と仲裁手続を保障するよう確かなものとする 

 イ 自律的労使関係制度を引き続き注意深く検討し、条約に沿ってさまざまな課題の解決をはかる 

④ 地方公共部門の労働者が条約に定める権利と保障を享受できるよう、地方公務員法およびその他関
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連法規を見直す 

 委員会は、日本政府に対し、2024年９月１日までに、上記すべての事項の達成状況について専門家委

員会に報告書を提出するよう要請した。 

 

  3. 国際連帯救援カンパ 
 

 2024年度国際連帯救援カンパは、第１次集約を１月９日、第２次集約を４月15日として取り組みを

行った。2024年度のカンパ集約金は、47県本部・社保労連・直属支部32,209,097円である。 

 なお、2023年度の国際連帯救援カンパの最終集約金は44,224,527円。 

 

＜別表11－１＞ 

2024年度国際連帯救援カンパ集約表 

2024年８月５日現在 

県本部 2023年度 2024年度 

北 海 道 1,231,247 936,199

青  森 135,000 161,430

岩  手 935,371 788,600

宮  城 1,408,589 387,225

秋  田 179,728 123,386

山  形 488,175 362,631

福  島 1,000,000 1,000,000

新  潟 914,576 806,192

群  馬 1,114,949 1,150,809

栃  木 1,079,699 1,145,419

茨  城 447,648 276,117

埼  玉 83,194 52,390

東  京 1,595,689 744,272

千  葉 258,016 221,038

神 奈 川 985,114 824,726

山  梨 334,439 321,000

長  野 600,000 500,000

富  山 300,000 300,000

石  川 717,662 127,998

福  井 602,771 267,963

静  岡 434,522 455,211

愛  知 597,789 645,571

岐  阜 481,497 646,840

三  重 1,092,918 1,091,783

滋  賀 751,371 203,678

県本部 2023年度 2024年度 

京  都 340,445 273,260

奈  良 36,358 47,244

和 歌 山 862,286 748,038

大  阪 3,000,000 600,000

兵  庫 1,746,445 764,499

岡  山 374,934 285,234

広  島 1,112,144 441,289

鳥  取 1,367,478 1,378,497

島  根 1,602,784 1,742,803

山  口 528,964 491,402

香  川 413,691 370,894

徳  島 986,255 443,824

愛  媛 214,252 181,655

高  知 1,157,487 1,147,514

福  岡 2,251,520 2,015,394

佐  賀 740,821 745,783

長  崎 542,889 563,722

大  分 4,901,171 2,539,575

宮  崎 420,872 431,884

熊  本 688,332 575,036

鹿 児 島 682,192 800,712

沖  縄 537,341 116,535

社保労連 1,868,231 1,883,170

直属支部 77,671 80,655

計 44,224,527 32,209,097

 自治労は国際連帯救援カンパより、連合・愛のカンパに1,000万円、認定ＮＰＯ法人エファジャパン

に1,300万円、女性の自立のためのネットワーク（ＤＡＷＮ）のフィリピン移住労働者支援に150万円、

アムネスティ・インターナショナル日本の労働組合アクションリーフ作成に150万円、日本国際ボラン

ティアセンター（ＪＶＣ）のスーダン紛争被災民支援に50万円、ミャンマー民営化闘争支援に関わって

メータオ・クリニックへ100万円、パラミラーニングスクールへ300万円、日本チェルノブイリ連帯基金
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のロシア軍のウクライナ侵攻による難民支援に50万円、国際運輸労連/欧州運輸労連「モロッコ地震連

帯基金」に５万円を寄付した。 

 

  4. ＮＧＯなどへの連帯・支援 
 

(１) 認定ＮＰＯ法人エファジャパン 

① 2024年度第１回理事会 

  ６月３日、東京・自治労会館で開催され、八巻総合企画総務局長が出席した。2023年度事業・決算

報告（案）および監査報告が審議され、いずれも承認された。能登半島地震被災地支援事業の方向性

について協議し、承認された。また、20周年記念イベントの展開状況について報告された。 

② 2023年度会計監査 

  ５月14日、東京・エファジャパン事務所で八巻総合企画総務局長が実施し、「予算の策定にあたっ

て、正味財産を取り崩すことによって赤字を消すような予算とすることは望ましくないと税理士から

も指摘があった。赤字の要因等が適切に説明されることが大切と考える」等コメントし、監査報告書

を提出した。 

 

(２) ミャンマー支援 

① ＪＡＭの現地駐在員の有高奈々絵医師から書面により、タイ・ミャンマー国境での医療支援につい

て報告を受けた。 

② 自治労、日教組、パラミラーニングスクールの三者で合意した内容に基づき、パラミラーニングス

クールに対して300万円の寄付を行った。スクールのセンター長であるミン・ルインさんから６月20

日に2023年の取り組みの報告と、食糧安全保障と自立をめざして、食料加工などの職業訓練を通じて

若者を育成し、農業や交通に使用される機械の修理技術を教育する等の次年度以降の計画が示された。 

③ ７月２日、東京・自治労会館で山﨑精一明治大学国際労働研究所客員教授と面談を行った。ミャン

マー科研費調査の2024年度の計画として、2022年度調査報告書の増刷、ミン・ルインさんの招聘等が

示された。 

 

(３) 日本チェルノブイリ連帯基金（ＪＣＦ） 

 ５月13日に書簡で、直近のウクライナでの支援状況について報告を受けた。 

 支援を展開しているウクライナ西部のウジホロド、ポーランドのクラクフ、ブルガリアのヴァルナに

避難している母子達への基本的食糧品・生活用品・学用品を配布し、心のリラックスのためのイベント

等の支援事業に寄付金が用いられていることが報告された。 

 

(４) アムネスティ・インターナショナル 

 自治労の寄付を受け作成している「労働組合アクションリーフ」が完成したことから、５月29日の週

便で各県本部に送付した。５月28日には大福美穂さんから次年度のアクションリーフについての説明を

受け、2024年度については例年通り11月中の発行を予定している旨の報告を受けた。 

 

(５) ＤＡＷＮ（Development Action for Women Network） 

 ５月28日にメル・ヌキさんから2023年度の取り組みレポートが送付され、コロナ後のＤＡＷＮのさま

ざまな取り組みや、女性の移住労働者に対する虐待や搾取、人身売買が増加している実態が報告された。 
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(６) ＮＧＯ 

―
 労働組合国際協働フォーラム 

 ７月１日、ウェブで開催され、協働フォーラムに参画する労働組合、ＮＧＯ関係者、自治労からは国

際担当が参加した。ＨＩＶグループと母子保健グループの統合に伴い新たなグループができることから、

その取り組み内容について双方のこれまでの取り組みを共有するとともに、次年度の方針、予算（案）

については事務局でたたき台を作成し、意見を反映していくことを確認した。 
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   第12章 労働者自主福祉活動の推進 
 

 

  1. 自治労本部共済推進委員会 
 

(１) 共済推進委員会 

① 2024年度第９回共済推進委員会 

  ５月17日、東京・自治労会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 2024年度第８回本部共済推進委員会 議事要録 

 イ 2024年度第３回共済推進県本部代表者会議 議事要録 

 ウ 広げよう！ たすけあいありがとうキャンペーンの応募状況について 

 エ じちろう共済に関する組合員アンケートの回収結果等について 

 オ 共済推進県本部・県支部合同会議の議題および運営について 

 カ 自治労共済推進本部2023年度事業推進活動の総括（案）について 

 キ 2024年度事業推進方針・実行計画（案）について 

 ク 自治労組合員等の共済利用に関する周知資料について 

 ケ マイカー共済団体割引実施に関する協定書の締結について 

② 2024年度第10回共済推進委員会 

  ６月17日、東京・自治労会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 2024年度第９回本部共済推進委員会 議事要録 

 イ 広げよう！ たすけあいありがとうキャンペーンの応募結果について 

 ウ 2024年度加入拡大モデル単組の取り組みについて 

 エ 第10回じちろう全国共済集会の開催について 

 オ 第98回自治労定期大会共済ブースの設置について 

 カ 2024しまね自治研共済ブースについて 

③ 2024年度第11回共済推進委員会 

  ７月16日、東京・自治労会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 2024年度第10回本部共済推進委員会 議事要録 

 イ 統合10周年キャンペーン結果に基づく寄付について 

 ウ 2024年度共済推進県本部交付金について 

 エ 第10回じちろう全国共済集会の開催について 

 オ 第98回自治労定期大会共済ブースについて 

 カ 2025年度本部共済推進委員会関連年間日程（案）について 

 キ 2024年度第２次事業目標の設定について 

 ク 2024年度事業推進方針・実行計画（案）について 

 ケ 第98回定期大会 運動の総括（中間総括）および当面の闘争方針（案）について 

 コ 第５回県本部代表者会議の運営について 

 サ 予定利率改定に伴う退職後共済・親子共済等の推進上の取り扱いについて 
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 シ 住まいる共済「無保障者をなくすための取り組み」について 

 ス 2023年度の表彰県支部について 

 

(２) 共済推進県本部・県支部合同会議（地連別・ブロック別合同会議） 

 以下の日程・場所で開催した。 

 ＜日程・場所＞ 

 ア 九州地連……………………………６月５日 東京・自治労第二会館 理事会室 

 イ 中国・四国ブロック………………６月12日 香川・ホテルパールガーデン 

 ウ 北海道・関東甲・北信ブロック…６月14日 東京・自治労第二会館 理事会室 

 エ 東北・東海ブロック………………６月16日 東京・自治労第二会館 理事会室 

 オ 近畿地連……………………………６月22日 大阪・シティプラザ大阪 

 ＜議  題＞ 

 ア 自治労共済推進本部の実績報告について 

 イ 2023年度事業推進活動の総括（案）について 

 ウ 2024年度事業推進方針・実行計画（案）について 

 エ 自治労組合員等の共済制度利用に関する周知資料について 

 オ じちろう共済に関する組合員アンケート（第２Ｇ）について 

 カ 県本部報告に基づいた意見交換 

 

(３) 県本部代表者会議 

① 2024年度第５回県本部代表者会議 

  ７月29日、東京・自治労会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 予定利率改定に伴う退職後共済・親子共済等の推進上の取り扱いについて 

 イ 住まいる共済「無保障者をなくすための取り組み」について 

 ウ 統合10周年キャンペーンに基づく寄付について 

 エ 第10回じちろう全国共済集会の開催について 

 

  2. 自治労共済生協 
 

(１) 理事会 

① 2023年度第８回理事会 

  ５月24日、東京・自治労第二会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 2023年度第７回理事会報告 

 イ 決算関係書類の作成にあたって準拠する指針の変更 

 ウ 会員出資金対応積立金の積立目的・積立基準の補強について 

 エ 単協 暫定管理費予算について 

 オ 2024年度取扱団体事務経費について 

 カ 生協役員賠償責任保険への加入申し込みについて 

② 2023年度第９回理事会 

  ７月12日、東京・自治労第二会館で開催した。 
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 ＜議  題＞ 

 ア 2023年度第８回理事会報告 

 イ 2024年度総代当選者名簿の確認について 

 ウ 第154回通常総代会の運営について 

 エ 審査委員会の委員の選任について 

 オ 2023年度期末決算監査報告 

 カ 2023年度県支部監査報告 

 キ 第153回臨時総代会の議案および書類調査の確認について 

③ 2023年度第10回理事会 

  ７月30日、東京・ホテルメトロポリタン（池袋）で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 第154回通常総代会議案書の確認について 

 イ 第154回通常総代会の運営について 

④ 2024年度第１回理事会 

  ７月30日、東京・ホテルメトロポリタン（池袋）で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 役員選挙当選者の確認について 

 イ 理事長、副理事長、専務理事、常務理事の互選について 

 ウ 代表理事の選任について 

 エ 退任理事への退任慰労金の支給について 

 オ 2024年７月30日第154回通常総代会以降の常勤役員の任務分担について（案） 

 

(２) 監事会 

① 2023年度第６回監事会 

  ４月24日、東京・自治労第二会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 2024年度県支部監査の年間計画（案）について 

 イ 2023年度コンプライアンス・アンケート結果の報告 

 ウ 当面の日程について 

② 2023年度第７回監事会 

  ５月24日、東京・自治労第二会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 2024年度監査計画（案）および県支部監査実施要領（案）の協議・確認について 

 イ 2023年度期末決算監査の実施について 

 ウ 当面の日程について 

③ 2023年度第８回監事会 

  ７月11日、東京・自治労第二会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 第154回通常総代会提出議案・書類等の調査・確認について 

 イ 2023年度期末決算監査の実施について 

 ウ 当面の日程について 
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④ 2024年度第１回監事会 

  ７月30日、東京・ホテルメトロポリタン（池袋）で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 監事長の互選について 

 イ 2024年度監事の報酬総額および役員退任慰労金支給額の確認について 

 ウ 当面の日程について 

 

(３) 総代会 

① 第153回臨時総代会 

  ６月24日、東京・自治労第二会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 第１号議案 役員補充選出の件 

② 第154回通常総代会 

  ７月30日、東京・ホテルメトロポリタン（池袋）で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 第１号議案 2023年度事業報告承認の件 

 イ 第２号議案 2023年度剰余金処分案承認の件 

 ウ 第３号議案 2024年度事業計画設定の件 

 エ 第４号議案 2024年度寄附承認の件 

 オ 第５号議案 総合（慶弔）共済事業規約の一部改正の件 

 カ 第６号議案 2024年度役員報酬総額設定の件 

 キ 第７号議案 2024年度役員退任慰労金支給承認の件 

 ク 第８号議案 こくみん共済 coop＜全労済＞総会の議案審議の件 

 ケ 第９号議案 こくみん共済 coop＜全労済＞総会代議員選出の件 

 コ 第10号議案 議案決議効力発生の件 

 

  3. 自治労共済推進本部 
 

(１) 代表委員会 

① 2023年度第８回代表委員会 

  ５月24日、東京・自治労第二会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 2023年度第７回代表委員会報告 

 イ 自治労共済推進本部 暫定管理費予算について 

 ウ 2024年度県支部運営費および取扱団体事務経費について 

 エ 自治労組合員等の共済利用について 

 オ 今後の日程について 

② 2023年度第９回代表委員会 

  ７月12日、東京・自治労第二会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 2023年度第８回代表委員会報告 

 イ 第14回組合員代表者会議の運営について 
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 ウ 2023年度拠点点検活動の結果報告について 

 エ 2023年度業務点検担当者の変更について 

 オ 2023年度コンプライアンス事案報告 

 カ 自治労共済推進本部の実績報告 

 キ 自治労共済推進本部2023年度事業推進活動の総括について 

 ク 自治労共済推進本部2024年度事業推進方針・実行計画（案）について 

 ケ 2024年度第２次事業目標の設定について 

 コ 予定利率改定に伴う退職後共済・親子共済等の推進上の取り扱いについて 

 サ 2023年度の表彰県支部について 

 シ 第10回じちろう全国共済集会の開催について 

③ 2023年度第10回代表委員会 

  ７月30日、東京・ホテルメトロポリタン（池袋）で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 第14回組合員代表者会議の付議事項の確認について 

 イ 第14回組合員代表者会議の運営について 

④ 2024年度第１回代表委員会 

  ７月30日、東京・ホテルメトロポリタン（池袋）で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 本部長、副本部長、事務局長、副事務局長、代表委員の選出について 

 イ 2024年７月30日第154回通常総代会・第14回組合員代表者会議以降の常勤役員の任務分担につい

て（案） 

 ウ 今後の日程について 

 

(２) 組合員代表者会議 

① 第13回組合員代表者会議 

  ６月24日、東京・自治労第二会館で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 代表委員の選任について 

② 第14回組合員代表者会議 

  ７月30日、東京・ホテルメトロポリタン（池袋）で開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 2023年度事業活動報告および決算報告について 

 イ 2024年度事業計画および予算について 

 

(３) 県支部事務局長会議 

① 2023年度第５回県支部事務局長会議 

  ６月25日、東京・自治労第二会館にてウェブで開催した。 

 ＜議  題＞ 

 ア 自治労共済推進本部の実績報告 

 イ 2024年度加入拡大モデル単組の取り組みについて 

 ウ 第10回じちろう全国共済集会の開催について 

 エ 住まいる共済「無保障者をなくすための取り組み」について 
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 オ じちろうマイカー共済の遺族の事業利用について 

 カ 自治労組合員等の共済利用に関する周知資料について 

 キ 予定利率改定に伴う退職後共済等への影響について 

 ク じちろうマイカー共済の事務処理の周知事項について 

 ケ 住まいる共済制度改正２年目の事務システム対応について 

 コ 2024年度 コンプライアンス活動計画について 
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   第13章 能登半島地震支援活動の取り組み 
 

 

  1. 能登半島地震支援活動の取り組み 
 

(１) 能登半島地震対策本部会議・被災県本部ヒアリング等 

① 臨時企画会議（１月４日） 

 ア 対策本部の設置について 

 イ 被災県本部への聞き取りについて 

 ウ 被災者支援「災害特別カンパ」の実施について 

② 臨時中央執行委員会（１月５日） 

 ア 対策本部の設置について 

   名 称：自治労中央本部能登半島地震対策本部 

   体 制 

     本 部 長  石上委員長 

     副 本 部 長  木村副委員長、山﨑副委員長 

     事 務 局 長  伊藤書記長 

     事務局次長  榎本書記次長 

     対 策 委 員  自治労本部全中央執行委員、自治労共済全常勤役員 

 イ 被災県本部への聞き取りについて 

 ウ 被災者支援「災害特別カンパ」の実施について 

③ 能登半島地震対策本部会議 

 ア 第１回能登半島地震対策本部会議（１月15日） 

  ａ 被災県本部（富山・石川・新潟）へのヒアリングの状況について 

    富山県本部（１月９日実施）、石川県本部（１月12日実施）、新潟県本部（１月14日実施）に

行った被災県本部へのヒアリング状況について情報共有した上で、今後の支援のあり方等の検討

および当面の闘争方針（能登半島地震に対する取り組み）についての議論などを行った。 

 イ 第２回能登半島地震対策本部会議（１月22日） 

  ａ 能登半島地震に対する自治労本部の対応について 

    富山県氷見市および石川県能登半島地方等における被災状況の共有をはじめ、当該被災自治体

への自治労ボランティア支援活動の展開や災害特別カンパの先行配分の取り扱いに関する検討・

議論を行った。 

 ウ 第３回能登半島地震対策本部会議（３月14日） 

  ａ 石川県奥能登での自治労ボランティア支援活動計画について 

    １月18日から開始した富山県氷見市での支援活動および３月４日から開始した石川県七尾市で

の支援活動を踏まえ、今後の自治労ボランティア支援活動の展開等についての議論を行った。 

 エ 第４回能登半島地震対策本部会議（４月２日） 

  ａ 石川県奥能登での自治労ボランティア支援活動計画について 

    今後の自治労ボランティア支援活動の展開および連合被災地救援ボランティアについての協議

を行った。 
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④ 能登半島地震対策本部会議・事務局会議 

 ア 第１回能登半島地震対策本部会議・事務局会議（１月15日） 

  ａ 各県本部の状況報告 

  ｂ 組合員（富山）への物資支援の展開について 

  ｃ 組合員（石川・奥能登）への物資支援の展開について 

  ｄ 富山でのボランティア支援活動の展開について 

  ｅ 石川でのボランティア支援活動の展開について 

  ｆ 組合員（石川・奥能登）への情報伝達の確保について 

  ｇ 発文と指示文書について 

  ｈ 予算について 

 イ 第２回能登半島地震対策本部会議・事務局会議（１月22日） 

  ａ 自治労本部の対応について 

  ｂ 石川でのボランティア支援活動の展開について 

  ｃ 省庁・政党対策について 

  ｄ 石上委員長の被災県訪問および支援金の取り扱いについて 

 ウ 第３回能登半島地震対策本部会議・事務局会議（２月９日） 

  ａ 石上委員長の被災県訪問について 

  ｂ 石川でのボランティア支援活動の展開について 

  ｃ 災害特別カンパの集約状況について 

⑤ 北信地連（石川・富山）と本部とのウェブ会議 

 ア 石川県本部とのウェブ会議（１月24日） 

 イ 富山県本部・石川県本部とのウェブ会議（２月１日） 

 ウ 富山県本部・石川県本部とのウェブ会議（２月８日） 

 エ 富山県本部・石川県本部とのウェブ会議（２月19日） 

 オ 富山県本部・石川県本部とのウェブ会議（２月28日） 

 カ 富山県本部・石川県本部とのウェブ会議（３月11日） 

 キ 富山県本部・石川県本部とのウェブ会議（３月13日） 

 ク 富山県本部・石川県本部とのウェブ会議（３月21日） 

 ケ 富山県本部・石川県本部とのウェブ会議（４月２日） 

 

(２) 石上委員長と松本総務大臣との会談（１月11日） 

 １月11日、石上委員長が松本剛明総務大臣と会談を行い、能登半島地震の被災自治体と被災者の支援

とともに、現場で奮闘する職員・組合員を支える観点から、①労働安全衛生、労働災害防止の観点を踏

まえた対応、②惨事ストレス等の対応などメンタルケア対策の実施、③支援体制の構築および中長期的

視点に立った人的支援、④必要な財政措置、⑤各府省と連携した通常業務軽減への対策、などについて

要望した。 

 

(３) 石上委員長の被災地訪問（２月10～11日） 

 ２月10～11日、石上委員長、八巻総合企画総務局長、氷室政策局長が、以下の被災自治体を訪れ、馳

石川県知事をはじめに、当該自治体の首長などと面会し、支援金を手渡すとともに、当該自治体の職員

の心身の健康確保や時間外手当等の適切な支給などについて対応を要請した。 

① ２月10日：穴水町役場、輪島市役所、珠洲市役所、能登町役場 
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② ２月11日：石川県庁、七尾市役所 

 

(４) 自治労ボランティア支援活動の実施 

 １月18日～３月19日で富山県氷見市、３月４日～４月28日で石川県七尾市、３月31日～６月１日で石

川県能登町に対して、自治労ボランティア支援活動を実施した。25県本部１社保労連より、延べ968人

が支援活動に参加し、被災自治体の支援を行った。 

 活動内容と活動自治体の詳細については、＜別表13－１＞を参照のこと。 

＜別表13－１＞ 

【能登半島地震・自治労ボランティア支援活動】 支援活動先自治体・任務内容別 担当県本部一覧 

① 富山県内での自治労ボランティア支援活動（実人数130人・日数延べ187人） 

2024年１月18日～３月19日 

活動開始 活動終了 

富山県氷見市 

災害ごみ積み下ろし・ 

受付等業務 
公費解体等受付業務 

１/18（木） ２/29（木） 富山県本部 富山県本部 

１/18（木） ３/19（火）  富山県本部 

 

② 石川県内での自治労ボランティア支援活動（実人数91人・日数延べ781人） 

2024年３月４日～６月１日 
 入り 活動開始 活動終了 帰り 石川県七尾市 石川県能登町 

     
給水車への

水の補給作業

総合支援窓口

受付業務 

ボランティア

センター運営

避難所運営業務 

能都中学校

（24時間体制）

コンセールのと

（15：00～ 

翌９：00） 

松波中学校

（24時間体制）

第１Ｇ 
３/３

（日） 

３/４

（月） 

３/９

（土）

３/10

（日） 
長野２ 福井２     

第２Ｇ 
３/９

（土） 

３/10

（日） 

３/16

（土）

３/17

（日） 
長野２ 福井２     

第３Ｇ 
３/16

（土） 

３/17

（日） 

３/23

（土）

３/24

（日） 
宮城１ 栃木１ 岩手１ 福島１     

第４Ｇ 
３/23

（土） 

３/24

（日） 

３/30

（土）

３/31

（日） 
大阪２ 兵庫２     

第５Ｇ 
３/30

（土） 

３/31

（日） 

４/６

（土）

４/７

（日） 
埼玉１ 千葉１ 群馬１ 茨城１  東京２ 神奈川２   

第６Ｇ 
４/６

（土） 

４/７

（日） 

４/13

（土）

４/14

（日） 
山梨１ 岐阜１  静岡１ 愛知１ 新潟２ 広島１ 岡山１   

第７Ｇ 
４/13

（土） 

４/14

（日） 

４/20

（土）

４/21

（日） 
奈良１ 社保１  滋賀１ 京都１ 福井２ 長野２   

第８Ｇ 
４/20

（土） 

４/21

（日） 

４/27

（土）

４/28

（日） 
  岩手２ 栃木２ 宮城２ 福島２   

第９Ｇ 
４/27

（土） 

４/28

（日） 

５/４

（土）

５/５

（日） 

 
  兵庫４  神奈川４ 

第10Ｇ 
５/４

（土） 

５/５

（日） 

５/11

（土）

５/12

（日） 
   群馬２ 埼玉２  千葉２ 岐阜２

第11Ｇ 
５/11

（土） 

５/12

（日） 

５/18

（土）

５/19

（日） 
   新潟４  愛知２ 広島２

第12Ｇ 
５/18

（土） 

５/19

（日） 

５/25

（土）

５/26

（日） 
   福井２ 長野２  滋賀２ 社保２

第13Ｇ 
５/25

（土） 

５/26

（日） 

５/31

（金）

６/１

（土） 
    岩手２ 宮城１ 福島１ 大阪４ 

 
 

(５) 連合・被災地救援ボランティアへの参加 

 ３月24日から開始された連合被災地救援ボランティア活動について、自治労から連合本部の要請に基

づき、12県本部23人が参加した。構成組織・地方連合会から参加した支援者は、七尾市のベースキャン

プを拠点に石川県輪島市および珠洲市の災害ボランティアセンターにおける支援業務などに取り組んだ。 

  

七尾市支援活動終了（４/28まで）
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  2. 能登半島地震・災害特別カンパの取り組み 
 

(１) 能登半島地震・災害特別カンパ 

 １月１日、石川県能登地方を震源とする大地震が発生し、石川県能登地方を中心に、富山県、新潟県

など広域にわたる甚大な被害をもたらした。これに対して自治労は、１月５日、被災単組・組合員に対

するお見舞いと復興支援を目的に、組合員１人あたり500円を目標にカンパを呼びかけ、８月５日を最

終として171,899,565円を集約した。また、各県本部等からの集約とカンパの配分については、第16回

中央執行委員会（４月19日）で確認した（詳細は自治労発文2024第0536号（５月10日）を参照のこと）。 

 ※カンパの集約状況および配分・拠出先については、以下の通り。 

＜別表13－２＞ 

能登半島地震災害特別カンパ 

2024年８月５日時点

県本部 入金合計 

北 海 道 6,328,088

青  森 1,254,220

岩  手 2,887,648

宮  城 5,168,122

秋  田 2,423,705

山  形 3,652,781

福  島 5,310,201

新  潟 2,996,818

群  馬 2,904,836

栃  木 4,191,023

茨  城 2,140,227

埼  玉 1,590,526

東  京 8,873,916

千  葉 2,170,327

神 奈 川 4,604,306

山  梨 2,087,434

長  野 6,046,173

富  山 2,207,004

石  川 3,585,053

福  井 3,523,554

静  岡 3,456,116

愛  知 2,849,274

岐  阜 2,952,639

三  重 4,000,226

滋  賀 1,811,377

 

県本部 入金合計 

京  都 832,972

奈  良 656,888

和 歌 山 4,294,575

大  阪 11,183,409

兵  庫 4,293,037

岡  山 1,556,933

広  島 5,314,456

鳥  取 2,716,231

島  根 3,690,848

山  口 2,902,039

香  川 3,168,106

徳  島 2,838,853

愛  媛 1,180,255

高  知 2,554,720

福  岡 6,970,514

佐  賀 1,474,878

長  崎 2,465,041

大  分 4,763,108

宮  崎 2,643,634

熊  本 6,658,418

鹿 児 島 4,931,929

沖  縄 1,973,363

社保労連 2,917,472

本  部 184,840

関係諸団体 717,452

総 合 計 171,899,565
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＜別記13－１＞ 

 
 

支 援 金 の 配 分 

 

(１) 被災自治体（珠洲市、輪島市、七尾市、能登町、穴水町：各1,000万円）  50,000,000円 

(２) 被災県本部への支援金 

  ① 石川県本部                             11,585,053円 

  ② 富山県本部                             5,207,004円 

  ③ 新潟県本部                             1,000,000円 

(３) 被災単組への支援金 

  ① 石川県本部分                            81,531,020円 

  ② 全国一般石川地方労組                         738,000円 

  ③ 富山県本部分                            1,000,000円 

(４) 連合本部災害特別カンパ                        5,000,000円 

(５) 被災地でのボランティア支援活動費 

  ① 自治労ボランティア支援活動費用                   14,514,046円 

  ② 連合「被災地救援ボランティア」支援活動費用             1,324,442円 
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1. 各分野の取り組みの総括 
 

(１) 賃金闘争の再構築～実態把握と到達目標の確立、要求・交渉 

  の徹底 
  

【2023人勧に対する取り組み】 

1. 2023人勧においては、自治労として公

務員連絡会に結集し、人勧期中央行動や

人勧期署名、全国統一行動を配置しなが

ら交渉を重ね、月例給・一時金ともに２

年連続の引き上げ勧告となりました。ま

た、公務員人事管理に関する報告では、

「社会と公務の変化に応じた給与制度の

整備」の骨格案について、①人材確保へ

の対応として、初任給近辺の俸給月額引

き上げ、係長～上席補佐層の俸給の最低

水準引き上げ、勤勉手当の成績率上限の

引き上げ等、②組織パフォーマンスの向

上策として、本省課室長級の俸給体系見

直し、地域手当の大括り化等、③働き方

の多様化への対応として、扶養手当の見

直し等が示されました。 

2. 10月７日、総務省は総務副大臣通知を

発出し、地域における民間給与等の状況

を勘案して適切に対処すること、会計年

度任用職員については適正な任用・勤務

条件の確保をはかり、給料・報酬および

期末手当は適切に決定すべきものである

こと等を示しました。 

3. 本部は、地方公務員の労働条件は、労

使交渉・協議とそれに基づく労使合意を

前提に条例で定めることが原則であるこ

とを改めて強調し、地方の主体的判断に

よる決定を損なうような指導・助言を行

わないよう、総務省交渉・協議を展開し

ました。 

 

【交渉力の強化による到達闘争の前進】 

4. 2023確定闘争においても、本部中執に

よる各県本部に対する事前オルグおよび

ヤマ場にむけた点検を２度行い、交渉未

実施単組に対するフォローアップ等に取

り組みました。また、集約した各県の交

渉状況についても、速報として各県本部

に情報共有を行いました。しかし、要求

書提出－交渉－妥結（書面化・協約化）

に関してほぼ2022年と同水準となってお

り、最終的に、要求書未提出単組が約２

割、交渉未実施単組が約４割と、確定闘

争そのものが二極化してしまっている現

状について厳しく受け止める必要があり

ます。 

5. 2023確定闘争は、11月10日を戦術集中

日として設定し取り組みを進めました。

しかし、本部の設定した日程に結集する

県本部は半数超にとどまり、統一闘争へ

の結集については、2022年に引き続き課

題を残すこととなりました。自治労全体

で統一して要求・交渉するという意識が

希薄化していると言わざるを得ない現状

において、結集する意義を改めて全体で

確認し、取り組みを前進させる必要があ

ります。 



 

－ 112 － 

  また、地方における給与水準の確保・

底上げをはかり、他自治体・地域の賃金

水準へ波及させる観点からも産別一丸と

なり設定した統一目標にむけてともにた

たかう「到達闘争」に取り組む必要があ

ります。 

6. 自治体確定闘争は組合員の賃金を決定

する重要な取り組みであり、「賃金・労

働条件に関する事項は、必ず労使交渉・

協議、合意により決定する」という労働

組合の基本的な取り組みがなされなけれ

ばなりません。要求・交渉をしなければ

勧告以上の改善は勝ち取れず、交渉力も

培われないため、人勧凍結やマイナス提

案が当局より出された際に単組自らたた

かうことができなくなります。県本部と

しても、そうした単組を見過ごすことな

く、単組支援を重要課題とし、継続して

支援することが必要です。 

  こうした状況を踏まえ、本部は先進的

な単組の取り組み事例を共有し、交渉の

前進をはかるべく全３回にわたり、ウェ

ブでの課題別学習会を開催しました。そ

れぞれ「再任用職員の処遇改善」、「カ

スタマーハラスメント対策」、「勤務間

インターバル・フレックスタイム」を

テーマとし、各回約60人の各県本部、単

組役員参加の下学習と活発な意見交換の

場となりました。 

 

【自治体労働者の賃金要求】 

7. 2023確定闘争の結果、多くの単組が月

例給・一時金の引き上げを勝ち取りまし

たが、一時金の支給月数は県、単組に

よって4.25月から4.65月と依然として

0.4月の差があります。 

  重点課題の１つとして設定した中途採

用者の賃金改善について、具体的な成果

として、民間職務経験を100％換算とす

る、５年超の18月換算の撤廃、経験者採

用として２級以上の格付けを可能とする

ことなどが報告されました。県本部・単

組による粘り強い交渉の成果といえます。

また「協議中」とした単組も３割弱あり、

妥結には至らなかったものの当局と問題

意識を共有できた単組も一定数あると考

えられ、今後の足掛かりにできたといえ

ます。 

8. 本部は、自治体労働者の賃金要求を設

定するにあたっての基礎資料とするため

に2023年度自治労賃金実態調査を実施し

た結果、自治体規模の大小によって賃金

水準に格差が生じていることや40代後半

以降で上昇カーブが緩やかになるといっ

た課題が改めて浮き彫りとなりました。 

9. 賃金水準の改善のためには初任給格付

けを含めた昇給・昇格ラインの改善が不

可欠です。本部はこの間、賃金の運用改

善にむけた「１単組１要求」を提起して

きていますが、要求単組は５割強にとど

まっています。単組の賃金課題を明確に

し、具体的な賃金運用改善要求を出せる

よう、単組力量の強化とともに県本部に

よる分析・指導が求められます。 

10. 単組が交渉できない、賃金改善に取り

組めない要因の１つとして単組役員の知

識と経験不足があると考えられます。勧

告以上の賃金改善を求め、各単組で自信

を持って交渉するためには理論武装が必

要であり、まず単組役員が賃金制度につ

いての知識を身に付ける必要があります。 

  県本部・単組における単組の状況を分
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析し助言することができる賃金担当者を

育成するための学習、また、賃金闘争へ

の結集のためには組合員に対しても基本

的な制度理解と制度をめぐる課題につい

ての学習と共有が必要です。 

 

【災害応急作業等手当支給にむけた取り組み】 

11．能登半島地震を受け、総務省は災害応

急作業等手当について、現場業務を広く

支給対象とする旨の通知を発出しました。

春闘期から取り組みを行い、条例化や支

給対象の拡大、単価の改善を勝ち取った

単組もある一方で、交渉継続となってい

る単組もあります。条例未整備の単組は、

引き続き確定闘争期にむけ取り組みます。 

 

【社会と公務の変化に応じた給与制度の整

備にむけた対応と賃金闘争の再構築】 

12. 人事院は、2023年人事院勧告時報告の

中で、「社会と公務の変化に応じた給与

制度の整備」の骨格案を示し、2024年夏

にむけて検討を進めるとしました。給与

制度見直しの目的とされている人材確保

の必要性は国家公務員、地方公務員に共

通する課題であり、自治労としても新規

採用者、若手職員の処遇改善については

必要だと認識しています。しかし、一部

のキャリア優遇の措置事項が多く、中堅

層以上の組合員層にはメリットが感じら

れるものになっていないこと、成績優秀

者にメリットが偏向していることは問題

だと捉え、公務員連絡会を通じて意見反

映を行ってきました。 

  一方で、給与制度見直しの内容につい

ては多岐にわたることから、課題によっ

て人事院に対する要求と総務省に対する

要求を切り分けて対応することとし、総

務省に対しては、地方の実態と自主性を

尊重した給与制度を求めて、対策を強め

ることとしました。 

13. 総務省は国の給与制度の見直しに対応

し、地方独自の課題や地域の実態を踏ま

えた検討を行うため、「社会の変革に対

応した地方公務員制度のあり方に関する

検討会」の下に給与分科会を設置しまし

た。自治労から林総合労働局長が委員と

して参加し、国家公務員の制度を機械的

に当てはめるのではなく、地方や地域の

実情に応じた、自治体の自主性が尊重さ

れる制度となるよう求めて発言をしてき

ました。 

14. 自治労は、総務省への要求事項を下記

の３点にまとめ、署名に取り組みました。

最終的に56万1,403筆を集め、６月17日

に署名提出・要請行動を実施しました。 

 ① 人事院が検討している「社会と公務

の変化に応じた給与制度の整備」の具

体化にあたっては、国の制度変更に準

じた扱いを自治体に求めないこと。 

 ② 現行、給与制度については、国家公

務員の給与制度を基本とすべきとされ

ているが、地方の実態と自主性を尊重

した柔軟な対応を可能とすること。 

 ③ 国基準を上回る手当を支給したこと

による特別交付税の減額措置について

は撤廃すること。 

  署名は組合員１人２筆以上を目標に取

り組みましたが、目標に達した県本部は

１県本部にとどまり、全体としては組合

員数にも及ばない結果でした。給与制度

見直しに対する自治労独自の取り組みと

して、大衆行動の柱に据えたにもかかわ
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らず、この結果となったことは厳しく受

け止める必要があります。また、たとえ

制度変更により地方の自主的な対応が可

能となったとしても、この要求内容が浸

透していなければ運動がつくれない懸念

もあります。 

15. 自治労は、賃金闘争の検証と時代の変

化にあわせた到達目標のあり方を議論す

る「賃金闘争あり方研究会」を立ち上げ、

2024年度に計６回開催してきました。中

間論点整理では、①賃金政策について、

②統一闘争体制の再構築について、③単

組における賃金闘争力の強化について、

④到達闘争について、現時点での議論を

整理しました。今後、具体の方針化につ

なげていくため、2025年度中の報告をめ

ざし、議論を続けます。 

 

【定年引き上げに対応する取り組み】 

16. 2023年４月に定年年齢が引き上げられ、

2024年４月から職場には定年引き上げと

なった職員、役職定年となった職員、暫

定再任用職員、定年前短時間再任用職員

など、さまざまな60歳超の職員が混在し

ています。 

  とりわけ再任用職員については、級格

付けが低く抑えられている自治体も多く、

一時金支給月数が定年前の職員よりも低

いため、定年延長者と比べて賃金水準が

低くなっています。 

  確定闘争時には29単組、春闘時には18

単組が級格付けの改善を勝ち取っており、

単組は引き続き粘り強い交渉を続ける必

要があります。また一時金支給月数、生

活関連手当の支給については国公の制度

に大きく左右されることから、本部は引

き続き公務員連絡会を通じて改善を求め

ていきます。 

 

【社会的横断賃金の確立】 

17. 2024春闘において、賃金、労働条件の

改善にむけ、要求書を提出した自治体単

組は1,028単組63.8％、交渉を実施した

のは584単組36.2％、妥結合意したのは

371単組23.0％、書面協定を締結したの

は219単組13.6％であり、すべての項目

で2023春闘を下回る結果となりました。

依然として約４割の単組では春闘に取り

組んでいない・取り組めていない現状が

あります。 

18. この間、本部では具体的な運用改善に

ついて方針化等を行っていますが、要求

単組および交渉実施単組は年々減少して

いるのが実態です。春闘に取り組めてい

ない県本部・単組が固定化しつつあり、

取り組み全体が低調に推移しています。

このことから、2024春闘においても春闘

に取り組む意義を単組まで十分に浸透さ

せることができなかったと考えられます。

ただ前年の取り組みを踏襲するのではな

く、なぜ春闘期に取り組む必要があるの

かを含め丁寧に組合員に説明し、共通認

識の上で春闘期の運動、ひいては組合活

動そのものの活性化をはかる必要があり

ます。 

  春闘・人勧・確定という賃金闘争サイ

クルの構築にむけ、本部・県本部が連携

し、単組オルグを一層強化するとともに、

単組が春闘に取り組めない、または取り

組まない理由について、原因を分析し対

策を検討しなければなりません。 
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【自律的労使関係制度と消防職員の団結権

の確立にむけた取り組み】 

19. 民主党政権時における政府による自律

的労使関係制度の措置を盛り込んだ公務

員制度改革関連法案の提出がされて以降、

計３回の議員立法が国会に提出されてき

ましたが、いずれも審議未了、廃案と

なっています。このような経過を踏まえ、

2022年５月、立憲民主党は公務員制度改

革ＰＴを発足させ、検討・議論を経て、

2023年６月16日、国民民主党および社会

民主党とともに、第211回通常国会に

「公務員制度改革関連５法案（国家公務

員法および地方公務員法等の改正法案）」

を共同提出（議員立法）しました。この

法案は、刑事施設職員について、新たに

団結権および協約締結権を有する団体交

渉権を措置するとともに、消防職員につ

いて、民主党政権時の閣法やこれまでの

議員立法で措置していた団結権に加え、

協約締結権を措置することにしています。 

  頻発する大規模災害への対応や増え続

ける行政需要に応えていくためには、職

員の経験と知見に基づく業務の充実が不

可欠であり、そこで働く公務員の勤務・

労働条件の自律的決定とともに、労使が

主体的に協議していくことが重要です。

法案の早期の審議入りと成立をめざして、

引き続き粘り強く取り組みを進めていか

なければなりません。 

20. 公務員の労働基本権の回復、とくにＩ

ＬＯ第87号条約との関係における消防職

員や刑事施設職員への団結権付与などに

ついて、2018年に開催されたＩＬＯ第

107回総会で日本政府に対する11度目の

結社の自由委員会報告・勧告等が採択さ

れました。また、同総会において開催さ

れた基準適用委員会で第87号条約に関す

る個別審査が行われ、議長集約（結論）

は５つの課題（①自律的労使関係制度の

検討、②消防職員委員会制度、③消防職

員は警察と同視とする政府見解に関する

協議、④刑事施設職員の団結権付与に関

する分類、⑤人事院の手続の検討）を特

定し、「政府に対し、勧告を実施するた

めの期限付きの行動計画を社会的パート

ナーとともに策定すること」を求めまし

た。これを受けて日本政府と自治労・全

消協は、「ＩＬＯ議長集約にかかる定期

協議」の場で、11回にわたり「消防は警

察同視」の論点を中心に協議を行ってき

ました。しかし、政府は「消防は警察の

職務と同視される」とする見解を繰り返

し、団結権付与については慎重に検討す

るという姿勢を崩しておらず、議論は平

行線となっています。 

21. そのような状況の中、2024年６月、Ｉ

ＬＯ第112回総会において、2018年以来

６年ぶりとなる公務員の労働基本権問題

が基準適用委員会の個別審査にかけられ

ました。当事国の労働者代表として発言

した石上委員長（連合会長代行）は、日

本政府が2018年の個別審査における議長

集約を放置、意図的に無視し続けている

ことを主張の上、2018年の議長集約が指

摘した５つの課題の現状に言及し、日本

の公務員の労働基本権問題の根本的かつ

抜本的な解決にむけた日本政府の誠実な

対応を導くよう、基準適用委員会での討

議と断固とした結論を強く要請しました。

また、労働側代表（ＩＴＵＣ）は、日本

政府に対し、社会的パートナーとの協議
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を通じ、2026年までにこの問題を解決す

るためのロードマップと行動計画を早急

に策定し、2024年９月までにＩＬＯ条約

勧告適用専門家委員会に提出することを

求めました。 

  これに対し、日本政府は、①消防職

員・刑事施設職員は警察と同視されるこ

とから、警察職員と同様、団結権を有し

ていないこと、②団結権を与えれば緊急

事態などの対応に支障を来す、③自律的

労使関係制度の構築については、交渉コ

ストの増加や労使交渉の長期化などさま

ざまな問題がある、などの理由をあげ、

「団結権の代償措置として消防職員委員

会制度の定着がはかられている」などと

述べ、依然として制度の維持を前提とす

る従前の主張を繰り返しました。こうし

た日本政府の主張に対して、４ヵ国・２

国際組織の労働側から日本政府を厳しく

非難する発言が行われ、とくに韓国より

消防職員への団結権、団体交渉権の付与

により業務への影響は一切認められず、

日本政府の指摘は国際的な非常識である

という事実に基づいた指摘が行われまし

た。 

22. 最終的に６月14日、基準適用委員会の

個別審査報告書が採択されました。委員

会における議長集約（結論）は、本事案

が長期にわたるものであること、および

直近では、2018年に委員会で議論された

ことについて留意、考慮した上で、日本

政府に対し、消防職員の地位と労働条件

の改善、刑事施設職員における団結権の

あり方、自律的労使関係制度の検討など

に関し、条約に沿って、労働側と使用者

側の団体との協議を行い、2024年９月１

日までに報告書を提出することを要請す

るものとなりました。 

  なお、日本政府は、個別審査の締め括

り発言において「各消防本部における消

防職員委員会の運営状況を適切に把握し

つつ、社会的パートナーを含む関係者と

も協力しながらさらなる運用改善に取り

組んでいく。消防職員委員会を含め、消

防に関する相互の理解を深めるべく、社

会的パートナーとの定期協議を引き続き

行い、一層の意思疎通に努めていきたい」

との考えを述べています。今後、自治

労・全消協は、総務省・消防庁との間に

おいて、消防職員委員会制度の見直しを

はじめとする協議を再開していくことと

なります。 

23. 労働基本権は、公務・民間に関わらず、

すべての労働者に等しく保障されなけれ

ばなりません。日本政府には、ＩＬＯか

らの指摘を受け止め、労働組合と誠実に

対話を行うよう、求めていく必要があり

ます。引き続き、地方公務員の自律的労

使関係制度のための措置や消防職員・刑

事施設職員の団結権などについて、連

合・公務労協と連携しながらＩＬＯ、政

府に対する取り組みを進めます。 
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(２) 長時間労働是正と人員確保、安全衛生の推進 
  

【長時間労働是正と労働者の視点による働

き方の改革】 

1. 2024春闘の取り組み報告では、「客観

的な方法（タイムカード、パソコン等）

で勤務時間管理が行われている」単組は

22.6％、「条例・規則に定めた超過勤務

の原則的な上限（月45時間年360時間）

は守られている」単組は9.0％、「他律

的業務の比重が高い部署を必要最小限の

範囲に限定している」単組は8.7％と

なっています。そのような中で、「上限

時間を超えて時間外労働を命じることが

できる特例業務を災害時のみとするなど、

具体的業務に限定している」単組は

26.1％で、2023年を大幅に上回る結果と

なったことは一定評価できるものです。

しかし、時間外労働時間の上限規制の導

入（2019年４月）から５年が経ってもな

お、「他律的業務の比重の高い部署」や

「特例業務」の限定が相当数の自治体で

進んでいない実態となっていることから、

まず単組は組合員の勤務時間の把握を行

い、配置の見直しや業務量に見合った人

員要求につなげていく必要があります。

その上で、特例業務が行われた場合には、

当該勤務にかかる要因の整理、分析・検

証を行い、上限規制の実効性を高めてい

くとともに、職員の健康確保の観点から、

医師の面接指導などを確実に実施させて

いく必要があります。 

2. 2023春闘の取り組み報告では、「36協

定の締結義務職場ではすでにすべて締結」

している単組は31.4％となっており、着

実に増えてきているものの、法令を遵守

すべき自治体の７割で労基法違反の状態

が放置されている状況にあります。労基

法別表第一に該当する事業場においては

36協定が締結されなければ時間外労働を

命じられないということを労使で確認し、

時間外労働の縮減とそれを実現する36協

定の締結にむけて取り組む必要がありま

す。県本部は、各単組の36協定の締結状

況を確認し、締結義務職場において完全

に達成するよう指導力の強化が求められ

ます。 

 

【ワークライフバランスの確保と両立支援】 

3. 国では、2023年８月にフレックスタイ

ムのさらなる柔軟化（ゼロ割振り日の追

加）、11時間の勤務間インターバル確保

の努力義務規定等が勧告・報告され、

2024年３月に人事院規則が改正されまし

た。これを受けて総務省も、フレックス

タイム制の見直しおよび勤務間インター

バルの確保を自治体に促す通知を発出し

ました。 

  自治体での交渉は2024確定闘争から本

格化するものと思われますが、当局主導

で一方的に導入が進まないよう留意が必

要です。まずは適正な労働時間管理と長

時間労働是正、職場の人員体制の確立を

前提とした上で、ワークライフバランス

の実現に資する、職員の希望に基づく割

り振り変更による柔軟な働き方と勤務間

インターバルの確保を求める必要があり

ます。 
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【人員確保の取り組み】 

4. 人員確保闘争については、６月を基本

的交渉ゾーンに設定し、６月期以外に取

り組む場合は、県本部ごとに集中期間を

設定することとして取り組みました。６

月期の2023人員確保闘争に取り組んだ単

組は586単組33.8％、また2023確定闘争

での要求単組は856単組53.4％でした。

2023人員確保闘争の前進回答の具体的内

容をみると、人員不足の専門職（技術職、

保育士、獣医師等）などで増員の検討、

新規採用職員の募集時期の前倒しや試験

の回数増などがあげられています。 

  2024春闘においても、賃金・労働条件

と並び、「人員確保」を重点項目に掲げ

て取り組みを進めましたが、「公共サー

ビスの安定的な提供にむけ、必要な人員

を要求した」のは、686単組42.6％と半

数に届いておらず、取り組みの強化が必

要です。 

  公務職場全般での人員不足の状況に加

えて、少子化による労働力人口の減少に

より、すでに公務はもちろん民間とも人

材の争奪戦が始まっています。安定した

地域公共サービスを持続的に提供するた

めには、人員確保は喫緊の課題です。毎

年、春闘期に職場点検を行い、労使で中

途退職の実態を把握するとともに、退職

理由が職場に要因がある場合、職場改善

に取り組みます。そして、春闘段階での

要求に加えて、４月１日の配置状況を踏

まえて、６月の人員確保闘争を中心とし

た交渉に取り組み、必要な人員の確保を

めざしていかなければなりません。 

  あわせて、人員確保の必要性について

世論などにも訴えつつ、人員増を可能と

する財源確保を求めます。 

 

【安全衛生体制の確立と快適職場の確立】 

5. 自治労は毎年７月の安全衛生月間を中

心に、安全衛生委員会の活性化や職場点

検を通じて職場改善に取り組んできまし

た。2023年度の取り組み集約状況では、

労働安全衛生委員会の設置は「すべての

職場で設置」「設置義務のある職場では

設置」は784単組88％でしたが、委員会

の開催は「年１～４回」が約半数を占め、

労働安全衛生規則の規定通り「月１回以

上」開催されているのは３割に満たない

結果となっています。委員会は、労働災

害防止にむけて、労使が対等の立場で継

続的に議論し、取り組みができる場です。

これを活用し、毎月定期的に委員会を開

催し、各職場での毎月の時間外労働の実

態や、ハラスメント等職場における課題

の把握を行い、労働者の意見を踏まえた

職場改善につなげていく必要があります。 

6. 本部は、県本部の労働安全衛生担当者

の育成のため、２月７～８日に労働安全

衛生講座、８日に労働安全衛生担当者会

議を開催しました。労働安全衛生講座の

一部は、学習動画としても発信しました。

各単組において７月の労働安全衛生月間

の取り組みを推進し、通年の取り組みの

構築にむけて、県本部担当者による取り

組みの支援が重要です。 

 

【労働災害・公務災害補償制度の拡充と、

職場の健康と安全を確保する取り組み】 

7. 地方公務員災害補償基金支部・政令市

支部審査会に労働側から選出されている

参与を対象に、地方公務員災害補償基金
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支部労働側参与会議を開催しました。全

国の公務災害認定の現状や課題の共有を

行うとともに、地公災制度の問題点と審

査会審理における労働側参与の役割を確

認しました。 

  公務災害の認定を勝ち取るためには、

認定請求時から労働組合が積極的に関与

し、公務災害認定にむけて取り組むこと

が重要です。自治労「公務災害認定への

取り組みマニュアル」の活用をはじめ、

毎年の参与会議で最新の情報を得て対応

していく必要があります。 

 

【ハラスメント、メンタルヘルス対策の構築】 

8. 2021年８月に公表した「職場における

迷惑行為、悪質クレームに関する調査」

結果から、多くの公務職場でカスタマー

ハラスメントが発生していることが明ら

かになりました。これを受けて、本部は、

「自治労カスタマーハラスメント対策研

究会」を設置し、労働法や安全衛生、自

治体行政の専門家、弁護士、組合役員の

参加を得て、2023年２月に「カスタマー

ハラスメントのない良好な職場をめざし

て～予防・対応マニュアル～」を作成し

ました。このマニュアルを参考に、すべ

ての自治体職場でカスハラの実態を把握

し、その実態に沿った対策を求めていか

なければなりません。2024春闘では、カ

スタマーハラスメント対策等の推進を重

点課題の一つに掲げ取り組みを推進しま

したが、「カスハラの防止にむけて対策

を講ずるよう要求した」単組は627単組

38.9％で、前進回答は133単組21.2％と

なりました。引き続き、全単組での要求

書の提出をめざし、前進回答があった単

組での具体的な対策について情報収集を

はかり、好事例の共有を進めていく必要

があります。 

9. カスハラ防止対策について、政党をは

じめ、さまざまな関係機関との意見交換

を行ってきました。現在はカスハラ防止

の法律上の措置義務はありませんが、連

合や他産別と連携し、カスタマーハラス

メント防止の措置義務の法制化にむけて、

取り組みを進めていきます。 

10. 総務省「地方公共団体における各種ハ

ラスメント対策の取組状況調査」では、

2023年６月１日時点で、パワハラ、セク

ハラ、マタハラの防止のための措置は、

すべての都道府県および指定都市では措

置が講じられているものの、１割超の市

区町村では、いまだ必要な措置が講じら

れていません。未措置の自治体について

は、研修の実施や相談体制の整備など必

要な体制を各自治体に要求する必要があ

ります。 

11. 能登半島地震の発災に伴い、被災自治

体の職員に加え、全国各地からの行政支

援で派遣される職員のメンタルケア対策

として、本部は「惨事ストレスとメンタ

ルケア 災害支援参加のあなたへ 必読

書」「災害対応職員 1000時間後のあな

たへ 現実への帰還のために 必読書」

を改訂し、データ配布しました。 

  発災から約８ヵ月が経過し、継続して

被災地対応にあたってきた職員にとって

は心身の疲労が懸念されます。引き続き、

当局に対し、ストレスチェックの実施な

ど、職員の健康状態の把握と対策に取り

組むよう求めていく必要があります。今

後、被災自治体のニーズを把握し、必要
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なメンタルヘルスケアの方策を探ってい

きます。 

 

【地方公務員共済組合制度に関する取り組み】 

12. 自治体等で勤務する短時間労働者の公

務員共済の短期給付の適用に関し、自治

体や各共済組合のシステム改修や業務量

増大に対応する人員の確保を含む体制整

備と必要な財源の確保を求めて、市町村

共済協議会とも連携し、必要な対策を進

めてきました。今後も、マイナンバー

カードに関する対応をはじめ、各種業務

対応を注視し、共済組合の過重な負担と

なる場合には、省庁などに対し必要な対

策を求めていきます。 

13. 地方公務員共済組合連合会等の年金積

立金の運用については、運営審議会や地

方公務員共済資金運用委員会において、

安全性・確実性を優先する観点から、経

過的長期給付積立金へのオルタナティブ

投資について慎重な対応を求めてきまし

た。政府は、経済の成長と国民の資産所

得の増加をはかるとして、「資産運用立

国実現プラン」を掲げていますが、引き

続き、組合員の立場から、安全性・確実

性を優先するよう意見反映をしていく必

要があります。 

  また、地共連の投資については、社会

的責任投資を進めるためにも、ＥＳＧ投

資の拡大を求めてきました。地共連は、

組合員の利益のために長期的な収益を確

保する観点から、ＥＳＧ（環境、社会、

ガバナンス）を考慮した投資に取り組む

ことが重要であると考え、2024年５月に

責任投資原則（ＰＲＩ）に署名しました。

人権尊重や環境保護、労働者保護、女性

の活躍などを重視した社会の実現にむけ

て、引き続き、ＥＳＧを考慮した社会的

責任投資（ＳＲＩ）の拡大への意見反映

を進めます。 

 

(３) 安定雇用の実現と公正なワークルールの確立 
  

【会計年度任用職員の処遇改善】 

1. 2023確定闘争では、地方自治法改正を

受けた会計年度任用職員に対する勤勉手

当支給のための条例改正と、総務省通知

を踏まえた遡及改定が焦点となりました。 

  勤勉手当にかかる交渉結果では、常勤

同様の支給月数とした単組が要求単組比

５割を上回ったものの、条例改正時期、

支給月数について妥結できずに継続協議

となった単組も３割弱ありました。改定

時期について、４月遡及を勝ち取った単

組は引き上げ単組比６割強、2024年度か

らが３割弱、継続協議とした単組も約１

割ありました。 

  遡及改定については、財源等を理由に

後ろ向きの姿勢を見せる当局が多く、本

部としても総務省対策を強めました。11

月10日に2024年度補正予算が閣議決定さ

れ、総務省が同日付けで給与改定にかか

る一般財源所要額について通知を示した

ことから、これを材料に引き続き交渉・

協議を行い、前進をはかった単組も一定

数ありましたが、財源が示されてもなお

遡及改定を勝ち取れなかった単組も多く

あったことについては課題が残りました。 

2. 2024春闘でもこの２点について継続課
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題として取り組んだ結果、月例給および

期末手当の改定、勤勉手当の支給を可能

とする条例改正、いずれにおいても協議

中の単組が減少し、月例給の引き上げや

条例の改正を勝ち取った単組が大幅に増

加したことは、県本部・単組の粘り強い

交渉の成果といえます。 

  遡及改定未実施や、勤勉手当の支給月

数が常勤職員未満となるなど課題を残し

た単組は、常勤職員同様の対応がはから

れるよう2024確定闘争での再交渉が必要

です。

 

(４) 地方自治の確立と質の高い公共サービスの推進 
  

【地方自治確立の取り組み】 

1. ６月19日、改正地方自治法が成立しま

した。改正内容は、①公金収納事務のデ

ジタル化、②地域での生活サービス提供

にかかる多様な主体との連携強化、③大

規模災害や感染症まん延時などにおいて、

国の地方に対する「補充的な指示」を可

能とするという３点からなります。①デ

ジタル化については、自治体情報システ

ムの標準化がすでに大きな負担となって

いる自治体に対する新たな負担となりか

ねません。②多様な主体との連携におい

ては、地域での生活サービス提供を行う

市民団体等に対し、首長判断により行政

財産の貸与や随意契約での事務委託が可

能となることから、現行の指定管理者制

度より恣意的な運用を招きかねません。

③国による「補充的指示」は、大規模な

災害、感染症のまん延など、その被害が

国民の安全に重大な影響を及ぼす事態に

おいて、自治体は国の指示に従うとする

ものです。これは自治体に対する国の関

与を必要最小限度にとどめるという従来

の「一般ルール」を超えるものであり、

地方分権に逆行する内容です。第33次地

方制度調査会において、法改正にかかる

議論が開始されて以降、これらの問題点

について総務省また各政党に対し強く指

摘を行ってきましたが、極めて残念なが

ら与党側の強硬な姿勢により、法案は大

幅な修正もなく可決されました。 

2. しかし、国会審議において、岸まきこ

参議院議員により「指示の対象が自治事

務である場合、代執行はできない」こと、

また「実情を踏まえ対応が可能となるよ

う自治体の声を伺いながら各府省取り組

む」旨の政府答弁を引き出すとともに、

衆議院では11項目、参議院では15項目か

らなる附帯決議を勝ち取りました。附帯

決議では補充的指示に際して、自治体へ

の速やかな周知と事前調整、事後検証な

どを行うこととされています。今後、こ

れらの内容を踏まえた制度運用が確保さ

れるのか、引き続き警戒を怠らない取り

組みが求められます。 

3. また、地域での生活サービス提供を行

う市民団体等に対する、市町村長判断に

基づく随意契約での事務委託については、

恣意的な運用が行われないよう総務省の

動向や自治体における制度運用状況を厳

しく監視していく必要があります。 

4. 一方、一部の自治体では、地方自治法

99条に基づく議会意見書の採択において、

地方自治法の改正内容を批判するなど、
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率先した取り組みも見られました。地方

財政の確立にかかる議会意見書採択の取

り組みは全国的に減少傾向にあるため、

日頃からの地方自治の確立にむけた取り

組みを改めて活性化する必要があります。 

 

【質の高い公共サービスの提供への取り組み】 

5. 自治体業務が対人性の高い職務である

ことに鑑みて、「公共サービスにもっと

投資を！」キャンペーンや、必要な人件

費が確保されるよう政府予算要請行動に

取り組みました。地方財政計画上は、人

員増を見込んだ予算編成がされています

が、公務における人員不足の解消や処遇

改善の必要性はさらに高まりつつあるこ

とから、引き続き春闘期における大衆行

動や政府・政党対策を強化する必要があ

ります。 

 

【地方財政の確立と税制改革】 

6. より多様化する行政ニーズの高まりを

受け、本部として地方財政計画における

地方一般財源総額の拡充を求め、政府、

政党、地方三団体に対する要求行動を展

開しました。結果として、2025年度政府

予算における2024年度水準の確保と、賃

金と物価の好循環を支えるための行財政

基盤の強化などが骨太方針上、明記され

ました。2025年度以降も持続可能な行政

サービスを支えるための予算措置が行わ

れるよう、継続的な取り組みが求められ

ます。 

7. 「ふるさと納税」については、居住地

課税の原則から逸脱する等の観点から廃

止を求めていますが、社会的には制度が

定着しつつあります。しかし、自治体間

での税源の奪い合い、財源の不安定性を

招いていることから、引き続き、有識者

などとの連携を強めながら、より広範に

訴える必要があります。 

8. 「森林環境譲与税」については、この

間、森林面積の譲与基準を引き上げるよ

う求めてきましたが、2024年度より森林

面積に対する譲与基準を５％引き上げ、

人口割合を５％引き下げることとなりま

した。その効果や自治体側の反応につい

て検証しながら、今後の制度改善のあり

方についての検討が求められます。 

 

【行政のデジタル化への対応】 

9. 自治体ＤＸをめぐっては、自治体情報

システムの標準化、マイナンバーカード

と健康保険証の一体化、戸籍へのふりが

な登録など、国の主導において矢継ぎ早

に自治体での対応が求められています。

デジタル・ガバメント化対策委員会にお

いて職場ヒアリングを行い、国への意

見・要望を集約し、協力国会議員団に報

告を行いながら、総務省への申し入れな

どを行いました。ＤＸ化は今後も継続的

に推進されることから、引き続き、デジ

タル庁および所管省庁への対応が求めら

れます。今後も、現場における課題や要

望を随時把握し、省庁対策に結び付けて

いく必要があります。 

 

【カーボンニュートラルの実現】 

10. 気候変動問題の解決と地域経済の発展

を両立させるためには、自治体における

官民連携に基づく、地域からのカーボン

ニュートラルの取り組みが不可欠です。

このため、本部では企業における環境活
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動を学ぶための場を他産別間において設

置し、環境政策の豊富化にむけて取り組

みを進めています。 

  地域における再生可能エネルギーの積

極的導入やカーボンニュートラルを実現

する中での公正な移行等にむけた新たな

方針の確立が求められます。 

 

【地域公共交通の維持・発展】 

11. 生産年齢人口減や生活様式の変化によ

る利用者の減少に加え、コロナによる影

響、エネルギーや資材の高騰など、公共

交通を取り巻く環境は厳しさを増してい

ます。また、自動車運転者の労働時間規

制（改善基準告示）の施行と、それに付

随する「2024年問題」によりバス運転者

不足はより深刻となり、こうした状況も

相まって多くの路線が廃止・減便・縮小

され、地方ローカル鉄道の存続問題も顕

在化して地域住民の生活や移動に深刻な

影響を及ぼしています。 

12. 都市交評は各交通事業の状況把握に努

め個別対策を進めるとともに、「地方自

治における公共交通のあり方を考える議

員懇談会」や省庁要請行動等を通じてコ

ロナ特別減収企業債（コロナ企業債）の

償還期間の延長、損失補填に対する新た

な財政支援、人員を確保するための実効

性のある施策などを求めてきました。コ

ロナ企業債については2023年度で終了し、

2024年度からは新たに交通事業債（経営

改善推進事業）が創設されましたが、こ

の制度の利用は、運賃制度の見直しや民

間バスとの共同経営などの経営改善に取

り組むことが発行対象となり、コロナ企

業債以上に活用しにくいものとなってい

ます。一般会計からの繰り入れや自治体

への特別交付税の増額など、即効性のあ

る施策強化が強く求められています。 

13. 利用者数がコロナ禍前に戻りきらない

中、バス運転者をはじめ交通事業従事者

不足による減便や路線の再編・統合に歯

止めがかかっていません。地域の足とし

て持続可能な公共交通を存続・発展させ

るためには、賃金・労働条件、職場環境

を大幅に改善し、魅力ある職場・業種に

変えていくことが極めて重要な課題であ

り、そのための国や自治体からの支援強

化が強く求められています。 

 

【自治研活動の活性化】 

14. 自治労は住民の地方自治を守り、民主

主義を発展させるための運動として、自

治研活動に取り組んできました。近年は

職場の多忙化や組合離れなどにより、自

治研活動にむけられる意識も薄れつつあ

ります。加えて、新型コロナウイルス感

染症への画一的な対応やＤＸ推進など、

自治体の実情を無視した中央集権的施策

が矢継ぎ早に行われたことにより、地域

や職場から自治の力が奪われることにつ

ながりました。このような流れは、住民

に最も近い場所において地方自治を実践

する労働者として強い危機感を抱きます。

地方分権・地方自治の今日的な意義を問

い直す場として、自治研の再構築が求め

られます。 

15. 10月４～５日に「結びつなげる！ し

まね自治研」をサブテーマに第40回地方

自治研究全国集会（しまね自治研）を開

催します。本集会では、わかりにくいと

評されることの多い自治研が、具体的な
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実践を通して参加者に見える・触れられ

るよう、さまざまなイベントを展開しま

す。また、自治研への結集力を高められ

るよう、大規模集会がもつ魅力の一つで

ある参加者同士の実践交流を促す集会づ

くりを、自治研中央推進委員および開催

県本部である島根県本部と連携し進めま

す。 

16. しまね自治研にむけた機運醸成の一環

として、２ヵ月ごとに「カウントダウン

セミナー」を開催し、自治研の本質的な

テーマをもとに、明日につながる仕事と

の向き合い方、自治研の活用方法を学び

合う機会としてきました。過去５回の開

催における参加者は通算400人を超え、

気軽に自治研に触れ学び合える場として

ニーズに応えることができています。自

治研のフィールドにおいて、組合員の自

主的な学びに応えるセミナーを、年間を

通じ企画・運営していくことは、今後の

自治研の成長戦略の要になるといえます。 

17. 1951年の創刊以来、自治研活動の情報

誌として発行を続けてきた「月刊自治研」

は、資材の高騰および定期購読者数の減

少により近年、赤字での発行が続いてき

ました。定期購読料の値上げに踏み切っ

た2022年以降は独自採算を維持していま

すが、定期購読者数の減少には歯止めが

かかっていません。2024年５月号からは

電子書籍での取り扱いを開始し、より幅

広い読者層にむけた販売促進を展開して

います。引き続き、読まれる誌面づくり

に注力していくとともに、未購読単組の

解消、電子書籍等を活用した新規購読者

の開拓に取り組んでいく必要があります。 

18. 自治研では2014年から、若手組合員の

参加促進による組織強化をめざしＵＮＤ

ＥＲ35の取り組みを展開しています。

2023年９月には「第４回自治研ＵＮＤＥ

Ｒ35全国集会 in 高知」を開催し、普段、

自治研活動に携わったことのない若年層

とともに、組合活動の自由さ、幅広さに

触れてもらうことができました。しまね

自治研では、ＵＮＤＥＲ35の取り組みを

発展させ、地元大学生を対象に、次世代

の公務の魅力について、自治労組合員と

ともに考えるイベントを開催します。こ

のような取り組みが、県本部や単組の自

治研活動へと波及し、自治研活動が活性

化するようサポート体制を構築していく

ことが重要となってきます。

 

(５) 安心・安全・信頼の社会保障制度改革の推進 
  

【持続可能な社会保障制度の確立】 

1. 持続可能な社会保障制度を確立するた

めには、関係する労働者の処遇改善が不

可欠なことから、連合「医療・福祉部門

連絡会」に結集し、厚生労働省への要請

やヒアリング等を行いながら、人員確保

や処遇改善、医療・介護サービスの質の

向上にむけて取り組みました。コロナ禍

を経て、ようやく対面参加が基本となっ

た「医療・介護フェス」、また産別間交

流による医薬品・医療機器製造見学など

にも積極的に参加しており、今後もより

広範な連帯や社会的なアピールを意識し

た運動の構築が求められます。 
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2. 2024年度政府予算における地方のこど

も・子育て政策においては、地方単独事

業に対して1,000億円が増額され、地方

独自の取り組みを促す施策がとられまし

た。社会保障に関する地方単独事業の拡

充は、この間、政府予算要請行動におい

て、強く求めてきたものです。社会保険

制度に負担を求める財源確保のあり方に

ついては問題がありますが、地方の独自

性を意識した財源措置については、今後

も継続されるよう取り組む必要がありま

す。 

 

【公的年金制度の改革にむけた取り組み】 

3. 連合は「社会保障構想」の見直しとし

て、働き方に中立的な社会保険制度等の

あり方を基本に、公的年金制度の改革と

して第３号被保険者の見直しを提起して

います。今後、各産別に対して組織的な

討議が求められることから、政策担当者

会議などを配置しながら、自治労として

の考え方について検討を進める必要があ

ります。 

 

【日本版ＤＢＳの導入・法制化における対応】 

4. 「学校設置者等及び民間教育保育等事

業者による児童対象性暴力等の防止等の

ための措置に関する法律」（日本版ＤＢ

Ｓ法）が成立しました。子どもへの暴力

は断じて許されるものではありません。

しかし、性犯罪歴がある者に加え、性犯

罪歴がない者でも「性加害のおそれ」が

あると認められる場合、事業者に配置転

換等の安全確保措置が義務付けられてい

ます。この措置については、情報開示に

等しい配置転換となり得ること、また労

働者の雇用や「職業選択の自由」などの

権利を侵害する可能性があります。法律

の具体的運用はガイドラインに委ねられ

ることから、必要な労働者保護の観点を

欠かさないよう、引き続き、連合と連携

して対策する必要があります。 

 

【医療提供体制の確保】 

5. 2024年２月に地域医療セミナーを開催

し、アフターコロナの自治体病院経営、

医療現場におけるデジタル技術について

情報共有しました。また、タスク・シフ

ト/シェア、公立病院の再編統合、医療

職場における労基法遵守について各分科

会で学習し、持続可能な医療提供体制の

確立に必要な対応について情報共有しま

した。引き続き医療職場における課題の

解消にむけた取り組みを進めていくこと

が必要です。 

6. 医師の働き方改革を受け、タスク・シ

フト/シェアが現場において適切に進め

られるよう、看護問題対策委員会を中心

にモデル要求書を作成し、県本部・単組

に周知しました。また2023年11月には日

本看護協会と意見交換を行い、医療職場

の労働者全体の賃金・労働環境の改善に

むけて協力していくことを確認しました。

引き続き、関係する諸団体とも連携しな

がら、取り組みを進める必要があります。 

7. 地域医療再編対策本部は「公立病院の

再編統合、経営形態の変更に対するポイ

ント」を作成・発信し、病院の再編統合

に直面したときの対策・対応について周

知しました。この「ポイント」を活用し、

県本部・単組の支援につなげていくこと

が必要です。 
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8. 衛生医療評議会実施の組合員アンケー

ト調査結果について記者発表を行い、医

療労働者の実態と課題を訴えました。調

査内容については国会議員へも説明し、

国会での発言につなげました。引き続き

アンケートを継続し、問題の把握と改善

にむけた取り組みを進めていくことが必

要です。 

9. レベルアップ講座を４回にわたりウェ

ブで開催し、賃金・労働条件、病院の経

営状況把握などについて情報共有・周知

しました。今後も情勢や組合員ニーズに

応じたテーマを設定し実施していく必要

があります。 

 

【地域保健の推進と公衆衛生体制の確立】 

10. 2023年12月に地域保健・精神保健セミ

ナーを開催し、コロナ禍を経験した上で

の保健所・地方衛生研究所の役割と現場

の課題について、情報共有・交換を行い

ました。現場では保健師や研究職などの

人員不足をはじめ、職種間の連携、人材

育成などが問題となっており、新興感染

症に備えた体制強化が求められています。

引き続き、公衆衛生に関わる職場におけ

る課題を整理し、取り組みを進めていく

ことが必要です。 

 

【社会保障分野における労働者の人材確保、

労働条件・環境改善】 

11. 2024年度の診療報酬改定に際し、2023

年10月に要請行動を行い、改定の内容が

公的病院の経営の安定化、人員確保と処

遇改善につながる内容となるよう要請し

ました。 

12. 看護補助者の処遇改善事業と、診療報

酬改定による賃上げについて、積極的に

情報収集と発信を行うとともに、評議会

の賃上げ方針とモデル要求書の作成・配

布、ウェブ学習会の実施に取り組みまし

た。これらの取り組みにより、賃上げ交

渉を実施した単組数は増加したと考えら

れます。引き続き、現場に必要な情報発

信を行うことが求められます。 

13. 報酬改定などで賃上げが措置されたも

のの、医療現場の賃金水準は低位に置か

れたままです。引き続き、医療現場の処

遇改善を求めていくことが必要です。 

 

【介護・障害福祉サービス】 

14. 2023年10月に全国介護・地域福祉集会

を対面形式で開催し、2024年度介護保険

制度改正、介護報酬改定、障害福祉サー

ビス等報酬改定にむけた課題を共有する

とともに、介護・障害福祉サービス労働

者の処遇改善や人員確保にむけ、取り組

み強化を意思統一しました。また、厚生

労働省に対し、介護保険制度の負担と給

付、処遇改善と人員確保などの課題につ

いて要請を行いました。引き続き、次期

制度改正や報酬改定、処遇改善にむけた

議論に現場の課題意識を反映させるよう

連合と連携し省庁対策などに取り組む必

要があります。 

 

【子ども・子育て支援の強化】 

15. 2024年４月より３歳児と４・５歳児の

最低基準の改正が行われました。これは、

この間、現場の実態を集約しながら保育

士配置の最低基準の見直しを訴え、取り

組みを継続してきた成果といえます。今

後は、「当面の間、従前の基準により運
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営することを妨げない」とした経過措置

に明確な期限を求め、公立保育所に率先

して最低基準を順守させる取り組みを強

めていく必要があります。 

16.「子ども・子育て支援法」の改正によ

り2026年度から施行される「乳児等の支

援給付（こども誰でも通園制度）」につ

いて、この間、「人員確保を伴わない制

度実施は保育制度の質の低下を招くこと

から、職員配置改善・人員確保策とセッ

トで行うこと」を中心にこども家庭庁に

対し要請・意見交換を行ってきました。

引き続き、2026年度の施行にむけて、試

行的事業を行っている各自治体の実施状

況から課題を洗い出し、具体的な制度設

計に反映させる取り組みを進めていく必

要があります。 

17. 放課後児童クラブについては、放課後

児童健全育成事業が拡充され、常勤職員

配置の補助基準額が創設されました。今

後は各職場の補助金の活用や、雇用実態

をあきらかにしつつ、引き続き、支援員

の処遇改善と正規職員の配置を求めて取

り組んでいく必要があります。 

 

【児童虐待防止対策および困難な問題を抱

える女性への支援の強化】 

18. 2024年４月から市町村・都道府県の体

制強化を目的とした「児童福祉法等の一

部を改正する法律」が施行されています。

市町村に対しては、こども家庭センター

の設置、地域子育て相談機関の整備など

を求められ、都道府県については、親子

再統合支援事業、社会的養護自立支援拠

点事業などが新設されました。改正法の

施行による新たな施策は多岐にわたって

おり、業務増に見合った人員確保をはじ

めとする処遇改善について、2024年２月

にこども家庭庁に対し、要請行動を行い

ました。今後とも、各自治体の施行による

現場の課題を把握するとともに継続した省

庁対策等を行っていく必要があります。 

 

【貧困の解消と格差の是正にむけた取り組み】 

19. 改正生活困窮者自立支援法および生活

保護法に関わる現場の課題について、

2024年２月の要請行動や「くらしとこど

もの福祉を考える全国集会」の場で、厚

生労働省に対し要求・意見交換するなど、

生活保護制度や生活困窮者自立支援施策

の一層の充実を求めて取り組んできまし

た。また、国会審議では連合と連携し取

り組み、人員確保や処遇改善に関する附

帯決議の採択に結び付けてきました。引

き続き、法施行にむけ人員確保や処遇改

善の取り組みを強める必要があります。 

 

【障害者差別のない社会の実現】 

20. 2024年４月から自治体の法定雇用率が

2.8％（教育委員会は2.7％）に引き上げ

られ、これまで国・自治体に義務付けら

れていた合理的配慮が、民間事業者にも

義務付けられました。この間、2023年10

月には総務省と厚生労働省に対し、障害

者雇用の促進や労働環境の整備、合理的

配慮の確保などについて要請を行い、

2023年12月には自治労障労連総会を開催

し、合理的配慮を中心に現場実態を集約

してきました。引き続き、自治体が民間

事業者に率先して取り組みを進めるよう

運動を進めるとともに、要請行動を中心

に省庁対策を強化する必要があります。
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(６) 持続可能な環境社会の実現と脱原発の推進 
  

【脱原発社会の実現】 

1. 2024年１月１日に発生した能登半島地

震では、北陸電力・志賀原発敷地内外で

施設被害が発生するとともに、３メート

ルの津波が到達するなど多くの影響がみ

られました。地震によって、道路の寸断

が相次ぎ、万が一、地震と原発事故の複

合災害になれば、住民避難や事故対応な

どが難しい状況となり、甚大な被害とな

りかねないとの懸念が広がりました。改

めて、断層が集中する能登半島では、再

稼働より「廃炉」を求める取り組みが必

要です。 

2. 政府は、原発回帰政策を強めているこ

とから、自治労は「９・18ワタシのミラ

イ ～No Nukes ＆ No Fossil～」（従

来のさようなら原発集会にあたる集会）、

「３・20さようなら原発全国集会」に結

集し、再生可能エネルギーを中心とした

政策転換を求めてきました。一方、政府

は原発政策・核燃サイクル推進のため、

高レベル放射性廃棄物の最終処分場や使

用済み燃料の中間貯蔵施設の設置にむけ

て自治体や電力会社への働きかけを強め

ており、さらに警戒が必要です。 

 

【東京電力福島第一原発事故に対する対応】 

3. 東京電力福島第一原子力発電所では、

ＡＬＰＳ処理水の海洋放出が2023年８月

24日から始まり、2024年７月16日には７

回目の放出が行われました。海洋放出は

長期に渡る環境影響評価結果はなく、処

理水の放出が海洋の生態系にどういった

影響を与えるのかは未知数です。また、

処理水には、トリチウムだけでなく60種

を超える核種があることに加えて、中に

は半減期の長いものも含まれることから、

安易な海洋放出は危険です。自治労は、

2024年１～３月に「『ＡＬＰＳ処理水』

の海洋放出を直ちに停止することを求め

る署名」に取り組み、経済産業省に提出

してきました。地元の了解がないままの

ＡＬＰＳ処理水海洋放出を許さない取り

組みを強化していく必要があります。 

4. 東日本大震災の被災地である福島県で

は、2024年５月現在で、県内に5,908人、

県外に20,046人、避難先不明５人の合計

25,959人の方々が、今なお長期の避難生

活を余儀なくされています。原発震災か

ら13年目を迎えた現在でも、避難などに

伴う心労が被害者を苦しめているのが現

状です。帰還困難区域での避難指示解除

が進む中、住宅支援などの補償が打ち切

られ、避難者は避難し続けるか帰還する

かの厳しい選択を迫られています。引き

続き原水禁や平和フォーラムに結集し、

原発事故被害者と連帯して、補償の継続、

生活の確保を求めなくてはなりません。 

 

【環境自治体づくりの取り組み】 

5. 地球温暖化が進む中、日本でも温室効

果ガス排出の「2030年46％削減（2013年

度比）」「2050年カーボンニュートラル」

を目標に、さまざまな取り組みが進めら

れています。連合が提案する「エコライ

フ」については自治労としても全国に継
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続的な協力を呼びかけています。引き続

き、自治体関連施設や職場の省エネや節

電に取り組むとともに、自治体の環境政

策に労働組合の意見を反映させるなど、

より積極的な行動が求められています。 

 

【環境保全・資源循環型廃棄物行政の確立】 

6. 循環型社会形成推進基本法を軸とし、

資源有効利用促進法や廃棄物処理法など

により、循環型社会の構築にむけた取り

組みが進められ、2015年度までは最終処

分量が大幅に減少したものの、2016年度

以降は横ばいとなっており、取り組みを

強化していくことが求められています。

しかし、各種リサイクル制度では、自治

体財政負担の増加や人員不足が大きな課

題であり、中央環境審議会などで意見反

映を行ってきました。さらに「プラス

チックに係る資源循環の促進等に関する

法律」が施行されたものの、多くの自治

体が導入に至っていない実態などを踏ま

え、引き続き、環境省に対し自治体の財

政負担の軽減にむけた財政支援や適切な

人員配置に基づく持続可能な制度構築を

求めていかなくてはなりません。 

7. 廃棄物の安定的な処理にむけ、ごみ処

理施設は重要な役割を果たしていますが、

全国の多くの施設は、ダイオキシン対策

に伴い、一斉に建て替えが実施され、更

新時期が重なっています。一方、環境省

はごみ処理の広域化・集約化を掲げてい

ますが、過度な広域化・集約化は災害時

における安定的な処理に支障をきたすこ

とが能登半島地震で明確になりました。

今後、環境省に対し、ごみ処理施設のあ

り方や円滑な建て替え更新にむけた予算

措置を求めていかなければなりません。 

 

【健全な水循環と食をめぐる課題への取り

組み】 

8. 自治労水週間では、地域アピール行動

として駅頭行動の実施など、各県本部で

ビラ配布行動など地域に開かれた参加型

運動を通じて環境保全をはかる運動を推

進しました。引き続き、健全な水循環の

確立にむけた取り組みが重要です。

 

(７) 憲法を守り平和を確立する運動の推進 
  

【憲法改悪を阻止する取り組み】 

1. 自民党を中心とする改憲勢力が推し進

める「憲法改正」を阻止するため、中

央・地方で平和フォーラムや「戦争をさ

せない1000人委員会」に結集し、国会議

員会館前・国会議事堂前19日行動や平和

フォーラムと立憲フォーラム共催による

院内集会、全国各地での改憲阻止を求め

る集会に参加してきました。また、「憲

法理念の実現をめざす第60回護憲大会」

や「武力で平和はつくれない！ とりも

どそう憲法いかす政治を2024憲法大集会」

に参加し、憲法改悪の危険性、憲法理念

の共有化をはかりました。引き続き、中

央・地方において、広く世論喚起に努め

ながら、改憲阻止のたたかいを追求する

必要があります。 

2. 国会では、改憲勢力が衆・参の憲法審

査会の開催を強行し、とくに衆院・憲法

審では感染症の拡大や災害などの非常時、
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世界情勢などを口実に、緊急事態時の衆

議院の議員任期延長を憲法に盛り込むこ

とを主張しています。 

一方、参院・憲法審では、与野党とも

憲法第54条に定める参議院の「緊急集会」

を重視しており、とくに公明党は同規定

で緊急時の対応は可能であるとして議員

任期の延長は不要との考えを示すなど、

改憲派内部ですら主張が食い違っている

のが現状です。それでも衆院・憲法審の

改憲勢力は、議員任期の延長は国会議員

の権力乱用の恐れがあるとして反対の立

場である立憲民主党の姿勢を批判し、具

体的な条文案の起草作業を迫っており、

憲法を改正すること自体が目的化してい

ると指摘せざるを得ません。 

  自治労は、平和フォーラムに結集し、

連携できる国会議員への対策や国会傍聴

行動を行いながら、議論を注視してきま

した。引き続き、議論も不十分で合意形

成もなきまま強行に推し進められること

がないよう、改憲阻止の取り組みを強化

していかなければなりません。 

 

【平和をつくる取り組み】 

3. ４月10日に行われた岸田首相とバイデ

ン大統領との日米首脳会談では、日本を

米国のグローバル・パートナーと位置付

け、米国と自衛隊の「指揮統制」やＧＤ

Ｐ２％への軍事費拡大、武器技術開発の

協力など、2022年12月に閣議決定された

「安保関連３文書」で示されている方針

を具体化させ、日米軍事態勢をより緊密

化することが強調されています。また日

本は、米英豪の軍事同盟＝ＡＵＫＵＳ

（オーカス）やＮＡＴＯ（北大西洋条約

機構）など多国間軍事同盟に同調する動

きを強めていますが、これらは東アジア

の安全保障環境を悪化させ、軍拡競争や

偶発的な衝突の危険性を増大させる危険

をはらんでいます。引き続き、平和

フォーラムに結集して、日中関係改善と

東アジアの平和にむけた取り組みを続け

なくてはなりません。 

4. 沖縄の辺野古新基地建設をめぐっては、

国の代執行により、軟弱地盤の埋め立て

工事が進められています。代執行裁判は

最高裁に沖縄県が上訴していましたが、

最高裁は不受理として、福岡高裁判決が

確定しました。国は代執行以外の解決の

努力を行っていないにもかかわらず国が

地方自治体に対して強権的関与ができる

ことを事実上認めたもので、対等・平等

である国と地方自治体の関係を壊す不当

な司法判断と言わざるを得ません。自治

労は平和フォーラムが呼びかける団体署

名「辺野古代執行訴訟での公正・中立な

立場で実質審理を求める要請書」の取り

組みに協力し、最高裁に全体で2,633筆

を提出し、抗議の意思を示しました。引

き続き辺野古新基地建設阻止にむけ、平

和フォーラムなどと連携して取り組む必

要があります。 

 

【非人道的兵器廃絶の取り組み】 

5. この間、アメリカにおいて、政府高官

が広島や長崎での原爆投下を改めて肯定

したり、連邦議会議員が広島・長崎での

原爆投下を引き合いにパレスチナ・ガザ

地区での核兵器使用を主張したりと、極

めて問題な発言が続く中、岸田首相や上

川外相をはじめとする日本政府は、明確
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に抗議の意思を示していません。岸田首

相は、ことあるごとに被爆地広島の選出

議員であることをアピールしながらも、

戦争被爆国の政府首脳として果たすべき

役割、すなわち核抑止論に立ちむかい、

核兵器廃絶にむけた具体的な行動をとっ

ているとはいえません。引き続き、日本

政府に対し「核兵器禁止条約」への署

名・批准と、被爆国として核兵器廃絶に

むけた積極的な役割を果たすよう求めて

いく必要があります。 

6. 全国被爆二世団体連絡協議会総会が２

月に広島で開催され、被爆二世を取り巻

く状況を共有しました。総会終了後には、

自治労原爆被害者連絡協議会の幹事会を

開催し、原爆症認定問題や「被爆体験者」

問題、被爆二世・三世問題など被爆者援

護の拡充、被爆者の高齢化に伴う被爆体

験の継承問題、放射線影響研究所の整

備・拡充の課題などの取り組みを確認し

ました。原水禁、全国被爆二世協と連携

して、被爆二世に対する援護法の適用実

現にむけた取り組みが求められています。

 

(８) 人権を守り共生社会を実現する取り組み 
  

【人権基準を確立する取り組み】 

1. すべての差別の撤廃にむけた包括的な

法規制を求めて、連合や部落解放同盟・

反差別運動団体などとともに、人権侵害

救済法の制定を求めてきましたが、いま

だ制定されていない状況です。５月23日

に開催された「部落解放・人権政策確立

要求第１次中央集会」では、国内人権委

員会の設置を含む人権侵害救済制度を早

急に確立する取り組みを確認しました。

引き続き、人権侵害救済法の制定の取り

組みを継続するとともに、人権を確立す

る取り組みを強化する必要があります。 

2. ６月14日、「技能実習」に代わる「育

成就労」創設などを盛り込んだ改正入管

難民法が成立しました。改正法では、永

住資格を持つ外国人が税金や社会保険料

を故意に滞納した場合に永住許可を取り

消す内容が含まれています。こうした規

定は、外国人住民の生活基盤自体を奪う

もので、外国人住民の尊厳を軽視し、不

安定に陥れるものであり断じて容認でき

ません。また新たに設けられた「育成就

労制度」は、労働者の権利は依然として

制約されたままで国際的な人権基準から

は著しく逸脱しています。日本で社会の

一員として生活していこうと決めた外国

人が安定、安心してくらせるよう「永住

者」資格の取り消しの導入の撤廃と、基

本的な権利と労使対等の原則に基づいた

人権保障がされた制度の創設により、多

文化共生社会を実現する必要があります。 

 

【部落解放・差別撤廃の取り組み】 

3. ５月24日に開催された「狭山事件の再

審を求める市民集会」に結集し、部落差

別解消推進法の具体化や狭山事件の再審

実現のための決意を確認しました。とく

に、「袴田事件」で死刑が確定した袴田

巌さんの再審（やり直し裁判）が５月22

日に行われるなど、狭山事件に対する再

審の機運も高まっています。引き続き、



 

－ 132 － 

部落解放中央共闘や連合とともに、狭山

事件の真相を広く訴える活動を進め、狭

山事件の再審の実現と、部落差別解消に

むけて各地域・職場で取り組みを強める

必要があります。 

 

(９) 政策実現にむけた政治活動の推進 
  

【政治活動に関する自治労の基本的立場】 

1. 政権交代をめざし、改めて「中道・リ

ベラル」勢力の結集と拡大にむけ、自治

労として一層の努力が求められています。 

2. 新自由主義、新保守主義的な政策を進

める勢力が国会の多数派を占めている限

り、自治労のめざす社会や政策の実現は

極めて厳しい状況にあります。そのため

立憲民主党をはじめとしたリベラル勢力

に加え、公共サービスの再構築、サービ

ス従事者の処遇改善、社会的公正の確立

を重視する政党・政治家との連携・協力

が引き続き必要です。 

 

【政策実現にむけた政治活動の強化】 

3. 「全日本分権自治フォーラム」につい

ては、国会議員を中心とする政策研究会

（座長：片山善博大正大学教授）に、自

治労としても積極的に参加してきました。

2024年３月に開催された研究会では、第

33次地方制度調査会より出された答申に

基づく、地方自治法改正案や能登半島地

震からの復旧・復興に関わる自治体のと

るべき対応など、「地方自治のあるべき

姿」について議論が行われました。現在

の会員は、立憲民主党・国民民主党・社

会民主党を中心に、衆議院議員79人・参

議院議員40人（2024年６月現在）となっ

ています。引き続き、参加議員の拡大に

協力するとともに、研究会での議論参加

を通じて、幅広い議員との連携を強化す

ることが重要です。 

4. 公営競技政策議員懇談会や消防政策議

員懇談会、地方自治における公共交通の

あり方を考える議員懇談会などを通じて、

個別課題の解消にむけて取り組みを進め

てきました。自治労の政策を実現するた

めには、幅広い議員から理解を得る必要

があることから、引き続き懇談会参加国

会議員の拡大と、各種議員懇談会の開催

が求められます。 

 

【自治労協力国会議員との連携】 

5. 臨時国会や通常国会の開催時に、自治

労協力国会議員団会議を開催して、国会

対応について議員との意思一致をはかり

ました。また、総務委員会・内閣委員会

や厚生労働委員会等に所属する組織内議

員とは個別に、各種法案対策や委員会質

問などについて連携をはかりました。引

き続き、組織内議員や政策協力議員に加

え、総務・内閣・厚生労働委員会を中心

に、協力政党の国会議員との連携を広げ

ていくことが重要です。 

6. とくに、この間の国会では、組織内議

員や政策協力議員をはじめ、協力政党の

国会議員に対し、関係評議会と連携し自

治体現場等の実態について、時機を逸す

ることなく説明し、課題の克服に取り組

みました。今後も継続して、現場の実態
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と課題を国政に伝えていくことが必要で

す。 

 

【政治活動に対する認識の共有化と担い手

の育成・確保】 

7. 2019年、2022年の参議院選挙に関する

組合員アンケート調査では、若年層を中

心に組合による政治活動に否定的な意識

を持つ組合員が増え続けていることが明

らかとなっています。この実態を放置せ

ず、労働組合の必要性や政治活動の意義

等の共有化に取り組む必要があります。

とりわけ、組織内議員の必要性や選挙闘

争の重要性について、本部・県本部・単

組が連携し対策する必要があります。 

8. 政治活動については、県本部間で取り

組みに格差があることから、各級選挙闘

争を強化するため、県本部担当者会議な

どを通じて、取り組みの底上げが求めら

れます。 

 

【地域における政治活動と自治体議員連合

の取り組み】 

9. 自治体議員連合では、協力議員の研修

と交流の場として、全国学習会を開催し

てきました。2023年８月には函館で総会

とあわせて開催し、2024年５月には岸ま

きこ参議院議員からの国政報告や自治労

の各種課題について講演を受け議論を深

めました。今後も、国政における制度政

策の課題と地方自治の現場における課題

について、情報提供に努めることが必要

です。 

10. 2023年４月に統一自治体選挙があり、

自治体議員連合の会員数は若干減少し、

442人（2024年５月現在）となっていま

す。「１自治体１協力議員」をめざし、

自治体職員が置かれた立場や、自治労の

自治体政策を理解し連携できる首長・議

員を確保・拡大するため、各級選挙闘争

を強化する必要があります。 

11. 自治体議員連合をはじめ、各議員との

日常的な対話を進めることで議会対策を

強化し、政策実現をはかることが必要で

す。 

 

【国政選挙への対応】 

12. 2023年末から自民党派閥の政治資金

パーティー裏金事件等により、岸田政権

や自民党の支持率が下落する中で、2024

年４月に行われた３つの衆院補欠選挙で

は、立憲民主党の候補者が議席を獲得す

る結果となりました。この結果を次期衆

院選や参院選につなげなければなりませ

ん。現時点で憲法審査会の状況を見ると、

憲法改正が具体化する可能性などもある

ことから、引き続き立憲民主党をはじめ

とした「中道・リベラル」勢力の結集と

拡大を引き続き求めていくことが必要で

す。 

 

【政治課題全体に対する取り組み】 

13. 県本部政治担当者会議などを通じて、

先進的な県本部・単組の取り組みを共有

するとともに、「政治活動の手引き」な

どの活用によって、政治活動の必要性、

選挙制度やコンプライアンスについての

理解を深める必要があります。  
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(10) 国際連帯の強化と国際労働運動の推進 
  

【ＰＳＩなどに結集した国際労働運動の推進】 

1. 2023年10月にスイス・ジュネーブで開

催された第31回ＰＳＩ世界大会に自治労

から18人（女性11人、ユース２人）が参

加し、2023年－2028年の行動プログラム、

規約の改正、加盟組織および執行委員会

提出決議案について議論に参加しました。

また「ＰＳＩにおけるＬＧＢＴ＋労働者

の代表性」「世界の家事労働者との連帯」

「ミャンマーで続く労働者の闘いを支援

する」について決議案を提出しました。

採択された行動プログラムに対して東ア

ジア小地域、アジア太平洋地域における

優先課題を定め、取り組みを進めていく

ことが必要です。 

2. 2023年11月にウェブで開催された第

164回ＰＳＩ世界執行委員会、2024年５

月にウェブで開催された第25回ＰＳＩ運

営委員会および同年６月にスイス・ジュ

ネーブで開催された第165回ＰＳＩ世界

執行委員会では、主に事務局体制、加盟

費の検討、ＰＳＩが寄付等を受けるド

ナー（団体）等について議論が行われま

した。ＰＳＩの厳しい財政の下で、世界

大会で採択された行動プログラムを実行

していくために必要な人員の確保とス

タッフの能力向上、また、世界的なイン

フレによる物価上昇を踏まえた加盟費の

引き上げについての議論は先送りできな

い状況にあります。ＰＳＩ－ＪＣ加盟産

別、他国の意見も踏まえて慎重に判断を

行う必要があります。 

3. １月にウェブで開催されたＰＳＩアジ

ア太平洋地域における長期介護ネット

ワーク会議に参加し、介護制度のキャン

ペーンやディーセントワークのための取

り組みについて議論を行いました。 

4. ４月に台湾・台北で開催されたＰＳＩ

東アジア小地域諮問委員会では、世界大

会で決定された行動プログラムに対する

東アジア小地域における優先課題が議論

されました。会議後に提出したＰＳＩ－

ＪＣとしての優先課題を踏まえ、アジア

太平洋地域における行動計画の策定にむ

けて検討を進めます。 

5. ＰＳＩ－ＪＣユースネットワークが作

成したワークライフバランスアンケート

調査を活用して、世界大会に参加した各

国の労働者のワークライフバランスにつ

いての意識調査を実施しました。集約結

果も活用しながら、ユース世代のワーク

ライフバランスの確保にむけた意識啓発

に努めます。 

6. 2023年12月にＰＳＩ－ＪＣユースネッ

トワークセミナーにユースを中心に参加

しました。世界大会に参加したユースの

仲間から世界大会の報告を受けるととも

に、報告を受けて取り組むべき課題を参

加者で議論しました。また、ユース世代

のワークライフバランスについて、参加

者間で自組織の実態について共有をはか

りました。今後は、学習、共有した内容

を組織、職場での取り組みにつなげるこ

とが求められます。 

7. ３月に実施した３・８国際女性デーの

取り組みでは、ＰＳＩ－ＪＣに結集し、
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固定的な性別役割分業意識の払拭と意識

の改革と理解の促進や、ＬＧＢＴ＋を含

めたジェンダー平等の推進などについて、

政府、政党や国会議員への要請を行いま

した。労働組合が中心となって職場の課

題を明らかにし、ジェンダー平等社会の

実現にむけた制度や政策につなげていく

ことが重要です。 

8. ３月22日国連「世界水の日」の取り組

みではＰＳＩ－ＪＣの一員として、２月

にポスターと水の重要性を広く周知する

リーフレットを作成し、水行政に関わる

省庁や国会議員、連合など関係団体への

啓発活動を行いました。引き続き、水の

公共性を基盤に、持続可能な水道・下水

道の確立が重要です。 

9. 都市交評および全国一般評も参画して

いる交運労協は、2023年９月にモロッコ

で発生した地震に対して、モロッコ・マ

ラケシュの交通運輸労組の加盟する事務

所の建て替え・改修への支援のため「国

際連帯救援カンパ」から、ＩＴＦに対し

て５万円を寄付しました。 

 

【労働組合権確立とディーセントワーク実

現にむけて】 

10. 消防職員の団結権をはじめとした公務

員労働基本権について、2023年10月に開

催された連合主催によるシンポジウムに

参加しました。2020年に消防職員に対し

て団結権が付与された韓国の公務員組合、

全消協のパネリストが登壇し新型コロナ

ウイルス感染症における消防職員による

救急業務の実態について議論を行いまし

た。 

11. 公務員の労働基本権の回復および消防

職員や刑事施設職員への団結権付与につ

いて、６月に開催された第112回ＩＬＯ

総会の基準適用委員会において、2018年

以来６年ぶりに日本の公務員の労働基本

権問題が個別審査に付されました。連合

代表団の一員として石上委員長が参加し、

当事国の労働者代表としてスピーチを行

い、日本政府が2018年の議長集約に対し

て真摯に向き合っていないことを指摘し

ました。基準適用委員会の議長集約（結

論）において、改めて日本政府に対し

2024年９月１日までに専門家委員会に対

して報告書を提出することが要請された

ことから、引き続き、政府に対して真摯

な議論と実効性のある対応を求めていき

ます。 

 

【国際協力・支援活動の強化】 

12. 国際連帯救援カンパは、2023年度は 

 44,224,527円を集約しました。自治労が

設立したＮＧＯエファジャパンをはじめ、

各種国際協力団体などへの活動支援の資

金源として、引き続きその意義を組合員

に訴えると同時に、具体的な活動への参

加を促す機会の提供に取り組みます。 

13. エファジャパンを通じたラオスおよび

カンボジアの支援事業は、２地連・４県

本部で展開されています。組合員個人、

県本部・単組がより参画できる国際貢献

活動が求められています。2024年がエ

ファジャパン設立20周年であることも踏

まえ、改めて、組合員をはじめとした市

民に対して幅広くエファジャパンの理念

を理解・支持いただけるようサポートし

ます。 

14. 人権や平和、移住労働、地球環境保全
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などに取り組む国際ＮＧＯのアムネス

ティ・インターナショナル日本とともに、

労働組合アクションリーフ『脱炭素社会

の裏にある大きな犠牲～コバルト採掘に

よる強制立ち退き～』を作成し、啓発活

動を行いました。 

  また、日比国際児とその母親を支える

ＮＧＯ団体（ＤＡＷＮ）を通じ、フィリ

ピンにおける女性の移住労働者に対する

虐待や搾取、人身売買に対応するための

取り組みを支援しました。 

15. ミャンマー国軍による市民弾圧により

避難を余儀なくされている人々への緊急

人道支援として、「ＮＰＯ法人メータ

オ・クリニック支援の会」を通じて100

万円を寄付しました。また、超党派の国

会議員が開催した「ミャンマーに民主体

制と平和を取り戻し、真の連邦制樹立を

目指す院内集会」に参加し、３年間にわ

たって国民が不服従運動という形で粘り

強く抵抗を行っていること等の報告を受

けてきました。軍事政権による弾圧が長

期化し民政移管にむけ見通しが立たない

中、支援の継続と取り組みの強化が必要

です。 

16. 軍事政権下のミャンマーからタイの国

境地帯に避難した難民の子どもたちの教

育の場としてつくられた「パラミ・ラー

ニング・センター」は、2021年２月の

クーデター以降、弾圧から逃れてきた避

難民の支援を行っています。自治労は日

教組との協力の下、子どもたちの教育の

場を保障するとともに、避難民への人道

支援としてパラミ・ラーニング・セン

ターへの支援を継続します。 

17. ロシア軍によるウクライナ侵攻により、

ウクライナ国内外に避難を余儀なくされ

ている人々に対し、日本チェルノブイリ

連帯基金（ＪＣＦ）を通じて、ウクライ

ナ西部のウジホロド、ポーランドのクラ

クフ、ブルガリアのヴァルナに避難して

いる母子達への食糧品・生活用品・学用

品を配布し、心のリラックスのためのイ

ベント等の支援事業に寄付を行いました。

長引く侵攻により移り行くニーズに対応

できるよう、被災している人々に届く支

援を継続していくことが重要です。 

18. アフリカで最も長く最悪の内戦があっ

たスーダンでは、政情不安の中、いまだ

に多くの人々が国内外での避難生活を強

いられています。南スーダンとの国境沿

いにくらす紛争で被災した子どもたちに

対する教育機会の拡大、補習校の運営、

教育研修、障害をもった子どもへのケア

等が得られるよう、日本国際ボランティ

アセンター（ＪＶＣ）を通じて支援しま

した。民族や宗教によらず、子どもたち

が権利を保障され、人間らしく生きるこ

とができるよう、継続して取り組んでい

くことが重要です。 

19. 世界と日本国内の人権問題（アムネス

ティ・インターナショナル日本）、ガザ

地区における女性の生計支援（パルシッ

ク）、フィリピンの路上でくらす若者の

自立支援プロジェクト（ＡＣＣ21）、

ミャンマーの農業再建と農村振興プロ

ジェクト（アジア社会文化交流セン

ター）、ベトナム戦争枯葉剤爆弾被害者

の困窮家庭支援（日本ベトナム平和友好

連絡会議）など、連合愛のカンパを通じ

た支援を行いました。  
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【自治労の国際活動の共有化】 

20. 2023年９月に韓国ＰＳＩ－ＫＣの要請

に基づき、ソウル特別市の組合員の訪日

研修を受け入れました。労使関係および

労働条件などに関する意見交換を行うと

ともに、職場環境や職員の福利厚生施設

などの見学を行いました。公務員の労働

基本権、とくに消防職員の団結権に関

わって、引き続き韓国公務員労組と情報

共有を行いながら、関係の維持をはかっ

ていきます。 

21. 定期交流を行っているシンガポール公

務員労働組合（ＡＵＰＥ）の代表団を３

月に受け入れました。両国にとって喫緊

の課題である高齢化社会における介護人

材不足とそれに対する政府の施策、労働

組合の取り組みについて意見交換を行い

ました。また、両国の温暖化対策につい

ても課題の共有化を行い、労働組合の観

点から「公正な移行」の重要性について

も認識を深めました。ＰＳＩアジア太平

洋地域の有力加盟組合として、引き続き

関係の維持をはかっていきます。

 

(11) ジェンダー平等社会実現の取り組み 
  

【職場におけるジェンダー平等の推進】 

1. ジェンダー平等社会の実現にむけ、あ

らゆる機会に要求・交渉を行う通年闘争

としてジェンダー平等推進を位置付けな

がら、６月を「ジェンダー平等推進集中

月間」に設定し、各種要請行動、組合学

習会の開催などに取り組んできました。

本部は、総務省、内閣府、厚生労働省、

全国知事会、市長会、町村会に要請書を

提出し、①男性職員の育児休暇等の取得

にむけた環境整備、②不妊治療休暇を取

得しやすい環境整備や制度推進の支援、

③あらゆるハラスメント防止の施策推進、

④ＬＧＢＴＱ＋当事者がくらしやすく、

働きやすい社会の実現などの重点項目に

ついて要請しました。 

2. 単組・県本部については、春闘期の職

場の声に基づいた要求行動をスタートに、

ジェンダー平等の課題解決にむけ17県本

部で学習会・セミナーを開催し、男性の

育休取得推進やＬＧＢＴＱ＋の課題など

をテーマに設定して行いました。今後も

通年闘争として取り組みを進めることが

重要です。 

3. 職場におけるジェンダー平等の課題は、

引き続き山積しています。地方公務員管

理職（本庁課長相当職以上）の男女の割

合には、いまだに大きな差があります。

「男性は仕事、女性は家事・育児・介護」

といったアンコンシャスバイアス、固定

的な性的役割分担や長時間労働を前提に

した日本型労働慣行の見直しが必要で、

すべての人が働きやすい職場となるよう

ワークライフバランスの実現が求められ

ます。 

4. 2024年５月公表の厚生労働省「職場の

ハラスメントに関する実態調査」で、職

場におけるさまざまなハラスメントが引

き続き大きな課題であることが報告され

ています。ハラスメントが原因で仕事や

人間関係がうまくいかず心身に不調が生

じ、結果として休職や退職に至ることも
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あり、公共サービスの職場においてもセ

クハラ、マタハラをはじめとするすべて

のハラスメントの一掃に取り組むことが

重要です。 

5. すべての人が子育てや介護などを担い、

参加することが当たり前となるよう

「Let's challenge 地方公務員のための

両立支援ガイドブック」を改訂し、

「Let's join 地方公務員のための両立

支援ガイドブック」を製作しました。仕

事と家庭の両立支援のためのさらなる取

り組みが求められます。 

 

【ジェンダー平等による自治労運動の推進】 

6. 「2024年度自治労ジェンダー平等推進

県本部代表者会議」を2024年３月６日に

開催し、自治労が取り組むジェンダー平

等の課題を議論するとともに、2024ジェ

ンダー平等推進闘争の具体的取り組みに

ついて確認しました。また、ＬＧＢＴ法

連合会事務局長の神谷悠一さんによるＬ

ＧＢＴＱ＋/ＳＯＧＩに関する研修を行

い、ＬＧＢＴＱ＋に関わる現在の課題解

決のための留意点を学びました。その内

容を６月の「ジェンダー平等推進集中月

間」で活用すべく動画編集の上、アーカ

イブ配信を行いました。 

7. 第97回定期大会で確認された「自治労

ジェンダー平等推進計画」では、達成す

べき目標として機関会議や執行部体制な

ど組合運動への女性参画30％の数値目標

を掲げています。これに基づき2024年５

月に開催した自治労第166回中央委員会

での女性中央委員の参加要請率を変更し

ましたが参加率は25.5％であり、いまだ

目標達成には至っていません。今後も運

動に多くの女性が参画し、活性化をは

かっていくため自治労の各組織において

引き続き取り組みを推進することが求め

られます。 

8. ＬＧＢＴＱ＋に関する取り組みも労働

組合や社会の大きな課題となっています。

ＬＧＢＴＱ＋当事者団体による助言を受

けながら、自治労における課題解決にむ

け「自治労ＳＯＧＩ（性的指向・性自認）

に関する対応指針」を策定しました。Ｌ

ＧＢＴＱ＋当事者の人権を守り、ハラス

メントなどの課題解決への取り組みの強

化が必要です。 

9. ジェンダー平等はすべての人が向き合

うべきテーマであり、多くの人が参画し

やすいよう組合活動のさまざまな場面に

おいてジェンダー平等を意識して取り組

むことが重要です。

 

(12) 運動の強化と持続可能な組織づくり 

 

① 組織強化・拡大にむけた取り組み 

  

【組織強化・拡大のための体制づくり】 

1. 第97回定期大会で確認された第６次組

織強化・拡大のための推進計画（以下：

第６次組強計画）において中心的課題と

した「単組の強化・底上げと組織率の向

上」にむけ、単組と県本部、県本部と本

部の連携強化策の拡充をはかってきまし

た。 
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  本部は、県本部ごとの担当中執配置を

改編し、個別の担当業務を超えて県本部

との日常的な関係構築をめざすとともに、

組織的課題を抱える県本部に関しては役

職員の複数配置による支援強化を行って

きました。しかし、具体的支援や役職員

間での課題の共有・意思統一については、

十分なものとはなっていません。した

がって、担当制の運用について再検討す

る必要があります。 

2. 組強委員会においては、①第６次組強

計画の実効性の確保のための進捗管理と

後期にむけた課題の整理、②運動と本

部・県本部の機能・体制のあり方と産別

財政確立のための方向性について、長

計・財政両部会も含めて議論をしてきま

した。 

  各委員からの報告によれば、「単組活

動 底上げシート」については、活用が

徐々に広まりつつあります。同時に、県

本部組織集会等でのグループワークの素

材として、あるいは、県本部が実情にあ

わせて独自にカスタマイズし、単組の課

題・取り組み目標の明確化、県本部によ

る単組状況の把握・サポートなどに活用

している事例もあります。こうした事例

について共有をはかり、第６次組強計画

の推進を組織全体として取り組んでいか

なければなりません。 

3. 運動・体制と組合費水準に関する議論

は、本部・組強委員会ともに統一した方

向性は示せていません。そのため、組強

委員会での議論と並行し、本部としての

考え方を明確化するため、具体的な改革

実施案の検討を開始したところです。第

６次組強計画のスケジュール上、2025年

定期大会において組織討議案を示すこと

としていることから、議論を加速してい

く必要があります。 

4. ①各県本部における単組との連携強化

策など、組強計画の進捗、②新規採用者

や高年齢層職員の組合加入の現状と取り

組み、③競合を抱える単組の実態と対策、

④単組・組合員の脱退対策、などに関す

る課題や具体的好事例の共有をはかるた

め、県本部組織担当者会議を３ブロック

に分けて開催しました。 

  また、会議の１ヵ月前には、全県本部

に対する個別ヒアリングをウェブで実施

し、各取り組み状況を把握しました。 

  脱退防止・未加入者対策の強化を含め、

各県状況や抱える課題は相違点も少なく

ないことから、今後は、全国レベルでの

会議だけではなく、少人数での双方向協

議も重視し、取り組みの深化をめざして

いく必要があります。 

5. 県本部に対して提出を求めていた「組

織拡大行動計画・総括」（年１回）およ

び「組織拡大チーム報告」（３ヵ月に１

度）については、県本部の負担を軽減し

つつ第６次組強計画に沿ったものとする

ため、「強化・拡大のための行動計画」

に見直しました。 

  各県本部における組織強化・拡大体制

については、前組強計画に基づき、「組

織拡大行動委員会」「行動チーム」など

を設置し、対応してきています。しかし、

委員会としての動きは、全般的に活発と

はいえない状況にあります。また、単組

オルグの頻度・内容や単組課題の把握に

ついては、県本部の役職員人数に限りが

ある中で、対応に苦慮している県本部も
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少なくありません。 

  そのため、改めて位置付けや取り組み

内容の明確化・具体化をはかっていくこ

ととあわせ、これまでの取り組みに新た

な工夫を加えながら、重点単組の指定や

共済県支部との連携などを模索していく

ことが求められています。 

6. この間、解散・脱退する組合数が新規

加盟の組合数を上回っており、結果とし

て自治労組合員数の減少に歯止めをかけ

ることができていません。単組活動の強

化や底上げをはかるべく、第６次組強計

画を自治労全体で確実に実践していくこ

とが重要です。 

7. 県本部に配置されている組織拡大専門

員については、2024年４月からの定年引

き上げを踏まえ、60歳以上の再雇用組織

拡大専門員の名称をエキスパート組織拡

大専門員へと変更しました。現在45県本

部１社保労連に50人（加配２人、エキス

パート７人含）配置されています。 

  本部は新任組織拡大専門員に対する研

修を実施するとともに、育成と経験交流

を目的とする産別オルグ団会議を実施し、

スキルの向上をはかってきました。県本

部は、組織拡大専門員を配置する趣旨や

意義を改めて確認し、組織強化・拡大に

むけて組織拡大専門員の力を十分に活用

していくことが必要です。 

8. 新規採用者などの組織強化・拡大につ

いて、関係評議会・横断組織と組織拡大

担当者が情報共有・連携し、具体的な取

り組みを推進することを目的に組織拡大

行動委員会を設置して３回開催しました。 

  改めて、関係評議会・横断組織職場で

の新規採用者と非正規労働者の組織化の

前進にむけて運動を展開していくことが

必要です。 

 

【次代の担い手育成と教育体制の強化】 

9. 県本部・単組役職員の研修の場として、

2024年７月、第55期中央労働学校を開催

しました。労働学校では参加型のワーク

ショップにより労働組合の意義、役割や

組合運営のあり方等について議論をする

中で、社会的課題や組合運動の現状分析、

解決にむけた手法を探索するなど課題解

決のため自ら考え、受講した仲間との意

見交換が進むよう意識しています。全国

の仲間たちとの交流や学びを通じて、県

本部・単組の人材育成や地域を越えた

ネットワークの形成、運動の活性化に結

び付くよう、教育機能の強化に取り組む

ことが必要です。 

10. 各県における運動の担い手育成につい

て、県本部労働学校を中心とした教育研

修の役割が重要となります。本部に対し

ては引き続き講師紹介の要望が多くあり、

県本部等からの講演や学習会の依頼に対

応すべく、産別ネット・じちろうネット

内の教育研修ポータルに掲載している自

治労本部や外部の講師リストのさらなる

充実が求められます。また、同ポータル

内にある教材ビデオの更新や具体的な内

容紹介を加えるなど、より活用しやすい

サイトの整備を進めています。県本部の

教育研修活動の強化にむけ、引き続き研

修内容や運営方法に関する情報提供や相

談を行うなどの支援が求められます。 

11. 「人材育成プログラム」の策定は、第

５次組強計画から引き続く課題です。こ

の間、新採の組合加入等個別課題に沿っ
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て単組役員むけ学習ツールの作成などに

は取り組んできましたが、産別としての

教育研修制度の見直しには至っていませ

ん。県本部役職員や単組役員だけではな

く、本部役職員のスキルアップも含め、

産別機能の強化にむけた議論が求められ

ています。 

 

【新規採用職員の組合加入】 

12. 新規採用職員の組合加入は、組合員利

益の最大化をはかるために欠かすことの

できない課題であることから、第６次組

強計画における単組のステップおよび

「底上げシート」項目に設定しました。

同時に、組織担当者会議等においては、

プレゼンテーション素材の提供や県本

部・単組における取り組み事例の共有を

はかってきました。 

13. しかし、新採加入率調査においては、

2021年60.8％、2022年60.2％、2023年

57.2％と下降傾向にあり、2024年６月１

日時点でも57.8％（速報値/未報告県本

部含む）と歯止めがかけられていません。

また、２年に１度実施している組織基本

調査（基準日６月30日）でも、2017年

65.9％、2019年62.5％だったのに対し、

2021年には58.8％と６割を切り、2023年

では55.3％とさらに低下しました。とく

に大規模単組での加入実績が厳しい状況

が続いています。 

14. 加入率の低下は、運動の維持・発展に

関わる自治労全体の課題であることを、

単組・県本部とともに共有しながら、単

組実情に寄り添った支援のあり方や組合

説明会とその後の個別対応、企画段階か

らの若手組合員の参画など、新たな工夫

をしていくことが求められています。 

15. あわせて、安心して働き続けるための

セーフティネットとして、組合加入と同

時の団体生命共済加入を引き続き追求し

ていくことが必要です。 

 

【高年齢層職員の組合加入】 

16. 再任用職員を含めた高年齢層職員の組

合加入については、役職定年の初年度に

あたる2024年４月までの取り組みが、以

降の組織化に大きな影響を与えることを

踏まえ、組織的重要課題と位置付けてき

ました。 

17. 2024年６月１日時点での加入率調査に

よると、県本部の明確な取り組み方針の

徹底と単組の地道な取り組みによって対

象者の大多数加入を果たした県がある一

方で、単組が高年齢層職員の組合加入に

消極的、あるいは県本部が状況を把握し

切れていないなど、課題を残すこととな

りました。 

  また、自治労共済の利用状況が加入率

に大きな差を生じさせていることも明ら

かになっています。 

18. 定年引き上げの制度完成時には、高年

齢層職員が一定の割合を占めることにな

ります。そのため、本部は、引き続き好

事例の収集や対応マニュアルの作成など

を進め、取り組みの推進をはかっていく

ことが必要です。 

 

【会計年度任用職員の組織化】 

19. 「会計年度任用職員の処遇改善にむけ

た法改正を求める諸行動」の最終ステー

ジの取り組みを通して、本部は仲間づく

り実践セミナーや県本部組織強化・担当
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者会議、産別オルグ団会議などで取り組

みの強化を提起するとともに、地連・県

本部等の学習会などに講師を派遣してき

ました。また会計年度任用職員制度の学

習や交渉・協議のための資料等として

「会計年度任用職員の手引き」を発刊し

ました。 

20. 第16回自治労組織基本調査（2023.6.30

実施）によると、自治体単組のうち会計

年度任用職員を組織しているのは422単

組・全体の28.2％で、組合員数ベースで

は15,924人・組織率2.8％にとどまって

います。賃金・労働条件の低い職員が職

場に多数いることは、常勤職員の賃金・

労働条件の下方圧力となります。会計年

度任用職員を含む臨時・非常勤等職員を

組織化し、賃金・労働条件を改善してい

くことが自治労の社会的使命であること

からも、すべての単組で組織化に取り組

むことが必要です。 

21. 本部は、会計年度任用職員の組織化に

ついての全県ヒアリングを実施しました。

その中では、「会計年度任用職員を組織

化している自治体ほど４月遡及や勤勉手

当の支給を勝ち取れている」と当事者の

運動への参画が労働条件の改善につな

がったと報告された一方で、自立的な運

営に苦慮しているケース、キーパーソン

が退職し失速したケースなど組合の維持

存続に関わる意見もありました。各県本

部の実態や、規模・地域性に応じて、引

き続き組織化にむけて県本部支援をして

いくことが必要です。 

 

【非正規労働者の組織化】 

22. 公共民間単組をはじめとする労組法適

用単組においても非正規労働者の組織化

にむけて、仲間づくり実践セミナーなど

を通じて、取り組みの必要性を共有して

きましたが、組織化は進みませんでした。

本部が作成した「仲間づくりハンドブッ

ク」を活用しながら、未加入者への声か

けや組合説明会の開催など、引き続き、

非正規労働者の組織化に取り組む必要が

あります。 

 

【組織競合対策の強化】 

23. 第16回自治労組織基本調査によると、

競合単組は40県本部196単組あることが

明らかとなりました。 

  本部が１月の新採対策会議にあわせ

ウェブ開催した競合単組対策意見交換交

流会には20県本部39人が参加しました。

交流会では、本部提起に加え、ＪＡＭ

（ものづくり産業労働組合）から事例報

告を交えた講演を受けた後、旧全官公自

治労連と全労連（自治労連・医労連）の

それぞれと組織競合している単組を対象

にした２つの分科会において、討論を展

開し、旧全官公自治労連の分科会では、

熊本県本部・八代市職労から「現状と今

後の課題」をテーマに講演を受けました。

なお、八代市職労では、2023年度には15

人が旧全官公自治労連から自治労に加入

しました。 

  交流会の参加者からは、「参考になっ

た」という意見がある一方、対面での開

催や現場で実践につながるような提起の

希望などの意見もありました。 

  競合単組対策は、数多くを占める未加

入者をいかに組合に加入させるかが大変

重要であり、そのためには単組活動の活
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性化とその活動をきちんと伝えることが

必要です。引き続き情報共有とともに、

実効性のある競合対策の会議（交流会）

のあり方について検討・協議を進めるこ

とが必要です。 

 

【情報宣伝および情報ネットワークの充

実・強化】 

24. 機関紙・誌は、組合員が組合活動に触

れる媒体であるとともに、直接配布する

ことでコミュニケーションの機会が生ま

れる重要なツールです。印刷媒体の弱点

であるコストと伝達速度の遅さを克服す

るため、ホームページとＳＮＳによる発

信の拡大を一層追求します。あわせて、

組合員の視覚に訴え運動課題の理解に資

する内容の提供を主眼に、機関紙「じち

ろう」と機関誌「自治労通信デジタル版」

を統合するとともに、機関紙「じちろう」

の体裁変更・カラー化など、抜本的なリ

ニューアルを行います。 

25. 情報宣伝セミナーは年２回の初級ウェ

ブ講座と１回の対面・経験者講座を開催

し、参加者の習熟度にあわせた教育体系

を構築してきました。また、県本部の機

関紙添削、セミナー開催助成も行い、単

組・県本部で自前の情宣活動を展開でき

る力の養成に努めており、今後も利用促

進をはかります。 

26. 2025年には参議院選挙が行われること

から、セミナー等を開催し、法令の正し

い理解と適法な宣伝物の作成・活動展開

について担当者の共有認識を作ることが

求められます。とりわけ選挙の公示・告

示後の機関紙の関連記事の取り扱いにつ

いて、公選法上の規制の正確な理解と適

法な報道のあり方について認識の統一が

必要です。 

 

【社会にむけた広報活動の推進】 

27. ホームページ、Ｘ（旧ツイッター）、

Facebook、YouTube、それぞれのメディ

ア特性を活かしながら、ウェブを通じた

タイムリーな情報発信を強化してきまし

た。とくにホームページは紙面の都合で

掲載が叶わないトピックや、他メディア

での掲載情報などを豊富化した結果、掲

載本数が増え、アクセス数も年々増加し

ています。引き続きそれぞれの媒体の特

性を活かし、公共サービスの重要性や、

自治労運動への理解と共感を広げるため

のわかりやすく、かつ見たくなる情報発

信のあり方を追求します。 

ホーム 

ページ 

運 用 

2024年度 

※６月末

時点 

2023年度 2022年度

掲載本数 146 124 72 

月間平均

アクセス

数 

4.6万 

(+0.7万) 

3.9万 

(+1.1万) 
2.8万 

 
28. 単組の活動強化を目的に情報発信を

行ってきた「じちろうモバイル」は、

2024年４月にホームページを入口とした

組合員専用のウェブサイトとしてリ

ニューアルしました。「いつでもそばに

自治労を」をコンセプトに、機関紙にパ

スワードを掲載し、自治労通信デジタル

版の配信や、ウェブ学習会の限定事後配

信、各評議会ニュース・県本部機関紙の

配信や、組合員むけ資料の情報発信の媒

体として活用しています。今後も組合員

の求める情報の掲載を通じ、アクセス数

の増大や日常の運動に役立つコンテンツ
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の充実をはかります。 

29. 2024年度自治労寄付講座「地方自治体

と労働組合」を明治大学と沖縄大学で開

講しました。県本部・単組の若手役員が

講師を担うことで自らの仕事、組合活動

を捉え直し自治労運動につなげていくと

いう担い手の育成とともに、次代を担う

学生に対し公共サービスの重要性や労働

組合の意義・役割に関する発信に努めま

した。引き続き、労働教育の普及と労働

組合への理解促進にむけた取り組みを進

めることが重要です。 

 

【全国消防職員協議会（全消協）との連携

強化】 

30. 近年、休会や脱会単協が後を絶たない

状況にあり、組織強化はもとより、新規

採用職員や未加入職員への声かけ、未組

織消防本部へのオルグ活動の展開など、

組織拡大にむけて取り組みの強化が必要

です。県本部・単組は、全消協の「組織

強化・拡大アクションプラン2020」も踏

まえ、全消協加盟の県消協・単協と連携

して、組織強化・拡大の取り組みを進め

なければなりません。 

 

【全国展開組織の組織化】 

31. 本部は「連合組織拡大プラン2030」の

関連産業・取引先企業の組織化に連動し、

連合本部とともに指定管理・業務委託関

連会社のオルグを進めました。ピック

アップした企業約70社を訪問し、うち10

社以上は取締役などとの懇談を行ってき

ました。 

32. また、県本部と連携し、地方連合とも

協力しながら地元企業のオルグに取り組

みました。この成果として、2024年１月

５日には、福岡市水道検針員（福岡県）

における「労働協約の地域的拡張適用」

を成立させることができました。この取

り組み成果を全体で共有しつつ、課題等

を整理し、労働条件改善や組織拡大の手

法として今後の対策に活かしていく必要

があります。 

 

② 各部門・横断組織の取り組み 

  

【現業労働者の取り組み】 

1. 現業評議会は人員確保を最重要課題と

して位置付け取り組んできました。現

業・公企統一闘争を通年闘争として取り

組んで以降、現業職員の新規採用者は増

加し、自治労が実施した新規採用調査で

は2023年度について961人の新規採用を

勝ち取っています。 

  一方、いまだ多くの自治体では現業職

場の民間委託導入や退職者不補充などを

理由に新規採用抑制が推し進められ、退

職者数に見合う採用が行われておらず、

厳しい現状にあります。改めて、総務省

交渉や組織内および政策協力議員に対す

る要請行動を強化し、採用抑制につなが

る助言を行わせないこととあわせ、第１

次闘争期からすべての県本部・単組が人

員確保の取り組みを強化することが必要

です。 

2. 現業職場において安易な民間委託が拡

大する中、自治体によっては委託先の民

間事業者の破産申請等により、サービス
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の提供が突如ストップするなど、住民や

利用者に影響を及ぼしています。日常の

公共サービスの提供をはじめ、迅速な災

害対応などにむけ、すでに委託先の民間

事業者が担っている業務について、サー

ビス水準の検証や財政分析を行い、課題が

生じている際は、再度、直営に戻す取り組

みを強化していかなければなりません。 

3. 現業職場では人員不足や賃金抑制など

の課題が山積し、解決にむけ現業運動の

継承が重要です。あわせて次代の担い手

育成が急務となっています。そのため、

担い手育成連続講座や第９回現業組織集

会を開催し、取り組み事例の共有や課題

克服にむけた議論を深めました。 

  引き続き、県本部・単組の実態を踏ま

えつつ取り組みを強化していかなくては

なりません。 

4. 「労働災害ゼロ」をめざすため職場実

態に応じた取り組みにむけ、職場点検活

動のてびきに新たな職場を追加し、あわ

せてチェックリスト項目を見直してきま

した。とくに職種によっては年末が繁忙

期になることから、12月１日に「現業職

場からの労働災害を一掃するための職場

集会」を提起し、職場からの取り組みを

強化してきました。引き続き、安全衛生

委員会の開催や、当局責任での安全衛生

対策の徹底を求めることはもとより、労

働者側の意識向上にむけた運動を強化す

る必要があります。 

5. 現業職場は職種が多岐に渡り、課題も

異なることから、職種別学習会を開催し、

課題の共有と解決にむけた議論を行いま

した。今後、各職種の課題を把握した上

で省庁や国会対策を強化し、取り組みを

強化しなければなりません。 

6. 会計年度任用職員の処遇改善、組織化

にむけ、三役常任幹事による各県本部現

業評オルグを実施し、組織化の取り組み

状況や各単組の規約改正の点検を行うな

ど、取り組みを強化しました。引き続き、

各県本部が配置している組織拡大専門員

との連携をはかり、現業職場における組

織化の取り組みを強化していかなくては

なりません。 

7. 定年年齢が引き上げられましたが、現

業職場では加齢に伴う身体機能の低下に

よる業務への支障が懸念されるなど特有

の課題があることから、部会等を通じて

業務内容や働き方について議論してきま

した。引き続き、当局責任の下、現場実

態に即した誰もが安全で安心して働き続

けられる職場環境を整備していく必要が

あります。 

 

【公企労働者の取り組み】 

8. 国が推し進める事業の広域化や新たな

官民連携方式であるウォーターＰＰＰ

（管理・更新一体マネジメントの後コン

セッションに移行する方式）は、自治体

の関与が希薄となり、人材や技術力が失

われ、サービスの悪化を招く恐れがある

ことから、強引に推し進めることのない

よう関係省庁に求めてきました。引き続

き、直営堅持を基本とし、持続可能な事

業運営を追求するとともに、単組におい

て、事業のあり方や経営計画の策定段階

から労使協議を行うことが求められます。 

9. 各地で複数の事業を一体的に束ねコン

セッション方式を検討する自治体の動き

が出てきていることから、全国の状況を
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収集し、全国幹事会等で共有してきまし

た。現時点において、検討されている状

況はある中で、導入の意向を示している

自治体はわずかにとどまっていますが、

導入阻止にむけて、本部・県本部や単組

が情報を共有し、連携していくことが求

められます。 

10. 上下水道事業では、国庫補助金や交付

金の交付要件として官民連携、広域化・

共同化の検討が求められています。県本

部と単組は各県における協議会の議論を

注視し、効率化を前提とした事業統合を

検討させないよう各事業体での取り組み

を強化することが求められます。 

11. 能登半島地震など近年頻発する災害に

おいて、改めてライフラインの重要性が

認識されていますが、ライフラインは住

民の生命と財産に直結するものであり、

一刻も早い復旧が求められます。そのこ

とからも、喫緊の課題である災害発生時

に迅速に対応できる人員や広域的な支援

を行うための人員の確保が必要であり、

現業・公企統一闘争に結集し、災害発生

時などを想定した必要な人員の確保を求

め交渉していくことが重要です。 

12. 上下水道統合や広域的事業統合におけ

る組織課題については、県本部と当該単

組の課題を共有化し組織強化にむけて支

援をしてきました。単組の組織強化のた

め、本部・県本部のさらなる関与の強化

が求められます。 

13. 新規採用職員100％加入にむけた取り

組みを強化していくために、単組役員を

担える人材づくりが重要と捉え、「さき

がけ公企塾」を開催しました。公営企業

法などの法律や公企労働者が有する権利

を学びつつ、組合の必要性を改めて実感

してもらうことを目的にし、この間の参

加者から単組役員を担う人材も徐々に増

えてきています。今後も組織強化にむけ

て単組役員を担える人材育成を進めてい

かなければなりません。 

14. 地方公営企業法が全部適用された職場

に対して、地連・県本部と連携して評議

会結成の必要性を説明して取り組んだ結

果、公営企業評議会が結成されてきてい

ます。今後は、公営企業労働者の持つ権

利を最大限発揮するため、通年的な闘争

サイクルの確立と「要求－交渉－妥結

（協約化）」の実践が求められます。 

 

【衛生医療労働者の取り組み】 

15. 本部は、地域医療再編対策本部会議を

開催し、公立病院の再編統合や経営形態

変更の動向について把握するとともに、

当該単組が取り組みスケジュール等を計

画しやすいように「公立病院の再編統合、

経営形態の変更に対するポイント」を作

成しました。 

16. 計画が表面化した事案について、本部

は県本部対策会議（11県本部）に参加し、

その対策に取り組んできました。あわせ

て再編統合に伴う組織競合対策、未組織

未加入職場での組合設立など具体的な課

題に単組、県本部と連携し取り組みまし

た。 

17. 地域医療再編議論は継続しており、単

組、県本部は引き続き連携し、情報収集

を行うとともに、単組役員の育成と日常

的な単組活動の活性化をはかり、いつで

も対応できる組織づくりが必要です。 
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【社会福祉労働者の取り組み】 

18. 本部は、近年増加している福祉関係単

組の解散や脱退を打開するため、福祉職

場の単組同士の横のつながりを強める取

り組みとして、社協ネットと公共民間評

議会が連携した労組交流会を開催しまし

た。また、県本部担当者の情報共有の場

を設置し県本部間で単組活動の情報共有

を行いました。これらの情報を活用し県

本部では組織拡大の取り組みに加え既存

単組の学習会や交流会の開催、単組オル

グに取り組みました。 

19. これらの活動により、2023年度で４社

協、2024年度は２社協で新規の組合結成

がありました。解散、脱退単組は近年、

年間10単組を超えていましたが、2024年

度は４単組と減少しました。引き続き本

部、県本部は一体となって、新規の組織

拡大と既存単組の組織強化、拡大の取り

組みを強化していく必要があります。 

 

【県職共闘の取り組み】 

20. 県職共闘は、新規採用者の組織化を重

点課題に位置付け、重点単組（静岡県職

連合、兵庫県職、島根県職員連合）を指

定し、現状の把握と対策についてヒアリ

ングやオルグを実施してきました。 

  また、青年層役員を対象にした新採対

策意見交換会を３回開催し、新規採用者

100％加入を目標に各単組の取り組み事

例や課題を共有し、実践にむけた工夫等

について議論しました。 

  新採の組織化は依然厳しい状況です。

とくに本庁での低迷が続いており、早急

な対策が必要です。また、役職定年者を

はじめとする高年齢層職員の組織化対策

も大きな課題です。しかし、支部・分会

役員の減少などから、声かけやオルグを

行う体制が十分でなく、未加入者に対す

る取り組みが困難となっている状況も見

られています。引き続き、情報共有を進

めるとともに、全単組で結果につながる

ようさらに具体的な取り組みについて検

討・強化していく必要があります。 

 

【大都市共闘の取り組み】 

21. 大都市共闘では、人事委員会対策に加

え、闘争期における単組間の情報共有を

促進するとともに、新規採用者の加入を

最重点課題と位置付けて取り組んできま

した。コロナ禍以降、これまで実施して

きた集合形式の組合説明会を開催できな

い単組があるなど、未加入者の増加が依

然として深刻な状況にあります。個別の

声かけを強化するなど、加入率向上をは

かる取り組みが必要です。７月には単組

若手役員を対象としたニューリーダーセ

ミナーを開催し、新規採用者の組合加入

対策を課題としました。セミナーでは、

各単組の取り組みを共有しながら、組織

率など自らの単組の組織実態を確認し、

新採加入率の改善にむけた取り組みにつ

いて、意見交換を通じて検討しました。 

  引き続き、新規採用者の組合加入や若

年層をはじめとした未加入者の組合加入

にむけた対策を強化していく必要があり

ます。 

 

【町村労働者の取り組み】 

22. 町村単組においては、人員確保が最大

の課題であることから、町村職総決起集

会の開催を2024年度から５月に変更し、
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人員確保闘争の強化にむけて意思統一を

はかりました。また、集会前段で総務

省・全国町村会に対して要請行動を実施

し、町村の職場実態を訴えながら、人員

確保を強く求めました。要請行動で引き

出した総務省・町村会の見解を活用し、

人員確保をはじめとした賃金・労働条件

の改善につなげていく必要があります。 

23. 賃金闘争・組織強化交流集会では、新

規採用者対策の事例報告を共有しました。

好事例に学びながら、引き続き新採対策

に努め、さまざまな活動を通して単組の

活性化と「次代の担い手」の育成を進め

ていかなければなりません。 

 

【政府関係労働者の取り組み】 

24. 新規採用者の組合加入では、事前の意

思統一や丁寧な取り組みの点検を心掛け

た結果、100％加入を勝ち取った地連・

県支部がある一方、分会役員体制の弱さ

などから、対象者への勧奨や説明が自信

をもって行えていない県支部・分会もあ

り、全体としては低調な結果にとどまっ

ています。改めて役員の学習と意識醸成、

分会体制の確立が喫緊の課題です。そう

した中、ねんきん機構労組・協会けんぽ

労組の契約職員部会を中心に、自らが主

体的に加入勧奨を取り組む中で契約職員

の組織化がはかられてきています。新規

採用者や契約職員のさらなる加入拡大に

むけ、地連・県支部・分会が連携し、取

り組みを強化していかなくてはなりませ

ん。 

25. 共済推進活動の強化・活性化も重要な

課題です。新規・継続募集期における加

入拡大の取り組みを進めてきましたが、

十分な結果となっていないことから、引

き続き、新規採用者の労働組合と団体生

命共済の同時加入を追求するとともに、

２満期以内組合員など、とくに若年層を

中心とした働きかけを強めていく必要が

あります。 

26. 制度政策課題に関しては、マイナン

バーと健康保険証の一体化にむけた施策

や公金受取口座の促進に関して、ねんき

ん機構労組・協会けんぽ労組とともに、

連合や協力国会議員との協議や意見交換

を行いました。また、2023年９月に示さ

れた「年収の壁・支援強化パッケージ」

に対しても、連合を通じて、職場実態の

反映や提言などに取り組みました。 

  今後、公的年金の財政検証を踏まえ被

用者保険のさらなる適用拡大など、次期

年金制度改正にむけた議論が加速するこ

とから、その動向を注視しつつ、適宜、

関係方面への政策提言や意見反映を取り

組む必要があります。 

27. ハローワーク職場に関しては、ハロー

ワーク委員会と同連絡協議会を中心に、

概算要求期・査定期における予算要請行

動などに取り組んできました。 

  コロナ禍を経て経済・社会活動も活発

化し、ハローワークの重要性がさらに高

まる中、従来からの各種施策に加え、雇

用保険加入要件緩和による業務量の増加

やオンライン失業認定業務への対応など、

十分な人員・業務運営体制確立と非常勤

職員の雇用安定・処遇改善も含めた予算

確保がこれまで以上に重要となっていま

す。  
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【公共サービス民間労働者の取り組み】 

28. 2023年８月から2024年７月までの公共

民間職場の新規自治労加盟は８単組

1,952人でした（前年は１単組131人）。

とくに岡山済生会総合病院従業員組合

（岡山県）1,050人の加盟により大幅な

増加となりました。一方、脱退は２単組

26人、解散12単組48人（同上：脱退４単

組196人、解散10単組52人）でした。も

ともと組合員数が少ない単組で役員の退

職や管理職昇格などをきっかけに組合存

続が困難となり、解散を判断するケース

が増えています。脱退や解散を防止する

ためにも、日常の活動（新規採用者の勧

誘、執行委員会の開催、職場の改善）を

活性化させていくことが重要であり、そ

のためにも県本部の丁寧なオルグによる

単組状況の把握や活動強化にむけた支援

が求められています。 

29. 交渉については、「2023秋闘および 

 2024春闘調査」の結果から、交渉時期で

は春闘期が64単組8.4％（2023年94単組

10.8％）、秋闘期101単組13.3％（113単

組13％）であり、さらに春秋両方は123

単組16.2％（140単組16.1％）でした。

交渉状況では、要求書提出は293単組

38.5％（315単組36.2％）、交渉を実施

した単組は278単組36.5％（ 288単組

33.1％）、妥結が237単組31.1％（251単

組28.9％）でした。 

  交渉結果では、基本給のプラス改定が

275単組36.1％（257単組29.6％）、改定

なしが110単組14.5％（203単組23.4％）、

一時金のプラス改定が235単組30.9％

（233単組26.8％）、改定なしが144単組

18.9％（216単組24.9％）でした。 

取り組み状況では、すべての項目で前

年調査から減少しました。一方、一時金

を含め賃上げできている単組が増加して

おり、交渉に取り組むことの重要性が見

える結果となりました。 

30. 地連別交渉力アップセミナーは、４地

連（関東甲、東海、近畿、九州）で労働

組合の基礎や模擬団交、単組活動の活性

化などをテーマに開催しました。参加者

アンケートには「非常に勉強になった」

「交渉への自信がついた」などの声があ

り、引き続き単組役員の育成と活動の活

性化をはかり、情報共有や課題解決にむ

けた手法を学ぶため、工夫した開催が求

められています。 

31. 指定管理者制度が施行され20年が経過

したことから、月刊自治研（2023年９月

号）で特集を組み、その企画として指定

管理者制度の実態やあり方に対して、鬼

木まこと参議院議員を交えた座談会を実

施しました。その中では施設の修繕や維

持の問題、指定管理料の確保とそれに伴

う賃金や雇用問題など幅広い課題で議論

が行われました。引き続き、指定管理者

制度の課題解決にむけ研究を進めるとと

もに雇用の安定と公共サービスの充実に

むけて継続して取り組むことが必要です。 

32. 本部は「労務費の適切な転嫁のための

価格交渉に関する指針」（公正取引委員

会）やその指針に対する対応通知（総務

省）の主旨を踏まえ、都道府県知事およ

び市区町村会長あてに要請行動を呼びか

けることや情報の共有等を行ってきまし

た。 

  一方、委託や指定管理者単組からは、

「委託費や指定管理料について価格転嫁
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が進んでいない」との声が多くありまし

た。その点について、鬼木まこと参議院

議員と意見交換を行い、入札制度上の問

題（単年度入札や低価格入札など）も含

め対策を検討してきました。委託や指定

管理者に対し適正な価格転嫁が行われる

よう省庁対策を含め取り組みを強化して

いくことが求められています。 

 

【国保連合会労働者の取り組み】 

33. 国保連合会の存在意義を高める取り組

みとあわせて、新規業務の受託に対応し

得る体制整備等を整えるため必要な人材

や財源の確保などを求め、対当局交渉に

取り組みました。 

34. 審査支払機関改革やデータヘルス改革、

医療ＤＸの推進に関しては、「自治労の

４つの視点」の考え方をベースに、関係

省庁への要請や組織内議員との意見交換

等を行い、理解と認識の共有に努める取

り組みを進めました。 

35. 「審査支払機能に関する改革工程表」

への対応については、保険者・被保険者、

国保連労働者への負担につながらないよ

う、対政府予算要請行動において国庫補

助を要求しました。また、国保固有の機

能や業務要件が蔑ろにされ、保険者の業

務負荷が高まらないよう、国に対して留

意を求めました。 

36. 国保連合会・国保中央会は、「国保連

合会・国保中央会のめざす方向2023」を

策定しました。今後の職場の基盤安定や

雇用と賃金・労働条件の確保を展望する

ため、労働組合の視点から自らの仕事や

組織のあり様を考え、見直していく取り

組みを進めました。 

37. ２月開催の単組代表者会議・第36回活

動家学習会において、制度政策課題、組

織強化・拡大について議論を深めました。

また、６月に第34回課題別学習会を開催

し、交渉力の強化にむけ模擬団交等、実

践的な学習を行うなど、次代を担う活動

家の育成に取り組みました。 

38. 近年、組織率が低下しつつあります。

各単組は、新規採用者（非正規労働者を

含む）の組合への加入促進と、脱退者を

含む組合未加入者対策の強化が必要です。 

 

【公営競技労働者の取り組み】 

39. 2024春闘では、売上増を背景とした従

事員等の賃金改善、公営競技場のサービ

スを支える多様な業務の確立と安心して

職務に専念できる人員確保・環境づくり

を求めてきました。交渉の結果、多くの

単組で賃上げがはかられたものの、物価

上昇に見合う賃上げとはならず、引き続

き、賃金改善にむけた取り組みが求めら

れています。また、包括的民間委託など

雇用に影響を及ぼす提案も危惧されるこ

とから、単組、県本部、本部が連携し、

一体的に対応していくことが必要です。 

40. ネット投票が進展し、2023年度の売り

上げは、過去最高を記録する業種がある

など好調に推移していますが、公営競技

場（本場）での売り上げ比率は低下して

います。そのため、競技場での雇用確保、

競技の持続的発展のためにも、ファン層

の拡大や競技場の魅力向上に加え、地域

公共サービスの向上に資する公営競技場

の活用など、新たな事業展開について検

討するよう施行者に求めてきました。 

41. １月に開催した第15回全国研究交流集
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会では、公営競技場が持つ施設としての

多様な機能を活用し、地域防災、スポー

ツ振興、教育活動、児童・高齢者福祉な

ど、幅広い分野で地域住民に利用される

公営競技場について議論をし、３月に全

国３ヵ所で開催したブロック別会議でも

その議論を深化させました。今後は、公

営競技議員懇談会とも連携しながら、公

営競技場で働く労働者の雇用・労働条件

の確立にむけて取り組んでいく必要があ

ります。 

 

【全国一般労働者の取り組み】 

42. 働く者の雇用と権利を守り、生活水準

を向上させるため、春闘や年末・夏季一

時金闘争で職場の要求を取りまとめ、団

体交渉に努めてきました。2024春闘では

前年を上回る回答を多く引き出していま

すが、連合集計でも明らかなように大手

と中小の格差は拡大するなど、課題が残

ることとなりました。 

  春闘は労働組合の最も重要な取り組み

であることを改めて認識し、一つでも多

くの職場で要求書の提出、交渉の実施を

徹底し、底上げをはかっていくことが必

要です。 

43. 春闘期には、全国で集中的に労働相談

を実施し、組織拡大につなげる方針の下

取り組みを進めました。しかし労働相談

そのものの実施すら困難な地方労組があ

るなど、取り組み方についての検討が必

要です。 

44. 組織拡大については、６月に全国一般

委員長・書記長会議で組織化が進んだ地

方労組からの事例報告を受け、情報の共

有化をはかってきました。地方労組は、

職場内の未加入者対策をはじめ、ＳＮＳ

を活用した取り組み、県本部を通じた連

合からの紹介による組織化など、組織の

実情に見合った運動の強化が必要です。 

45. ５月に約５年ぶりに対面で開催した青

年女性交流会は、７地方労組からの参加

にとどまり、多くの地方労組や支部・分

会において、運動の担い手不足であるこ

とが明らかになりました。若い世代の組

織化と運動の継承は、支部・分会が継続

的に取り組まねばならない重要な課題と

なっています。 

46. この１年間、千葉と広島地方労組の解

散や福岡地方労組の自治労からの脱退な

ど、評議会を取り巻く状況は、厳しさを

増しています。千葉では会社からの不当

な行為を押し返すことができず職場を辞

めていく仲間が多発したことで解散しま

した。また、広島では組合員の減少が続

く中で地方労組の維持が困難となり解散

しました。さらに福岡では、県段階での

民間と公務との組織のあり方や運動連携

がうまく進まないことを理由として脱退

しました。地方労組は、産別統合の意義

を再確認するとともに、県本部との日常

的な運動や課題の連携をより強化してい

く必要があります。また、地方労組の運

動の活性化にむけて、ブロック・業種別

部会の強化が求められています。 

 

【地域公共交通労働者の取り組み】 

47. 組織強化、拡大の取り組みについては、

単組ヒアリングや個別対策を行うととも

に、５月には組織集会を開催するなど取

り組みを進めてきました。とくに、組織

集会では、新規採用者や組合未加入者の
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組織化や組織強化の先進的な活動報告を

受け、運動強化を意思統一しました。引

き続き、個別対策や単組における組織強

化・拡大の運動の強化をはかっていくこ

とが重要です。 

48. 利用者の回復が戻りきらない中、バス

運転者をはじめ交通従事者不足による減

便や路線の再編・統合に歯止めをかけ、

地域の足として公共交通を存続・発展さ

せることが喫緊の課題となっています。

引き続き、単組・県本部・本部が連携を

強化し、持続可能な公共交通の確立にむ

けて運動を強化していかなければなりま

せん。 

 

【女性労働者の取り組み】 

49. 女性が健康で安心して働き続けられる

職場づくりにむけ本部では、「生休・年

休アンケート」や県本部独自のアンケー

トなどを活用した職場点検による要求行

動を提起し取り組んできました。女性部

の各種会議では、アンケート結果を要求

に反映させ、交渉で訴えたことで、子の

看護休暇や家族看護休暇の拡充、更年期

休暇や不妊治療休暇の新設などを勝ち

取ったなど取り組みの成果が報告されて

います。また、定年引き上げでは、時間

外労働の多さなどから身体的な不安や不

満の声が出されており、業務量に見合う

人員の確保や、権利が行使できる働きや

すい職場づくりにむけて取り組んでいか

なければなりません。 

  また、人事評価結果の賃金反映に対し

て不満や不安が出されており、女性組合

員の声を集約し、交渉で訴える取り組み

などが行われています。今後も、人事評

価制度の問題点の学習や、すでに実施さ

れている職場の現状と課題について検証

しながら運用改善にむけて女性の意見を

反映させていくことが必要です。 

  仕事と家庭の両立にむけて職場実態を

把握し、誰もが健康で働き続けられるよ

う職場改善に取り組んでいくことが必要

です。 

50. ジェンダー平等の推進、ワークライフ

バランス社会の実現には、女性の組合参

画や女性部の組織強化は欠かせません。

各種集会や学習会で女性の人権の尊重や、

ワークライフバランスの必要性、ハラス

メント問題について学ぶことによって、

女性役員選出や労働組合参画を追求して

きました。 

  また、会計年度任用職員には女性労働

者が多いことから、処遇改善や組織化の

必要性と具体的な取り組みについて学ぶ

とともに、引き続き、女性労働者の課題

として会計年度任用職員の処遇改善や組

合加入の呼びかけに取り組む必要があり

ます。 

51. 新規採用職員や会計年度任用職員の仲

間の組合加入については、基本組織や青

年部とともに女性部が主体的に組織化に

むけた取り組みを提起してきました。引

き続き、身近な存在である青年層、女性

部員による職場での声かけなど日常から

関係性を深めることが重要です。 

  また、「新たな共済推進方針」に基づ

き、組織強化・拡大にむけて、とくに新

規採用者や未加入者に対して、共済が組

合加入のきっかけとなることから、各

県・単組における各種会議や集会におい

て、じちろう共済の学習・説明の機会を
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設けるよう取り組んできました。引き続

き、女性部として、仲間の安心・安定の

くらしのためにじちろう共済の優位性を

伝え、共済推進運動を進めていくことが

必要です。 

52. 女性労働学校やオキナワ平和の旅、

３・８国際女性デー、憲法フォーラムな

どで女性の人権や平和憲法の重要性など

について学習し、憲法を守る取り組みの

強化を確認してきました。各地連・県本

部・単組女性部では、平和学習会の開催

や地域の女性団体などと連帯したビラ配

布など平和の取り組みを実践してきまし

た。人権が尊重され安心してくらせる社

会づくりのため、引き続き、学習を深め、

地域の仲間とも連帯した取り組みの強化

が重要です。 

53. 職場のたたかいや運動交流の場として、

第24回青年女性中央大交流集会を開催し

ました。全国の仲間との実態討論を通じ

て、当たり前だと思っていた働き方のお

かしさに気付き、また、各職場で共通す

る課題の改善につなげた取り組みに学び、

「組合に持ち帰り課題について話し合い

たい」「単組で独自要求をしたい」など、

単組や職場で運動を進める決意と女性部

員の組合活動参画に関する意識の高まり

へとつながっています。学んだことを職

場で実践し、組織強化をはかるために運

動の継続が重要です。 

 

【青年労働者の取り組み】 

54. 青年部運動の活性化こそが、将来にわ

たる自治労の組織強化につながると位置

付け、職場で働く仲間の悩み、課題を自

分事として捉え、主体的に行動できる青

年部運動の構築をめざし、運動を推進し

てきました。 

  長時間労働や不払労働が蔓延した「職

場のおかしさ」に気付けない仲間や、自

治体の勤務条件は労使交渉によって変え

ることができることを知らない仲間も増

えています。そのため、職場環境を青年

自らが声をあげて変えていく独自要求闘

争の取り組みや、学習・交流・実践のサ

イクルによる運動を追求すべく、本部で

は、機関会議等において県本部間の運動

交流をはかる分散会の設定を行うととも

に、各県本部青年部役員会へのオルグや

各種集会における学習会の講師派遣、そ

して本部青年部教宣紙による情報発信を

行ってきました。 

  本部・県本部の集会などを参考に、身

近な学習会を開催する単組や、独自要求

に取り組み、勝ち取った成果も報告され

ています。さらなる青年部運動の発展の

ためにも、こうした運動の成果や課題を

持ち寄り、本部・県本部・単組がさらに

連携していく必要があります。 

55. 次代の担い手・活動家育成にむけて本

部青年労働学校を開催してきました。自

分たちの勤務条件は自分たちで声をあげ

て勝ち取っていくものであるという「労

働者のものの見方考え方」を学び合いま

した。また、「交渉をしたことがない」

「イメージがつかない」等の仲間も多い

ことから、過去の闘争に学ぶ機会を設け

るとともに、模擬交渉を実施しました。 

  こうした取り組みを経験した参加者か

らは、要求・交渉を単組でもやりたいと

いう声や、県本部でも模擬交渉を取り入

れたいという意見も出されています。引
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き続き青年労働学校への参加の呼びかけ

を行っていく必要があります。 

56. 新規採用職員や会計年度任用職員の仲

間の組合加入については、職場の身近な

存在である、青年層からの声かけも重要

ですが、青年層が関わりきれていない県

本部・単組が多くあります。基本組織に

対して積極的に意見反映を行いながら、

職場での声かけなど日常から関係性を深

めることが不可欠です。引き続き、単

組・県本部と情報共有しながら、青年の

主体的な行動として仲間の組合加入にむ

けた取り組みを推進し、自治労全体の組

織力向上につなげていかなければなりま

せん。 

57. 「新たな共済推進方針」に基づき、組

織強化・拡大にむけ、とくに新規採用者

や未加入者に対して、各県本部の部長会

議でじちろう共済の学習・説明を設ける

事例も増えてきました。しかし、じちろ

う共済の優位性がいまだ十分に浸透して

いるとはいえないことから、引き続き、

学習と声かけを強化していく必要があり

ます。 

58. 職場でのたたかいや運動交流の場とし

て、第24回青年女性中央大交流集会を開

催しました。同様の職種で働く仲間同士

の交流から、マイナンバーカードの普及

促進や定額減税にかかる事務など、過密

化・複雑化する公務職場の背景にある政

治的な課題とその影響について共有する

とともに、人員不足や低賃金の中で働い

ている実態を確認し、職場で自ら声をあ

げていくことの重要性を学びました。こ

うした集会で得たものを単組での運動実

践や組織強化につなげることが必要です。 

59. 反戦平和の取り組みとして、日本平和

友好祭運動と連帯するとともに青年女性

オキナワ平和の旅に取り組みました。ま

た、原子力災害の実態を学ぶべく、福島

スタディーツアーを行いました。 

  現地に赴くことで、改めて平和の大切

さや学習の必要性について考えるきっか

けになっており、県本部単位でも同様の

現地ツアーに独自に取り組む報告がされ

ています。引き続き各県本部・単組での

学習・実践を追求していかなければなり

ません。 

 

【自治体非正規労働者の取り組み】 

60. 臨時・非常勤等職員全国協議会では、

「会計年度任用職員の処遇改善にむけた

法改正を求める諸行動」の最終ステージ

の取り組みを進めてきました。当事者運

動の強化のため、賃金体系や休暇制度な

どの知識を学ぶ「ウェブスキルアップ講

座」を３ヵ月連続で開催、２月には組織

拡大のための「スキルアップ集会」を対

面とウェブのハイブリッド形式で開催し

ました。３月以降は、学んだことを実践

する期間と位置付け、単組・県本部・地

連で学習会や集会など開催するよう全国

幹事を通して提起し、学習会の開催など

新たな取り組みにつながりました。こう

した運動を通じて単組運動の活性化と全

国協議会および地連・県本部の協議会

（評議会）の強化・拡大をはかっていま

す。 

61. 臨職協の活動強化には、基本組織との

連携強化が不可欠であることから、基本

組織に対するオルグを強化しました。

2023年８月には熊本県本部で新たに県本
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部臨時・非常勤等職員協議会等が結成さ

れ、2024年６月現在、24県本部１社保労

連が協議会等を設置しています。 

62. 協議会未設置県の中には、県本部と当

事者との協議中のところもあり、引き続

きオルグを進めていきます。今後も当事

者運動として仲間の声を集め、要求交渉

を実践していく取り組みを強化していく

ことが重要です。

 

(13) 労働者自主福祉活動の推進 
  

【共済推進委員会を基軸とした取り組み】 

1. 本部は、じちろう共済推進にむけて、

①新規採用者対策、②退職予定者対策、

③役職定年者対策、④団体生命共済の競

合対策を直面する重要な取り組みと位置

付けて取り組みの推進をめざしました。 

  とくに、「新たな共済推進方針」に基

づく団体生命共済2026年保有件数目標の

到達状況については、2019年度の保有件

数321,230件から2026年度までに336,044

件へと14,814件増を目標としていますが、

2024年５月時点での保有件数は310,171

件に減少し、目標までの件数差は25,873

件に拡大しています。共済推進県本部代

表者会議や共済推進県本部・県支部合同

会議において各県と共有をはかってきま

したが、改めて方針を意識し、目標にむ

けた推進計画を補強しながら取り組みを

強化し、全県で目標達成をめざしていか

なければなりません。 

2. 新規採用者対策としては、2024年４月

新規採用者の組合加入と共済（団体生命

共済）の同時加入の取り組み内容につい

て、第２回共済推進県本部代表者会議

（2024年２月29日）で提起し、共済推進

県本部・県支部合同会議において各県に

おける単組への提起内容や具体的な取り

組み方について報告・意見交換を行いま

した。 

  プレプリントの活用や早期の説明会開

催、少人数による個別説明会などを実施

し、その場で組合加入届と団体生命共済

加入申込書の回収を追求した結果、加入

に結び付けた単組もある一方で、説明会

の時間が確保できないなどの課題も見ら

れました。 

  引き続き、同時加入に至らなかった新

規採用者に対して、少人数による説明会

や個別保障相談などを設け、丁寧にアプ

ローチし、加入推進に取り組んでいく必

要があります。 

3. 役職定年者対策としては、役職定年者

の組織化方針とじちろう共済加入の対応

方針に基づき、じちろう共済制度の利用

条件について整理を行い、“じちろう共

済”制度を利用する契約者は、「自治労

共済生協組合員」かつ「単組の構成員」

であることを明確にし、役職定年後も引

き続きじちろう共済を利用する場合は、

組合加入を前提とすることについて全体

で共有をはかりました。 

  じちろう共済の継続利用を通じて、役

職定年者に加え、再任用職員の組合加入

の取り組みを進めていく必要があります。 

4. 互助会や共済組合などが扱うグループ

保険がじちろう共済と競合している状況
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にあり、若年層に過剰な保障を勧めてい

ることや当局ルートで強引な勧誘に組合

員が困惑しているといった課題が報告さ

れています。 

  「組合員利益の最大化」をめざす基本

的立場を共有し、じちろう共済をメイン

の保障とすることを全体で追求していく

ことが必要です。 

5. 「第９回じちろう全国共済集会」を開

催し、会場505人と県拠点354人が参加し

ました。講演を通じてじちろう共済に取

り組む意義等を再確認したほか、じちろ

う共済を生涯保障のメインとするための

取り組みを確認し、高い熱量をもって共

済推進に取り組んでいる単組の事例を学

習しました。 

6. 社会貢献活動とリンクした「広げよ

う！ たすけあいありがとう」キャン

ペーン（2023年10月～2024年５月）につ

いて、組合員の組合活動への参加を促し、

組織の強化とじちろう共済制度の意義や

優位性の周知を目的として応募５万件を

目標に実施しましたが、8,378件と低調

な結果となり、周知や取り組み方法に課

題を残す取り組みとなりました。 

7. 「じちろう共済に関するアンケート」

（第２グループ）を実施し、組合員の保

障ニーズの把握と集約結果を県本部へ報

告・共有しました。特徴的な傾向として

は、じちろうマイカー共済の弁護士費用

等補償特約による失職防止の取り組みに

ついて、「知らなかった」が60.9％と高

くなっており、じちろう共済制度の優位

性について周知の余地が窺えました。 

  一方で、アンケートの回収率は37.0％

で目標の70％を大きく下回る結果となり

ました。今後は、アンケート結果の精度

を高めるためにも、引き続き実施する第

３・４グループでは回収率を意識して取

り組み、より良い共済制度の提供、共済

推進運動の強化につなげていきます。 

8. 県本部は、県本部共済推進委員会を定

例的に開催し、共済推進に関わる取り組

み方針や具体的な目標を確認し、「共済

推進県本部交付金」を活用した単組の共

済推進運動の強化をめざしました。 

  共済推進と組織強化・拡大の取り組み

と連動した単組オルグが行われています

が、各県によって取り組みの濃淡があり、

課題となっています。 

9. 単組は、執行部学習会や組合員説明会、

個別保障相談などを実施しました。推進

サイクルが確立している単組では、執行

部が自律的な共済推進体制を展開し、実

績をあげることができました。 

 

【各共済制度の取り組み】 

10. 団体生命共済については、「加入拡大

モデル単組」を全国で111単組選定し、

取り組みました。全体で3,119件の団体

生命共済新契約目標に対し、新契約件数

は2,543件で、目標達成に至らなかった

ものの、目標到達率は81.5％と2023年

（78.7％）を上回る結果となりました。 

  目標達成に至らなかった単組において

は、組合員説明会や個別保障相談、ス

ポット募集など推進サイクルを確立する

ことが重要です。 

11. じちろう退職者団体生命共済について

は、各県で退職予定者に対し制度の優位

性の周知や再任用期間が終了となる対象

者を抽出した「移行確認リスト」を活用
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し、個々に移行案内を送付するなど取り

組みを進めた結果、継続加入につながり、

退職時の解約に歯止めがかかっています。 

  また、2024年度は、県本部・単組で開

催するセカンドライフセミナーや個別相

談で活用できる推進支援動画「考えよう 

退職後のライフプラン」を配信しました

が、定年前から制度の優位性を広く周知

していくことが重要です。 

12. じちろうマイカー共済については、

キャンペーン等を通じた掛金見積もりの

取り組みにより、新契約や車両損害補償

の新規付帯が堅調に増加しています。引

き続き、補償の優位性を訴求するととも

に、団体割引率が伝わるようキャンペー

ン等を通じた周知活動が重要です。 

  一方で、マイカー共済の団体割引率

（2024年11月発効以降）は、事故件数の

増加や修理費の高騰などにより損害率が

上昇した結果、上限割引率を30.0％とす

ることが示されました。団体割引率の維

持・拡大にむけては、一層の加入拡大に

加え、事故防止の啓発活動に取り組むこ

とが重要です。 

13. 住まいる共済については、2024年４月

の制度改定による補償範囲の拡大や各種

特約の必要性等を周知するとともに頻発

している風水害・地震などの自然災害に

備え、自然災害共済の付帯推進に取り組

みました。 

 

【ろうきん運動の推進】 

14. 県本部・単組は、各県労金営業本部や

支店と連携し、組合員の生涯の資金計画

を支えるろうきん運動に取り組みました。

職場での「世話役活動」の一環として、

組合員の生活支援につながる取り組みを

引き続き進めることが必要です。 
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2024現業・公企統一闘争中間総括（案） 
 

 

  1. 闘争の経過 

 

① 本部は2023年12月13日、2024現業・公企統一闘争本部を立ち上げ、この闘争を自治体

現場力回復闘争として位置付けるとともに、質の高い公共サービスの確立に必要な人員

確保と賃金・労働条件の改善をめざし取り組むことを確認した。 

② 2024現業・公企統一闘争を具体的に取り組むにあたり、スローガンを「笑顔が集う地

域をめざし、自治体現場力による質の高い公共サービスの確立」とし、第１次闘争ゾー

ンでは、職場点検・オルグなど統一闘争にむけた準備期間を２～４月、職場討議・要求

書作成を４月19日～５月21日、要求書提出ゾーンを５月21日～６月６日、回答指定日を

６月７日、交渉強化ゾーンを６月７～20日、全国統一闘争基準日を６月21日に設定し取

り組むこととした。闘争ゾーンの設定にあたり、要求の獲得指標の到達にむけ、交渉の

積み重ねが重要であることから、交渉強化ゾーンを従来の期間から１週間延長した。 

③ 闘争を具体的に進めるにあたり、モデル要求に対する解説を掲載した闘争の手引きを

「現業・公企職員が直営で配置されている単組」「現業・公企職員が直営で配置されて

いない単組」に分けて発信し、すべての県本部・単組における闘争の促進をはかってき

た。あわせて、取り組みポイントをまとめた概要版についても作成するとともに、ウェ

ブ会議でも活用できるよう、現業・公企統一闘争に取り組む意義や取り組み方法などを

解説した動画を配信した。 

④ 第１次闘争の取り組みを促進するため、「2024現業・公企統一闘争推進ポスター」を

作成し、５月に各単組に配布した。 

⑤ すべての単組での取り組みとするため、各県本部の準備状況を確認の上、取り組みが

遅れている県本部に準備を促すことを目的とした中執オルグを春闘オルグにあわせ実施

した。あわせて、現場からの取り組みを促すため、職場討議期間に現業評議会オルグを

実施した。 

⑥ 現業評議会では、各単組における闘争の推進を目的に、総務省交渉を４月16日に実施

した。総務省交渉では(ア)各自治体における新規採用に対する自治体判断の尊重、(イ)

各自治体に対して民間委託の導入を強要する助言の自粛、(ウ)「再公営化」については

自治体判断を尊重、(エ)賃金センサスをはじめとした現業差別賃金の撤廃と自治体の労

使合意事項の尊重の４項目を要請した。また、自治労組織内・政策協力議員に対して、

現業評議会が行った総務省要請の内容を説明し問題共有をはかるとともに、今後の支援

を要請した。 

⑦ 現業評議会では、単組での取り組み強化にむけ「職場改善にむけた学習会」として、
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再公営化への取り組みにあたり、民間委託導入後におけるサービス水準や財政検証など

を当局に要求している単組取り組み事例などをテーマにした学習会を４月24日にウェブ

開催した。また５月11日に現業・公企統一闘争決起集会を開催し、新規採用にむけた取

り組み事例などを共有するとともに、第１次闘争にむけ認識の一致をはかった。 

⑧ 公営企業評議会は、2023年12月の全国幹事会で方針提起を行い、第１次闘争から人員

要求含めて取り組むよう確認をした。７月12～13日の2024公営企業集会全体会において、

第２次闘争にむけ、要求書の提出→交渉→妥結（協約締結）の取り組みを要請した。分

科会では、職員の募集をしても応募が少ないことへの各事業体での取り組み事例として、

技術職員の59歳まで応募ができる年齢引き上げ、年２～３回の採用試験実施、高校への

周知などの取り組み報告を受けた。公企労働者の権利について再度確認し、権利を活用

した現業・公企統一闘争の取り組み強化にむけて意思統一をはかった。 

 

  2. 第１次闘争の取り組み状況（2024年７月26日現在） 

   ※別表参照 

     （対象単組は自治体単組＋臨時・非常勤単組＋一部事務組合の1,765単組） 

 

(１) 各県本部における第１次闘争の取り組み状況 

① 本部提起通りの日程で第１次闘争に取り組んだ県本部（25県本部） 

 
 

青森県、岩手県、秋田県、山形県、新潟県、群馬県、埼玉県、東京都、千葉県、 

神奈川県、山梨県、長野県、愛知県、岐阜県、三重県、滋賀県、京都府、奈良県、 

大阪府、広島県、島根県、香川県、長崎県、熊本県、沖縄県 

 
 

② 本部提起の日程以外で第１次闘争に取り組んだ県本部（７県本部） 

 
 

５月17日：山口県、６月７日：福島県・兵庫県、６月12日：宮崎県、 

６月14日：佐賀県、６月18日：高知県、６月27日：鳥取県 

 
 

③ 春闘、政策実現闘争に現業課題を盛り込んで取り組んだ県本部（７県本部） 

 
 

北海道、栃木県、富山県、石川県、静岡県、和歌山県、岡山県 

 
 

④ 人員確保闘争に現業課題を盛り込んで取り組んだ県本部（６県本部） 
 

 

宮城県、茨城県、福井県、愛媛県、福岡県、鹿児島県 
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⑤ 第２次闘争で課題解決に取り組む県本部（２県本部） 

 
 

徳島県、大分県 

 
 

 

(２) 要求書の提出状況 

 2024現業・公企統一闘争第１次闘争において要求書を提出した単組は624単組（35.3％）

であり、前年度より104単組増加している。 

 

(３) 交渉の実施状況 

 2024現業・公企統一闘争第１次闘争において交渉を実施した単組は410単組（23.2％）

であり、前年度より11単組増加している。 

 

(４) 第１次闘争における協約締結の状況 

 2024現業・公企統一闘争第１次闘争において協約締結した単組は112単組（6.3％）であ

り、前年度より45単組減少している。 

 

(５) 各単組における統一行動日の実施状況 

 2024現業・公企統一闘争第１次闘争において統一行動を実施した単組は182単組であり、

前年度より60単組増加している。 

 

  3. 第１次闘争における獲得指標に対する成果 

 

【現業・公企職員が直営で配置されている単組】 

(１) 住民から必要とされる現業・公企職場の直営堅持 

 198単組で交渉が行われ、91単組で成果があった。 

 ※ 2023現業・公企統一闘争：交渉226単組、成果125単組 

 
 
● 直営について当局も必要性を認識しているとの回答を確認 

● 給食センターは当面直営であることを確認 

● 一定数の直営を維持することを確認 

● 学校給食調理職場の委託提案の撤回を確認 

 
 

 

(２) 質の高い公共サービスの確立にむけた新規採用 

 224単組で交渉が行われ、83単組で成果があった。 
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 ※ 2023現業・公企統一闘争：交渉250単組、成果113単組 

 
 
● 欠員補充による新規採用は継続されていることを確認 

● 自動車運転手の新規採用の継続およびクレーンデリック運転免許所持者の採用を確

認 

● 次年度の調理員採用を確認 

● 13年連続の新規採用を確認、また新規採用再開として水源地では25年ぶり、浄化セ

ンターでは28年ぶりの採用を確認 

● 退職者の補充については正規職員での採用を確認 

 
 

 

(３) 労働災害撲滅にむけた労働安全衛生の確立 

 188単組で交渉が行われ、84単組で成果があった。 

 ※ 2023現業・公企統一闘争：交渉199単組、成果74単組 

 
 
● 学校技能員職場の作業室エアコン設置についての予算化を確認 

● すべての職場での月１回以上の安全・衛生委員会の開催等を確認 

● 保育園グリストラップ清掃は調理員の死亡事故を受け、専門業者に委託することを

確認 

● 労働安全衛生委員会の意見を尊重し職場環境改善に努めることを確認 

● 夏季の労働環境への配慮にむけ、所属へ通知することを確認 

 
 

 

(４) 誰もが安心して働き続けられる職場の確立 

 199単組で交渉が行われ、75単組で成果があった。 

 ※ 2023現業・公企統一闘争：交渉185単組、成果74単組 

 
 
● 「エイジフレンドリーガイドライン」に沿った取り組みを周知することを確認 

● ハラスメント撲滅にむけた対応を確認 

● 給食職場で60歳以上の職員について人事異動を配慮することを確認 

● 再任用制度を取り入れていなかったが、暫定再任用制度を運用することを確認 

● 対象者の意向を確認し、適材適所に配置することを確認 

 
 

 

(５) 暫定再任用職員などを含めた技能労務職員の賃金改善の取り組み強化 

 166単組で交渉が行われ、36単組で成果があった。 
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 ※ 2023現業・公企統一闘争：交渉169単組、成果42単組 

 
 
● 保育調理員の初任給基準改善にむけて前むきに取り組むとの回答を確認 

● 非現業職員と同じ賃金体系を維持していくことを確認 

● 暫定再任用の適用給料表を１級から２級にしていくことを確認 

 
 

 

(６) 現場の声を反映した政策実現 

 162単組で交渉が行われ、39単組で成果があった。 

 ※ 2023現業・公企統一闘争：交渉177単組、成果56単組 

 
 
● 給食調理職場で、月に１回政策提言に関する意見交換の場を設置することを確認 

● 現業ＰＴ委員会を設置し、当局と現業職場の現状を共有する体制を整備することを

確認 

● 官民連携や広域化・広域連携の検討が進められている中、直営の必要性について議

論の対象とすることを確認 

● 労働組合からの意見を集約し、意見反映の場の確保に努めることを確認 

 
 

 

(７) 災害対応や感染症などに対する危機管理体制の強化 

 166単組で交渉が行われ、55単組で成果があった。 

 ※ 2023現業・公企統一闘争：交渉181単組、成果81単組 

 
 
● 災害派遣に関する確認書を締結 

● 感染症疑いによる出勤停止時の扱いでは、正規職員と会計年度任用職員の格差解消

と会計年度任用職員の病気休暇（有給）日数を３日から13日に増やすことを確認 

● 市長部局全体の応援体制の確立を確認 

● 総合防災訓練等で現業職員の参加を確認 

● 能登半島地震を受け、災害対応を協議する場を継続的に実施することを確認 

 
 

 

(８) コンセッション方式導入や安易な事業統合の阻止 

 103単組で交渉が行われ、24単組で成果があった。 

 ※ 2023現業・公企統一闘争：交渉139単組、成果31単組 

 
 
● 導入予定はないという回答を確認 



－ 163 － 

● 必要性や合理性について検討段階から労使協議をするとの回答を確認 

 
 

 

(９) 会計年度任用職員の処遇改善 

 175単組で交渉が行われ、80単組で成果があった。 

 ※ 2023現業・公企統一闘争：交渉199単組、成果62単組 

 
 
● 常勤職員との均等・均衡を前提に引き続き、労使協議中 

● 本人がノロウイルス感染した場合、３日目以降診断書提出により私傷病休暇扱いと

なり、社会保険から６割の給料が保障されることを確認 

● 不妊治療にかかる特別休暇６日を正規職員と同じ12日に増やすことを確認 

 
 

 

(10) 事前協議の確立、およびすべての労使合意事項に対する協約の締結 

 200単組で交渉が行われ、105単組で成果があった。 

 ※ 2023現業・公企統一闘争：交渉197単組、成果89単組 

 
 
● 事前協議制の遵守および、労使確認事項は文書で確認 

● ３月春闘、６月男女平等推進・人員確保闘争、11月確定闘争、すべて基本組織と連

名で要求書を提出し確認書締結を実施 

● 必ず確認書で合意内容を確認 

 
 

 

【現業・公企職員が直営で配置されていない単組】 

 現業・公企職員が配置されていない単組に対し、４項目の重点課題を設定し、取り組み

を提起してきた。 

 しかし集約結果では現業・公企職員が配置されていない多くの単組では、要求書の提出、

交渉の取り組みを実施していないことが報告された。あわせて、交渉を実施したものの、

重点課題に対し、十分な成果を勝ち取るに至らなかったことが報告された。 

 

  4. 第１次闘争における成果 

 

(１) 人員確保の取り組みについて 

 現業・公企職場の人員確保を最重要課題と位置付け、通年闘争として取り組みを始めて

以降、現業職員の新規採用は増加傾向にある。2023年度においては定年引き上げに伴い、

定年退職者がいない年度においても前年度を上回る961人の新規採用を勝ち取っている。
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成果の要因は、第１次闘争から人員確保にむけた各単組の粘り強い交渉の積み重ねである。

2024闘争においても、当局からの採用抑制に屈することなく、第１次闘争で次年度の新規

採用を確認した単組がある。 

 一方、第１次闘争では人員確保について継続協議としている単組が多いことから、引き

続き、新規採用を勝ち取った事例を共有し、第２次闘争にむけ、すべての県本部・単組に

おいて人員確保の取り組みを強化していかなければならない。 

 

(２) 「再公営化」にむけた取り組みのスタート 

 現業・公企統一闘争は「質の高い公共サービスの確立」にむけた闘争であり、重点課題

として民間委託導入後の検証等を提起してきたが、現業・公企職員が配置されていない単

組はもとより、配置されている単組でも取り組みが不十分であった。 

 一方、民間委託事業を取り巻く状況は、人件費や物価の高騰により、委託導入が必ずし

もコスト削減には繋がらず、また民間事業者の破産申請などの事案が生じているため、

2024闘争方針では、すでに民間委託が導入されているサービス業務について、サービスの

質や財政状況に課題が生じている際は再公営化にむけ取り組むことを新たに提起した。 

 県本部では「再公営化」の文言を方針に明記することで、オルグや幹事会等で単組に取

り組みの提起がしやすくなった、また単組では、これまで漠然としていた目標が明確にな

り、取り組みがしやすくなったなどの意見があげられた。 

 民間委託導入後であってもサービスの提供については自治体に責任があることから、課

題が生じている際は「再公営化」にむけた取り組みを強化するとともに、「労務費の適切

な転嫁のための価格交渉に関する指針」を踏まえた対応を求め、公共サービスに携わるす

べての労働者の処遇改善にむけた取り組みを強化していかなければならない。 

 

(３) 組合員の声による職場環境改善 

 職場環境改善では現場実態に応じた独自要求が重要であり、独自要求を行った単組の成

果として「現業ＰＴ委員会を設置し、各課題を当局と意見交換していくことを確認」「民

間委託の保育所給食調理業務を直営に戻すことを含め、あり方検討会で協議」「資格取得

にかかる費用についての負担」などが報告された。こうした成果は統一要求では網羅する

ことができず、組合員の声を集め、現場の独自課題について交渉したからである。また、

報告では第２次闘争にむけ、引き続き、被服の改善をはじめ、業務で使用する車両備品の

予算措置などの課題を継続協議としていることから、取り組みを強化していかなければな

らない。 

  



－ 165 － 

 

  5. 第２次闘争にむけた課題 

 

(１) 産別統一闘争への結集について 

 現業・公企統一闘争を取り組むにあたり、第１次闘争では多くの県本部・単組が取り組

みを実施しているものの、本部が設定した基準日に県本部が結集しておらず、また第１次

闘争期のスケジュールとは別で春闘期に第１次闘争として取り組んでいる県本部も見受け

られる。通年闘争とした最大の目的は、人員確保の取り組み強化である。春闘期の取り組

みでは４月時点での人員配置や欠員状況がわからないため、本部が提起する第１次闘争の

スケジュールの下、自治体が採用計画を策定する前段に交渉することにより、少しでも前

進した回答を引き出すことが可能である。改めて取り組む内容と時期を明確化した上で、

統一闘争の意義を再確認し、県本部・単組は第１次闘争の取り組みに結集していかなけれ

ばならない。 

 あわせて県本部・単組では、「現業・公企統一闘争」の名称であるがゆえ、当該職員の

みが取り組む闘争との認識がいまだ根強く残り、すべての県本部・単組が取り組む闘争と

はなり得ていないことが集約結果で改めて明確となった。現業・公企職員の未配置の自治

体では、現業職員が担っていた委託業務に対し当局は責任や関与が薄れている実態があり、

労働組合においても同様の傾向が見受けられる。家庭ごみの収集作業をはじめ、小中学校

の給食調理や用務などの公共サービスが民間委託事業者により提供されていても、事業責

任は自治体にあることを労使双方、再確認する必要がある。 

 「現業・公企統一闘争」は協約締結権を有する現業・公企評議会が先頭に立ち、権利を

活用した取り組みを行うことで、単組の組織全体にも反映させ、質の高い公共サービスの

確立にむけ、取り組む闘争であることを強く再認識していく必要がある。 

 産別闘争として現業・公企統一闘争第２次闘争を取り組むにあたり、現業・公企職場の

みならず、地域医療や福祉関係職場など、すべての自治体現場での人員確保をめざし、公

共サービスの改善にむけた闘争として取り組みを進めていくことが求められる。 

 

(２) 統一基準日への結集について 

 本部が設定した統一基準日はもとより、県本部が設定した統一基準日にも結集できてい

ない単組が非常に多くある。単組実情により、統一した日にすべての単組が交渉を行うこ

とが困難であるかもしれないが、2024闘争の第１次闘争をはじめ、この間の取り組み集約

状況では、多くの県本部が単組交渉時に待機態勢をとっていない実態であるため、こうし

た「単組まかせ」では、統一基準日に交渉を実施しない単組が増えていくことは当然であ

る。 

 この間の統一闘争では、県本部で確認した闘争スケジュールで単組が取り組むものの、

県本部は単組の要求書の提出日や、交渉状況および妥結内容について把握していない実態
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が多くある。その結果、単組交渉時では、近隣単組や県内の交渉状況の共有化がはかられ

ず、さらに妥結基準についても県内統一とは至らないため、十分な成果を得ることは困難

に陥ることになる。さらに、このような「単組まかせ」の取り組み状況が継続した場合は、

県本部、単組間の関係性が弱まり、自治労全体の組織の弱体化に繋がる。 

 現業・公企統一闘争に限らず、すべての統一闘争を取り組むにあたり、県本部は単組の

取り組み状況を把握するとともに、交渉時では待機態勢をとり、単組の支援や妥結判断を

行うことが必要である。こうした取り組みを継続することにより、県本部・単組の繋がり

がより強固になる。  

 第２次闘争期において県本部は統一闘争の意義を再確認し、本部が設定した基準日にむ

け、取り組むための体制を構築するとともに、取り組みができている単組はもとより、こ

れまで取り組みができていない単組を支援するなど積極的な対応が求められる。 

 

(３) 取り組みの二極化について 

 現業・公企統一闘争の取り組み状況については、単組だけでなく、県本部においても取

り組みの濃淡が見受けられる。取り組みが実践されている単組では成果を勝ち取り、速や

かに組合員に報告し共有化することで組合に対する期待感や求心力が高まり、こうした日

常からの取り組みの結果、組織強化がはかられ、単組の団結力を背景に交渉を優位に進め

る好循環へと至っている。 

 一方、組合員数の減少や役員の担い手不足などにより、取り組みが停滞している単組で

は、取り組みを通して勝ち取った成果を報告できないことから、組合に対する組合員から

の期待感や信頼感がなくなり、さらなる組織の弱体化を招く悪循環に陥っている。 

 取り組みができていない単組は、課題解決には要求し交渉していくしか手段がないこと

を再認識する必要がある。その上で取り組みが困難な場合でも、１年間で全く取り組まな

いことがないよう、県本部の支援などを通じて統一要求書などを活用しつつ、必ず要求書

を提出し、交渉していくことが重要である。あわせて評議会独自で取り組むことが困難な

際は、単組の要求書に課題を盛り込み取り組むなど、活動を停滞させない取り組みが必要

である。 

 取り組みを進めるにあたり、要求項目によっては直ぐに成果を勝ち取れない項目もある

が、少しでも前進した回答を引き出すとともに、その際の成果としては、要求し交渉によ

り組織強化という成果を必ず得られることを再認識し、すべての単組が結集する統一闘争

の実現にむけて取り組みを強化していかなければならない。 

 

(４) 協約締結の取り組みについて 

 現業・公企労働者が持つ協約締結権を行使した闘争の推進を提起してきたが、当局はも

とより、労働組合側の認識不足もあり、十分な取り組みとなり得ていない。とくに第１次

闘争の集約結果では、多くの単組では、継続協議となった項目があるため、妥結した項目
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についても第２次闘争で一括して協約締結を行うなどの報告が多く見受けられ、さらに協

約締結を行わなかった理由として「組合側から求めていない」が43.5％であった。 

 協約締結権の重要性を踏まえ、第１次闘争で妥結した項目は第２次闘争で一括して協約

締結するのではなく、妥結した際に必ず協約を締結していくことが重要である。その上で

第２次闘争では継続協議について交渉を行うなど、第１次闘争から協約締結にむけた取り

組みを強化していく必要がある。 

 あわせて、協約締結権を活用した取り組みを進めるにあたり、単組（評議会）規約の点

検・整備の重要性について提起してきたが、いまだに多くの単組（評議会）では不十分な

実態がある。こうした状況を踏まえ、協約締結を確実なものとするため、県本部は各単組

の規約点検・整備にむけた取り組みを進めていくことが重要であり、これからのあらゆる

闘争を進めていく上での喫緊の課題である。第２次闘争では交渉サイクルの確立にむけた

取り組みを進めると同時に規約の点検・整備についても各単組で取り組みを進めていかな

ければならない。 

 

(５) 重点課題に対する取り組みについて 

 現業・公企統一闘争を取り組むにあたり、単組での取り組み強化にむけ、現業・公企職

員が配置されている、配置されていない単組ごとに重点課題を設定するとともに、獲得指

標や手引きなどを作成した。重点課題の取り組みについては、要求項目により成果を勝ち

取れている比率が異なるため、項目によっては要求しているものの、十分な成果とした回

答が引き出せていない実態がある。 

 とくに新規採用の獲得や暫定再任用職員をはじめとする現業職員の賃金改善などでは、

交渉を実施したすべての単組で成果を勝ち取っていない状況である。さらに定年引き上げ

制度の導入に伴い、誰もが安心して働き続けられる職場の確立の要求では、継続協議や今

後の検討課題としての実態が多く、重点課題に対する項目によっては成果を勝ち取った単

組は決して多くない状況である。 

 こうしたことから、今後、「あきらめ感」などにより取り組まない単組が現れる恐れが

あることから、単組実情に応じた取り組み支援が求められる。今闘争で私たちが望む回答

が示されない場合においても、次の闘争の回答にむけ、少しでも現状から前進した回答を

引き出すことが重要である。 

 本部は第２次闘争にむけ、これらの重点課題に対する成果を勝ち取った報告をはじめ、

高年齢労働者の働き方や業務内容などすでに現場で取り組んでいる事例などを積極的に発

信し、県本部・単組はこれらを活用した取り組みを強化していかなければならない。 
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＜別表＞ 

2023・2024現業公企統一闘争第１次闘争取り組み結果報告比較（2024年７月26日現在) 

 

県本部名 

現業・公企評議会の有無 
要求書提出単組数 交渉単組数 協約締結単組数 

現 業 公 企 

2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 

北海道 26 30 14 10 90 67 49 44 0 0

青 森 12 7 12 7 12 16 0 1 0 0

岩 手 12 10 1 4 7 7 5 1 1 0

宮 城 10 12 1 2 6 7 6 6 0 0

秋 田 8 16 4 8 7 11 2 6 1 0

山 形 11 11 0 1 13 16 11 12 2 3

福 島 8 7 2 2 3 10 1 1 1 1

新 潟 12 14 7 9 9 5 3 4 0 0

群 馬 11 8 9 9 5 3 4 1 3 0

栃 木 16 16 2 1 19 20 19 16 2 0

茨 城 9 14 3 5 0 17 0 0 0 0

埼 玉 2 14 1 6 4 11 3 5 1 0

東 京 28 27 1 3 23 22 23 13 11 12

千 葉 7 8 0 0 6 8 5 7 3 5

神奈川 18 18 2 2 18 18 17 11 7 6

山 梨 2 3 1 2 2 21 2 21 1 0

長 野 9 9 2 5 9 10 7 8 5 1

富 山 15 18 5 5 17 18 17 18 1 1

石 川 11 10 0 1 1 2 1 2 0 0

福 井 2 2 2 0 2 3 2 3 0 0

静 岡 5 5 8 6 7 7 4 2 3 0

愛 知 2 0 2 1 1 1 1 1 0 0

岐 阜 10 8 4 5 7 9 4 5 0 0

三 重 15 16 6 5 12 20 12 20 3 1

滋 賀 1 8 1 2 1 7 1 1 0 0

京 都 4 5 1 1 5 8 5 8 3 3

奈 良 16 16 8 8 12 6 9 6 0 0

和歌山 4 5 3 5 2 5 2 2 1 1

大 阪 13 13 5 2 21 20 21 15 10 6

兵 庫 12 13 7 8 13 19 11 14 7 5

岡 山 3 6 2 4 2 4 2 1 1 0

広 島 15 14 5 4 17 18 12 17 5 6

鳥 取 8 8 1 2 5 9 7 4 6 2

島 根 18 18 18 17 24 24 24 22 23 21

山 口 6 7 5 10 4 13 4 9 3 1

香 川 16 12 0 0 13 8 9 2 7 2

徳 島 11 0 4 0 15 0 7 0 4 0

愛 媛 1 0 0 0 2 2 1 1 0 0

高 知 10 9 1 1 3 5 3 3 1 0

福 岡 41 40 18 19 48 48 47 48 34 31

佐 賀 10 8 3 2 12 8 8 3 2 1

長 崎 16 15 15 10 12 7 10 6 3 1

大 分 12 10 6 4 0 5 0 3 0 1

宮 崎 9 20 6 9 10 22 9 14 1 1

熊 本 19 16 6 3 9 14 4 9 1 0

鹿児島 12 23 10 19 5 36 4 11 0 0

沖 縄 7 8 2 1 5 7 1 3 0 0

合 計 525 557 216 230 520 624 399 410 157 112

 



《附属資料》

＜2024年＞

日 月 火 水 木 金 土

6/1

10:00-12:00

第24回⾃治労⻘年

女性中央大交流集

会 第５回実行委

員会 [ウェブ]

6/2 6/3 6/4 6/5 6/6 6/7 6/8

13:00-6/8

国保労組第34回全

国国保連職場課題

別学習会 [自治労

会館]

6/7-13:00

国保労組第34回全

国国保連職場課題

別学習会 [自治労

会館]

6/9 6/10 6/11 6/12 6/13 6/14 6/15

13:30-17:00

第19回中央執行委

員会 [第二会館理

事会室]

13:30-16:00

2024年度第１回自

治労県本部消防担

当者会議［ウェ

ブ］

16:00-17:00

2024年度臨時県本

部労働条件担当者

会議 [ウェブ]

6/14-16

第24回⾃治労⻘年

女性中央大交流集

会［山梨県山中湖

村］

6/14-16

第24回⾃治労⻘年

女性中央大交流集

会［山梨県山中湖

村］

6/16 6/17 6/18 6/19 6/20 6/21 6/22

6/14-16

第24回⾃治労⻘年

女性中央大交流集

会［山梨県山中湖

村］

13:00-16:30

連帯活動担当者会

議 [自治労会館]

14:30-17:00

2024年度大都市共

闘第１回幹事会

[ウェブ]

18:30-20:00

６月19日行動 [国

会議事堂前]

6/23 6/24 6/25 6/26 6/27 6/28 6/29

10:00-11:00

第10回総合局⻑・

部⻑会議 [⾃治労

会館]

13:30-17:00

第20回中央執行委

員会 [第二会館理

事会室]

18:00-20:00

しまね自治研カウ

ントダウンセミ

ナー「しまね自治

研プレトーク」

[ウェブ]

6/30 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 7/6

13:00-16:00

衛生医療評議会・

2024年度第４回レ

ベルアップ講座

[ウェブ]

13:00-16:00

自治体現場力によ

る質の高い公共

サービスを実現す

る集会[自治労会

館]

行　動　日　誌
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日 月 火 水 木 金 土

7/7 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12 7/13

9:30-14:00

2024年度 第２回⻘

年部⻑会議 [⾃治

労会館]

10:00-14:00

2024年度第２回女

性部⻑会議 [⾃治

労会館]

14:00-16:00

中央交流集会総括

会議[自治労会館]

13:00-7/10

2024年度新人書記

研修講座 [自治労

会館]

13:30-17:00

第21回中央執行委

員会 [第二会館理

事会室]

7/8-7/10

2024年度新人書記

研修講座 [自治労

会館]

7/8-12:00

2024年度新人書記

研修講座 [自治労

会館]

7/14 7/15 7/16 7/17 7/18 7/19 7/20

11:00-7/20

第55期中央労働学

校[自治労会館]

7/17-7/20

第55期中央労働学

校[自治労会館]

7/17-7/20

第55期中央労働学

校[自治労会館]

18:30-20:30

７月19日行動 [議

員会館前]

7/17-16:00

第55期中央労働学

校[自治労会館]

7/21 7/22 7/23 7/24 7/25 7/26 7/27

10:00-11:00

第11回総合局⻑・

部⻑会議 [⾃治労

会館]

13:30-17:00

第22回中央執行委

員会 [第二会館理

事会室]

13:30-16:00

2024人勧7.24中央

行動 [日比谷公園

大音楽堂]

13:30-16:00

全国一般評議会第

43回地方労組代表

者会議 [自治労会

館]

13:00-16:00

大都市共闘ニュー

リーダーセミナー

[自治労会館]

7/28 7/29 7/30 7/31 8/1 8/2 8/3

11:00-16:00

2024年度第５回県

本部代表者会議[自

治労会館]

12:10-13:00

第272回中央救援

委員会[自治労会

館]

13:00-8/4

第44回全国保育集

会 [日本教育会館

ほか]

8/4 8/5 8/6 8/7 8/8 8/9 8/10

8/3-12:30

第44回全国保育集

会 [日本教育会館

ほか]

13:30-17:00

第23回中央執行委

員会 [第二会館理

事会室]

13:30-15:30

2025年度自治労原

爆被爆者連絡協議

会総会 [⻑崎県本

部]

13:00-16:00

衛生医療評議会

2025年度第１回全

国幹事会[自治労会

館]

8/11 8/12 8/13 8/14 8/15 8/16 8/17

13:00-16:00

2025年度全国町村

評議会県本部代表

者会議 [ウェブ]
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日 月 火 水 木 金 土

8/18 8/19 8/20 8/21 8/22 8/23 8/24

13:00-17:00

公共サービス⺠間

労組評議会第34回

定期総会 [自治労

会館]

18:30-20:30

8月19日行動 [議員

会館前]

10:00-11:00

第12回総合局⻑・

部⻑会議 [⾃治労

会館]

13:30-17:00

第24回中央執行委

員会 [第二会館理

事会室]

11:00-12:30

全国書記会議2025

年度全国幹事会

[ビジョンセンター

市ヶ谷]

13:00-16:00

第40年次第７回自

治研中央推進委員

会 [自治労会館]

13:00-17:00

国保労組協議会

2025年度全国総会

[大阪PLP会館]

10:00-8/25

⾃治労⻘年部・⼥

性部第69回定期総

会 [群馬県高崎市]

12:00-16:00

現業評議会2025年

度第１回全国幹事

会[自治労会館]

13:00-15:00

臨時・非常勤等職

員全国協議会第４

回全国代表者会議

[ウェブ]

8/25 8/26 8/27 8/28 8/29 8/30 8/31

8/24-16:00

⾃治労⻘年部・⼥

性部第69回定期総

会 [群馬県高崎市]

13:30-8/26

全国一般評議会第

20回定期総会 [自

治労会館]

8/25-13:00

全国一般評議会第

20回定期総会 [自

治労会館]

13:30-16:30

2024年度人事委員

会勧告対策会議

[TKPガーデンシ

ティ千葉]

16:50-17:15

2024年度臨時県本

部代表者会議

[TKPガーデンシ

ティ千葉]

10:00-8/30

自治労第98回定期

大会[千葉ポートア

リーナ]

12:10-12:40

第33回全日本自治

体職員等野球選手

権大会全国優勝大

会（沖縄）出場県

本部代表者会議

[TKPガーデンシ

ティ千葉]

8/29-15:00

自治労第98回定期

大会[千葉ポートア

リーナ]

－ 171 －







自
治
労
第
98
回
定
期
大
会　

一
般
経
過
報
告
書

自　
　

治　
　

労

�

�������� 	
���

����	
 � � � ��������

������������

�

�

�

�

�

�

�

�������	
��


�������

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�������	
��

� �


	00　第98回定期大会目次
	01_(W13-T4)　第１章　本部の機関運営
	02_(W13-M2)　第２章　生活改善の取り組み
	03_(W13-M2)　第３章　安定雇用の実現と公正なワークルールの確立
	04_(W19-M2)　第４章　時短・人員確保・安全衛生など働きやすい職場づくり
	05_(W13-T3)　第５章_自治体財政の確立と自治・分権の推進
	06_(W19-T4)　第６章　安心と信頼の社会保障制度改革の推進
	07_(W13-T5)　第７章_環境・平和・人権を確立する取り組み
	08_(W19-M2)　第８章　政策実現にむけた政治活動の推進
	09_(W13-T5)　第９章_公共サービス労働者の総結集と組織強化
	10_(W13-M2)　第10章　各部門・横断組織の取り組み
	11_(W13-T4)　第11章　国際連帯活動の推進
	12_(W19-M2)　第12章　労働者自主福祉活動の推進
	13_(W13-M2)　第13章_能登半島地震支援活動の取り組み
	14_(W13-T5)　2024年度運動の総括
	15_(W19-T2)　2024現業・公企統一闘争中間総括（案）
	16【貼り込み用】行動日誌
	空白ページ
	空白ページ


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice


